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はじめに 

 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 

 
本書は、「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プ

ロジェクト」の中間評価報告書であり、第３１回研究評価委員会において設置

された「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロ

ジェクト」（中間評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、第３４

回研究評価委員会（平成２５年１月１５日）に諮り、確定されたものである。 

 
 
 

平成２５年１月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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成２３年７月７日改正）」第３４条（評価における利害関係者の排除）

により、利害関係はないとする。
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審議経過 

 
● 第１回 分科会（平成２４年７月２０日） 

公開セッション 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法と評価報告書の構成について 
４．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
５．１ プロジェクトの詳細説明 

公開セッション 
５．２ プロジェクトの詳細説明 
６．全体を通しての質疑 
７．まとめ・講評 
８．今後の予定 
９．閉会 

 
 
● 第３４回研究評価委員会（平成２５年１月１５日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 

SWCNT（単層カーボンナノチューブ）は、革新的先端材料としてその潜在的

可能性を実用化、製品化することが強く望まれてきた新物質である。本プロジ

ェクトでは、SWCNT 合成にて日本の優位性が示される eDIPS 法および SG（ス

ーパーグロース）法の高精度化と、合成された SWCNT を他の物質と複合化す

るための分散技術を開発しており、その技術は世界をリードしている。実用化

への技術展開を促進する体制も精緻に構築されており、全体を統括する国のプ

ロジェクトとして意義あるものとなっている。 
ナノ材料簡易自主安全管理技術は、SWCNT 分散法の確立と同暴露評価手法

の開発に顕著な成果が認められた。一方で、SWCNT のヒトへの暴露を最低限

に管理するための評価手法を完成していくのに向けて、さらに何が必要か、項

目や方法論の検討が必要である。たとえば、早期にバリデーションのための動

物実験を実施することが望まれる。 

 
２）今後に対する提言 
広い用途展開のため、今後も材料の特性向上が重要であり、同時に、一層の

低コスト製造のための技術開発が重要である。日本の技術の優位性を確保する

観点からは、単層という形にこだわらず、機能重視で 2-3 層の細径 CNT も取り

込む形で知的財産を確保した方が賢明である。国際的に認められることは、国

際競争において重要である。学会や論文発表以外にも、さらなる波及効果を図

るべく、Web ページの内容をより充実させ、英語の表記を増やすべきである。

また、YouTube を使うなど世界にアピールする方法も考えてみてはどうか。 
SWCNT のヒトへの暴露の影響は、今後の SWCNT の展開において必須であ

り、更なる検討と検証が強く望まれる。ヒトの病気を熟知した医学系出身のメ

ンバーのより積極的な関与、あるいはアドバイザーを務める体制があった方が

よい。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

SWCNT を安価で大量合成を可能とする技術は、未だ確立していない。国が

直接関与して、大量合成法の確立や製品化に直結する知見を蓄積する本研究プ

ロジェクトは妥当であり、その効果が十分期待できる。新規材料開発で必要な
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基盤技術である SWCNT 形状・物性制御・分離・評価技術、SWCNT の分散技

術、および安全管理技術であるナノ材料簡易自主安全管理技術は、民間活動の

みでは不可能であり、NEDO の関与が必要である。ナノテクノロジー時代の『も

のづくり大国』を目指す日本としては、キーマテリアルである高品質 SWCNT
を世界に先駆けて量産化し、次世代高付加価値製品の開発を産業化する責務が

あり、「NEDO としての事業位置付け、その事業目的」は極めて妥当である。 

 
２）研究開発マネジメントについて 

CNT 関連材料について国際的な優位性を維持、独走するために高い目標値を

掲げており、高く評価できる。人的配置や組織の構成は適切であり、それぞれ

の役割分担は正確に理解されている。知財マネジメントの方針は明確に示され

ており、ユーザーの産業財産権に対しても柔軟に対応できるサンプル提供体制

を構築している。 
本プロジェクトにおける適切な研究開発マネジメントにより金属半導体分離

など各種分離技術が開発されてきていることを踏まえると、今後それらの分離

技術によって分離された特定の構造を有する CNT における有望な応用・製品化

の見込みが得られれば、CNT の潜在的可能性をすべて引き出すための目標設定

として SWCNT のカイラリティ依存性を強調した CNT 作製法の開発や単一カ

イラリティ CNT を用いた応用、製品化の目標設定も必要になると想定される。

安全性評価の面からは、NEDO「ナノ粒子特性評価手法の研究開発」プロジェ

クトで実施した動物実験結果の引用や、新たに行う気管内注入試験を踏まえた

うえで、in vitro 試験の位置付けを明確にすべきである。 

 
３）研究開発成果について 
多くの項目で中間目標は達成しており、高く評価できる。多くの成果が学術

的にも独創的であり、世界初あるいは世界最高水準のものが多い。さらに、最

終目標に向け、連続性のある適切な中間目標設定がなされており、最終目標の

達成可能性は高い。重要な成果は、世界的な学術雑誌に報告されており、適切

に情報発信がなされている。学会での発表や論文の発表は、全般に十分に行わ

れている。また、サンプル提供、特に知的財産権の扱いは公平である。 
今後、ＳＷＣＮＴの中でトップというだけで満足せず、競合材料との客観的

な比較により、ＳＷCNT 技術の現状を明らかにしてほしい。さらに、eDIPS 法

と SG 法の 2 つの異なった手法により作成された SWCNT の特性の違いに関し

て、更なる検証や考察をしてほしい。 
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４）実用化の見通しについて 
eDIPS 法と SG 法により大量合成されたそれぞれの SWCNT の特性を十分生

かした製品化の実用化イメージは理解できる。対抗となる MWCNT（複層カー

ボンナノチューブ）等の情報を広く収集しており、また、コストと市場につい

て意識したうえで実用化の見込みが立てられている。合成手法の大型化に伴い、

若手研究者の従事者は増大しており、今後、民間における製品化の開発事業に

おいて、大いに貢献するであろう。 
また、実用化を考えた際、SWCNT の合成条件は狭い範囲であり、2-3 層の細

径 CNT（10nm 径）の混入も許容すれば合成条件ははるかに楽になり、実用化

のハードルも低くなる。材料開発における設定目標は、高い物性値が具体的に

示されているが、最終目標に向けては、物性値と具体的用途の関係を明らかに

していってほしい。一方、SWCNT の安全性評価について国際的に認められる

には、バリデーションが必要であるため、in vivo の試験を踏まえた研究開発が

必要である。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 
第３４回研究評価委員会（平成２５年１月１５日開催）に諮り、了承された。

研究評価委員会から以下のコメントが出された。 

 
● 今後、このプロジェクトの成果を事業者の方々に使ってもらえるように、

特に有望な成果を取り上げて、既存の技術と比べた性能やコストの面の

メリットを展示会等の機会を利用してより一層アピールを続けて欲し

い。 

 
● カーボンナノチューブに関して安全性試験の手法の開発においては、そ

れが国際標準になるような取組が重要である。 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 
１．１ 総論 
１）総合評価 

SWCNT（単層カーボンナノチューブ）は、革新的先端材料としてその潜在的

可能性を実用化、製品化することが強く望まれてきた新物質である。本プロジ

ェクトでは、SWCNT 合成にて日本の優位性が示される eDIPS 法および SG（ス

ーパーグロース）法の高精度化と、合成された SWCNT を他の物質と複合化す

るための分散技術を開発しており、その技術は世界をリードしている。実用化

への技術展開を促進する体制も精緻に構築されており、全体を統括する国のプ

ロジェクトとして意義あるものとなっている。 
ナノ材料簡易自主安全管理技術は、SWCNT 分散法の確立と同暴露評価手法

の開発に顕著な成果が認められた。一方で、SWCNT のヒトへの暴露を最低限

に管理するための評価手法を完成していくのに向けて、さらに何が必要か、項

目や方法論の検討が必要である。たとえば、早期にバリデーションのための動

物実験を実施することが望まれる。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 単層 CNT 合成にて日本の優位性が示される eDIPS 法およびスーパーグロ

ース法(以下 SG 法と省略)の高精度化とそれらより合成された単層 CNT を

他の物質と複合化するための分散技術の開発を実施している。民間企業側と

の協力により、電気伝導性、熱伝導性における物質的有利性を実用化に結び

つけるべく、多角的な応用研究を行っている。また、簡易自主安全管理技術

の開発により、事業者が実用化をスムーズに展開できるための安全・安心の

確保についても考慮したプロジェクトである。 
○ 『技術立国日本』の根幹に『ナノテクノロジー』を位置付ける以上『革新的

カーボンナノチューブ複合材料の開発』は最重要プロジェクトと認識してい

ます。原料 CNT 開発からその安全性、加工技術、複合化、製品化までの一

気通貫体制を産官学総力を挙げて取り組むべきと考えます。 
○ 日本で発見されたカーボンナノチューブを既存材料との複合化により、新産

業立ち上げを実現し、低炭素社会の実現に資するという広大な視野を持つプ

ロジェクトである。製品に向けた開発研究である研究開発項目①②において

は、２年間で顕著な進歩が見られ、助成事業などの外部企業との関係も良好

に進展している。研究開発項目③では、カーボンナノチューブ分散法の確立

と同暴露評価手法の開発に関して顕著な成果が認められた。 
○ 最先端の研究を実施するとともに、実用化への技術展開を促進する体制も精

緻に構築されており、全体を統括する国のプロジェクトとして意義あるもの

となっている。 
中間目標の設定は、最終目標と照らし合わせて適切であり、中間までの全体
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の進捗は良好である。 
○ 成果の発信、報告が活発に行われている。単層 CNT は、これまで革新的先

端材料としてその潜在的可能性を実用化、製品化することが強く望まれてき

た新物質である。本プロジェクトの目的は、単層 CNT の大量合成法を確立

し、実際、大量合成法で作成された単層 CNT を用いて、電子材料や複合材

料としての応用展開の可能性を実証するところにある。その意味において、

全体として、本プロジェクトの中間目標は十分に達成しており、また、一部

においては、中間目標をはるかに陵駕する結果を収めており、非常に高く評

価できる。 
○ 単層カーボンナノチューブの合成技術および、精製分離技術に関して、世界

をリードしていると評価できる。また質、種類、合成量も応用展開をするの

に十分な量になってきた。 
複合材料を多方面で応用するべき、企業への波及効果が十分期待できる展開

を作ってきている努力が認められる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 開発目標、出口ターゲット等にやや学術研究的色合いが強く、日本のナノテ

ク産業を支える真にイノベーティブな製品開発へ繋げるという道筋にやや

迫力不足を感じます。産官学の総力を挙げられる仕組み、仕掛けを再検討し

て頂きたい。 
● ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立項目において、プロジェクトの中間目

標は十分達成しており、高く評価できるものの、大量合成や製品化過程で直

面するヒトへの暴露を最低限に管理するための評価手法を完成していくの

に向けて、さらに何が必要かの項目の検討や方法論の検討が必要であると思

われる。 
● 単層 CNT 構造は多層 CNT と差別化する際に容易に識別可能である点で、

知的所有権の確保という点では有利である。しかし、電気伝導性、熱伝導性

応用での CNT の性能となると、半導体 CNT が必要なトランジスタと光学

的透過性を前提とする透明電極を除き、必ずしも単層 CNT でなくても良い

場合、つまり 2-3 層の CNT で機能性が発揮出来る場合が多い。むしろ、こ

れら複層 CNT の方が単層 CNT よりも優れている場合もある。 
● 複合材料に関しては、太陽電池や次世代電池のような地球規模で巨大市場を

形成しかつ低炭素社会に直接関係するテーマが直接でてこなかったのは残

念であった。また、単層カーボンナノチューブにこだわりがみられたが、コ

スト面をどうするのか、2～3 層などの多層カーボンナノチューブももう少

し幅広く考慮にいれてはどうかと考える。研究開発項目③の安全管理技術の

開発に関しては、新規物質であるため種々の困難があるのは十分に理解でき

るが、培養細胞のシステムのみで有害性評価を完結するのは困難と考えられ
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る。単層ナノチューブの大きさの分子は、細胞内へ容易に入り、思わぬ臓器

に移動する可能性がある。早期に動物実験系を実施することが望まれる。動

物実験と培養細胞系が相関するというデータが示されれば、培養細胞系によ

るスクリーニングでよいと考える。 
● 成果の権利化件数が少なく、特許出願数が学会発表の 1 割程度に留まってい

る。 
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２）今後に対する提言 
広い用途展開のため、今後も材料の特性向上が重要であり、同時に、一層の

低コスト製造のための技術開発が重要である。日本の技術の優位性を確保する

観点からは、単層という形にこだわらず、機能重視で 2-3 層の細径 CNT も取り

込む形で知的財産を確保した方が賢明である。国際的に認められることは、国

際競争において重要である。学会や論文発表以外にも、さらなる波及効果を図

るべく、Web ページの内容をより充実させ、英語の表記を増やすべきである。

また、YouTube を使うなど世界にアピールする方法も考えてみてはどうか。 
SWCNT のヒトへの暴露の影響は、今後の SWCNT の展開において必須であ

り、更なる検討と検証が強く望まれる。ヒトの病気を熟知した医学系出身のメ

ンバーのより積極的な関与、あるいはアドバイザーを務める体制があった方が

よい。 
 
〈今後に対する提言〉 
• 単層 CNT のヒトへの被爆の影響は、今後の単層 CNT の展開において必須

の事項であり、更なる検討と検証が強く望まれる。 
• 研究開発項目①②に関しては、カーボンナノチューブにより既存の製品に付

加価値をどれだけ加えられるかにかかっている。これまでの研究をさらに進

展させると同時に、研究終了までにいくつかの商品の上市が求められよう。

また、太陽電池・次世代電池の部品への取り組みや、セラミックなどの今回

使用していない材料などとの組み合わせの検討も必要であろう。研究開発項

目③の安全管理技術の開発に関しては、ヒトの病気を熟知した医学系出身の

メンバーのより積極的な関与、あるいはアドバイザーを務める体制があった

方がよいと感じた。培養細胞系のみならず、これまで実施された動物系デー

タや追加実験による比較検証が求められる。リスクがもしあればそれを公表

したうえで使用することが重要である。 
• 広い用途展開のため、今後も材料の特性向上が重要であり、同時に、一層の

低コスト製造のための技術開発が重要。 
安全性の確認は時間が掛かると思われるが、今後も一歩ずつ材料開発と並行

して進めることが重要。 
• 世界にアピールするような方法（例えば YouTube を使うなど）を考えてみ

てはどうか？ 
参入する企業が増加傾向であり、今後さらなる波及効果を図るべく、より積

極的な外部へのアピールがあるとよいと思われる。現在参画している企業以

外にも、公平に参入できるシステムの積極的公表（売り込み）が、社会の還

元という意味において納税者を満足するものであると考える。 
Web ページの内容をもっと、充実したものにすべきである。英語の表記を

増やすべきであろう。国際的に認められることは、国際競争（対中国、対韓
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国）において重要であると思われる。 
安全基準に関して、日本がイニシアチブをとれるような形が望ましい。研究

者に頼らず専門のスタッフを配備してもよいと思う。 
• 日本の技術の優位性を確保する観点からは、単層という形にこだわらず、機

能重視で 2-3 層の細径 CNT も取り込む形で知的財産を確保した方が賢明で

ある。新たな応用分野の芽もでているので、ターゲットを絞り、成果が期待

が出来る分野にエネルギーを集中し、信頼性、安全性を新たなに加味した実

用性ある技術に発展させていただきたい。 
• 物理屋は CNT の物性に興味を惹かれ、化学屋は CNT を使った材料開発、

製品開発に魅力を感じます。そろそろ化学屋が前面に立つべき時期かと思い

ます。 
 
〈その他の意見〉 
・ 日本の SWCNT 製造技術を育て、得られた材料の特性を有効に引き出し、

世界経済を牽引するような市場を早期に形成できる用途が見出されること

を期待する。 
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１．２ 各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

SWCNT を安価で大量合成を可能とする技術は、未だ確立していない。国が

直接関与して、大量合成法の確立や製品化に直結する知見を蓄積する本研究プ

ロジェクトは妥当であり、その効果が十分期待できる。新規材料開発で必要な

基盤技術である SWCNT 形状・物性制御・分離・評価技術、SWCNT の分散技

術、および安全管理技術であるナノ材料簡易自主安全管理技術は、民間活動の

みでは不可能であり、NEDO の関与が必要である。ナノテクノロジー時代の『も

のづくり大国』を目指す日本としては、キーマテリアルである高品質 SWCNT
を世界に先駆けて量産化し、次世代高付加価値製品の開発を産業化する責務が

あり、「NEDO としての事業位置付け、その事業目的」は極めて妥当である。 
 
〈肯定的意見〉 
○ ナノテクノロジー時代の『ものづくり大国』を目指す日本としては、キーマ

テリアルである高品質 SW-CNT を世界に先駆けて量産化し、革新的 CNT
複合材料に繋ぎ、次世代高付加価値製品の開発を産業化する責務があります。

その意味で、「NEDO としての事業位置付け、その事業目的」は極めて妥当

なものと思います。 
○ ナノテク・部材イノベーションプログラムの目標達成のために十分な寄与が

認められる。民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が

高いことにより、NEDO の関与が必要とされる事業と考えられる。 
○ 広い用途展開を図る上で、SWCNT の量産とともに、形状、特性に応じた幅

広い系統的なコンポジット化技術を育てることは重要であり、個々の技術を

統括、俯瞰する必要性から、NEDO のプロジェクトとして適切である。 
○ 単層 CNT は高い潜在的可能性を有する革新的材料であるが、単層 CNT を

安価で大量合成を可能とする技術は、未だ確立していない。したがって、広

く民間企業において製品化を目指した開発事業を促進するためにも、国が直

接関与して、こうした大量合成法の確立や製品化に直結する知見を蓄積する

本研究プロジェクトはきわめて妥当であり、その効果が十分期待できる。 
○ NEDO の事業として重要であると思われる。特に安全に関する基準作りは

民間活動では進めにくい点である。また良質なサンプルを企業に提供し、波

及効果の芽を作ることは、研究室レベルで実現するのは困難である。ベンチ

ャー企業では、採算が問われる。事業の活動は、この分野の実用化に有効に

働いていると判断できる。 
国際競争力がある事業であると判断できる。 
安全性に関して、国際標準化において ISO などの委員会に出席するなど、

活動がみられる。 
○ 新規材料開発で必要な基盤技術である単層 CNT 形状・物性制御・分離・評
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価技術、単層 CNT の分散技術、および安全管理技術であるナノ材料簡易自

主安全管理技術は、民間活動のみでは不可能であり、NEDO の関与が必要

とされる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 具体的な数字（試料の量、人、日数）で波及効果を見たい。 

国際的にアピールできているか、が課題であろう。国際会議に出なくても、

他の人が話題に出すぐらいのアピールが必要である。 
● 制御・分離・評価技術および分散技術という基盤技術が整備されたことは評

価できるが、これらの基盤技術と直結する応用分野をもっと多く具体的に提

案して欲しい。その分野固有の実装試験や信頼性試験も含む、実用化で必須

となる評価技術をさらにとり取り入れる必要がある。 
● ターゲットの設定、開発の時間軸、民間企業との共同開発形態、成果の PR、

事業移管方法等、改善すべき課題は多いと思います。しかし要は、如何にし

て早く『高品質 SW-CNT を組み込んだ先進高付加価値製品を産業化するか』

であり、そのためには日本の「産官学の総力」を結集するしか方法はありま

せん。このままでは、海外勢の後塵を拝する気がしてなりません。 
● 国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献の

可能性等を考えた場合、カーボンナノチューブの太陽電池・次世代電池への

応用が重要な一つの柱となる可能性があり、その考慮が望まれる。 
 
〈その他の意見〉 
・ 日本で唯一量産化されていた代表的な細いタイプの MW-CNT『VGCF-X』

が製造中止となりました。理由は、明確な市場が見つからなかったことと海

外品との競争力で後れをとったとのことです。この種の細い MW-CNT は

SG 法 CNT と併用して用いることができ、次世代先進複合材料のキーマテ

リアルと位置づけていましたので、非常な驚きであると同時にショックです。

実用化までに長期間を要するナノマテリアル開発を一民間企業が独力で事

業継続することの難しさを教えられます。過去の例にありますように、民間

企業への事業移管に関しては、このことを「他山の石」として教訓にして頂

きたい。 



1-8 

２）研究開発マネジメントについて 
CNT 関連材料について国際的な優位性を維持、独走するために高い目標値を

掲げており、高く評価できる。人的配置や組織の構成は適切であり、それぞれ

の役割分担は正確に理解されている。知財マネジメントの方針は明確に示され

ており、ユーザーの産業財産権に対しても柔軟に対応できるサンプル提供体制

を構築している。 
本プロジェクトにおける適切な研究開発マネジメントにより金属半導体分離

など各種分離技術が開発されてきていることを踏まえると、今後それらの分離

技術によって分離された特定の構造を有する CNT における有望な応用・製品化

の見込みが得られれば、CNT の潜在的可能性をすべて引き出すための目標設定

として SWCNT のカイラリティ依存性を強調した CNT 作製法の開発や単一カ

イラリティ CNT を用いた応用、製品化の目標設定も必要になると想定される。

安全性評価の面からは、NEDO「ナノ粒子特性評価手法の研究開発」プロジェ

クトで実施した動物実験結果の引用や、新たに行う気管内注入試験を踏まえた

うえで、in vitro 試験の位置付けを明確にすべきである。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 本プロジェクトの目標設定は国内外のナノ材料、とりわけ CNT 関連材料に

ついて国際的な優位性を維持、独走するために高く目標値を掲げており、高

く評価できる。また、プロジェクト遂行のための人的配置や組織の構成は、

高い成果が期待でき、きわめて適切であると思われる。 
○ 研究開発目標や研究開発計画は妥当であると考えられる。事業実施体制も妥

当であると考えられる。知財マネジメントの方針は明確に示されており、そ

れは妥当なものであった。 
○ 最終目標、中間目標ともに、世界最先端で、用途開発を見据えたものとなっ

ている。 
開発された材料を広く展開するため、SWCNT のコンポジット化開発を行う

とともに、ユーザーの産業財産権に対しても柔軟に対応できるサンプル提供

体制を構築しており、精緻なプログラムとなっている。 
SWCNT の材料開発と共通の基盤技術となる、ダブルウォール CNT やグラ

フェンの開発、サンプル提供にも対応しており、情勢動向に即した適切な対

応がなされている。 
○ 概ね目標は妥当であると思われる。マネジメントは、良く行われていて、そ

れぞれの役割分担は、正確に理解されていると思われる。AIST を中心に、

お互いによく研究の役割が理解できているような印象を受けた。 
○ 各項目で数値目標があり、わかりやすい。 

省エネルギーを意図した時期にあった内容である。 
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安全安心技術の一つとして管理技術をとりあげているが、これは民間での合

意が重要なる標準化技術にも発展するので、今後の展開が期待される。 
○ 目標設定、開発計画、事業体制、成果報告等「研究開発マネジメント」は先

ずは妥当だと思いますが、実用化に向けたより一層の緊張感とスピードが必

要です。海外勢の進取の気象の速さと形振り構わない迫力は物凄いものを感

じます。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 数値目標が提示されているが、それが何を意味するものかがやや不明確   

である。例えば電気伝導度（比抵抗）についても、応用技術によってその値

に相当違いがある。これは、用途の相違であるが、そこをより明確にしてい

ただきたい。 
省エネ効果は、CO2排出削減量などがどの程度期待されるのかの数字の提示

も必要であろう。 
● 安全性評価の面からは、現在本プロジェクトで、単層カーボンナノチューブ

を作成・加工している現場のデータ（どのくらいの単層あるいは多層カーボ

ンナノチューブあるいは炭粉が浮遊しているかなど）を収集しておくことが

望ましい。中間審査の当日供覧した不織布からも何らかの黒色粉末物質は出

ていた。また、以前実施した NEDO「ナノ粒子特性評価手法の研究開発」

プロジェクトで実施した動物実験結果の引用や、新たに行う気管内注入試験

により SWCNT の毒性の大枠を示す必要があると考えられた。 
● 単層 CNT の材料としての潜在的可能性をすべて引き出すための目標設定の

観点から言えば、単層 CNT のカイラリティ依存性をさらに強調した CNT
作成法の開発や単一カイラリティ CNT を用いた応用、製品化の目標設定も

必要ではないか。 
● 事業内での、正当な評価、批評があってしかるべきであると思う。 

すべて良いという報告では、十分納得できるとは必ずしも言えない。 
 



1-10 

３）研究開発成果について 
多くの項目で中間目標は達成しており、高く評価できる。多くの成果が学術

的にも独創的であり、世界初あるいは世界最高水準のものが多い。さらに、最

終目標に向け、連続性のある適切な中間目標設定がなされており、最終目標の

達成可能性は高い。重要な成果は、世界的な学術雑誌に報告されており、適切

に情報発信がなされている。学会での発表や論文の発表は、全般に十分に行わ

れている。また、サンプル提供、特に知的財産権の扱いは公平である。 
今後、SWCNT の中でトップというだけで満足せず、競合材料との客観的な

比較により、技術の現状を明らかにしてほしい。さらに、eDIPS 法と SG 法の 2
つの異なった SWCNT 手法により作成された SWCNT の特性の違いに関して、

更なる検証や考察をしてほしい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ サンプル提供、特に知的財産権の扱いは公平であると思われる。 

企業が独自に開発する権利を保護している扱いであると思う。 
中間目標は、いずれもクリアしているという印象を受けた。 
最終目標の十分達成できる見込みであると判断できる。 

○ 全体として、中間評価目標値をクリアしている。他の CNT 技術と比べ、本

研究開発は世界初あるいは世界最高水準のものが多い。論文発表は適切に実

施されている。電気伝導性、熱伝導性の確保という点で汎用性のある結果と

なっている。CNT の複合材という点から新たな技術開発を開拓していると

言える。 
○ ①達成度：非常に多くの項目で中間目標は達成しており、高く評価できる。 

②成果の意義：多くの成果が学術的にも独創的であり、また、世界最高水準

にある。また、成果内容は製品化に直結したテーマを多く含んでおり、意義

はきわめて高い。 
③成果の普及：重要な成果は、引用回数の多い世界的な学術雑誌に報告され

ており、適切に情報発信がなされている。 
④最終目標：一部は既に最終目標値に達しており、多くの項目で最終目標値

の達成が十分期待できる。 
○ 中間目標の達成度、成果の意義等は概ね当初計画通りに進んでいると思いま

すが、逆に中間目標の設定が低すぎるのではないかとの懸念を抱きました。 
○ 研究開発項目①②においては、全般に中間目標を達成している。研究開発項

目③に関しても、５年間という枠を考えると十分に仕事は進んでいる。学会

での発表や論文の発表は、全般に十分におこなわれている。特許出願やプレ

ス発表も十分に行われている。 
あらかじめ設定された最終目標は達成できる可能性が高い。 

○ 設定された目標は、世界最高水準でチャレンジングなものとなっている。中
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間報告までの達成度は高く、適切な成果が得られている。 
助成事業を組み込む等、成果を普及する体制を構築している。 
外部への発信が適切になされており、活発な学会発表が行われている。 
最終目標に向け、連続性のある適切な中間目標設定がなされており、最終目

標の達成可能性は高いと判断される。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● この事業のオリジナル性の高い点がもっと強調がされるべきである。 

似たような話が、そのほかのプロジェクトでもあるので、独自性、特許の取

得などが明確であれば、アピールがより良いものになると思われる。 
● CNT の中での技術水準は非常に高いと認められる。ただし、予算規模の大

きなプロジェクトであるため、CNT の中でトップというだけで満足せず、

競合材料との客観的な比較により、CNT 技術の現状を明らかにして欲しい。

これがないと実用化に関して判断がつかない。 
● e-DIPS とスーパーグロースの２つの異なった手法により作成された単層

CNT は、種々の点でその特性が異なっており、両者の特徴を生かした、そ

れぞれの目標値の設定とその達成度については、高く評価できるが、両手法

による CNT の特性の違いに関する検証や考察が少し不足しているように思

える。特に、結晶性の違いがどこに起因するのか、結晶性の違いをもたらし

ている欠陥等の質や数の違いを定量的に解明するなど、CNT 特性の差異の

由来を明らかにする必要があるのではないか。 
● 成果の普及という点では、今後このプロジェクトチーム全体による公開シン

ポジウムの開催などが望まれる。 
中間評価の助言分の最終目標に関しては、出来る限りの努力が望まれる。 

● 特許は中間報告までにトータル 10 件が出願されているが、世界の最先端の

研究であることを鑑みると、もう一歩の注力が望まれる。 
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４）実用化の見通しについて 
eDIPS 法と SG 法により大量合成されたそれぞれの SWCNT の特性を十分生

かした製品化の実用化イメージは理解できる。対抗となる MWCNT（複層カー

ボンナノチューブ）等の情報を広く収集しており、また、コストと市場につい

て意識したうえで実用化の見込みが立てられている。合成手法の大型化に伴い、

若手研究者の従事者は増大しており、今後、民間における製品化の開発事業に

おいて、大いに貢献するであろう。 
また、実用化を考えた際、SWCNT の合成条件は狭い範囲であり、2-3 層の細

径 CNT（10nm 径）の混入も許容すれば合成条件ははるかに楽になり、実用化

のハードルも低くなる。材料開発における設定目標は、高い物性値が具体的に

示されているが、最終目標に向けては、物性値と具体的用途の関係を明らかに

していってほしい。一方、SWCNT の安全性評価について国際的に認められる

には、バリデーションが必要であるため、in vivo の試験を踏まえた研究開発が

必要である。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 個々の複合材料での数値目標はクリアしている。 
○ 個々の技術課題に対する取組みや実用化へのイメージは理解できますが、成

果を実用化するには膨大な時間と資金と人材投入をしなければなりません。

果たして今の開発スピードで予定通り民間企業へ事業移転ができるか。日本

の知的総力を結集する仕組みをもう一度再検討する必要があるのではない

でしょうか。 
○ 実用化の出口イメージは明確になっていると感じた。出口イメージに基づい

て、マイルストーンも明確になっていると感じられた。 
関連分野への波及効果が十分に期待できる。技術的ならびに経済的のみなら

ず、人材育成も促進している。 
○ e-DIPS とスーパーグロースにより大量合成されたそれぞれの単層 CNT の

特性を十分生かした製品化の実用化イメージは鮮明であり、また出口に向け

た知見も十分に蓄積してきている。人材育成に対する波及効果としては、合

成手法の大型化に伴い、若手研究者の従事者は増大しており、今後、民間に

おける製品化の開発事業において、大いに貢献するものと思われ、本プロジ

ェクトの波及効果はきわめて高い。 
○ 出口イメージが明確である。出口の種類も多い。 

プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進するな

どの波及効果を生じている、と判断できる。TASC などの制度は、人材育成

に有効であると考えられる。 
○ 実用化に際しての対抗となる MWCNT 等、広く情報収集をしており、また、

コストと市場について意識したうえで実用化の見込みが立てられており、出
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口イメージを明確にしている。 
SWCNT は、電気、電子、機械、熱等の広い分野での用途展開が期待されて

おり、成果の波及効果は大きい。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 複合化材料であり、数字目標を設定し、それをクリアしているが、その数字

目標が何を基準に設けられたのかが不明な点がある。多角的な展開の可能性

をしめしているが、出口イメージのわからないものがある。波及効果は記載

がないこともあり、不透明である。また、実用化を考えた際、単層 CNT の

合成条件は狭い範囲であり、2－3 層の細径 CNT（10nm 径）の混入も許容

すれば合成条件ははるかに楽になり、実用化のハードルも低くなると考える。 
● 研究成果からその実用化、事業化、産業化の間に所謂「死の谷」があります。

「死の谷」を乗り越える技、仕組みを是非生み出して欲しいものです。  
● 材料開発における設定目標は、高い物性値が具体的に示されているが、最終

目標に向けては、物性値と具体的用途の関係を明らかにしていってほしい。 
● 合成装置の大型化に伴い、さまざまな種類の若手研究者数や研究従事者数が

増大するが、それに伴い、当然、新物質に対する理解度は多様になろう。さ

まざまなレベルの研究者、従事者に対する安全教育がどの程度、組織的にな

されているのか、明示する必要があるのではないか。 
● 長期的なロードマップ（20 年、30 年）が欲しいように感じた。 
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２．個別テーマに関する評価結果 
２．１．単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 
１）研究開発成果について 

eDIPS 法および SG 法による SWCNT の大量合成は、国内外において本プロ

ジェクト以外では全く行われておらず、本プロジェクトの国内外における優位

性はきわめて明確であり、大量合成法の確立のため、種々の目標値の達成度は

秀逸であり、中間目標は十分達成している。eDIPS 法では、SWCNT の直径、

長さ、結晶性において目標値を達成し、高い結晶性による電気伝導性の向上を

得ている。SG 法では、直径、長さ、比表面積、純度、配向性、集積状態におい

て目標値を達成している。さらに、助成事業との連携により、明確な用途展開

も図り、高いレベルのシーズ技術をうまく展開している。 
ただし、SWCNT のカイラリティ分布（半導体、金属を含めて）の各合成条

件下におけるキャラクタリゼーションが不足しており、更なる最適化の取り組

みが効果的である。また、技術移転を複数社にして競争させた方が、社会への

還元効果が高くなるのではないか。無制限に提供させる必要はないが、例えば

TASC に参画していない国内企業にも提供する機会を与えるのであれば、公平

であると考えられる。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 研究成果は概ね中間目標を達成している。特に、単層 CNT の高度利用には、

直径や長さの制御以外、高結晶化や半金分離技術等が不可欠となりますが、

これらの制御技術や分離技術の実用上の方向性が見えてきたことの意義は

大きい。 
eDIPS 法 CNT は、単層 CNT のデファクトスタンダードになり得ますが、

高品質、高性能を追求するあまり量産化、低価格化への取組みがなおざりに

ならないよう、開発ターゲット、例えば『静電容量型タッチパネル用透明導

電膜』に特化した実用化を、技術力のある複数の民間企業へもっと積極的に

提案しては如何ですか（既に中国品や韓国品 SW-CNT を用いたタッチパネ

ルが上市されています）。川下の最終製品と川上の eDIPS 法 CNT の双方向

の同時開発こそが、結果的により優れたより汎用性のある eDIPS 法 CNT
を開発する近道と信じます。 
SG 法 CNT は、次世代複合材料（例えば、高強度/高導電/高熱伝導/軽量化

等）向け単層 CNT のデファクトスタンダードになり得ますが、これら複合

材料には炭素繊維やグラファイト、VGCF、市販 MW-CNT 等比較的安価な

カーボン材料と組み合わされて使用される場合が多いので、価格競争力のあ

る高性能 SG-CNTの量産化と並行して SG法CNTならではの付加価値用途

の開発ターゲットの設定を急いで欲しいものです。日本企業から、直径 10
～20nm の比較的細い MW-CNT メーカーが消滅しつつある現状は非常に懸
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念される状況です。 
eDIPS 法 CNT も SG 法 CNT も適当な分散機と分散剤を用いれば容易に液

相分散することはできます。特に、SG 法 CNT は、細くて長く、導電性も

市販 MW-CNT より優れており、かつ触媒残渣が少ないという特長を有して

いるので、分散液中のこの網目構造を生かせば先進複合材開発の大きな武器

となると期待できます。 
ゲルカラムクロマトグラフィー法を用いて、eDIPS 法 CNT の半金分離と半

導体 CNT の精密分離技術の目処がついたことは心強い限りです。産業利用

までには時間がかかると思いますが、シリコンに代わる薄膜トランジスタ等

次世代デバイスに向けたイオンコンタミのない安価で量産可能な分離技術

の開発を期待したい。 
○ e-DIPS 法およびスーパーグロース法による単層 CNT の大量合成は、国内

外において本プロジェクト以外では、全く行われておらず、本プロジェクト

の国内外における優位性はきわめて明確であり、大量合成法の確立のため、

e-DIPS 種々の目標値の達成度は秀逸であり、中間目標は十分達成している。

法においては、結晶性にすぐれた単層 CNT の直径制御や装置の大型化に成

功しており、高く評価できる。また、スーパーグロース法においては、合成

条件の精密化を進め、目的に応じてチューブ径や長さの最適合成条件を明確

にするなど、応用展開に必要不可欠な技術の獲得に成功している。これらは

いずれも高く評価できる。 
○ 良質な単層ナノチューブの提供という点において明確な方向がある。技術に

関する中間目標は達成されたと判断できる。 
合成、分離、評価、の 3 つの技術評価がバランスよく達成されていると思わ

れる。 
金属半導体の分離は、国際的な評価を得たと判断でき、当初予想以上に達成

できたと考えられる。分離後の利用方法において、後半の展開が期待できる。 
○ eDIPS 法にて、単層 CNT の直径、長さ、結晶性おいて目標値を達成し、高

い結晶性による電気伝導性の向上を得ている。SG 法にて直径、長さ、比表

面積、純度、配向性、集積状態において目標値を達成している。両製法にお

いて、直径制御技術を確立しつつある。 
○ SWCNT の製造ならびに分離において世界の最先端レベルでの高い目標を

設定し、中間報告までの課題をほぼクリアしている。また、製造、分離の技

術開発にとどまらず、助成事業との連携により、明確な用途展開も図り、高

いレベルのシーズ技術をうまく展開している。 
CNTとアルミのコンポジットでは、銅の2倍以上の熱伝導を達成するなど、

画期的な成果があり、メーカーとの連携により、放熱板、熱交換器等への普

及開発を進めている。 
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〈問題点・改善すべき点〉 
● 大量合成と同時に一本の単層 CNT の精密計測は、本プロジェクトが単層を

上げているだけに重要である。特に、カイラル指数評価システム開発に非常

に重要な評価テーマであるが、その進展が報告書を読む限り不明である。 
● 優れた『透明導電膜』は優れた原料 CNT と優れた分散・製膜技術の掛け算

で決まります。『透明導電膜』において透明性と導電性を両立させるには原

料 CNT が長くかつ直径が小さいほど良好との因果関係が定量的に明確にな

ったことは一歩前進ですが、一方、分散・製膜後の CNT ナノネットの太さ

（バンドルの大小）も性能に大きく寄与しているように思います。CNT の

製造直後のバンドル状態と分散・製膜後のバンドル状態には相関はないので

しょうか。そこにメスを入れたら新しい切り口が発見できるような気がしま

す｡ 
半金分離する際、ゲルカラムクロマトグラフィーにかける前の孤立分散工程

で既に CNT に大きなダメージを与えているのではないか懸念されますが、

この点の改善も重要かと思います。半導体 CNT の精密分離より、先ずは、

金属 CNT と半導体 CNT の分離を工業化レベルで実現化して頂きたい。 
● e-DIPS、スーパーグロース法ともに合成された単層 CNT の直径、長さのキ

ャラクタリゼーションは良くなされているが、カイラリティ分布（半導体、

金属を含めて）の各合成条件下におけるキャラクタリゼーションが不足して

いるように思える。例えば、CNT の紡糸や膜の電導性向上のためには、合

成時における金属型（特にアームチェアー型）CNT 分布を大きくすること

への取り組み等、更なる最適化の取り組みが効果的だと思える。 
● 技術移転を 1 社に限らず、複数社にして競争させた方が、社会への還元効果

が高くなるのではないか？ 無制限に提供させる必要はないが、例えば

TASC に参画していない国内企業にも提供する機会を与えるのであれば、公

平であると考えられる。 
 
〈その他の意見〉 
・ 目標の項目に、SWCNT1 本の形状と結晶性、ならびに集合体の配向度、密

度の制御範囲が定量的に箇条書きで示されているが、極端には、すべてが

and 条件となる「高結晶で極細の SWCNT からなる高い配向性の集合体」

が得られるようにも解釈できる。誤解の生じない表現での目標設定が望まれ

る。 
・ 電気伝導性、熱伝導率、力学強度等の向上の上で、それぞれの物性パラメー

タと単層 CNT 構造（直径、長さ、カイラリティ、欠陥密度等）の相関が是

非とも必要である。 
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２）実用化の見通しについて 
eDIPS 法、SG 法の両手法による SWCNT を用いた実用化イメージは鮮明で

あり、目標値の達成度は十分である。eDIPS 法 CNT は次世代デバイス用途に、

SG 法 CNT は先端複合材料用途に、出口の方向性は見えてきた。Na イオンの

濃度調整よるゲルクロマトグラフィーにて半導体と金属の分離技術が進展して

いる。また、Na イオンが問題となる半導体デバイスへの応用を念頭にいれた非

イオン性界面活性剤による無担体電気泳動法での分離技術も出口イメージがし

っかりしている。最終目標に向けた出口イメージも明確であり、引き続き研究

開発が行われる見通しは明快である。 
一方、出口の方向性は見えてきたが、時間軸を入れた明確なターゲット設定

をして注力する時期にある。 
 
〈肯定的意見〉 
○ CNT の透明電極応用で eDIPS 法の CNT は従来技術のレーザーアブレーシ

ョン法に比べ、数倍低いシート抵抗を示し、eDIPS 法の優位性が明確とな

った。Na イオンの濃度調整よるゲルクロマトグラフィーにて半導体と金属

の分離技術が進展している。一方、Na イオンが問題となる半導体デバイス

応用を念頭にいれた非イオン性界面活性剤による無担体電気泳動法での分

離技術も出口イメージのしっかりした分離方法と言える。 
○  技術成果は着実に上がっており、eDIPS 法 CNT は次世代デバイス用途に、

SG 法 CNT は先端複合材料用途と出口の方向性は見えてきたが、時間軸を入

れた明確なターゲット設定をして注力する時期にある。eDIPS 法 CNT は、

高い透明性と導電性を生かして、例えば『静電容量型タッチパネル用透明導

電膜』、SG 法 CNT は、その高純度で網目構造を作り易い構造から無機材料

や金属材料との複合化、例えば、『LIB 電極部材』や『アルミニウムの高強

度化/高導電化/高熱伝導化』に開発を特化して総力を結集されては如何でし

ょうか。 
○ e-DIPS、スーパーグロース両手法による単層 CNT を用いた実用化イメージ

は鮮明であり、目標値の達成度は十分である。また、最終目標に向けた出口

イメージも明確であり、引き続き研究開発が行われる見通しは明快である。 
○ 実用化につながる道筋ができていると判断できる。 

Toray が実用化のけん引力となることが期待できる。 
○ 助成事業の枠組みを構築して、具体的な出口イメージをもった開発が行われ

ている。また、多種多様なサンプルを積極的に外部に提供しており、ユーザ

ーの間口を広げられるよう取り組んでいる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● eDIPS 法 CNT の研究は、研究段階から実用化を睨んだ開発段階へステップ
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アップするべきです。開発ターゲットを明確にし、技術力のある関連企業の

英知を取り込んでいけば、eDIPS 法 CNT 開発のより具体的な方向が見えて

くるはずです。 
SG 法 CNT の最大の課題は、安価な市販 MW-CNT（＜＠１万円/kg）との

コスト／パフォーマンスにおける差別化です。将来とも価格では太刀打ちで

きないと考えますが、SG 法 CNT の特長である長くて細い高純度な網目構

造が作れるという特長を生かして、CNT を金属微粒子やセラミックス微粒

子表面に『マスクメロン状』に均一被覆する安価な技術が開発できれば

VGCF や MW-CNT と比較して競争優位に立てられると思います。 
● この合成技術自身を商品とするような、ビジネス展開があってもよいと思う。 

研究室レベルの合成装置は、企業が参入し大きな成果を上げている。 
● 透明電極応用で重要な性能値である「透過率 90％でのシート抵抗」が結晶

性の良い e-DIPS 法でも 2kΩ/□もある。ITO の値やグラフェンの最新デー

タと比べ、2 桁近くも高い。CNT での透明電極応用で、原理的にどこまで

のシート抵抗が透過率 90％にて得られるか、明確な指針が欲しい。 
 
〈その他の意見〉 
・ SWCNT の合成法として、eDIPS 法とスーパーグロース法という独自の異

なる２手法の検討を進めており、基盤技術の拡充という点で重要である。し

かし、開発が進み、出口イメージが一層明確になれば、状況に応じて、資源

の分散によって非効率な開発となっていないかというチェックも必要であ

ろう。 
・ 単層 CNT フォレストにおける導電率、熱換算率、接着特性、粘弾性等の評

価技術を CNT の標準化技術として今後、是非発展させてほしい。 
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３）今後に対する提言 
より一段高い目標を掲げても良いのではないか。例えば、単一カイラリティ

チューブ合成法の開発などは一つの候補である。また、金属中の分散技術であ

る放電プラズマによる熱処理での SG 法 CNT の結晶性向上によるさらなる展開

を期待したい。 
一層の用途開発のため、現在進めている助成事業での検討やサンプル提供を

継続、発展させることが重要である。さらに、民間企業が有する固有の技術や

ノウハウを活用すべきであり、知財や対価等に柔軟に対応してほしい。 
 
〈今後に対する提言〉 
• 試料の一般提供を、どれだけ早く始めることができるか？ にかかっている

と思われる。 
・ eDIPS 法の結晶性向上は、CNT 応用にとって非常に明るい結果である。た

だ、大面積合成、量産技術という観点では、SG 法が優れているので、その

結晶性向上も行って欲しい。特に、「金属中の分散技術」である放電プラズ

マによる熱処理での SGCNT 結晶性向上は興味深い、今後のさらなる展開を

期待したい。 
• 本プロジェクトにおける目標達成度は十分であるが、本プロジェクトの性格

上、単層 CNT の制御に関し、より一段高い目標を掲げても良いのではない

か。単一カイラリティチューブ合成法の開発などは一つの候補と思われるが。 
• CNT はナノサイズなので、分散→塗布→乾燥→製膜工程が従来の微粒子サ

イズとは全く異なります（塗布、乾燥、洗浄時のブラウン運動やバンドル形

成等）。特に、塗布→乾燥→製膜工程等後工程は民間企業が有している固有

の技術やノウハウを活用すべきと思います。プロジェクトの性格上、企業数

を増やすことが難しいかもしれませんが、知財や対価等を柔軟に対応して頂

きたい。参加企業が少ないのは PR 不足ではないですか。 
• 一層の用途開発のため、現在進めている助成事業での検討やサンプル提供の

方向を継続、発展させることが重要である。 
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２．２． 単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 
１）研究開発成果について 
個々の分散技術の結果は、他の CNT 複合化技術と比べると非常に高い水準に

あり、溶媒中に分散する技術、SWCNT 網目構造制御技術、板状 SWCNT 複合

材料、ラテックスを用いた分散技術などは高く評価できる。SWCNT が持つ固

有の高い物性を有効に発現させる手法が着々と開発されている。 
複合材料の性能については、wt％だけでなく、ナノチューブの品質、長さ、

絡み具合までも数値化した量などで規格した横軸を用いて評価することを期待

したい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ SG 法 CNT の網目構造を制御して、SG 法 CNT 濃度 0.01wt％で体積導電率

10-3S/cm の実現は極めて魅力的な結果だと思います。明確な開発ターゲッ

トを設定して実用化に取り組んで欲しい。 
基幹材料（樹脂/ゴム/金属/セラミックス）に少量の CNT で高い導電性を付

与させる方法として、材料粒子表面に極微量の CNT で被覆する所謂『マス

クメロン構造』の構築があります。この手法は非常に汎用性の高い、経済性

ある高導電複合材料作製技術と思います。ゴムラテックスに SG 法 CNT を

適用した場合、導電性と同時にゴム物性を損なわない再現性と耐久性に優れ

る複合材が開発できる可能性は高いので、SG 法 CNT の網目構造を最大限

に生かしてコスト／パフォーマンスで市販MW-CNTとの差別化を明確にし

て頂きたい。 
フッ素ゴムと CNT の親和性を利用した導電性複合樹脂や導電性複合ゴムの

開発の発想も面白い。明確な開発ターゲットを設定して実用化に取り組んで

欲しい。 
○ 最終目標に向けた中間評価時の目標が適切に設定されており、高いレベルで

ほぼ目標が達成できている。 
高分子、金属等への適切に分散することで、SWCNT が持つ固有の高い物性

を有効に発現させる手法が着々と開発されている。高導電化や高熱伝導化等、

実用化を加速する成果といえる。 
○ 溶媒中に分散する技術：ナノマイザーを組み合わせた分散液作成法の開発は

高く評価できる。 
単層 CNT 網目構造制御：単層 CNT 複合化による導電性ゴムの開発は秀逸

であり、きわめて独創性の高い成果を収めている。 
板状単層 CNT 複合材料：高い電流容量をもつ CNT/Cu 複合材料の開発に成

功しており、高く評価できる。 
ポリマー分散：ラテックスを用いた分散技術の開発は高く評価できる。 

○ 想定内の成果が出ていると考えられる。複合材料としての最適化に向けて技
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術の進歩が見られている。 
配向ナノチューブを用いた熱伝導材料の開発は、ナノチューブの性質を利用

したものであり、興味が持てた。 
複合材料の展開は、用途と併せて技術の開発が進んでいると判断ができる。 

○ CNT 結晶性の劣化のない分散技術、網目状かつ均一な単層 CNT 充填率を持

つ分散複合材、板状単層 CNT を既存材料と複合化する技術を開発している。

個々の分散技術の結果は、他の CNT 複合化技術と比べると非常に高い水準

にある。特に、CNT と銅との複合化技術では、Cu と同等の電気伝導率と銅

の 100 倍の電流容量をもつ複合材の開発されている。これは両材料の複合化

におけるシナジー効果と言えるだろう。また、放電プラズマ熱処理による

SG 法の CNT の結晶性、成長の直線性の向上は、大量合成 CNT の品質向上

に貢献する技術として注目される。 
 

〈問題点・改善すべき点〉 
● 溶媒中に分散する技術：欠陥の種類と数の問題を早急に解明する必要がある。

孤立分散化によるラマン G/D 比の向上は明確に示されているが、G/D 比と

欠陥の種類と数の関係が必ずしも明確でなく、ラマン G/D 比以外の手法に

よる定量化が必要な段階と思われる。 
● 材料に熱伝導性を付与するには、複合材料中に熱伝導性パスを構築しなけれ

ばならないので、安価な既存熱伝導材を主体に、付加的に高性能な熱伝導材、

例えば、SG 法 CNT を少量配合する方法が経済的ですが、熱伝導材の高充

填化に伴う複合材料全体の機械的物性の低下が懸念されますが、SG 法 CNT
の網目構造を活用した「海島構造」が上手く構築できれば可能性は高いと思

います。 
炭素繊維とゴムに少量の SG 法 CNT を添加することにより、柔軟性を保持

したまま、チタン並みの熱伝導率をもつ複合材料が開発されましたが、水平

方向の熱伝導率はチタン並みでも、垂直方向の熱伝導性は一桁低い。実際の

使用場面でこの点が問題にならないか懸念されます。 
板状 SG 法 CNT と銅の複合で、導電率が銅並みで銅の 100 倍の電流密度の

複合材料が得られており魅力的ですが、現実的なプロセスなのかどうか見極

める必要があると思います。 
● 複合材料の性能で、横軸を wt％であると、ナノ材料をフィラーに用いた複

合材料を十分に記述できないのではないか？ １次元物質であるので、パー

コレーション閾値の評価と wt％が併記されているならば、もう少し理解し

やすいように思われる。 
wt％だけでなく、ナノチューブの品質、長さや、絡み具合までも数値化した

量などで規格した横軸を用いて、再現性の高い複合材料の評価をすることを

期待したい。 
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● SGCNT は 1mm 以上の高さを越えるものが容易に形成されるが、バンドル

をほどいて分散させた試料は、0.2-1.7μm とかなり短い。この長さで

SGCNT の長尺性が生かされるのか？ 
 

〈その他の意見〉 
・ 分散技術として共通しているのは CNT の高い電気伝導性あるいは熱伝導性

の利用にある。ただし、複合化によって得られるトータルの電気伝導性、熱

伝導性は CNT が分散される媒質によって大きく変化する。CNT とペアを組

む材料の物性を汎用的にとらえ、CNT 添加あるいは CNT との複合化がもた

らすトータルの物性変化が予測可能な、CNT 複合材料の物性シミュレーシ

ョンも必要である。 
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２）実用化の見通しについての評価 
それぞれの複合化項目において、実用化までのイメージがある。活発な成果

報告とサンプル提供によりユーザーの開拓に注力し、商品イメージの明確化に

積極的に取り組んでいる。低損失な高密度配線材料、半導体デバイスの放熱基

板として、今後の技術の発展が期待でき、波及効果も大きい。また、SG 法 CNT
の無機電極材料や金属材料との複合化は、その高純度で網目構造を作り易い構

造から、市場性や社会性から鑑みて魅力的なターゲットである。 
今後の改善点としては、個々の分散技術の応用分野のターゲットを絞り、そ

の応用分野での現状をどう改善できるのか、つまり性能がどの程度上がるか、

代替が経済的か、あるいは環境負荷としてどのような意味があるか等の検討が

必要である。 
 
〈肯定的意見〉 
○ いろんな点で実用化のイメージがあり、技術の発展が大いに期待できる。 

波及効果が大きいと判断できる。 
○ CNT に銅をめっきすることによる銅の 100 倍の電流容量をもつ複合材の開

発は、例えば最近注目される Si LSI のチップ間配線（Through Si Via）技

術での低損失な高密度配線材料として興味深い。放電プラズマによる焼結は

SGCNT の結晶性を向上させる効果もあり、その結果、高い熱伝導特性も得

られる。この技術では、熱伝導の異方性も考慮した放熱構造となっており、

半導体デバイスの経済的な放熱基盤として期待される。 
○ それぞれの複合化項目において、実用化までのイメージは明確になっており、

最終目標までの研究開発のプロセスも明快である。 
○ 成果の実用化可能性は、成果の達成度以上に出口ターゲットの設定の妥当性

で決まります。現在設定されているターゲットが、製品の市場性、事業化の

難易度、製品インパクト、波及効果から妥当であるか否か、再検討されては

如何ですか。 
SG 法 CNT は、その高純度で網目構造を作り易い構造から無機電極材料や

金属材料との複合化、例えば、『LIB 電極部材』や『アルミニウムの高強度

化/高導電化/高熱伝導化』等は市場性や社会性から鑑みて魅力的なターゲッ

トと考えます。 
○ 活発な成果報告を行い、サンプル提供する等、ユーザーの開拓に注力し、商

品イメージの明確化に積極的に取り組んでいる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 提案された分散技術に共通するのは CNT の高い電気伝導性あるいは熱伝導

性の確保にあるが、その伝導性は分散される媒質によって大きく変化する。

個々の分散技術の応用分野のターゲットを絞り、その応用分野での現状をど
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う改善できるのか、つまり性能がどの程度上がるか、代替が経済的か、ある

いは環境負荷としてどのような意味があるか等の検討が必要である。 
● より多くの分野に対して、現状の技術を紹介することで、技術移転がこのプ

ロジェクトの中間段階で広がる事に関して、さらに積極的にすれば、波及効

果に対する評価がより高くなると思う。 
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３）今後に対する提言 
SWCNT 分散による媒質材料との特性上のシナジー効果が顕在化する応用例

を、今回開発した CNT/Cu に限らず、さらに試みてほしい。市場性、社会性、

波及効果、インパクトなどの観点から設定ターゲットの妥当性を再検討してほ

しい。 
さらに、今後は、早期実用化のため、出口イメージをより明確にして、工程

やコスト等、実用途としての技術課題を明らかにし、クリアしていく必要があ

る。 
 
〈今後に対する提言〉 
• NEDO のプロジェクトで役に立つ製品ができた、という証拠を作ることが、

プロジェクトの有効性が長く語られることにつながると思う。 
・ CNT 分散による媒質材料との特性上のシナジー効果が顕在化する応用例を、

今回開発した CNT/銅に限らず、さらに試みて欲しい。 
• 今後は、早期実用化のため、出口イメージをより明確にして、工程やコスト

等、実用途としての技術課題を明らかにし、クリアしていく必要がある。 
• 「シーズとニーズのマッチング」「川下（製品）から川上（原料）へ」等々

いろいろ言われますが、CNT 事業もそろそろ「川下（ターゲット）から川

上（CNT）」へ向かって関係者の意識を大転換しなければなりません。先ず、

市場性、社会性、波及効果、インパクトから設定ターゲットが妥当か否かを

再検討して頂きたい。同時に上記条件を満たす新たに設定したターゲットを

総力を挙げて短期間で実現するために、何が足りないか、開発中の SW-CNT
（eDIPS 法 CNT と SG 法 CNT）はどうあるべきか、その価格、その性能、

必要量等を双方向で議論して頂きたい。 
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２．３．ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 
１）研究開発成果について 

SWCNT を中心とした自主的な安全管理技術をその応用技術の開発と並行し

て行ったことは意義が高い。簡易な細胞(in vitro)試験にて細胞に影響のない分

散調製手順を開発している。 
しかしながら、単一細胞（in vitro）による毒性評価だけでは十分とはいえな

い。SWCNT は小さくて、体内への吸収・体内動態・分布・修飾・排泄（ADME）

が定量・トレースできないため、定量測定可能なシステムを構築することが必

要である。さらに、国際的に認められるにはバリデーションが必要であるため、

in vivo の試験を踏まえた研究開発が必要である。 
この個別テーマは個別テーマ１、及び 2 と両輪をなすので、バランスのよい

研究の進展を望む。 
 
〈肯定的意見〉 
○ とても適切な考え方に基づいて、考慮がなされている印象を受けた。 

自主的な規制が、プロジェクトの中間段階で暫定的に社会にでることを期待

できる。 
助成や委託を受ける企業がどのような対策をとったらよいか、というような

手順書が公開されていることが評価できる。 
ISO/TC229 などの国際標準に関して情報を提供しているなど、イニシアチ

ブが見られる。 
○ 中間評価段階における目標値は十分に達成しており、高く評価できる。 
○ 単層 CNT を中心とした自主的な安全管理技術をその応用技術の開発と並行

して行ったことは意義が高い。今後のナノ物質開発において、生体への影響

を応用技術とセットで行う良き模範例となろう。時間のかかる動物(in vivo)
試験ではなく、簡易な細胞(in vitro)試験にて有害性評価軸となる CNT の評

価パラメータを設定、細胞に影響のない分散調整手順を開発したことは重要

である。 
○ これまでに立案された計画に関しては、順調に進行している。分散調製法の

確立や暴露評価手法の開発に関しては、高く評価される。その成果は汎用性

のものが得られることが期待される。 
成果の公表はなされている。今後、増えることが十分に期待される。 
成果の普及に関しては、ホームページやツイッターなどで発信を行っている

ことは高く評価できる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● in vivo の試験を踏まえた研究開発が必要である。適切な培養系の細胞が選

択されているかの検証を怠らないこと。 



1-27 

腹腔内投与は、中皮腫を起こすか起こさないかという指標に使うことができ

るだけではなく、細かいものに関しては、ある意味静脈注射をした時のよう

な所見をとることができます。本来ならば、そこから全身にどう巡っていき、

どういう臓器にどう沈着するかも見るとよいと思います。 
生体内（動物のみならず培養細胞内分布を含む）の SWCNT の定量法が確

立されていない。これを真剣に解決する必要がある。 
ナノマテリアルが小さくなればなるほど肺だけでは問題が済まないことが

懸念されます。また、試験法の基本を主にマルチウォールでの経験から設定

しているとの事ですが、マルチウォールに比べてシングルウォールは小さい

のです。物性も違います。そうであるから違うように使おうとしているので

す。そこのギャップが明確に伝わるよう、本研究を進めることが望ましい。 
国際的に認められるには、バリデーションというプロセスが必要です。in 
vitro の試験法のバリデーションは、一般論として非常に難しい。普通、バ

リデーションを早急に行いたい場合の試験法は in vivo からスタートします。 
バリデーションは、だれが行っても同じ結果になるというものと、その結果

の意味が人間にどう反映されるかを考えるレベルのもの、の二つがあります。

後者の方が難しいのです。in vitro の場合はいつもそこが問題になります。

もし国際的ということを強調するのであれば、両方を忘れずに行った方がよ

いと思います。 
● 多層カーボンナノチューブの場合を考えると、やはり動物実験は不可欠であ

ると考えている。培養細胞実験のみでは、ある種の多層カーボンナノチュー

ブの中皮腫発がん性は見つけることはできなかった。現在では、直径が 50 
nm程度の多層カーボンナノチューブが特にリスクが高いことがわかってい

るので、特に注意して扱うようになっており、科学者はすでに十分にその役

割を果たしたと考えている。今後、多層カーボンナノチューブが原因となり

日本で中皮腫が発生するということはまずないであろう。放射線（原子力発

電）やアスベスト繊維のみならず、どのような物理的因子や化学物質にも暴

露・投与量に応じて毒性や副作用がある。しかし、それを認識しているかい

ないかで、大きな差がある。特に、単層カーボンナノチューブは、直径が数

nm のオーダーであり、分散状態だと簡単に細胞内に入り、その後、体内の

予想も付かない場所に到達する可能性がある。考慮すべき項目には、肺のみ

ならず、他臓器の発がん、認知症や男女の妊孕性低下などがあろう。その点

で、単一細胞による毒性評価は十分とはいえない。また、体内で単層カーボ

ンナノチューブが低濃度になった場合、その検出には困難が予想される。そ

の簡便な検出法の開発も必要であると考えられる。ただし、残り 2 年半の短

期にこれらすべてを解決するのは不可能であるので、そのうちどの部分をす

るのかを決められたい。 
「簡易で迅速な有害性評価指標の開発」に関しては、OECD/WPMN や
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ISO/TC229 などでの発表を目指しているが、そのためには世界の科学者が

納得するデータを収集するよう、より一層の努力が求められる。この研究開

発項目③は研究開発項目①②と両輪をなすことは忘れてはならず、バランス

のよい研究の進展が望まれる。 
● 社会に分かりやすい形で、しかも単に安全という言葉でない表現の開発が必

要であると思われる。 
国際的に認められる結果であることが望まれる。 

● SG 法 CNT についての項目が多く、eDIPS 法についてはどの程度の検査を

行うかが明確でない。長さ、径、結晶性の異なる両者での比較は重要である。

また、多層ナノチューブとの比較も重要である。 
 
〈その他の意見〉 
・ 材料開発と同様、安全性の確認は実用化に際して必要な取組であり、材料開

発と並行して進めることは意義がある。 
・ 毒性研究は、規制とも絡み、国際レベルでの「国防」に関わる競争なのです。 

例えば、単層カーボンナノチューブは小さくて、体内への吸収・体内動態・

分布・修飾・排泄（ADME）が定量・トレースできない。ラベルしたいが、

側鎖に 14Cを入れても代謝されて外れてしまう。炭素マテリアル本体に 14C
を入れるとなると、日本では、「企業の機材を使うので、汚染させられない」

と、絶望的である。 
しかし、手をこまねいているうちに、もしも、中国政府が機材を揃えて、14C
ラベルナノマテリアルを作ったら、我が国はそれを頭を下げてもらって来な

ければいけないはめに陥る。あるいは、安全性データは全部中国発となる。

安全性が分かったものからしか、市場に出せないというルールと共に、首根

っこをつかまれることになりかねない。その様な 14C ラベルナノマテリア

ルが毒性評価の標準品となってしまうと、例えば、日本製よりも構造に欠損

のある SWCNT が標準品になった場合、実際の毒性が日本製のものと異な

って評価される可能性もある。 
All-Japan の安全性・毒性研究体制は、上記 ADME が定量測定可能なシス

テムを構築することが最優先である。それがもしも、ここ 5～10 年の時間的

スパンで、14C ラベル標準品を作製することでしか実現可能でない場合は、

国策として、速やかに 14C ラベル SWCNT を合成し、それを投与出来る動

物施設を整備し、確実な定量的 ADME データを基盤とした in vivo 毒性実

験を行い、それを、光学顕微鏡観察に加えての電子顕微鏡観察と共にシステ

マティックな毒性評価研究として、国際的な毒性学のプロ集団からぐうの音

も出ないレベルで国際的に発信することである。 
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２）実用化の見通しについて 
安全管理技術である、飛散 CNT の定量方法として、粉塵計、ブラックカーボ

ンモニターでの計測等の要素技術の開発、特に作業環境に注目した計測法検討

を開始している。 
「簡易で迅速な有害性評価指標の開発」に関しては、OECD/WPMN や

ISO/TC229 などでの発表を目指しているが、そのためには世界の科学者が納得

するデータを収集するよう、より一層の努力が求められる。安全性は実用化に

直結する問題であり、この具体的な解決が重要である。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 「安価で簡便な暴露評価手法の開発」「CNT 等ナノ材料の安価かつ簡便な自

主安全管理手法の確立とケーススタディの実施」「開発成果の活用」に関し

ては、実用化イメージ・出口イメージは明確になっており、マイルストーン

も見通しが立っている。 
人材育成などで波及効果は十分に認められる。 
今後の研究成果により、特許などの技術成果も十分に期待できる。 

○ 蓄積したデータを手順書としてまとめ、暫定版を公開するなど、広く発信し

ており、波及効果が期待できる。 
○ 安全性は、実用化に直結する問題であり、この具体的な解決が重要である。 
○ 安全管理技術である、飛散 CNT の定量方法として、粉塵計、ブラックカー

ボンモニターでの計測等の要素技術の開発、特に作業環境に注目した計測法

検討を開始している。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 飛散 CNT の評価法と in vitro 試験の相関性が重要である。安全管理は、一

種の標準化技術である。開発した安全管理技術の ISO 化への道筋を踏まえ

た対応が今後重要である。 
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３）今後に対する提言 
培養細胞実験の意義をより確かなものとするためのバリデーションを実施す

ることが望ましい。限られた期間で、安全性に関するデータを万全にするのは

難しいが、実用化のため及び国民生活における安全確保のためには必要であり、

今後も安全性に関連する継続した検討が求められる。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 開発した細胞（in vitro）試験を、動物（in vivo）試験でさらに確証を得る

ことは必要であろう。 
・ (1)ナノチューブのリスク評価を直接行っている専門家もしくは、(2)ナノチ

ューブのリスクに関して専門的な知識を持っていて審査する立場の専門家

にリスクコントロールの判断を任せず、(3)一般的にリスクコントロールと

は何か、どのようにリスクコントロールすべきかという知識を持っている人

に、専門家のリスク評価とリスクコントロールの判断の妥当性を仰ぐべきで

はないか？ 

審査員が専門家(1)や(2)の知識を理解できないために、判断が正しいかど

うかを見極められない点が問題に感じた。また特定の審査員が他の審査員に

比べて知識を持っている場合でも、他の審査員が黙認するのはリスク管理上

は適当でないように感じる。そうかといって、すべてをわかるのも大変であ

るから、客観的に判断できる材料が提供されたかという判断が必要であると

思われる。危ない、危なくないという判断より、どれくらい危ないかの定量

性とその根拠が必要であると考える。(1)や(2)の専門家が強く言えば、（A)(1)

のリスクの指摘が正しい、(B)(2)以上に知識を持っている審査員はいないの

だから(2)のリスクコントロールの判断に従うべきである、もしくは(C) 非

専門の判断は不要というような考え方では、リスク判断において大きな誤り

につながるような気がする。専門家の説明責任と、客観的な判断が可能な別

の人材が必要であるように感じる。 

 
〈その他の意見〉 
・ 限られた期間で、安全性に関するデータを万全にするのは難しいと思うが、

実用化のためには必要な検討であり、今後も継続した検討が求められる。 
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３．評点結果 
３．１ プロジェクト全体 

1.7 

2.5 

2.5 

2.8 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．実用化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

 
２．研究開発マネジメントについて 

 
４．実用化の見通しについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性について 2.8  A A A － A B A
２．研究開発マネジメントについて 2.5  A B B － B A A
３．研究開発成果について 2.5  A B B － B A A
４．実用化の見通しについて 1.7  B B C － C B B

平均値 
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３．２ 個別テーマ 
 
３．２．１． 単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 

 
 
３．２．２．単層ＣＮＴの既存材料中均一に分散する技術の開発 

 
 
３．２．３．ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

 
 
 
 

平均値 

平均値 

平均値 
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2.実用化の見通し
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2.実用化の見通し
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2.実用化の見通し

1.研究開発成果
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

３．２．１．単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 
 １．研究開発成果 2.8  A B A － A A A 

 ２．実用化の見通し 2.2  A B C － B A B 

３．２．２．単層ＣＮＴの既存材料中均一に分散する技術の開発 
 １．研究開発成果 2.3  A B B － B B A 

 ２．実用化の見通し 2.0  B B B － C A B 

３．２．３．ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 
 １．研究開発成果 1.6  A C B D － B －

 ２．実用化の見通し 1.6  B B B D － B －

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 

 

 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化の見通しについて 
・非常によい      →A 
・よい         →B 
・概ね適切       →C 
・適切とはいえない   →D 

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象プロジェクト 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ

複合材料開発プロジェクト」 
 
 
 

事業原簿【公開】 

 

担当部 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
電子・材料・ナノテクノロジー部 

 

 

 

低炭素社会を実現する 
革新的カーボンナノチューブ複合材料

開発プロジェクト(中間評価)分科会 
資料 5-1 
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概 要 
最終更新日 平成 24 年 7 月 5 日 

プログラム 

（又は施策）名 
ナノテク・部材イノベーションプログラム 

プロジェクト名 
低炭素社会を実現する革新的カーボンナノ

チューブ複合材料開発プロジェクト 
プロジェクト番号 P10024 

担当推進部 

/担当者 

電子・材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 槇田 毅彦（平成 24 年 7月現在） 

電子・材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 鍵谷 圭 （平成 22 年 10 月～平成 23 年 3月） 

０．事業の概要 

 単層カーボンナノチューブ（以下ＣＮＴという）は、超軽量・高強度で、熱の伝導性が極めて高

く、導体、半導体、絶縁体となる等、多くの優れた特性を持つ。様々な分野の既存の素材と融合・

組み合わせることにより、従来にない機能や特徴を持つ新機能材料となることが期待できる。本プ

ロジェクトでは、単層ＣＮＴの大量・大面積合成技術の開発、融合材料の開発に必要な形状、物性

の制御、分離精製技術などの基盤技術の開発を行う。また、新材料普及の上で必要なナノ材料の簡

易自主安全管理等に関する技術の開発を併せて行う。これらの融合基盤技術の成果と、研究開発動

向等を踏まえて、新材料の実用化に向けた応用開発を行う。 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

 本プロジェクトは平成 22 年度に経済産業省からの委託事業「低炭素社会を実現する超軽量・高

強度融合材料開発プロジェクト」として開始し、平成 23 年度からはＮＥＤＯ委託事業「低炭素社

会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト」として引き継がれ実施して

いる。「2020 年 CO２の 25％削減の達成向けたグリーンイノベーションへの取り組み強化」の政府方

針に従い、低炭素化社会を実現するという世界に通ずる社会的要請に応え、ＣＮＴと既存材料との

複合研究を通じ、広く適応可能な超軽量・高強度・高機能材料等の研究開発を促進し、新産業立ち

上げの実現を図る。 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 

事業の目標 

◎基盤研究開発における目標(委託) 

 平成 23 年度中に、研究開発目標の一部の特性あるいは機能を有する物質あるいは材料につい

て、試用に供し得る段階まで作製し、企業、大学等の外部機関に対して試料を提供可能とするも

のとする。また平成 26 年度末までに単層ＣＮＴと既存材料とを複合化し、新規な材料を開発する

上で必要な基盤技術（単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術、単層ＣＮＴを既存材

料中に均一に分散する技術）を確立する。さらに、ＣＮＴの産業応用を進めるため、ナノ材料簡

易自主安全管理技術を確立する。なお、プロジェクト終了時までに達成すべき最終目標の詳細

は、下記研究開発項目①～③に示す。 

 

○研究開発項目①：単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 

・直径：単層ＣＮＴにおいて制御可能範囲 0.8～3.0nm（制御分解能 0.1nm）の直径制御性。 

・長さ： 1μm 以下、1～10μm、及び 10μm 以上 5mm 以下の長さ制御。 

・表面積： 2000m2/g 以上の比表面積。 

・結晶性：ラマンスペクトルの G-band と D-band の強度比 G/D（グラファイト性の物質の結晶

性を示す指標）が 300 以上。 

・純度：金属触媒含有率 200ppm 以下。 

・配向性：配向係数（無配向で 0、完全配向で 1）を、0 から 0.8（分解能 0.1）で制御。 

・集積状態：制御密度範囲が 0.005g/cm3から 0.1g/cm3 （精度 0.01g/cm3）の集積状態。 

・サイズが 200mm×200mm 以上（または 8 インチウェハー相当）の板状単層ＣＮＴ。 

・位置精度 1μm 以下、厚み精度 50nm 以下の成形加工された板状単層ＣＮＴ配列化技術。 

・位置精度 1μm 以下、厚み精度 100nm 以下の成形加工された板状単層ＣＮＴ配列化技術。 

・金属型及び半導体型の単層ＣＮＴを、それぞれ分離純度 95％以上、収率 80％以上で、10g/日

以上の処理能力で分離できる技術。 

・直径及びカイラル指数評価技術に加え、長さ分布を広範囲（100nm～10μm）にわたって、迅

速に評価する手法、更には、単層ＣＮＴ中に含まれる吸着分子、原子空孔、転位及び不純物

を検出する単層ＣＮＴの構造評価技術。 

・単層ＣＮＴ集合体の熱・電気・機械的特性・分散性と単層ＣＮＴ集合体を構成する単層ＣＮ

Ｔの形状（直径・長さ・比表面積・結晶性（構造欠陥量）・純度・配向性・集積状態）との

関係の解明。 

 

○研究開発項目②：単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

・ラマン分光法で評価した単層ＣＮＴの結晶性（G-band と D-band の強度比 G/D）が分散前の

状態よりも劣化しない条件で、水や有機溶媒中に単層ＣＮＴを単分散させる技術。 



0-2 
 

事業の目標(つ

づき) 

・収率 90％以上で、20％の単層ＣＮＴ重量充てん率を持ち、網目状かつ均一な単層ＣＮＴの分

散複合材料を製造する技術。 

・10-5Ωcm 台の体積（電気）抵抗率を有する、板状単層ＣＮＴ・金属複合材料。 

・直径 0.02μm 以下の微粒子が担持された板状単層ＣＮＴ・微粒子複合材料。 

・樹脂の 5 倍の力学強度を有する板状単層ＣＮＴ・樹脂複合材料。 

・実際の用途展開を想定した樹脂・ゴム等に、熱伝導率を 10 倍以上、電気伝導率を 1010（100 

億）倍以上改善するのに十分な量の単層ＣＮＴを樹脂・ゴム中に均一に分散する技術。 

・導電性ゴムにおいて導電性 100 S/cm。 

・熱伝導率 1000W/mK 以上（アルミニウムの約 5 倍、銅の約 3 倍となる）を得られるのに十分

な量の単層ＣＮＴを金属中に均一に分散し、配向する技術。 

・高分子系材料に対して濃度 1～5％程度で単層ＣＮＴを紡糸に適する高分子系材料溶液中に分

散する技術。 

 

○研究開発項目③：ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

・動物実験に依存しないＣＮＴ等ナノ材料の有害性評価手法（簡易手法）を開発。 

・安価かつ簡便な自主安全性評価のために最低限必要な試験項目や試験系設定、手法確立。 

・ＣＮＴ等ナノ材料の実環境（製造から廃棄まで）におけるばく露を迅速かつ簡便に評価する

ための手法確立。 

・ＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全性評価手法確立。 

・ＣＮＴ等ナノ材料生産事業者の自主安全管理手法（一般手法）確立。 

・具体的なナノ材料に適用した安全性管理に関する事例（ケーススタディ）報告書作成。 

・国際的な機関（OECD、ISO 等）の動向の把握と、研究開発成果のインプット。 

 

 

◎応用研究開発における目標(助成) 

 単層ＣＮＴを用いた複合材料を市場に提供し、その評価を受ける。なお、プロジェクト終了時

までに達成すべき最終目標の詳細は、下記研究開発項目④～⑥に示す。 

 

○研究開発項目④：高熱伝導率単層ＣＮＴ複合金属材料の応用研究開発 

・金属と単層ＣＮＴの複合化により得られる高熱伝導率複合金属材料を用い、放熱部材に応用

するための技術開発を実施する。 

○研究開発項目⑤：導電性高分子複合材料の開発 

・高分子材料とＣＮＴを複合化し、本来の物性を保持しつつ、新機能を有する材料及びそれを

用いたアプリケーションを開発する。 

○研究開発項目⑥：単層ＣＮＴ透明導電膜の開発 

・ITO を代替できる透明導電膜を、単層ＣＮＴを用いて開発する。またこの部材を用いたアプ

リケーションに適応した仕様の透明導電膜での事業化の見通しを得る。 

 

◎基盤研究開発における目標(委託) 

ＣＮＴと同様のナノ材料であるグラフェンの産業応用の可能性を見極めるための基盤研究を実

施する。プロジェクト終了時までに達成すべき最終目標を研究開発項目⑦に示す。 

 

○研究開発項目⑦：グラフェン基盤研究開発 

・層数を制御した上で、単結晶グラフェン相当の特性を有する 5mm×5mm サイズの高品質グラ

フェンの作製技術。 

・他の既存材料と比較検討した上で、グラフェン利用が有望な用途の抽出。 

   

事業の計画内容 

主な実施事項 Ｈ22fy Ｈ23fy Ｈ24fy Ｈ25fy H26fy  

① 単層ＣＮＴの

形状・物性等

の 制 御 ・ 分

離・評価技術

の開発 

      

② 単層ＣＮＴを

既存材料中に

均一に分散す

る技術の開発  
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③ ナノ材料簡易

自主安産管理

技術の確立       

④ 高熱伝導率単

層ＣＮＴ複合

金属材料の応

用研究開発 

 

 

    

⑤ 導電性高分子

複合材料の開

発 
 

 
    

⑥ 単層ＣＮＴ透

明導電膜の開

発 
  

 

   

⑦ グラフェン基

盤研究開発  

 

    

 

開発予算 

（会計・勘定別

に事業費の実

績額を記載）

（単位：百万

円） 

 

 
契約種類： 
○をつける 
（委託（○ ）

助成（○ ） 

共同研究（負

担率（ ） 

会計・勘定 Ｈ22fy Ｈ23fy Ｈ24fy Ｈ25fy H26fy 総額 

一般会計 

(本予算／補正) 

1,500 ／

0 

600 ／

1,840 

950 ／

1,265 

1,743／0

(予定) 

1,703 ／ 0

（予定） 
6,496／3,105 

特別会計       

加速予算 
（成果普及費を含

む） 
      

総予算額 1,500 2,440 2,215 1,743 1,703 9,601 

（委託） 1,500 2,440 1,850 1,440 1,440 8,670 

（助成） 
：助成率 1/2 

  365 303 263 931 

（共同研究） 
：負担率△/□ 

      

開発体制 

経産省担当原課 産業技術環境局 研究開発課 

プ ロ ジ ェ ク ト

リーダー 

・プロジェクトリーダー：湯村 守雄（産業技術総合研究所） 

・サブプロジェクトリーダー：中西 準子（産業技術総合研究所） 

               畠 賢治（産業技術総合研究所） 

・グループリーダー：本田 史郎(東レ)、上島 貢（日本ゼオン）、 

岸本 充生（産業技術総合研究所） 

・アドバイザー：飯島 澄男 
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委託先（＊委託

先が管理法人の

場合は参加企業

数および参加企

業名も記載） 

【研究開発項目①、②、③】 

委託先：技術研究組合単層ＣＮＴ融合新材料研究開発機構 

（東レ、帝人、日本ゼオン、住友精密工業、日本電気、 

産業技術総合研究所） 

名古屋大学、九州大学 

 

共同研究先：北海道大学、大阪府立産業技術総合研究所、 

      産業医科大学、東京大学、岡山大学、大阪大学 

 

【研究開発項目④、⑤、⑥】 

助成先：東レ、日本ゼオン、住友精密工業、富士化学、東海ゴム工業 

    アルプス電気 

 

共同研究先：産業技術総合研究所、九州大学、信州大学、諏訪東京理科大学、

   ペクセルテクノロジーズ 

 

【研究開発項目⑦】 

委託先： 

情勢変化への対

応 

 平成 23 年 3 月の大震災被災により設備導入遅れ、開発遅れが発生し、平成 22 年度計画は平成

23 年度 6月まで延期となった。 

震災による設備補修、インフラ補修などの業務が発生、また東京電力管内の電力事情から、研究

開発項目②「単層ＣＮＴを既存材料中に均一分散する技術の開発」のうち、金属との複合化技術開

発に用いる放電プラズマ焼結装置を産総研つくば事業所から大阪府立産業技術総合研究所に移設実

施するなどにより、研究計画が数カ月遅れとなった。後半研究開発を促進し遅れをほとんど取り戻

しているが、一部設備導入が遅れ次年度繰越しとなっている。 

平成 23 年度には、研究開発項目④高熱伝導率単層ＣＮＴ複合金属材料の応用研究開発、研究開

発項目⑤導電性複合材料の開発、研究開発項目⑥単層ＣＮＴ透明導電膜の開発に関する助成事業の

公募、採択を実施し、本プロジェクトの応用研究開発の加速を図った。 

平成 24 年度には、研究開発項目⑦グラフェン基盤研究開発に関する委託事業の公募、採択を実

施し、ＣＮＴと同じ炭素材料であるグラフェンの基盤研究開発の強化を図った。 

中間評価結果へ

の対応 
－ 

  
評価に関する事

項 

事前評価 平成 22 年度実施 担当部 電子・材料・ナノテクノロジー部 

中間評価 平成 24 年度 中間評価実施 

事後評価 平成 27 年度 事後評価実施予定 
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Ⅲ．研究開発成果

について 

本プロジェクトの 3つの研究開発項目における中間評価までの主な成果概要は以下の通りである。

 研究開発項目①：単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 

・ eDIPS 法による単層ＣＮＴの形状制御合成技術に関して研究開発を開始し、また高収率で長時

間連続合成運転を可能とする巻取り回収装置を開発した。（①a1） 

・ eDIPS 法の直径範囲 1～2nm において分解能 0.1nm で直径制御合成、結晶性を示す G/D 比 200

以上を達成した。また平成 22 年度に導入した反応器容量として従来の 4倍の大型 eDIPS 合成

装置を用いて、量産のための基盤技術開発を開始した。（①a1） 

・ スーパーグロース法による単層ＣＮＴ形状制御合成技術開発において、単層ＣＮＴの様々な

合成条件探索を迅速に行い、効率的な最適合成条件探索をするため、異なる炭素源・触媒賦

活物質のサンプルを 100 個同時に試験可能な「合成条件広範囲探索装置」（コンビナトリア

ル合成装置）を開発した。（①a2） 

・ スーパーグロース法で得られる単層ＣＮＴにおいて、ＣＮＴ配向係数 0.13～0.85(分解能

0.05)を実現し、ＣＮＴ密度 0.003～0.05g/cm3を分解能 0.005g/cm3で、また直径制御 1.3～

3.0nm(分解能 0.1nm)を達成した。（①a2） 

・ ＣＮＴの半導体型と金属型を分離する技術において収率 90％以上、純度(金属 97％、半導体

95％)、処理量 2g/day を達成した。（①c） 

・ プラスチックフィルム上ＣＮＴトランジスタのチャネル部分に単層ＣＮＴ薄膜を均一に塗

布、印刷する技術を開発した。（①c） 

・ スーパーグロース法で合成した無配向で触媒の無いＣＮＴフォレストにおいて、‐190～

600℃の間で安定したエネルギー散逸性を示し、1000℃まで衝撃や振動伝達試験に影響が無

く、さらにこのエネルギー散逸性が、周波数依存性も示さず、100 万回の繰り返し試験後も疲

労を示さないことを確認し、これらの点でゴム等の一般的な粘弾性材料よりもはるかに優れ

ていることを確認した。（①d2） 

 研究開発項目②：単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

・ 結晶性の指標である G/D 比を劣化することなく、ＣＮＴ収率 20%、0.6g/h の処理能の分散技

術を確立した。（②a） 

・ スーパーグロース法により合成される長尺の単層ＣＮＴを用いて、単層ＣＮＴ間の発達した

高度なネットワークである網目構造を構築するために、湿式ジェットミルを用いた新規分散

技術の開発を行った。また、網目の構造と特性の相関を明らかにするための評価技術を開発

し、これらの基盤技術を元に網目構造を有する複合材料の製造技術の開発も開始した。（②

b） 

・ ＣＮＴと相性の良いフッ素ゴムを母材として、ＣＮＴを添加したＣＮＴ複合材料を開発し、

これまで報告されたＣＮＴ複合材料において、ＣＮＴ添加量が同じものの中で最も高い体積

導電率である 10-3S/cm の体積導電率を達成した。（②b） 

・ 熱伝導性に優れた複合材料開発においては、ピッチ系カーボンファーバーと単層ＣＮＴ網目

構造を融合することにより、カーボンファイバー20wt％に対して単層ＣＮＴ網目を 5phr 添加

することにより垂直方向で 2W/mk、面内方向で 25W/mk とチタン並みの高い熱伝導率をもつ複

合材料の開発に成功した。（②b） 

・ 電界めっき技術によって体積抵抗率 10-5Ω･cm 以下の金属ＣＮＴ複合材料（金属含有率

90wt％）を開発した。（②c） 

・ スーパーグロース法で合成される単層ＣＮＴの溶媒への分散挙動を明確にすると共に、複合

材料を大量に製造可能な分散基盤技術を見出した。（②d） 

・ スーパーグロース法で合成させる単層ＣＮＴを使用して 100S/cm 以上のフッ素ゴム複合材料

の実現に成功した。（②d） 

・ ＣＮＴを用いた高熱伝導性材料を得るため、北海道大学、大阪府立産業技術総合研究所と共

同で、量産性に優れたプロセスの開発を開始した。（②e） 

・ 放電プラズマ焼結法によって最大 840W/mK の高熱伝導性金属ＣＮＴ複合材料を実現した。

（②e） 

 研究開発項目③：ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

・ 数種類の単層ＣＮＴをケーススタディとして、高い再現性を持ち、細胞への影響が少ない迅

速簡便な分散液調製手順を開発し、さらに広範且つ精確な液中計測技術による評価を並行し

実施することで、開発手順の堅牢性と有害性評価適用への妥当性を検証した。また、細胞

（in vitro）試験を実施し、細胞培地中での単層ＣＮＴの物性パラメータによる有害性発現

メカニズムに関する知見を得ると共に、評価軸として最適な生体エンドポイントを選定し、

ＳＧ単層ＣＮＴの実施例を含む手順書（暫定版）にまとめ公表した。（③a1） 

・ ＣＮＴの作業環境計測における小型・簡便な計測器や炭素分析の有効性評価等を進め、各Ｃ

ＮＴに対する応答係数や適切な測定条件を得た。（③a2） 

・ 本プロジェクトで開発されたスーパーグロース法単層ＣＮＴをモデル化合物として、ＣＮＴ

等ナノ材料の自主管理基準濃度を設定し、その管理手順を具体的に示すケーススタディ報告

書を作成し公表した。（③b） 

・ 諸外国の規制動向を情報提供するウェブサイトを開設し 20 本程度の記事を掲載した(③c) 
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投稿論文 「査読付き」１１件、「その他」１０件 

特  許 「出願済」１０件 （うち国際出願 ０件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
学会発表 １０７件、受賞 １件、プレス発表 ４件 

Ⅳ．実用化、事業

化の見通しに

ついて 

委託研究においてコストを含めた実用的な特性・性能の目途を付けるとともに、共同研究している

パートナー企業がある場合には、その実用化研究をそれぞれの目的とする用途に適したＣＮＴ を

開発・試料提供することによってサポートし、それぞれの実用化を達成する。また、まだＴＡＳＣ 

内外に実用化検討を行う企業のない、産総研独自で行っている研究や、他のアカデミックな共同研

究先との共同研究の場合には、それぞれの実用的性能までを一般に示すことによって、パートナー

企業を開拓するとともに、試料提供も積極的に行って実用化に貢献する。さらに、産総研オープン

ラボ、国際ナノテクフェアに出展したり、プレス発表を通じて、実用化パートナー企業との連携を

模索し、ＴＡＳＣとパートナー企業との共同研究を通じて、すりあわせ用途を（必要があれば材料

メーカー）も含めて開発し、最終的にはすりあわせＣＮＴの製造メーカーと用途開発メーカーの B 

to B の流れを形成することで事業化を推進する。 

 

Ⅴ．基本計画に関

する事項 

 

作成時期 平成 23 年 1月 作成 

変更履歴 

平成 24 年 1月 改訂（研究開発項目④、⑤、⑥の改訂とそれに伴う改訂） 

平成 24 年 3月 改訂（研究開発項目⑦の追加とそれに伴う改訂） 
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Ｐ１００２４ 

 
（ナノテク・部材イノベーションプログラム） 

「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト」基本計画 
 

電子・材料・ナノテクノロジー部 
 

１．研究開発の目的・目標・内容 
 
（１）研究開発の目的 

日本で発見されたカーボンナノチューブ（以下、「ＣＮＴ」という。）は、ナノメートルレベ

ルの直径をもつ筒状の炭素からなる新規ナノ材料である。そのユニークな構造と物性から、発

見以来種々の興味深い機能が見いだされ、ナノテクノロジーの中心的な存在となっている。 
ＣＮＴはその構造から、多層ＣＮＴ、単層ＣＮＴに大別される。多層ＣＮＴは、比較的生産

が容易であることから、国内外において年数百トンレベルで生産され、電池、キャパシタ部材

などで実用化への応用開発が推進されている。 
一方、単層ＣＮＴは、多層ＣＮＴに比べ、軽量、高強度で高い柔軟性を持つ、電気や熱の伝

導性が極めて高い、半導体となる等、多くの優れた特性を持つ。この単層ＣＮＴは、様々な分

野の既存の素材と複合させることにより、従来にない機能や特徴を持つ新機能材料となること

が期待できる。例えば軽量で放熱性の極めて高い材料、軽量・高強度構造材料、低消費電力の

電子回路用材料などへの応用が想定される。しかしながら、このような複合材料の開発に必要

な単層ＣＮＴの形状、物性の制御技術、分離精製技術等が確立しておらず、実用化を促進する

上での隘路となっている。 
本プロジェクトでは、国内技術が海外と比べて優位性をもっていながら、実用化に至ってい

ない単層ＣＮＴを対象に、複合材料の開発に必要な形状、物性の制御、分離精製技術などの基

盤技術の開発を行う。また、単層ＣＮＴの普及の上で必要な、ＣＮＴ等のナノ材料の簡易自主

安全管理等に関する技術の開発を併せて行う。これらの基盤技術の成果と、研究開発動向等を

踏まえて、単層ＣＮＴ複合材料の実用化に向けた開発を行う。 
また、ＣＮＴと同様のナノ材料であるグラフェンについては、世界中で研究が活発化してお

り、ＣＮＴと同様の分野での実用化を目指している。そこで、グラフェンの産業応用の可能性

を見極めるための基盤研究開発を並行して行うこととする。 
本プロジェクトは「ナノテク・部材イノベーションプログラム」の一環として、新たな複合

材料の開発を通じて、新たな成長産業の創出による経済成長及び低炭素社会実現への貢献を目

指し、我が国産業の国際競争力の維持・強化に資することを目的とする。 
 
（２）研究開発の目標 
 
（２－１）単層ＣＮＴ基盤研究開発 

【最終目標】 
単層ＣＮＴと既存材料とを複合化し、新規な材料を開発する上で必要な基盤技術（単層
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ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術、単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散す

る技術）を確立する。 
さらに、ＣＮＴの産業応用を進めるため、ナノ材料簡易自主安全管理技術を確立する。 
なお、プロジェクト終了時までに達成すべき最終目標の詳細は、別紙研究開発項目①～

③に示す。 
 
【中間目標】 

平成２３年度中に、研究開発目標の一部の特性あるいは機能を有する物質あるいは材料

について、試用に供し得る段階まで作製し、企業、大学等の外部機関に対して試料を提供

可能とするものとする。 
なお、平成２４年度末までに達成すべき中間目標については、別紙研究開発項目①～③

に示す。 
 

（２－２）単層ＣＮＴ応用研究開発 
【最終目標】 
   単層ＣＮＴを用いた複合材料を市場に提供し、その評価を受ける。 

 
上記研究開発の内容及び目標の詳細は、別紙の研究開発計画に示す。 

 
（２－３）グラフェン基盤研究開発 
  【最終目標】 

大面積かつ単結晶のグラフェンを作る技術を開発し、他の既存材料と比較検討した上で、

グラフェン利用が有望な用途を抽出する。 
 
（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき実施

する。 
 
（３－１）単層ＣＮＴ基盤研究開発［委託事業］ 

①単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 
②単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 
③ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 
 

上記研究開発項目①～③は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に

対して、産学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業であり、

委託事業として実施する。 
 
（３－２）単層ＣＮＴ応用研究開発［助成事業（助成率：１／２）］ 

④高熱伝導率単層ＣＮＴ複合金属材料の応用研究開発 
⑤導電性高分子複合材料の開発 
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⑥単層ＣＮＴ透明導電膜の開発 
 

 
（３－３）グラフェン基盤研究開発［委託事業］ 

⑦グラフェン基盤研究開発 
 

グラフェン基盤研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に

対して、産学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業であり、

委託事業として実施する。 
 
 
２．研究開発の実施方式 
 
（１）研究開発の実施体制 

 本研究開発は、経済産業省が、企業、大学等の研究機関（委託先から再委託された研究開発

実施者を含む）から公募によって研究開発実施者を選定し、共同研究契約等を締結する研究体

を構築して、開始したものである。 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という。）が本研究開

発の運営・管理を承継するに当たっては、その時点までの進捗状況を踏まえた研究開発内容・

計画及び実施体制の妥当性について、外部有識者による審議を含めた評価を行った上で最適な

研究開発体制を構築し、実施する。 
基盤研究開発体制の構築にあたっては、民間企業や大学等が参画する集中研方式を軸とした

効率的な体制を構築することとする。 
応用研究開発の実施体制は、基盤研究開発の成果を効率的に移転できる連携体制と実用化を

加速する実用化推進を考慮して構築することとし、基盤研究開発の進捗、研究成果、産業技術

の動向等を踏まえ、平成２３年度以降の適切な時期に、実施者を公募する。 
また、単層ＣＮＴ利用技術の共通基盤的な知財の蓄積、普及が効果的に行われる体制とする

ことにも重点をおく。 
なお、研究開発ポテンシャルの最大限の活用により効率的な研究開発の推進を図る観点から、

研究開発責任者（プロジェクトリーダー）を置き、その下に研究者を可能な限り結集して効率

的な研究開発を実施することとする。 
 
（２）研究開発の運営管理 

プロジェクト全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者

と密接な関係を維持しつつ、ナノテク・部材イノベーションプログラムの目的及び目標、並び

に本研究開発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じ

て設置される技術検討委員会等における外部有識者の意見を運営管理に反映させる他、四半期

に一回程度プロジェクトリーダー等を通じてプロジェクトの進捗について報告を受けること等

を行う。 
本プロジェクトにおいては、産業創出などの波及効果を最大限ならしめるため、プロジェク
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トの組織体制、マネージメント手法、知的財産の取扱いルール等を策定し、プロジェクトが適

切に推進されていることを定期的に確認することとする。 
 
 
３．研究開発の実施期間 

本研究開発の期間は、平成２２年度から平成２６年度までの５年間とする。ただし、この期間

内において、研究開発項目毎に研究開発期間を設定する。研究開発項目①～③ついては、平成２

２年度から平成２６年度までの５年間とし、研究開発項目④～⑥については、平成２４年３月か

ら平成２７年２月までの約３年間とし、研究開発項目⑦については、平成２４年度から平成２６

年度までの３年間とする。 
 
 
４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、プロジェクトの意義、目標達成度、成果の技術的意

義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者によるプロジェクトの中間評価を平成

２４年度、事後評価を平成２７年度に実施する。中間評価では研究開発項目①～③を評価の対象

とし、事後評価では研究開発項目①～⑦を評価の対象とする。また、中間評価結果を踏まえ、必

要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、

当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、

適宜見直すものとする。 
 
 
５．その他の重要事項 
 
（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 
 ＮＥＤＯ及び実施者は、基盤研究開発で得られた研究成果について、シンポジウム等の開

催を通じて普及に努めることとする。 
 また、得られた研究開発成果のうち、戦略的視点から重要な基盤技術に係る研究成果につ

いては、使用安全等に係る規制の動向の把握、及び国際的な機関（OECD、ISO 等）の安全

性評価手法の取り組みを踏まえ、国際標準化に向けた検討と提案等を行う。 
 
②知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 26 条の規定等に基づき、原則として、

すべて委託先に帰属させることとする。 
なお、国内外の研究開発動向を踏まえ、市場展開を見据えた知財戦略の構築と知財マネジ

メントを適切に行うこととする。 
 

（２）基本計画の変更 
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ＮＥＤＯは、プロジェクトの内容の妥当性を確保するため、社会・経済状況、国内外の研究

開発動向、政策動向、ナノテク・部材イノベーションプログラム基本計画の変更、評価結果、

研究開発費の確保状況、当該プロジェクトの進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期

間、研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。とくに、応用研究開発の

目標及び内容については、基盤研究開発の進捗等も踏まえ、弾力的に見直しを行う。 
 
（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第

２号及び第３号に基づき実施する。 
 
 
６．基本計画の改訂履歴 
（１）平成２３年 １月、制定。 
（２）平成２４年 １月、研究開発項目④、⑤、⑥の改訂とそれに伴う改訂。 
（３）平成２４年 ４月、研究開発項目⑦の追加に伴う改訂。 
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（別紙）研究開発計画 
 
研究開発項目①「単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発」 
 
１．研究開発の必要性 
 
（１）単層ＣＮＴの特性を十分に活用した、新規な機能を持つ複合材料を作るためには、用途に最

適な特性、構造、形状を有する大量の単層ＣＮＴを合成し、機能を劣化させることなく様々な

材料と複合化し、かつ所望の形状に成形加工しなくてはならない。 
単層ＣＮＴの大量生産の技術は確立しつつあるものの、長さや直径、比表面積、純度、配向

性などの構造が制御され、用途に最適な形状、物性を有する単層ＣＮＴを合成する技術は十分

ではない。 
また、実用的なデバイスへ応用するためには、物性を損なうことなく実用的な形状に成形加

工する技術、基板上の所定の領域に設計された所望の構造と集積状態などを整えて、単層ＣＮ

Ｔ材料を配置し部品を製造する技術等が必要になるが、現状これらの技術は確立していない。 
単層ＣＮＴの合成においては金属的な性質を持つもの（金属型）と半導体的な性質を持つも

の（半導体型）がおよそ１：２の割合で混在して生成される。例えば導電材料の用途開発にあ

たっては金属型単層ＣＮＴが、トランジスタなどの用途開発にあたっては半導体型単層ＣＮＴ

が、それぞれ高純度で分離された状態で供給されることが必要となる。合成の過程において金

属型及び半導体型の単層ＣＮＴを造り分けることは困難とされており、合成後に何らかの手法

で分離を行うことが必要となる。分離の手法について実験室レベルでの報告はあるが、実用的

な部材開発に必要な量を処理する手法については確立されていない。 
さらに、実用化を前提として単層ＣＮＴが大量に合成される場合、品質、均質性、金属、半

導体の含有率等を迅速、正確に評価し、またモニターする必要がある。また、構造制御された

単層ＣＮＴの形状･構造と熱伝導、力学特性等の物性の関係を評価する必要がある。 
 
（２）本研究開発の目的は上記を踏まえ、形状、物性の制御技術、成形加工、配列化の技術、金属

型及び半導体型の単層ＣＮＴを効率的に分離する技術、実用的な量の合成において単層ＣＮＴ

の特性を迅速に計測、評価する技術等を開発し、用途によって最適な形状や物性を持つ単層Ｃ

ＮＴを効率よく合成、供給する技術を確立することにある。 
 
 
２．研究開発の具体的内容 
 
（１）単層ＣＮＴの形状制御技術 

 単層ＣＮＴの形状には大きく分けて直径、長さ、比表面積、結晶性（構造欠陥量）、純度、配

向性、集積状態等の開発要素がある。さらには、合成された単層ＣＮＴは集積状態により、分

散性等の加工性も大きく異なる。本研究ではこれらの要素について単層ＣＮＴを形状制御合成

する技術と、合成された単層ＣＮＴを産業応用へと導く鍵となる連続合成技術を開発する。直

径･長さ･欠陥量等が制御された単層ＣＮＴの合成技術を開発し、さらに集積状態（集合体）を



0-13 
 

制御する技術を開発する。また、単層ＣＮＴの形状、集積状態と電気・熱・力学・分散性等の

物理化学特性の関係を明らかにする。これらにより、用途に最適な物性を有する単層ＣＮＴを

用いた用途開発と実用化を実現する。 
 
（２）成形加工・配列化技術 

 最適な物性を有する単層ＣＮＴから成る、最適な形状を有する単層ＣＮＴ部品を製造するた

めに、単層ＣＮＴの物性を損なうことなく単層ＣＮＴを成形加工、高密度化、板状化する技術、

さらに任意の基材の、任意の場所にこれを配置する技術を開発する。 
 
（３）金属型及び半導体型の単層ＣＮＴを効率的に分離する技術 

 金属型及び半導体型が混在した単層ＣＮＴ生成物から、金属型及び半導体型それぞれを効率

的に、かつ物性に影響を与えることなく、高い収率で分離するための技術を開発する。また単

層ＣＮＴの純度（単層ＣＮＴと不純物との比）や金属型及び半導体型の分離純度を、迅速に評

価する手法や分離されたそれぞれの単層ＣＮＴの実際の電気伝導性等を実証レベルで評価する

技術を開発する。 
 
（４）単層ＣＮＴの精密計測評価技術 

単層ＣＮＴ材料実用化に向けて品質管理技術の確立を目指す。具体的には、単層ＣＮＴ材料

の特性に重要な影響をあたえる、直径、カイラル指数及び長さ分布、純度（単層ＣＮＴと不純

物との比）や金属型及び半導体型の分離純度を広範囲に迅速に定量評価する手法を開発する。

また、単層ＣＮＴ集合体の電気・熱・力学・分散性等の物理化学特性と単層ＣＮＴの形状との

関連を評価する手法を開発し、単層ＣＮＴ集合体の機能と単層ＣＮＴの形状との関係を明らか

にする。 
 
 
３．研究開発の目標 
 
３．１ 最終目標 
 
（１）単層ＣＮＴの形状制御技術 

平成２６年度までに、単層ＣＮＴの形状制御に関する各研究要素に対して、下記の目標を達

成する。 
・直径：複合材料における導電性や力学特性等を制御するため、単層ＣＮＴにおいて制御可

能範囲 0.8－3.0nm でかつ制御分解能が 0.1nm の直径制御性を達成する。だたし、半導体

用途に用いることに適している直径範囲 0.8－2.5nm に関しては、バンドギャップ等電気特

性の均一性が重要となるため、ガウス分布を仮定した直径分布標準偏差（σ）を 0.2nm 以

内にする技術に関しても開発する。 
・長さ：各種用途に対応するために 1μm 以下（信頼度 90%）、1―10μm（信頼度 80%）、

及び 10μm 以上 5mm 以下（信頼度 80%）の長さ制御を達成する。ここでいう信頼度とは、

各長さ範囲に入っている単層ＣＮＴの本数の全体に対する割合のことである。 



0-14 
 

・表面積： 2000m2/g 以上の比表面積を達成する。 
・結晶性：単層ＣＮＴのラマンスペクトルの G-band と D-band の強度比 G / D（グラファイ

ト性の物質の結晶性を示す指標）が 300 以上を達成する。 
・純度：金属触媒含有率 200ppm 以下を達成する。 
・配向性：配向係数（無配向で 0、完全配向で 1）を、0 から 0.8（分解能 0.1）で制御する技

術を開発する。 
・集積状態：成形加工性が良好な単層ＣＮＴのために、合成後の制御密度範囲が 0.005g / cm3

から 0.1g / cm3で精度が 0.01g / cm3の単層ＣＮＴ集積状態を作成する。 
 
また上記の合成制御技術を用途に応じて複数組み合わせ、形状と機能の関係に関する知見を

活用し、高強度軽量複合材料、高導電でフレキシブル軽量な複合材料、高熱伝導な複合材料等

に最適な単層ＣＮＴを開発し、その連続合成の基盤技術を確立する。 
 
（２）単層ＣＮＴ集合体の成形加工・配列化技術 

 
ａ．板状化技術の開発 

平成２６年度までに、電子デバイス等を開発するのに十分な、サイズが 200mm×200mm
以上（または 8 インチウェハー相当）の板状単層ＣＮＴを開発する。板状単層ＣＮＴは、長

さ 1mm 以上の単層ＣＮＴより構成され、純度 99%以上、比表面積 1000m2 / g 以上、密度 0.5g 
/ cm3以上、配向度 0.7 以上などの所望の用途に必要な特性を複数最適化されたものとする。 

 
ｂ．配列化技術 

平成２６年度までに、下記の技術要素を開発する。 
・成形加工された板状単層ＣＮＴにおいて、位置精度 1μm 以下、厚み精度 50nm 以下

の配列化技術を確立する。 
・単層ＣＮＴデバイス等の量産技術を開発するのに十分な、成形加工された複合化板状

単層ＣＮＴにおいて、位置精度 1μm 以下、厚み精度 100nm 以下の配列化技術を確立

する。 
 

（３）金属型及び半導体型の単層ＣＮＴを効率的に分離する技術 
 平成２６年度までに、金属型及び半導体型の単層ＣＮＴを、それぞれ分離純度 95%以上、収

率 80%以上で、10g／日以上の処理能力で分離できる技術を確立する。また単層ＣＮＴの金属

及び半導体分離工程において、両者の濃度をオンラインでモニターする手法、及び生成物の純

度を正確に評価する手法、分離されたそれぞれの単層ＣＮＴの実際の電気伝導性等を実証レベ

ルで評価する技術を確立する。 
 

（４）単層ＣＮＴの精密計測評価技術 
 平成２６年度までに、単層ＣＮＴの構造評価技術として、直径及びカイラル指数評価技術に

加え、長さ分布を広範囲（100nm－10μm）にわたって、迅速に評価する手法、更には、単層

ＣＮＴ中に含まれる吸着分子、原子空孔、転位及び不純物を検出する技術を開発する。 
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また、単層ＣＮＴ集合体の機能と単層ＣＮＴの形状との関係、すなわち単層ＣＮＴ集合体の

熱・電気・機械的特性・分散性と単層ＣＮＴ集合体を構成する単層ＣＮＴの形状（直径・長さ・

比表面積・結晶性（構造欠陥量）・純度・配向性・集積状態）との関係を解明する。 
 

３．２ 中間目標 
 
（１）単層ＣＮＴの形状制御技術 

平成２４年度までに、単層ＣＮＴ合成の単層ＣＮＴ形状制御に関する各研究要素に対して、

具体的な達成目標は下記の通りである。 
・直径：複合材料における導電性や力学特性等を制御するため、制御可能範囲 1.0－3.0nm

でかつ制御分解能が 0.2nm の直径制御性を達成する。ただし、半導体用途に用いること

に適している直径範囲 1.0―2.0nm に関しては、バンドギャップ等電気特性の均一性が重

要となるため、ガウス分布を仮定した直径分布標準偏差（σ）を 0.3nm 以内にする技術

に関しても開発する。 
・長さ：1μm 以下（信頼度 80%）、1－10μm（信頼度 70%）、100μm 以上 1mm 以下（信

頼度 70%）の長さ制御を達成する。 
・表面積：比表面積 1000m2／g。 
・結晶性：単層ＣＮＴのラマンスペクトルの G-band と D-band の強度比 G / D が 150 以

上。 
・純度：金属触媒含有率 500ppm 以下。 
・配向性：配向係数（無配向 0、完全配向 1）を、0.2 から 0.8（分解能 0.2）で制御する技

術を開発する。 
・集積状態：分散性が良好な単層ＣＮＴのために、合成後の制御密度範囲が 0.02g / cm3か

ら 0.06g / cm3で精度が 0.01g / cm3の単層ＣＮＴ集積状態を持つ試料の作製。 
 
（２）単層ＣＮＴ集合体の成形加工・配列化技術 

 
ａ．板状化技術の開発 

平成２４年度までに、サイズが 40mm×40mm 以上の板状単層ＣＮＴを開発する。板状単

層ＣＮＴは、長さ 1mm 以上の単層ＣＮＴより構成され、純度 99%以上、比表面積 1000m2 / g
以上、密度 0.5g / cm3以上、配向度 0.7 以上のいずれかの特性を有するものとする。 

 
ｂ．配列化技術 

平成２４年度までに、下記の材料、技術を開発する。 
・成形加工された板状単層ＣＮＴにおいて、位置精度 5μm 以下、厚み精度 200nm 以下の

配列化技術を確立する。 
・既存材料板状単層ＣＮＴ複合材料において、位置精度 5μm 以下、厚み精度 200nm 以下

の配列化技術を確立する。 
 
（３）金属型及び半導体型の単層ＣＮＴを効率的に分離する技術 
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 平成２４年度までに、金属型及び半導体型の単層ＣＮＴを、純度 95%以上、収率 80%以上で、

1g／日以上の処理能力で分離できる技術を確立する。また、得られた分離単層ＣＮＴの電気伝

導性等に影響を与えることの少ない分離技術を確立する。 
 
（４）単層ＣＮＴの精密計測評価技術 

 平成２４年度までに、半導体及び金属単層ＣＮＴの直径及びカイラル指数を広範囲（直径 0.7
－1.6nm）にわたって、迅速に定量評価する手法及び測定システムを開発する。 
 また、単層ＣＮＴの金属・半導体特性を効率的に計測できる手法を開発する。 
さらに、単層ＣＮＴ集合体の機能と単層ＣＮＴの形状との関係を解明するために、単層ＣＮ

Ｔ集合体の熱・電気・機械的特性・分散性と単層ＣＮＴ集合体を構成する単層ＣＮＴの形状（直

径・長さ・表面積・結晶性・純度・配向性・集積状態）の関連を評価する手法を確立する。 
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研究開発項目②「単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発」 
 
１．研究開発の必要性 
 
（１）単層ＣＮＴは、樹脂・ゴム、高分子系材料、金属などの既存材料に分散することで、既存の

材料より高い導電性、熱伝導性などの特性をもつ新規複合材料とすることが期待でき、放熱用

高熱伝導材料、高導電性樹脂・ゴムなどとしての実用化が想定される。単層ＣＮＴを既存材料

中に分散し、より優れた特性を引き出すには、分散形態を制御することが重要となる。溶媒中

に単層ＣＮＴを単分散することにより、単層ＣＮＴインクとして使用可能となり、薄膜状に成

形し透明導電膜等として使用可能である。また、既存材料中に単層ＣＮＴを高充てん分散し、「網

目」構造を構築すると、単層ＣＮＴ間の高度なネットワークが出来ると共に、単層ＣＮＴが既

存材料のすみずみまで行き届き、単層ＣＮＴの優れた特性を具備した複合材料ができる。 
 
（２）しかしながら単層ＣＮＴは極めて凝集しやすい性質をもち、溶液中になどに分散することが

困難である。また、単層ＣＮＴは分散性が乏しいため、既存材料中に高充てん分散させ、発達

したネットワークを持つ単層ＣＮＴの「網目」構造を構築することが困難である。このため、

上記のような材料中に均質に分散した状態を作成することが難しく、高い導電性等の発現や、

実用的な大きさの材料の作成に問題がある。 
 
（３）本研究開発の目的は上記を踏まえ、溶媒、樹脂・ゴム、金属等の材料中に単層ＣＮＴを均一

に分散するための手法を開発し、種々の部材開発に適用できる技術を確立することにある。 
  
 
２．研究開発の具体的内容 
 
（１）溶媒中に分散する技術の開発 

 欠陥を導入することなく水や有機溶媒中に単層ＣＮＴを均一に分散する技術を開発する。 
 
（２）単層ＣＮＴ「網目」構造制御技術の開発 

単層ＣＮＴの優れた特性を最大限発揮する単層ＣＮＴの「網目」を構築するために、単層Ｃ

ＮＴ「網目」のつなぎ目密度、網目サイズ、長さを制御する技術と既存材料との複合化技術を

開発する。また、網目構造と材料特性の評価技術を開発し、構造・特性の相関を明らかにする。 
 
（３）板状単層ＣＮＴ複合材料の開発 

板状単層ＣＮＴを既存材料と複合化する技術を開発する。特に、金属、樹脂・ゴム、微粒子

と複合させる技術を開発する。 
 
（４）樹脂・ゴムに分散する技術の開発 

 高分子系材料に、熱伝導性、導電性等の新規な特性、機能を付与するのに十分な量の単層Ｃ

ＮＴを、均一に分散する技術を開発する。 
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（５）金属中に分散する技術の開発 

 アルミニウム、銅等の金属系材料に、熱伝導性や強度等の物性、機能が向上するのに十分な

量の単層ＣＮＴを、均一に分散する技術を開発する。 
  
（６）高分子系材料に分散する技術の開発 

 高分子系材料を溶解した紡糸用原料液中に単層ＣＮＴを分散する技術を開発し、補強効果を

発現するのに十分な量の単層ＣＮＴを見極める。 
 

 
３．研究開発の目標 
 
３．１ 最終目標 
 
（１）溶媒中に分散する技術の開発 

平成２６年度までに、単層ＣＮＴのラマン分光法で評価した単層ＣＮＴの結晶性（G-band と

D-band の強度比 G / D）が分散前の状態よりも劣化しない条件で、水や有機溶媒中に単層ＣＮ

Ｔを単分散させる技術を開発する。特に金属型・半導体型分離技術に適応するための分散液と

して一本一本孤立した状態で、収率 50%以上で分散する技術も確立する。 
 
（２）単層ＣＮＴ「網目」構造制御技術の開発 

平成２６年度までに、収率 90%以上で、20%の単層ＣＮＴ重量充てん率を持ち、網目状かつ

均一な単層ＣＮＴの分散複合材料を製造する技術を開発する。 
 
（３）板状単層ＣＮＴ複合材料の開発 

平成２６年度までに、板状単層ＣＮＴを既存材料と複合化する技術を開発し、特に、以下の

特性を達成する。 
・配線等に用いるのに十分な、板状単層ＣＮＴで 10―5Ωcm 台の体積（電気）抵抗率を有

する、板状単層ＣＮＴ・金属複合材料を開発する。 
・直径 0.02μm 以下の微粒子が担持された板状単層ＣＮＴ・微粒子複合材料を開発する。 
・樹脂の 5 倍の力学強度を有する板状単層ＣＮＴ・樹脂複合材料を開発する。 

 
（４）樹脂・ゴムに分散する技術の開発 

平成２６年度までに、実際の用途展開を想定した樹脂・ゴム等に、熱伝導率を 10 倍以上、電

気伝導率を 1010（100 億）倍以上改善するのに十分な量の単層ＣＮＴを樹脂・ゴム中に均一に

分散する技術を確立する。特に導電性ゴムにおいて 100 S / cm を達成する。 
 
（５）金属中に分散する技術の開発 

平成２６年度までに、熱伝導率 1000W / mK 以上（アルミニウムの約 5 倍、銅の約 3 倍とな
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る）を得られるのに十分な量の単層ＣＮＴを金属中に均一に分散し、配向する技術を確立する。 
 
（６）高分子系材料に分散する技術の開発 

 補強効果を発揮するのに十分な量として少なくとも高分子系材料に対して濃度 1～5%程度で

単層ＣＮＴを紡糸に適する高分子系材料溶液中に分散する技術を開発する。 
 
３．２ 中間目標 
 
（１）溶媒中に分散する技術の開発 

 平成２４年度までに、単層ＣＮＴのラマン分光法で評価した単層ＣＮＴの結晶性（G-band と

D-band の強度比 G / D）が分散前の状態よりも 10%以上劣化しない条件で、水や有機溶媒中に

単層ＣＮＴを単分散させる技術を開発する。特に金属型・半導体型分離技術に適応するための

分散液として一本一本孤立した状態で、収率 5%以上で分散する技術も確立する。 
 
（２）単層ＣＮＴ「網目」構造制御技術の開発 

平成２４年度までに、収率 50%以上で、1%から 15%の単層ＣＮＴ重量充てん率を持ち、網目

状かつ均一な単層ＣＮＴの分散複合材料を製造する技術を確立する。 
 
（３）板状単層ＣＮＴ複合材料の開発 

平成２４年度までに, 板状単層ＣＮＴを既存材料と複合化する技術を開発し、特に、以下の特

性を達成する。 
・30 重量%以上の金属を含有する板状単層ＣＮＴ・金属複合材料を開発する。 
・微粒子が担持された板状単層ＣＮＴ・微粒子複合材料を開発する。 
・樹脂の 3 倍の力学強度を有する板状単層ＣＮＴ・樹脂複合材料を開発する。 

 
（４）樹脂・ゴムに分散する技術の開発 

 モデル物質となる樹脂・ゴム等に、熱伝導性、導電性等の物性が変化するのに十分な量の単

層ＣＮＴを均一に分散する技術を開発する。特に導電性ゴムにおいて 80 S / cm を達成する。 
 

（５）金属中に分散する技術の開発 
 熱伝導率 900W / mK 以上を得られるのに十分な量の単層ＣＮＴを金属中に均一に分散し、配

向する技術を確立する。 
 
（６）高分子系材料に分散する技術の開発 

 補強効果を発揮するのに必要な量として少なくとも高分子系材料に対して濃度 0.5%程度で

単層ＣＮＴを紡糸に適する高分子系材料の溶液中に分散する技術を開発する。 
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研究開発項目③「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 
 
１．研究開発の必要性 
 
（１）ナノ材料は、その形状や粒径の小ささから、現時点で人に対し未知の影響を及ぼす可能性が

否定できない。しかしながら、日本の最先端技術にとってナノ材料の存在は非常に重要であり、

安全性を確保しつつ利用する必要がある。このため、事業者がナノ材料の有害性や物質固有の

飛散特性を自ら把握することが重要となる。しかし、現状ではこれらの評価にコストと時間が

かかり、事業者が自らこれを評価することは困難である。 
 
（２）上記を踏まえ、本プロジェクトで部材開発を行う単層ＣＮＴ及び関連するナノ材料（多層Ｃ

ＮＴ及びその他のナノ材料）（以下、「ＣＮＴ等ナノ材料」という。）の安価かつ簡便な自主安全

性評価手法を確立すること、及び、この評価手法に基づいた、事業者自らによる実施を可能と

する自主安全管理手法を提示することを目的とする。 
 
 
２．研究開発の具体的内容 
 
（１）自主安全管理のためのＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な評価手法の確立 

 主に生産関連施設内における作業者の吸入ばく露に対する安全性についての評価手法を確立

する。具体的には、動物実験に依存しない迅速で安価な有害性評価手法（簡易手法）を確立す

る。なお、動物実験との相関を踏まえ、信頼性の高い評価手法とする。 
また、ＣＮＴ等ナノ材料の実環境（製造から廃棄まで）における濃度計測手法を開発すると

ともに、材料の飛散特性からばく露の程度を簡便に予測できる手法の開発を行う。 
なお、ＣＮＴ等ナノ材料を用いた複合材料についても考慮する。 

 
（２）ＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全管理手法の確立とケーススタディの実施 

（１）において構築したＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全性評価手法に基づき、

ナノ材料を取り扱う事業者のための製造・使用時における自主安全管理手法（一般手法）を確

立する。この管理手法について、事業者自らでの実施を可能とするために、個別のナノ材料を

対象にした安全管理例（ケーススタディ）を提示する。 
 
（３）開発成果の活用 

 国際的な機関（OECD、ISO 等）の動向を的確に把握した上で、この研究開発の中で作成さ

れた手法について、国際標準化に向けた取組みを行う。 
 
３．研究開発の目標 
 
３．１ 最終目標 
（１）自主安全管理のためのＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な評価手法の確立 
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ａ．動物実験に依存しないＣＮＴ等ナノ材料の有害性評価手法（簡易手法）を開発した上で、

安価かつ簡便な自主安全性評価のために最低限必要な試験項目や試験系を設定し、評価手法

を確立する。 
ｂ．ＣＮＴ等ナノ材料の実環境（製造から廃棄まで）におけるばく露を迅速かつ簡便に評価す

るための手法を確立する。 
ｃ．ａ．及びｂ．を確立した上で、ＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全性評価手法を

確立する。 
 
（２）ＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全管理手法の確立とケーススタディの実施 

ｄ．ｃ．の自主安全性評価手法に基づき、ＣＮＴ等ナノ材料生産事業者の自主安全管理手法（一

般手法）を確立する。 
ｅ．具体的なナノ材料に適用した安全性管理に関する事例（ケーススタディ）報告書を作成す

る。 
 
（３）開発成果の活用 

国際的な機関（OECD、ISO 等）の動向を的確に把握し、国際標準化に向けた取組みを行う。 
 
３．２ 中間目標 
 
（１）自主安全管理のためのＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な評価手法の確立 

ａ．動物実験に依存しないＣＮＴ等ナノ材料の有害性評価手法（簡易手法）を開発した上で、

安価かつ簡便な自主安全性評価のために最低限必要な試験項目や試験系を設定し、評価手法

を確立する。 
ｂ．ＣＮＴ等ナノ材料の実環境（製造から廃棄まで）におけるばく露を迅速かつ簡便に評価す

るための手法を確立する。 
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研究開発項目④「高熱伝導率単層ＣＮＴ複合金属材料の応用研究開発」 
 
１．研究開発の必要性 

パソコン、サーバー用のヒートシンク、自動車等輸送機器の冷却装置やパワーエレクトロニク

ス機器の放熱板等に用いられる放熱部材の熱伝導率向上が実現すれば、冷却に必要な動力の削減

や自動車の軽量化等につながり、エネルギー消費の削減が進みにくい民生・運輸部門での省エネ

ルギーを図ることができる。近年、放熱部材の形状に依存する熱伝達性の改良は、ほぼ限界に達

し、既存材料での大幅な性能向上は難しく、材料の物性値である熱伝導率の高い新しい材料の開

発が求められている。 
一方、単層ＣＮＴは優れた熱伝導率を有し、金属材料との複合化技術等を開発することで、新

たな放熱部材が実現する可能性がある。高熱伝導率材料の応用先は広く、省エネルギーはもちろ

ん、我が国主要産業の競争力強化に資する。 
 
２．研究開発の具体的内容 
 金属と単層ＣＮＴを複合すること金属と単層ＣＮＴを複合化することによって得られる高熱伝

導率複合金属材料を用い、ヒートシンク等の放熱部材に応用するための技術開発を実施する。具

体的には、他の金属材料へのろう付け、溶接、表面処理等の高熱伝導率複合金属材料を実用化に

供するための周辺技術の開発および当該技術の信頼性評価のデータ取得を行う。 
３．研究開発の最終目標（平成２６年度） 
  高熱伝導率複合金属材料の実用化に供するための周辺技術を開発し、熱伝導率 750W/mK 以上

の高熱伝導率単層ＣＮＴ複合金属材料を用いて、ヒートシンク等の放熱部材を設計・試作する。

またヒートシンクを製造するためのろう付け、溶接、表面処理技術の信頼性を評価し、周辺技術

を確立する。
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研究開発項目⑤「導電性高分子複合材料の開発」 
 
１．研究開発の必要性 

ゴムや樹脂等の既存の高分子材料に、単層ＣＮＴを複合化させることにより、従来の物性を保

持しつつ、新機能を有する材料となることが明らかになってきた。これらの複合材料は、低コス

ト、軽量で新機能を有するアプリケーションへと発展し、新たな製品勢力となり得る。これらの

材料開発を契機として製造業を中心とした我が国産業の成長に寄与する。 
  

２．研究開発の具体的内容 
ゴム、樹脂等の高分子材料と単層ＣＮＴを複合化し、本来の物性を保持しつつ、新機能を有す

る材料を開発し、実用に耐えうる機能を持つことを確認する。 
 
３．研究開発の最終目標（平成２６年度） 
 ゴム、樹脂等の高分子材料とＣＮＴを複合化し、本来の物性を保持しつつ、新機能を有する材

料を開発する。また、上記材料を用いたアプリケーションを開発する。 
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研究開発項目⑥「単層ＣＮＴ透明導電膜の開発」 
 
１．研究開発の必要性 
 フラットパネルディスプレイやタッチパネル等で利用される透明導電膜にはＩＴＯ（酸化イン

ジウムスズ）が用いられるが、レアメタルであるインジウムを使用しない新たな透明導電膜の開

発が求められている。 
 
２．研究開発の具体的内容 
  タッチパネル、電子ペーパーなどに使用されているＩＴＯを代替できる透明導電膜を単層ＣＮ

Ｔを用いて開発する。 
 
３．研究開発の最終目標（平成２６年度） 

タッチパネル、電子ペーパー、太陽電池などに使用されるＩＴＯを代替できる透明導電膜を単

層ＣＮＴを用いて、表面抵抗、全光線透過率、機械的耐久性に関してＩＴＯと

同程度以上となる性能を満たす透明導電膜を開発する。また、上記部材を用い

たアプリケーションに適応した仕様の透明導電膜での事業化の見通しを得る。 
（参考）現行ＩＴＯの標準的仕様 

＜タッチパネル用＞ 
・表面抵抗  ：300－500Ω / □ 
・全光線透過率：90%以上 

＜ＬＣＤ用＞ 
・表面抵抗  ：10Ω / □ 
・全光線透過率：80%以上 
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研究開発項目⑦「グラフェン基盤研究開発」 
 
１．研究開発の必要性 

グラフェンの有する特性を十分に発揮するためには、高品質なグラフェンを作り、所望の形状

に加工することが必要である。しかしながら、現時点では、グラフェンの特性を活かすための評

価指標が明確ではない上に、実際に評価をすることができる質の良いグラフェンを作製する技術

が確立されていない。 
そこで、質の良いグラフェンの作製技術を開発し、グラフェンの産業応用可能性を評価するこ

とが必要である。 
 
２．研究開発の具体的内容 

グラフェンの産業応用の可能性を適切に評価するため、大面積かつ単結晶のグラフェンを作製

する技術を開発し、グラフェンの特性（電気抵抗、熱伝導、ガスバリア性等）を産業応用の観点

で評価する。 
 
３．研究開発の最終目標（平成２６年度） 

（１）層数を制御した上で、単結晶グラフェン相当の特性を示す 5mm×5mm サイズの高品質

グラフェンの作成技術を開発する。 
（２）（１）の技術で作製したグラフェンを、他の既存材料と比較検討した上で、グラフェン利

用が有望な用途を抽出する。 
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事前評価書 

 作成日 平成２２年１２月 ９日 
１． 事業名称 
（コード番号） 

低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト 
（P10024） 

２．推進部署名 電子・材料・ナノテクノロジー部 
３．事業概要 
 

(1) 概要 :  
日本で発見されたカーボンナノチューブ（ＣＮＴ）は、ナノメートルレベル

の直径をもつ筒状の炭素からなる新規ナノ材料である。そのユニークな構造と

物性から、発見以来種々の興味深い機能が見いだされ、ナノテクノロジーの中

心的な存在となっている。 
ＣＮＴは、その構造から多層ＣＮＴ、単層ＣＮＴに大別されるが、単層ＣＮ

Ｔは、多層ＣＮＴに比べ、軽量、高強度で高い柔軟性を持つ、電気や熱の伝導

性が極めて高い、半導体となる等、多くの優れた特性を持つ。この単層ＣＮＴ

は、様々な分野の既存の素材と複合させることにより、従来にない機能や特徴

を持つ新機能材料となることが期待できる。 
本プロジェクトでは、国内技術が海外と比べて優位性をもっていながら、実

用化に至っていない単層ＣＮＴに的を絞り、以下の研究開発を行う。 
 ①基盤研究開発 

・単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 
・単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 
・ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

②応用研究開発 
・高熱伝導率単層ＣＮＴ複合金属材料の開発 
・導電性樹脂複合材料の開発 
・単層ＣＮＴ透明導電膜の開発 

(2) 事業規模：総事業費 75 億円（未定） 
(3) 事業期間：平成 22 年度～26 年度（5 年間） 
 

４．評価の検討状況 
（１）事業の位置付け・必要性 

 グリーン・イノベーション実現のためには、軽量・高強度、低電気抵抗、高熱伝導等の高機

能材料の開発が不可欠である。ＣＮＴは、日本で発見された高機能材料であるが、とくに単層

ＣＮＴは、軽量・高強度かつ高い柔軟性も併せ持ち、電気・熱伝導性が高い等の優れた特性を

有するため、イノベーションと高付加価値をもたらす材料として期待されている。 
 世界各国の研究開発競争が進んでおり、世界に先駆けた我が国のＣＮＴ研究成果を生かし、

素材・部材開発における国際的な産業競争力を維持・向上させるとともに、新たな成長産業の

創出による経済成長に貢献する上で、国・ＮＥＤＯが実施する必要がある。 
 

（２）研究開発目標の妥当性 
＜目標＞ 

基盤研究開発では、単層ＣＮＴと既存材料とを複合化し、新規な材料を開発する上で必要

な基盤技術（単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術、単層ＣＮＴを既存材料中

に均一に分散する技術）の確立と、ＣＮＴの産業応用を進めるためのナノ材料簡易自主安全

管理技術の確立を目標とする。 
 また、応用研究開発では、単層ＣＮＴを用いた複合材料を市場に提供し、その評価を受け

ることを目標とする。 
＜妥当性＞ 

「単層ＣＮＴの形状、物性等を制御・分離・評価する技術」、「複合材料とするための単層

ＣＮＴを既存材料中に均一に分散させる技術」及び「ナノ材料簡易自主安全管理するための
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技術」は、単層ＣＮＴを用いた複合材料を開発し、市場に出していく上で不可欠なものであ

り、基盤研究開発の目標として妥当と判断する。 
さらに、基盤研究にとどまらず、具体的な出口を想定した応用研究開発を行うことも適当

と判断できる。 
なお、これらの目標については、今後も委員会ならびに有識者ヒアリング等で聴取した意

見を適切に反映させる。 
 

（３）研究開発マネジメント 
基盤研究開発は、産学官連携による実施体制を構築して委託で実施する。 
応用研究開発は、基盤研究開発の成果を応用し実用化を進める実施者を公募によって選定

し、助成する。公募は平成２３年度以降の適切な時期に公募を行う。また、それ以前に応用研

究開発の内容及び目標については、基盤研究開発の進捗等も踏まえ、実施者の公募までに弾力

的に見直しを行う。 
必要に応じて、外部有識者の意見を求め、その結果を踏まえて事業全体の予算配分や計画に

ついて見直しを行い、適切な管理運営に努める。さらに別途定められた技術評価に係る指針、

および技術評価実施要領に基づき、技術的、および産業技術政策的観点から、研究開発の意義、

目標達成度、成果の技術的意義、将来の産業への波及効果等について、中間評価、事後評価を

実施する。 
 

（４）研究開発成果 
単層ＣＮＴを既存の素材と複合させることにより、従来にない新機能材料を開発することが

できると様々な産業で期待されている。特に放熱部材や導電性高分子材料では、単層ＣＮＴに

よる新規複合材料の開発に対する期待が高い。 
 産業界における単層ＣＮＴを用いた新機能材料の開発を促進するためには、一定品質の単層

ＣＮＴ供給のための「ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術」、単層ＣＮＴと既存材

料の複合化を進める「ＣＮＴ均一分散技術」、ナノ材料簡易自主安全管理技術等が必要であり、

本プロジェクトの成果は、単層ＣＮＴを用いた複合材料を様々な産業で応用する基盤となる。

これを基に開発される新複合材料は、様々な分野で、省エネルギー効果等の付加価値を生み、

産業競争力創出にも資することが期待できる。 
 

（５）実用化・事業化の見通し 
平成２３年度中に、研究開発目標の一部の特性あるいは機能を有する物質あるいは材料につ

いて、試用に供し得る段階まで作製し、企業、大学等の外部機関に対して試料を提供可能とす

る計画である。別途実施者を公募する応用研究開発に留まらず、各方面で実用化開発が展開さ

れることが期待される。 
また、基盤研究開発で開発する単層ＣＮＴを適切に扱うための技術は、応用研究開発の成果

の市場導入を支えると考えられる。 
 

（６）その他特記事項 
特になし。 

 
５．総合評価 

本プロジェクトは、産官学連携により共通基盤的な研究開発を行う基盤研究開発と応用技術を

探求する応用研究開発を組み合わせ、単層ＣＮＴを用いた新たな複合材料の早期の実用化を目指

すものであり、ＮＥＤＯ が実施する事業として適切であると判断する。 
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「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト基本計画（案）」に対する 

パブリックコメント募集の結果について 

 
平成 23 年 1 月 11 日 

NEDO 

電子・材料・ナノテクノロジー部 

 

NEDO POST 3 において標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

みなさまからのご協力を頂き、ありがとうございました。 

 

１．パブリックコメント募集期間 

平成 22 年 12 月 10 日～平成 22 年 12 月 16 日 

２．パブリックコメント投稿数＜有効のもの＞ 

計 0件 
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【低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブﾞ複合材料開発プロジェクト用語集】 

 

ア行 

eDIPS Enhanced Direct Injection Pyrolytic Synthesis の略→「改良直噴熱

分解合成法」の項目参照 

 

カ行 

カイラル指数 
単層 CNT の幾何構造を決定する 2 つの整数の組のこと。 

(n, m)（n, m は整数）と表記される。 

改良直噴熱分解合成

法 

Enhanced Direct Injection Pyrolytic Synthesis (eDIPS)法ともよばれ

る。化学気相成長（ＣＶＤ）法における流動気相法に分類される、触

媒担体や基板を用いずに連続的にＣＶＤを行う方法のうちの一つ。

複数の熱分解特性の異なる炭素源を用いてそれらの導入量制御に

より反応場・条件を変化させ生成物をコントロールして合成すること

が特徴。 

気管内投与試験 

麻酔したラットやマウスなどの実験動物に、懸濁した化学物質を専

用の器具を用いて気管内に強制的に注入して、その後の毒性影響

を調べる試験方法。 

吸入暴露試験 

発生装置により化学物質を含む空気を調製し、そのエアロゾルをラ

ットやマウスなどの実験動物を収容した吸入チャンバー内に給気し

て全身曝露を行い、その後の毒性影響を調べる試験方法。 

許容暴露濃度 

ラットへの本材料の吸入暴露試験における無毒性量（NOAEL）より

導出された、作業環境中許容暴露濃度（1 日 8 時間、週 5 回の暴露、

15 年程度の作業期間）で、0.03 mg/m3 と算出された。これは、15 年

程度の期間を想定し、新しい情報を加味して 10 年以内に見直すこと

を条件とした時限付きの値である。本材料の作業環境中濃度を 0.03 

mg/m3 以下に維持する、あるいは作業者が実質的に吸引する本材

料の濃度を 0.03 mg/m3 以下にする（保護具の着用、局所排気装置

の利用、作業場所の囲い込み等）措置により、肺で持続的な炎症が

起こる可能性はほとんどないと考える（NEDO 研究ＰＪ「ナノ粒子特性

評価手法の研究開発」（2006～2011）より）。 

 

サ行 

サーモデニューダー 

エアロゾル計測において、揮発性粒子を取り除く前処理装置。加熱

により揮発性の粒子を揮発させ、活性炭により揮発成分を除去す

る。 

CNT 網目構造 長尺の単層 CNT が絡み合い、広がった状態をいう。 

ＣＶＤ 

化学蒸着法、気相成長法などともよぶ。エチレン等の炭化水素の気 

体を基板上に流し、自己分解、酸化、還元等の化学反応を利用した

カーボンナノチューブ合成方法。 

スーパーグロース合成

技術 

通常の CVD 法に極微量 PPM オーダーの水分を添加することにより

発現する成長モードの総称。このスーパーグロース技術を用いると

通常は数秒しか活性を示さない触媒が、数十分に渡り活性を示し、

極微量の触媒から大量の単層カーボンナノチューブを合成すること

ができる。本方法の単層カーボンナノチューブは高い比表面積を示

すことが特徴。 

 

 



0-32 
 

タ行 

デジタル粉塵計 

エアロゾルの質量濃度を計測する装置。試料空気をポンプで吸引

し、レーザー照射領域を通過させ、粒子の総光散乱強度を検出する

ことで、エアロゾルのおよその質量濃度を測定する。 

 

ナ行 

  

 

ハ行 

フォレスト 
単層カーボンナノチューブ構造体：基板上に垂直に配向した単層カ

ーボンナノチューブの集合体 

ブラックカーボンモニタ

ー 

ブラックカーボンなど光吸収性粒子の質量濃度を計測する装置。ブ

ラックカーボンが光を吸収する性質を利用し、フィルタ上に連続的に

粒子を捕集しながら、そこに照射した光の減衰量を検出する事によ

り、ブラックカーボンエアロゾルの濃度を計測する。 

放電プラズマ焼結法 

SPS（Spark Plasma Siｎtering）と略される、パルス通電場プロセンシン

グの一つとして日本で生まれ育った純国産技術。一般的な焼結に用

いられる熱的および機械的エネルギーに加え、パルス通電による電

磁的エネルギーや被加工物の自己発熱および粒子間に発生する放

電プラズマエネルギーなどを、複合的に焼結の駆動力としている。 

 

マ行 

  

 

ヤ行 

  

 

ラ行 

ラマン散乱（ラマン分

光、ラマン解析、ラマン

スペクトル） 

物質に単色光を照射すると、格子振動による非弾性散乱が生じ、散

乱光には照射した光とは異なる波長の光が含まれる。それをラマン

散乱という。これを分光器で分光することにより、ラマンスペクトルを

得る。単層 CNT では、グラフェンシート内の振動による G-band と、

欠陥に由来する D-band が観測され、これらの強度比（G/D）は、単

層 CNT にどの程度欠陥が入っているかの目安となる。振動エネル

ギーが単層 CNT の直径に反比例する振動モードや、ラマン散乱光

の強度が励起光の波長に強く依存する「共鳴効果」なども単層 CNT

の分析に用いられる。 

流動場分離測定 

対象のサイズに依存した自己拡散現象と外部から拡散と逆方向に

力を与えることによりサイズ分離を行う方法。このとき外部から与え

る力として流れ、遠心力、熱、磁場、静電エネルギー、パルスなど

多々ある。 

 

ワ行 

  

 

数字・アルファベット 
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I. 事業の位置付け・必要性について 

 

１．ＮＥＤＯが関与の必要性・制度への適合性 
 

１．１ ＮＥＤＯが関与することの意義 
 

  日本で発見された単層カーボンナノチューブ（単層ＣＮＴ）は、数多くのすぐれた特性

を持つ新規ナノ材料で、この単層ＣＮＴを既存の材料に複合化することにより革新的な高

特性を持つ新材料が創出可能であることが期待されている。しかし、単層ＣＮＴ複合新材

料が産業として拡大して行くには、単層ＣＮＴの本来の特性を引き出す技術、実用性のあ

るコスト、既存材料との複合技術面、安全面において解決しなければならない課題が多く

残されている。 

 「2020 年 CO2の 25％削減の達成に向けたグリーンイノベーションへの取り組み強化」の

政府方針に従い、低炭素化社会を実現するという世界に通ずる社会的要請にこたえ、ＣＮ

Ｔと既存材料との複合研究を通じ、広く適応可能な超軽量・高強度・高機能材料等の研究

開発を促進し、新産業立ち上げの実現を図るのが本プロジェクトの目的である。 

 本プロジェクトは平成 22 年度に経済産業省からの委託事業「低炭素社会を実現する超軽

量・高強度融合材料開発プロジェクト」として開始し、平成 23 年度からはＮＥＤＯ委託事

業「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト」とし

て引き継がれ実施している。 

 単層ＣＮＴの研究開発は世界的に激しい競争状態にあり、これに勝ち抜いて我が国産業

の競争力強化につなげるためには、早期の目標達成が不可欠である。また、最近の物質科

学の成果に基づき、新物質を産業化するためには、リスキーかつ基礎的な研究開発が要求

されるため、民間企業単独の実施は困難なものがある。さらに、産業・社会への波及効果

が大きく、他分野への応用が期待される共通基盤技術であることから、総合的な研究開発

を産官学提携のもとに推進することが必要である。 

 これらの課題を克服するために、ＮＥＤＯが国の資金を活用して産官学の研究機関を取

りまとめてＮＥＤＯの専門的知見を基に集中的に研究開発を行うことが最も有効であり、

ＮＥＤＯが関与する意義は大きいと考えられる。本プロジェクトの意義は以下のとおりで

ある。 

 

① 高い技術力を持った個々の研究機関を取りまとめることにより、相乗的な効果が生ま

れ、集中的・効率的な研究開発の推進が可能である。 

② 異業種連携体制をとることにより、実用化のニーズを研究開発に繁栄させることが出

来る。 

③ 集中的な資金投入により、短期間での目標達成が可能となる。 
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 本プロジェクトは、単層ＣＮＴのすぐれた特性による新しい材料を開発するが、研究開

発が遅れることにより海外企業によりなされた場合のわが国利益損失は多大なものになる

と予想される。単層ＣＮＴは様々な分野での応用が期待されており、ＮＥＤＯが関与して

国が推進する意義は大きい。 

 

１．２ 実施の効果（費用対効果） 

 

 本プロジェクトの費用総額は 5年間で約 70 億円を予定している。出口製品としては各分

野にわたることが予想され、透明導電膜、高機能（導電、熱伝導）ゴム・樹脂、高性能ヒ

ートシンク材、印刷エレクトロニクス部材などがある。これら用途の 2030 年に期待される

市場規模は合わせて 6,700 億円と見込んでいる。 

その内訳を見ると、透明導電膜の最終用途としては、タッチパネル、電子ペーパー、太

陽電池用フィルムなどがあり、市場規模は合計 2,090 億円と予想される。 

高機能ゴム・導電フィルムとしての最終商品は、OA 機器部材（帯電ロール）、リチウムイ

オン電池用部材などが考えられ、市場規模は合計 3,600 億円程度と予想される。 

高性能ヒートシンク材としての最終商品はパワー半導体放熱板、液晶・LED 等の冷却板、

ヒートシンク・パイプなどが考えられ、年市場規模は合計で 180 億円が予想されている。 

印刷エレクトロニクス部材の最終商品としては給電センサーシートが想定されており、

市場規模は 840 億円の規模と予想される。 

 また、ＣＮＴと炭素繊維との複合材料の開発が可能となれば、使用される商品としては

風力発電風車ブレード、飛行機用構造部材などが予想され、上記に加えてさらに市場規模

が数千億円規模で膨らむことも期待される。 

 これらの低炭素社会実現に向けて実用化が見込まれるＣＮＴの用途における CO2 削減ポ

テンシャルは、2030 年度で 188.3 万トン/年と試算されている。 

 

２．事業の背景・目的・位置づけ 

 

２．１ 事業の背景・目的 

 

 本プロジェクトは単層ＣＮＴという新しい炭素材料において、各種産業応用においてす

ぐれた特性を引き出すべくその形状を多様に制御する技術を開発することにより、低炭素

社会の実現に資する超軽量・高強度融合材料を初めとする様々な産業応用を可能にする単

層ＣＮＴの高品質化・部材化を図り、未来の省エネルギー社会の実現を目指した単層ＣＮ

Ｔ産業創生のための基盤研究を実施する。 

 具体的には、直径、金属・半導体・純度・比表面積などの特性が作り分けされ、各種用
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途に応じてそれぞれの要求特性を満たす最適な形状の単層ＣＮＴの合成技術の開発、並び

に成型加工・分散技術、既存材料と複合する技術を開発する。さらに加えて単層ＣＮＴも

含めたナノ材料の安全性評価管理技術の開発も実施する。 

 産業技術総合研究所の有する世界最高の単層ＣＮＴ合成（スーパーグロース法、eDIPS

法）・分離・成型加工技術と民間企業の持つプラント開発技術、応用製品開発技術を有機的

に組織し、製品開発の基盤となる複合技術を開発し、これら基盤技術の上に、様々な応用

製品を開発し、我が国発の単層ＣＮＴ産業を創生し、単層ＣＮＴ部材が支える未来の省エ

ネルギー社会の実現を目指すものである。 

 

２．２ 事業の位置づけ 

 

 表Ⅰ－1に国内外での本プロジェクトの位置づけについて示す。スーパーグロース法は水

添加により従来の 1000 倍の成長効率を達成しており、国内外を通じて最も低コストな単層

ＣＮＴの工業的量産生産手段である。性能的にも高比表面積・高純度であり独自の用途開

発が可能となる。eDIPS 法についても高結晶、広範囲な直径制御が可能な技術としてこれを

利用した用途開発が期待される。 

 また、海外では米国、欧州、中国、韓国で開発が著しく推進されているがまだ実用部材

開発には至っていない。類似の国内プロジェクトはなく優位な単層ＣＮＴ製造技術と部材

研究開発を実施している企業との連携で事業を推進することは重要である。 

 

表Ⅰ－1 国内外の研究開発の動向・世界比較概要 

課題又は技術等 国内外の位置付け 優位性・特徴 

スーパーグロース

単層ＣＮＴ量産 

技術 

 

単層ＣＮＴを kg 単位で製造できる実証プラ

ントは、国内、国外を通じて、もっとも低コ

ストな単層ＣＮＴの工業的量産手段。競合相

手は、欧州（ナノシル）、日本（昭和電工）、

アメリカ（ハイペリオン）の 300 トン/年クラ

スの多層ＣＮＴ製造プラント（用途で差別化

の必要あり）  

水分添加による、従来の

1000 倍の成長効率の合成

法（特許査定） 

連続基板搬送合成技術

（特許査定）  

 

スーパーグロース

単層ＣＮＴ用途開

発技術 

 

スーパーグロース単層ＣＮＴは比表面積、純

度、長さの特性で、他のＣＮＴに比して優位

性を有し、独自の用途が開発できる。比表面

積で、Hipco 単層ＣＮＴ（アメリカ）の倍、

多層の 5倍以上  

高比表面積・高純度の単

層ＣＮＴ（特許査定） 

溶液誘導による高密度化

技術  

 

ＣＮＴデバイス 

開発  

ＣＮＴをデバイス用の構造体として、集積化

する技術では、世界をリード。MEMS や、マイ

微細加工と自己組織化に

より、ＣＮＴを自由自在
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 クロエネルギーデバイスへの応用展開中  に配置する技術  

eDIPS法による単層

ＣＮＴ精密制御合

成技術  

 

国内外を通じて単層ＣＮＴの結晶性、直径制

御精度や直径制御範囲に最も優れた CVD 合成

技術.競合相手は SWeNT 社（米国）や Raymor

社（加国）、Thomas Swan 社（英国） 

高結晶性（G/D～200） 

広範囲な直径制御性  

単層ＣＮＴ複合 

材料研究開発  

 

国内に類似のプロジェクト無し.海外では米

国（Nanocomp 社、C3nano 社）はじめ、欧州、

中国、韓国で著しく開発推進しているが、実

用特性の伴った部材開発には至っていない  

優位な単層ＣＮＴ製造技

術とＣＮＴ部材化研究を

している国内一流の企業

群との連携 

 

国内外での研究開発動向を見ると、ＣＮＴと異種材料との複合化による新規高性能材料

開発の要請が強い。その例として特に、本事業でも目的としている、導電ゴムでのＣＮＴ

複合による導電率向上、ＣＮＴと金属複合による熱伝導性能向上に関して、その位置付け

を以下に述べる。 

従来 OA 機器用ロールなどに使われている導電ゴムの市場要求として、現行カーボンブラ

ックとゴムとの複合材料の導電率 1S/cm 以下のレベルにある既存部材よりも、ゴム特性は

維持した上でより高導電性の次世代部材、さらには導電率 100S/cm 程度が要求されるエレ

クトロニクスデバイス用ゴムの開発が活発化している（図Ⅰ－1）。本事業ではそれらのニ

ーズを満たす高導電性のゴム/ＣＮＴ複合材料を、より低コストで量産するための応用基盤

技術開発（図Ⅰ－2）を目的としている。 

 

図Ⅰ－1 国内外の研究開発動向一例【導電ゴム】 
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図Ⅰ－2 ゴム/ＣＮＴ複合材料における研究開発ターゲット 

 

一方、高性能ヒートシンクとしての応用が期待される金属/ＣＮＴ複合材料に関しては、

これまでグラファイトを含有した部材が上市されているが、熱伝導異方性のため等方向的

に熱が伝わらないこと、放熱部材として強度が不十分で加工性に難があること、フィンの

ロウ付けができないことなどの欠点があり、実用化には多くの課題が残されている。した

がって、これらを解決する新しい材料開発が望まれており、本事業では実用的特性として

熱伝導率 1000W/m・K 以上のＣＮＴと金属の複合材料（図Ⅰ－3）を開発することによって

上記の課題を解決し、低炭素社会の実現に貢献することを目的としている。 

 

図Ⅰ－3 ＣＮＴ/金属複合材料における研究開発ターゲット 
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また、上記に代表される様々なＣＮＴの応用分野に最適なＣＮＴ形状・物性を実現する

ＣＮＴ形状制御技術や量産技術、関連事業者がＣＮＴを安全に自主管理する技術の構築に

関しても併せて開発することがＣＮＴの実用化を達成する上で必要不可欠であることは言

うまでもない。 

 そこで、本プロジェクトでは前述の目的を達成するため下記 3 つの研究開発項目を実施

する。オープンイノベーション施策の下、各研究開発項目の成果を共有し、かつ各企業・

産総研間の緊密な連携をとることによって、開発サイクルを効率化、材料・部材・用途と

川上から川下まで一気通貫に研究開発を実施する。 

 

① ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 

② ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

③ ナノ材料簡易自主安全管理技術の構築 

 

 平成 22 年度から平成 23 年度の 2 年間は委託事業による共通基盤研究開発を集中的に実

施し、平成 24 年度からは基盤研究に加えて助成事業による用途開発も実施する。平成 26

年度のプロジェクト最終年度後には具体的事業として企業化に結び付けることを目標に置

いている。 
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II. 研究開発マネジメントについて 

 

１．事業の目標 

本研究開発では、単層カーボンナノチューブ（単層ＣＮＴ）という新しい炭素材料に

おいて、各種産業応用において優れた特性を引き出すべくその形状を多様に制御する技

術を開発することにより、低炭素社会の実現に資する超軽量・高強度複合材料をはじめ

とする様々な産業応用を可能にする単層ＣＮＴの高品質化・部材化を図り、未来の省エ

ネルギー社会の実現を目指した単層ＣＮＴ産業創成のための基盤研究を行う。 

具体的には、直径、金属・半導体、純度、比表面積など種々の特性が作り分けされ、

各種用途に応じてそれぞれの要求特性を満たす最適な形状の単層ＣＮＴの合成技術の開

発並びに、成形加工・分散技術、既存材料と複合する技術を開発する。 

本研究開発は、産業技術総合研究所の有する単層ＣＮＴ合成･分離・成形加工技術と民

間企業の持つプラント開発技術、応用製品開発技術を有機的に組織し、製品開発の基盤

となる複合基盤技術を開発し、これらの基盤技術の上に、様々な応用製品を開発し、我

が国発の単層ＣＮＴ産業を創成し、単層ＣＮＴ部材が支える未来の省エネルギー社会の

実現を目指すものである。 

 

２．事業の計画内容 

 

２．１ 研究開発の内容 

研究開発の期間は、平成22年度から平成26年度までの5年間とする。本事業の予算は平

成22年～23年度で総額37.8億円（平成22年～26年度で総額75億円を予定）である。 

 

研究開発項目①「単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発」 

 
(a)「単層ＣＮＴの形状制御技術」 

 

(a)-1 「実用化にむけての eDIPS 法単層ＣＮＴ合成基盤技術開発」 

（担当機関：ＴＡＳＣ（東レ株式会社、帝人株式会社、独立行政法人産業技術総合研究所）） 

本研究テーマでは単層ＣＮＴ産業化や応用研究開発の基盤となる単層ＣＮＴ連続合成

技術および実用化に必要な特性（性能・構造・コスト）を実現する単層ＣＮＴ精密合成技

術を目指して、eDIPS法による形状制御連続合成装置を開発することで実用化に必要な特

性に単層ＣＮＴをチューニングしうる合成基礎技術を獲得し、単層ＣＮＴの形状制御にお

ける開発要素のうち、直径・結晶性・長さにおける形状制御に関して開発を行い、実用化

に必要な要求特性を満たす単層ＣＮＴを実現する。 

産業技術総合研究所の斎藤らによって開発された eDIPS 法は従来の流動気相法の長所
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である量産性や生成物結晶性の高さをそのまま維持し、且つ、反応場の精密制御によって

生成物純度を極めて高純度まで高めることのできる新しい単層ＣＮＴ合成技術である。ま

た反応場の精密制御によってある程度の直径制御合成も可能である利点を有し、これまで

の検討で達成された直径制御範囲（1～1.8 nm）や高結晶性（G-band と D-band の強度比（以

下、G/D 比という。）100 以上）は従来をはるかに凌ぐ技術である。 

本研究テーマではこの精密な直径制御性と高結晶性という eDIPS 法による単層ＣＮＴ

合成技術の特徴に着目して、以下の研究開発によりさらに高度なレベルにまで単層ＣＮＴ

形状制御技術を発展させ、種々に構造が制御された、実用化に必要な要求特性を満たす単

層ＣＮＴを合成する技術を開発する。具体的開発項目の概要について以下に説明する。 

 

 
図 II-1 eDIPS 法研究開発計画スキーム 

 

(1)eDIPS 法形状制御合成技術開発 

バンドギャップ等電気特性の均一性が重要となる用途に向けた直径および直径分

布の制御と結晶性の向上を、反応場の制御の要となる 3 つの反応条件、すなわち炭

素源濃度、水素流量、反応温度などの検討によって達成し、さらにその後反応器の

形状改良や原料の炭化水素および触媒検討によって下記に示す最終目標レベルまで

達成する。また長さに関しては上記合成技術開発と平行して限外濾過膜法やカラム

クロマトグラフィーなどの長さ分級技術も探索する。 

(2)eDIPS 法連続合成装置開発 

実用化に向けたスケールアップにおける課題の抽出を行い、少なくとも 12時間以

上の連続運転を可能にする技術を確立する。また、実用化には製造プロセスにおけ

る省エネルギー技術探索や低コスト生産技術の開発も必要であり、これらの基礎検

討も併せて行い、(1)で開発する単層ＣＮＴ形状制御合成技術と融合させる。 
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(3)eDIPS 法直接加工装置を含む多機能システムの開発 

直接紡糸や直接成膜など材料加工技術等々を実現する合成時直接加工装置を組み

合わせた多機能システムを開発し、単層ＣＮＴ実用化の基盤を構築する。この検討

において(1)で得られる単層ＣＮＴ形状制御技術開発の知見を利用することによっ

て、極めて高い導電性･熱伝導性など革新的特性を有する単層ＣＮＴでなければ達成

し得ない用途である塗布型電子デバイス応用開発（透明電極、薄膜トランジスタ）

や超軽量高強度構造材料応用等への単層ＣＮＴ実用化のために必要となる単層ＣＮ

Ｔ形状制御技術への課題抽出を行うとともに、実用化の基盤となる単層ＣＮＴ製造

技術の確立を目指した(1)へのフィードバックを行う。 

 

これら(1)～(3)による総合的なアプローチによって、実用上の要求特性を満たす

単層ＣＮＴの形状制御技術の開発を行い、下記の最終目標を達成する。 

上記の検討項目の他にも、新技術を用途に応じて複数組み合わせて得られる最適

な高品質の単層ＣＮＴを研究組合内外との種々の共同研究において提供し、連携を

推進するなど、他の技術と融合しながら、透明導電膜や高弾性率強度部材などをは

じめとする各種用途での実用化のポテンシャリティの見極めを行うことも重要であ

る。本研究では eDIPS 法で合成した単層ＣＮＴのポテンシャリティの評価や研究項

目②-(a)、及び①-(c)へ試料提供するとともに、それらの結果も形状制御技術にフ

ィードバックさせることによって融合的な研究発展と実用化研究に繋げる。 

 

【最終達成目標】（平成26年度） 

単層ＣＮＴにおいて、直径を0.8 nm～2.5 nmの範囲で制御分解能0.1 nmに制御する

とともに、直径分布としてガウス分布を仮定した標準偏差0.2 nm以内に直径制御する。

また、結晶性の指標であるラマン分光法で評価するG/D比300以上の高結晶化を達成

する。さらに、単層ＣＮＴ長さに関して長さ制御製造技術の指導原理を獲得すると

ともに、1μm未満および1～10μm（それぞれ信頼度90％および80％）に作り分ける

もしくは分級することを達成する。  

 

(a)-2 「スーパーグロース法による単層ＣＮＴ形状制御合成基盤技術開発」 

（担当機関：ＴＡＳＣ（独立行政法人産業技術総合研究所）） 

本研究テーマでは、産業技術総合研究所で開発されたスーパーグロース法を用いて、

単層ＣＮＴの垂直配向集合体（フォレスト）を合成し、純度・比表面積、直径、長さ、配

向性、結晶性そして集積状態の形状を制御する技術開発を行う。スーパーグロース合成法

は、成長雰囲気中にごく微量の水分を添加するという簡便な方法で、従来技術の約 1500

倍の結晶成長速度で、99.98％の高純度に配列した単層ＣＮＴの集合体（フォレスト）を

合成できる。 
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さらには、フォレストは形状加工性に優れ、集積状態を整えることが容易なため、合

成後に板状に成形加工・配列化したり、網目構造を作成することが容易のみならず、既存

材料と分散・複合させる原材料としても最適である。 

スーパーグロース法によるフォレストの合成では、触媒が基板上に配設され、かつ合成の

各工程が独立に制御可能なため、合成の設計自由度が極めて高い。 

本研究テーマでは、かかる優れた設計自由度を十分に活用することで、直径、長さ、

表面積、純度、配向性、集積状態などの実用化のために不可欠な課題を解決する。 

本研究テーマでは、以下の開発項目を設けることで、目標を実現するための技術を開

発する。 

 

 
図 II-2 スーパーグロース法を用いた単層ＣＮＴ形状制御 

 

(1) コンビナトリアル合成技術の開発 

合成条件探索を系統的かつ迅速に行うための、コンビナトリアル合成技術を開発

する。スーパーグロース法では、炭素源、助触媒、触媒、触媒賦活物質をはじめと

する多数の制御可能な合成条件が存在し、広範囲の合成条件探索は非常に時間がか

かり困難である。そこで、炭素源量、触媒賦活物質量の 2 軸、温度を含めた 3 軸の

主合成条件を広範囲にわたって迅速に網羅できる合成装置、合成手法、および評価

手法を開発する。この技術開発により、広範囲の合成条件を短時間で調査可能にな

り、技術開発の大幅な加速が可能となる。 

(2) ガス流制御技術の開発 

熱流体シミュレーションを活用し、炭素源、触媒賦活物質の独立した供給技術を

開発する。単層ＣＮＴの気相合成において、触媒に供給されるガスの熱履歴が極め

て大事であり、これを制御することでより高精度で再現性の良い合成技術を実現す

る。 

(3) 単体ナノ触媒微粒子の開発  

アークプラズマ放電法などにより、制御された粒径を持つ単層ＣＮＴ成長用触媒

微粒子を合成し、基板に塗布する技術を開発する。これにより、従来の薄膜微粒子
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よりも、サイズ、密度を制御できる触媒系を実現する。 

(4) コンビナトリアル組成制御触媒の開発 

パルスレーザー蒸着法などを用いて、制御された組成を持つ触媒薄膜を製造する

技術を開発する。これにより、従来の鉄よりも広範囲の触媒組成を使用可能とする。 

合成基盤技術（(1)～(4)）により、従来からのスーパーグロース法の特徴の、高

純度・高比表面積を維持しつつ、フォレストを構成する単層ＣＮＴの直径、長さ、

配向性、集積状態を制御する技術を開発する。 

(5) 後工程プロセスの技術開発 

合成後の単層ＣＮＴの結晶性を改善するための、連続化可能で安価な、後工程プ

ロセスを開発する。 

(6) 連続合成技術開発 

合成基盤技術（(1)～(4)）で合成された単層ＣＮＴを、将来工業材料として、1万

円/kg を下回るコストで生産するための、連続合成の基盤技術を開発する。 

また上記の合成基盤技術を用途に応じて複数組み合わせ、研究開発項目①-(d)-2

による形状と機能の関係に関する知見を活用し、高強度軽量複合材料、高導電でフ

レキシブルな軽量複合材料、高熱伝導な複合材料等に最適な単層ＣＮＴを開発する。 

 

【最終達成目標】（平成26年度） 

スーパーグロース法を用いた単層ＣＮＴ形状制御に関する各研究要素に対して、

具体的な達成目標は下記の通りである。 

(1)直径：制御可能範囲2.0～3.0 nmでかつ制御分解能が0.1 nmの直径制御性を達成す

る。 

(2)長さ：10μm以上5 mm以下（信頼度80％）の長さ制御を達成する。 

(3)表面積：2000 m２/g 以上の比表面積を達成する。 

(4)純度：金属触媒含有率200 ppm以下を達成する。 

(5)配向性：配向係数（無配向で0、完全配向で1）を、0から0.8（分解能0.1）で制御

する技術を開発する。 

(6)集積状態：成形加工性が良好な単層ＣＮＴのために、合成後の制御密度範囲が

0.005 g/cm３から0.1 g/cm３で精度が0.01 g/cm３の単層ＣＮＴフォレスト集積状態を作

成する。 

また上記の合成制御技術を用途に応じて複数組み合わせ、形状と機能の関係に関

する知見を活用し、高強度軽量複合材料、高導電でフレキシブル軽量な複合材料、高

熱伝導な複合材料等に最適な単層ＣＮＴを開発し、その連続合成の基盤技術を確立す

る。 
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(a)-3 「炭酸ガスレーザー蒸発法を用いたＣＮＴ形状制御基盤技術開発」 

（担当機関：国立大学法人名古屋大学） 

本研究テーマでは極めて高結晶性で直径が精密に制御されたＣＮＴの実現が見込まれ

る炭酸ガスレーザー蒸発法による超高品質なＣＮＴの合成技術を開発する。 

ＣＮＴの生成法にはアーク放電法、レーザー蒸発法、CVD法が知られている。近年、上

記のeDIPS法が開発されたことによってCVD法でもG/D比が100を超えるような構造欠陥の

極めて少ないＣＮＴがある程度直径制御されて製造できるようになってきたが、それでも

構造欠陥の量がデバイスや製品の性能に直結してしまう、主に1～少数のＣＮＴで構成さ

れる応用･用途に関しては、極めて直径制御され且つ構造欠陥の極めて少ない超高品質の

ＣＮＴを合成することが必要となり、このような超高品質ＣＮＴの合成には、高エネルギ

ーが必要なレーザー蒸発法が最適である。 

そこで本提案では、これまで試みられていない炭酸ガスレーザー蒸発法による直径分

布の極めて狭い超高品質（G/D比300以上）のＣＮＴ製造法の開発、およびそのスケールア

ップ技術を確立する。本提案研究によって平均径 2 nm程度の比較的太くかつ結晶性の優

れたＣＮＴの生成が期待できる。更に、G/D比と高収率においても従来のレーザー蒸発法

をはるかに勝る。 

 

【最終達成目標】（平成26年度） 

炭酸ガスレーザー蒸発法によって直径2.0 nm、直径分布としてガウス分布を仮定し

た標準偏差0.2 nm以内に直径制御された単層ＣＮＴを合成する技術を確立する。また、

結晶性の指標であるラマン分光法で評価するG/D比300以上の高結晶化を達成する。 

 

(b) 「成形加工・配列化技術」 

 （担当機関：ＴＡＳＣ（独立行政法人産業技術総合研究所）） 

本研究テーマでは、スーパーグロース法で合成された、最適な物性を有する単層ＣＮ

Ｔから成る単層ＣＮＴフォレスト（研究項目①-(a)-2）を成形加工し、最適な形状を有す

る単層ＣＮＴ部材を製造する技術を開発する。スーパーグロース法により合成され、かつ

集積状態を制御された単層ＣＮＴフォレストは嵩高であり、かつ長尺の単層ＣＮＴから構

成されるため、非常に優れた形状加工性を有する。本研究テーマでは、かかる優れた形状

加工性を十分に活用することで、スケーラビリティ、製造コスト、信頼性、均一性、再現

性などの実用化のために不可欠な課題を解決する。目標を実現するために、以下の開発項

目を設ける。 
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図 II-3 スーパーグロース法による成形加工・配列化技術 

 

(1) 溶液によるジッパー効果による成形加工技術開発 

連続化が可能な形で、基板上に合成されたフォレストを、異なる所望の基板へ転

写しつつ、高密度化・水平配向させ、板状に成形加工する技術を開発する。フォレ

ストを、溶液に浸し乾燥させると、溶媒の表面張力と単層ＣＮＴ間のファンデルワ

ールス力により、単層ＣＮＴをくっつけるジッパー効果が発現し、単層ＣＮＴに損

傷を与えないで、配向した単層ＣＮＴを稲穂の束のように固体状へ高密度化できる。

本項目ではこの独自成形加工法を発展させることで、合成後の最適化された特性を

保持し、単層ＣＮＴが配向した、板状の単層ＣＮＴ部材を実現する。 

(2) 網目構造を活用した成形加工技術開発 

スプレーコート、加熱プレスなどの手法を用いて、均一な厚みを有する板状に成

形加工する技術を開発する。材料としては、研究開発項目②-(b)で開発された、ス

ーパーグロース法で合成された長尺単層ＣＮＴから成る、網目構造を有する単層Ｃ

ＮＴペーストを用いる。これにより、無配向ではあるが、従来の合成法とも親和性

の良い板状単層ＣＮＴを実現する。 

(3) フォレストからの直接薄膜引き出し技術開発 

合成基板上に垂直に成長した単層ＣＮＴから、糸を撚る技術開発を経て、水平方

向へ配向した板状の単層ＣＮＴシートを引き出す技術を開発する。これにより、薄

膜状の板状単層ＣＮＴを実現する。 

(4) 配列化技術開発 

板状単層ＣＮＴを、任意の基材の、任意の場所にこれを配置する技術を開発する。

具体的には、板状単層ＣＮＴをリソグラフィー（電子ビーム露光、フォトリソグラ

フィー）及び、エッチングにより微細加工する、一連の単層ＣＮＴ用のプロセス技

術と配列した単層ＣＮＴを任意基板に転写する技術を開発する。開発する配列単層

ＣＮＴは、所定の位置に敷設可能で、配向方向・形状が制御され、多様かつ設計さ

れた機能を有するものとする。このような配列単層ＣＮＴ構造体を、安定に再現性

良く製造し、板状単層ＣＮＴをデバイスの素子として用いることが可能となる。 

 

【最終達成目標】（平成26年度） 

スーパーグロース法で合成された単層ＣＮＴフォレストの成形加工・配列化技術
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に関する具体的な達成目標は下記の通りである。 

板状単層ＣＮＴの開発: 

(1)サイズが200 mm×200 mm以上（または8インチウェハー相当）。 

(2)板状単層ＣＮＴは、長さ1mm以上の単層ＣＮＴより構成され、純度99％以上、

比表面積1000 m２/g 以上、密度0.5 g/cm３以上、配向度0.7以上などの所望の用途

に必要な特性を複数最適化されたもの。 

配列化技術： 

(1)フレキシブル集積単層ＣＮＴ回路等を開発するのに十分な、成形加工された板

状単層ＣＮＴにおいて、位置精度1μm以下、厚み精度50 nm以下の配列化技術を確

立する。 

(2)単層ＣＮＴデバイス等の量産技術を開発するのに十分な、成形加工された異材

料複合化板状単層ＣＮＴ中において、位置精度1μm 以下、厚み精度100 nm以下の

配列化技術を確立する。 

(c) 「金属型及び半導体型の単層ＣＮＴを効率的に分離する技術」 

 （担当機関：ＴＡＳＣ（日本電気株式会社（ＮＥＣ）、独立行政法人産業技術

総合研究所）） 

単層ＣＮＴは極めて高い移動度、直径によるエネルギーギャップ制御、強固な構造等、

電子材料としての優れた特徴を持つことから、シリコンを凌ぐ次世代半導体材料やナノ配

線材料、透明電極用材料として期待されているが、合成された単層ＣＮＴには、電気伝導

特性の全く異なる金属型と半導体型の二種類がほぼ 1：2 の割合で混在しており、そのま

までは単層ＣＮＴ本来の性能を十分に活用する事ができない。 

本研究課題では、産業技術総合研究所で開発された全く新しい単層ＣＮＴの分離法で

ある、ゲルカラムクロマトグラフィー分離法を礎とし、金属型単層ＣＮＴと半導体型単層

ＣＮＴを高純度に高収率で、かつ安価に大量に分離する技術を開発し、単層ＣＮＴの電子

デバイス応用に向けた、世界最先端材料技術を確立する。 

純粋な半導体型単層ＣＮＴはトランジスタやセンサの原料に、純粋な金属型単層ＣＮ

Ｔは透明導電膜に利用可能で、特にプリンタブルエレクトロニクスへの適用により、大幅

な省エネルギー・省資源化を実現し、低炭素社会実現に貢献する基盤技術開発を行うこと

を目的とする。 

産業技術総合研究所では、ゲルを用いた独自の全く新しい金属型・半導体型分離技術

を開発しており、この分離技術を礎に、産業応用可能な高純度・高効率・大量かつ安価な

分離法を確立する。特にゲルカラムクロマトグラフィー分離法では、分離純度を損なうこ

となく、処理時間および分離コストを従来技術の1/10以下に抑えることに成功しており、

しかも大量処理が可能な唯一の分離法である。 

また、ＮＥＣが開発した無担体電気泳動法は、デバイス応用時に問題となるイオンを

含まない状態で単層ＣＮＴの金属型・半導体型の分離が可能である。この手法で分離した
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単層ＣＮＴを用いる事により、分離された単層ＣＮＴの真の伝達特性を調べる事が可能に

なる。 

本研究課題では、最終的に超大量分離装置開発を行うが、連続大量分離では分離の状

況を常時モニタするために、純度評価を迅速に行う技術を開発する必要がある。産業技術

総合研究所では国際標準化を見据え、分光学的手法による単層ＣＮＴ純度評価法を世界に

先駆けて確立しており、その技術を分離純度評価に応用する事により、迅速かつ正確な純

度評価技術の開発が可能である。一方で、分離純度評価は分光学的検証だけでは不十分で

あり、実際に分離された単層ＣＮＴが実使用に適しているかどうかをデバイス構造に作り

込んで評価する事が必要である。ＮＥＣは、これまでの単層ＣＮＴデバイス開発を通して

培ったデバイス作製の基盤技術を有しており、その基盤技術を活かし、分離単層ＣＮＴの

輸送特性について、実証デバイスレベルで迅速に評価する基礎技術開発が可能である。 

本研究課題で作製された半導体型単層ＣＮＴおよび金属型単層ＣＮＴは、ＮＥＣをは

じめ、本プロジェクト内で必要とするチームに積極的に提供し、性能試験、用途開発を行

うとともに、外部に向けても積極的に配布し用途開発を促進する。本研究課題では、具体

的には以下の技術開発を行う。 

 

単層CNT分散液

ゲルビーズ

金属型単層CNT 半導体型単層CNT

 
 

図 II-4 単層ＣＮＴのゲルカラムクロマトグラフィー分離の様子 

 

(1) 高純度・高効率・大量・安価な金属型・半導体型単層ＣＮＴ分離技術開発 

産業技術総合研究所で開発した全く新しい独自のゲルカラムクロマトグラフィー

法を改良、発展させることにより、高純度の金属型・半導体型単層ＣＮＴを高収率

に短時間でしかも安価に大量に分離する基盤技術を開発する。 

(2) イオンを残留しない金属型・半導体型単層ＣＮＴ分離技術開発 

ゲルカラムクロマトグラフィー法では、分離に使用した薬剤が残留し、分離され

た単層ＣＮＴの輸送特性に影響を及ぼす可能性が高い。そこで、ＮＥＣが開発した

無担体電気泳動法を発展させ、単層ＣＮＴをイオン等で汚染すること無しに、単層

ＣＮＴを高純度に分離する技術を開発し、得られた真に高純度の分離単層ＣＮＴを

用いて輸送特性試験を行うことにより、分離単層ＣＮＴの真の輸送特性を検証する。
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また、ゲルカラムクロマトグラフィー分離法で得られた分離単層ＣＮＴによるデバ

イス性能と比較することにより、残留イオンの影響について調べる。 

(3) 金属・半導体分離純度の短時間計測技術開発 

産業技術総合研究所で開発したラマン散乱強度の変化を利用した単層ＣＮＴ純度

評価法を分離純度評価に応用し、単層ＣＮＴの分離純度を短時間で測定し、分離状

態をモニタするための基盤技術を開発し、超大量分離装置に組み込む。 

(4) デバイス形状での輸送特性検証技術開発 

単層ＣＮＴ電子デバイスの性能には、金属型、半導体型の純度だけではなく、単

層ＣＮＴの結晶性の高さや、長さ・太さ分布、分離に用いた薬品の残留など、分離

された単層ＣＮＴの「品質」が大きく関わっている。そのため、分離した単層ＣＮ

Ｔを純度だけで評価するのではなく、実際にデバイスの形状に作り込んで輸送特性

を調べ、所望の特性が発揮されるかどうかを確認する必要がある。ここでは、デバ

イス化した際の特性を評価するための基盤技術開発を行う。 

 

【最終達成目標】（平成26年度） 

平成26年度までに、金属型及び半導体型の単層ＣＮＴを、それぞれ分離純度95％

以上、収率80％以上で、10g/日以上の処理能力で分離できる技術を確立する。また

単層ＣＮＴの金属及び半導体分離工程において、両者の濃度をオンラインでモニタ

する手法、及び生成物の純度を正確に評価する手法、分離されたそれぞれの単層Ｃ

ＮＴの実際の電気伝導性等を実証レベルで評価する技術を確立する。 

 

(d) 「単層ＣＮＴの精密計測評価技術」 

（担当機関：ＴＡＳＣ（独立行政法人産業技術総合研究所）） 

本研究テーマでは、1本から集合状態にわたる単層ＣＮＴの形状を、総合的に評価する

手法の開発、および物性・機能との相関を理解することを目的とした研究をおこなう。 

単層ＣＮＴの大きな特徴は、直径およびカイラル指数などの構造の違いにより物性が

大きく変化することである。また現在、ひとつひとつの単層ＣＮＴが集まった構造体の形

状と機能の関係は明らかになっておらず、単層ＣＮＴの構造を高度に制御する技術も実現

されていない。これらの課題を克服し、最終目的を達成するために、以下の開発項目を設

定する。 

 

(d)-1 「1 本の単層ＣＮＴの精密計測評価技術」 

本研究テーマでは 1 本の単層ＣＮＴの基礎物性について、精密かつ迅速に評価する技

術を開発する。ここ 10年来、1本の単層ＣＮＴ計測手法については分光法を中心として大

きく発展してきた。しかしながら、単層ＣＮＴ材料の質を客観的に評価する基準について

は、未だ開発途上の段階にあり、完全に確立したとは言い難い。そこで、単層ＣＮＴ材料
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実用化に向けて品質管理の確立を目指した以下の物性評価手法の確立を目指す。  

 
図 II-5 評価法開発と材料開発の関係 

 

(1) 直径およびカイラル指数評価法の開発 

発光法、光吸収法およびラマン散乱などの分光法を用いることによってこれを達

成する。特に、単層ＣＮＴの分光評価においては用いる光の波長によって、検出可

能な単層ＣＮＴの種類が異なるため、多波長励起を可能にする広帯域分光評価シス

テムを構築する。 

(2) 純度および金属・半導体特性を効率的に計測できる手法の開発 

 光吸収法、ラマン散乱などの分光法を用いることで、純度(単層ＣＮＴと不純物と

の比)および金属・半導体特性を効率的に計測することを達成する。同等の直径をも

つ単層ＣＮＴでも金属と半導体では吸収帯が大きく異なることなどを利用する。 

(3) 長さ分布評価法の開発 

アンテナ効果による赤外吸収が存在することを利用し、従来の一本一本数え上げ

る顕微鏡による評価にくらべ、簡便かつ迅速に試料の長さ分布を評価する方法を確

立する。 

これらの評価技術は本研究プロジェクトで合成された単層ＣＮＴの物性評価やナ

ノ材料簡易自主安全管理技術に対し活用する。 

 

【最終達成目標】（平成26年度） 

単層ＣＮＴの精密計測評価技術として、直径及びカイラル指数評価技術に加え、

長さ分布を広範囲（100 nm～10μm）にわたって、迅速に評価する手法、更には、単

層ＣＮＴ中に含まれる吸着分子、原子空孔、転位および不純物を検出する技術を開

発する。 
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(d)-2 「単層ＣＮＴフォレストの特性と単層ＣＮＴの形状の関係評価技術」 

本研究テーマでは、単層ＣＮＴフォレストの電気・熱・力学・分散性等の物理化学特

性と、単層ＣＮＴフォレストを構成する単層ＣＮＴの形状との関連を評価する技術を開発

し、単層ＣＮＴフォレストの機能と単層ＣＮＴの形状との関係を明らかにする。世界中で

の 10 年余に渡る基礎研究により、単層ＣＮＴ一本の特性を評価する技術開発は大きく発

展した。しかし、より実用的に重要な単層ＣＮＴフォレストの特性評価技術は、構造がよ

く制御された単層ＣＮＴフォレストが容易に得られなかったこともあり、確立されてない。

スーパーグロース法による単層ＣＮＴフォレスト（垂直配向集合体）は、構造が非常によ

く制御できるため、単層ＣＮＴフォレストの機能と構造の関係を評価するモデル材料とし

て最適である。目標を実現するために、以下の開発項目を設ける。 

 
図 II-6 単層ＣＮＴフォレストの特性と、単層ＣＮＴの形状の関係 

 

(1) 熱特性評価技術の開発 

レーザーフラッシュ等の手法を適応し、単層ＣＮＴフォレストの熱伝導特性を評

価する技術を開発する。 

(2) 力学特性評価技術の開発 

動的粘弾性測定法等の手法を適応し、単層ＣＮＴフォレストの力学特性を評価す

る技術を開発する。 

(3) 電気特性評価技術の開発 

高さ数百μmの単層ＣＮＴフォレストの電気特性を評価するためのマイクロ4端子

プローブを開発し、単層ＣＮＴフォレストの電気特性を評価する技術を開発する。 

(4) 分散性評価技術の開発 

光吸収等で、単層ＣＮＴフォレストを溶液中に分散した分散液の分散度を評価す

る技術を開発する。 

これらの評価技術を活用して、研究開発項目①-(a)-2 で合成された、種々の構造

をもつ単層ＣＮＴフォレストの構造と特性の関係を評価する。 
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【最終達成目標】（平成26年度） 

また、単層ＣＮＴフォレストの機能と単層ＣＮＴの形状との関係、すなわち単層

ＣＮＴフォレストの熱・電気・機械的特性・分散性と単層ＣＮＴフォレストを構成

する単層ＣＮＴの形状（直径・長さ・比表面積・結晶性（構造欠陥量）・純度・配

向性・集積状態）との関係を解明する。 

 

研究開発項目②「単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発」 

研究開発項目②においては、多層ＣＮＴをはじめとする競合材との比較を行い、単層Ｃ

ＮＴの特長を際立たせることを常に念頭に置いて検討する。 

 

(a) 「溶媒中に分散する技術の開発」 

（担当機関：ＴＡＳＣ（独立行政法人産業技術総合研究所）） 

単層ＣＮＴの持つ優れた輸送特性を活かし、プリンティング電子デバイスに応用する

場合、単層ＣＮＴを溶媒中に均一に分散し、インク状に加工する技術が必要となる。しか

し、単層ＣＮＴは繊維状物質であるため凝集しやすく、合成された状態ですでに束状に凝

集し、さらに絡み合った構造をとっている。インク状に加工するには、それをほぐして溶

媒中に均一に分散する技術が必要となる。単層ＣＮＴをほぐすには、これまで強力な超音

波処理が一般に用いられていたが、強力な超音波処理では単層ＣＮＴに欠陥が多数導入さ

れてしまい、単層ＣＮＴの機械的強度や導電性を劣化させてしまう原因となっている。 

本研究課題では、分散剤の精査と分散法の改良により、欠陥の導入を抑えた分散技術

開発を行う。産業技術総合研究所では、多種の溶媒に対する独自の分散技術を有しており、

特に、金属型・半導体型分離の前段階で必要となる、水中への単層ＣＮＴの孤立分散では、

機械式ホモジナイザーと超低出力超音波処理を組み合わせた新技術で、ほとんど欠陥を導

入する事無く孤立分散する技術の開発に成功している。（ラマンスペクトルにほとんど

D-bandが観測されない）ここで得られる長尺・低欠陥単層ＣＮＴ分散液は、高性能トラン

ジスタや低抵抗透明導電膜の開発に大きく貢献する事が期待される。この低欠陥導入分散

技術を基本とし、分散効率の改善と大量分散技術への展開を行い、産業応用可能な分散技

術開発を行う。本研究課題では、具体的には以下の技術開発を行う。 
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図II-7 欠陥導入を抑えて水中に孤立分散した単層ＣＮＴ：ラマンスペクトル（左）とAFM像（右） 

 

(1) 無欠陥導入単層ＣＮＴ分散技術の開発 

ポリマーコンポジットや導電膜等への応用では、単層ＣＮＴ束の状態で、溶媒中

に均一に分散する技術が必要となる。ここでは、欠陥導入の無い機械式のホモジナ

イザー処理により、絡み合った単層ＣＮＴ束をほぐし、単層ＣＮＴに欠陥を導入す

ることなく、均一に溶媒中に分散する技術を開発する。また、有機溶媒に分散剤を

用いずに均一に分散する技術を開発する。欠陥導入については、ラマン分光法によ

り調べる。分散された単層ＣＮＴを用いて導電膜を試作し、そのシート抵抗を調べ

る事により、分散技術にフィードバックする。 

(2) 金属型・半導体型単層ＣＮＴ分離用分散技術の開発 

金属型・半導体型分離においては、分離に適した界面活性剤を用い、水中に単層

ＣＮＴを一本一本ばらばらに孤立分散する必要がある。欠陥の導入を抑えた孤立分

散を実現するために、機械式ホモジナイザーと超低出力超音波照射装置を組み合わ

せた単層ＣＮＴ孤立分散技術を開発する。さらに、大量分散を実現するための分散

装置を設計・制作する。分散単層ＣＮＴは実際に金属型・半導体型に分離し、その

結果を分散技術にフィードバックする。 

(3) 分散状態検証技術の開発 

分散液中の単層ＣＮＴの分散状態を簡便な測定で、短時間で検証する技術を開発

する。顕微鏡観察のような手間暇のかかる手法を用いる事無く、ラマン分光法を用

いた分光学的手法により、瞬時に分散状態を把握する技術を開発し、大規模単層Ｃ

ＮＴ分散システムにおけるモニターシステムを実現する。 

上記開発項目のうち(1)、(2)をプロジェクト前半で重点的に実施することで早期

に基盤技術を確立し、得られた結果をフィードバックし工業的量産技術の確立を目

指す。 
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【最終達成目標】（平成26年度） 

平成26年度までに、単層ＣＮＴのラマン分光法で評価した単層ＣＮＴの結晶性

（G-bandとD-bandの強度比G/D）が分散前の状態よりも劣化しない条件で、水や有機溶

媒中に単層ＣＮＴを単分散させる技術を開発する。特に金属型・半導体型分離技術に

適用するための分散液として一本一本孤立した状態で、収率50％以上で分散する技術

も確立する。 

 

(b) 「単層ＣＮＴ「網目」構造制御技術の開発」 

（担当機関：ＴＡＳＣ（独立行政法人産業技術総合研究所）） 

「網目」構造構築技術では、スーパーグロース法により合成される、長尺の単層ＣＮＴ

を用いて、単層ＣＮＴ間の発達した高度なネットワークである「網目」構造を構築する技術

と、ポリマー等の既存材料との複合化（特に高充填）を行う技術開発を行う。 

単層ＣＮＴは溶媒中に非常に分散しづらく、単分散させると単層ＣＮＴがダメージを受

け、本来の特性を十分に引き出せない。しかしながら、多くの用途においては、単層ＣＮＴ

を完全に単分散させる必要はなく、スラリーもしくはペースト状の単層ＣＮＴの分散液を成

形体に加工すればよい。ペースト状の単層ＣＮＴの製造工程は、収率も高く、かつ、単層Ｃ

ＮＴに与える損傷も少ないため、単層ＣＮＴの優れた特性を最大限発揮できる。目標を実現

するために、以下の開発項目を設ける。 

高導電性単層CNTゴム単層CNT「網目」単層CNTフォレスト

ゴム含浸湿式ジェット
ミル分散

 
図II-8 単層ＣＮＴ「網目」構造制御技術 

 

(1)「網目」構造構築技術の開発 

ジェットミル、高せん断流動場等を用いた、「網目」構造を有する単層ＣＮＴの分

散液を製造するための分散技術を開発する。スーパーグロース法で合成された単層Ｃ

ＮＴフォレストの長尺、高比表面積、高純度等の優れた特性を損なわないような技術

を開発し、これにより、単層ＣＮＴの特性を最大限に保持した単層ＣＮＴ「網目」構

造を実現する。 

(2)「網目」構造制御と評価技術の開発 

「網目」の構造と特性の相関を明らかにするための評価技術を開発する。具体的に

は、単層ＣＮＴ「網目」のつなぎ目密度、「網目」サイズ、長さ等の構造と特性の関

係を解明し、得られた知見を「網目」構造構築技術にフィードバックし、最適な網目



2-16 
 

構造を実現する。 

(3)「網目」構造を有する複合材料の製造技術開発 

ポリマー、ゴム、炭素繊維等の既存材料と、単層ＣＮＴ「網目」構造を高充填で複

合する技術を開発する。特に既存材料と単層ＣＮＴの両方と親和性を持ち、相溶を可

能にするイオン液体等の分散剤を開発し、単層ＣＮＴを高充填した複合材料を実現す

る。 

(4) 3元系複合材料の製造技術開発 

単層ＣＮＴ、炭素繊維、ポリマー等の3元系複合材料を製造する技術を開発する。こ

れにより、2元系を凌駕する機能を持つ複合材料を実現する。 

 

【最終達成目標】（平成26年度） 

収率90％以上で、複合材全体中で20％の単層ＣＮＴ重量充てん率を持ち、「網目」

状かつ均一な単層ＣＮＴの分散複合材料を製造する技術を開発する。 

 

(c) 「板状単層ＣＮＴ複合材料の開発」 

（担当機関：ＴＡＳＣ（独立行政法人産業技術総合研究所）） 

スーパーグロース法により製造される、単層ＣＮＴフォレストや板状単層ＣＮＴを既

存材料と複合する技術を開発する。特に、配線等に用いるための金属との合金化、蓄電デ

バイス電極材料などのための微粒子の担持、高強度材料のためのポリマーとの複合化など

の技術を開発する。 

手法としては、単層ＣＮＴフォレストや板状単層ＣＮＴ（研究開発項目①-(a)-2 及び

(b)）の構造や特性を損なわないで単層ＣＮＴ間に既存材料を複合するために、液相によ

る含浸技術、気相を用いた化学合成、単層ＣＮＴの導電性を利用した電界めっきなどを検

討する。目標を実現するために、以下の開発項目を設ける。 

単層CNTフォレスト

板状単層CNT

 
図II-9 板状単層ＣＮＴ複合材料の開発 

 

(1)金属・板状単層ＣＮＴ複合技術開発 

電界メッキなどの手法を用いて、単層ＣＮＴと金属を複合する技術を開発する。

これにより、銅との複合の場合、フレキシブル基板上での配列化による、配線形成
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技術を開発する。 

(2)微粒子・板状単層ＣＮＴ複合技術開発 

蓄電デバイス電極材料などのために板状単層ＣＮＴ・配列単層ＣＮＴに金属微粒

子を担持させる技術を開発する。この微粒子担持板状単層ＣＮＴ複合材料は、セン

サやエネルギーデバイスの電極などへの応用が期待される。 

(3)ポリマー・板状単層ＣＮＴ複合技術開発 

高強度強化材料などのために、板状単層ＣＮＴとポリマーとの含浸技術を開発す

る。これにより、強度が大幅に改良された、高強度複合部材を実現するための基盤

技術を構築する。 

(4)配列構造体複合化技術開発 

配列単層ＣＮＴに気相で既存材料の含浸を行い、配列化した複合材料を製造する

技術を開発する。これにより、アクチュエーター、エレクトロニクス、MEMS に資す

る複合部材を実現する。 

 

【最終達成目標】（平成26年度） 

板状単層ＣＮＴを既存材料と複合化する技術を開発し、特に、以下の特性を達成す

る。 

(1)配線等に用いるのに十分な、板状単層ＣＮＴを用いて、10-５ Ωcm台の体積（電

気）抵抗率を有する、板状単層ＣＮＴ・金属複合材料を開発する。 

(2)直径0.02μm以下の金属微粒子が担持された板状単層ＣＮＴ・微粒子複合材料を

開発する。 

(3)樹脂の5倍の力学強度を有する板状単層ＣＮＴ・樹脂複合材料を開発する。 

 

(d)「樹脂・ゴムに分散する技術の開発」 

（担当機関：ＴＡＳＣ（日本ゼオン株式会社）、国立大学法人九州大学） 

(d)-1「分散剤の設計、合成技術の開発」 

本研究テーマでは、ＣＮＴをポリマー、ゴム等の高分子系材料中に高度に融合させる

ための分散剤設計、合成技術を開発する。ＣＮＴは従来にはない高いアスペクト比、高純

度、高配向性、高表面積を有することから、種々のデバイスへの応用が期待されており、

ＣＮＴと既存材料の複合化技術の構築が求められている。しかしながら、ＣＮＴの持つ高

い凝集力、さらに各種高分子系材料固有の特性のため、ＣＮＴの特性を維持したまま融合

化することが困難であるという問題を抱えている。 

本研究では、ＣＮＴの特長を維持したまま、ポリマー、ゴム等の各種高分子系材料に

高充填、かつ均一に融合させるためのコア技術である分散剤の設計、合成技術確立を目指

す。目標を実現するために、以下の研究項目を設ける。 
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(1) 分散剤の設計、合成技術開発 

各種高分子系材料とＣＮＴを高充填、かつ高度に融合するための分散技術を開発

する。具体的には、ＣＮＴと各種高分子系材料との親和性に優れる分散剤の設計、

合成の基盤技術開発を行う。 

これにより、高性能融合材料に好適な分散剤設計、合成技術の確立、従来にない

高性能融合部材を実現する。 

 

(d)-2「分散、工業化基盤技術の開発」 

本研究テーマでは、ＣＮＴを高分子系材料中に高度に融合させるための分散技術、高

分子系材料中に分散したＣＮＴの分散状態を評価する技術、並びに工業化における基盤技

術を開発する。特に、研究開発項目②-(d)-1で得られた分散剤を用いたＣＮＴと既存材料

の複合化技術を目指し、最終的には工業的量産が可能な生産技術開発を行う。目標を実現

するために、以下の研究項目を設ける。 

ＣＮＴ ポリマー

＋

①分散剤設計
/合成技術

②分散技術

③評価技術

ＣＮＴ/ポリマー複合体
（軽量/高性能複合材料）

④工業化基盤技術
（大量生産、成形加工）

③評価技術

軽量/高性能部材、デバイス

単層ＣＮＴ

単層ＣＮＴ/ポリマー複合体
（軽量/高性能複合材料）

 
図II-10 ポリマーに分散する技術の開発 

 

(1) 分散技術の開発 

研究開発項目②-(d)-1の結果をフィードバックし、量産性に優れ、かつ単層ＣＮ

Ｔの特長を維持したまま各種高分子系材料中に均一分散可能な分散の基盤技術開発

を行う。 

(2) 評価技術の開発 

本分野において最先端技術を有する九州大学と共同研究を行い、高分子系材料中

に均一分散した単層ＣＮＴの分散状態を評価する技術を開発する。主に、各種高分
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子系材料に適した評価サンプル作製法、並びに観察法を開発する。さらに東京大学

は作製した複合材料の特性評価を実施した。 

(3) 工業化基盤技術の開発 

研究開発項目②-(d)-1、及び(2)で得られた結果をフィードバックし、複合材料の

大量生産、さらに成形加工時においても単層ＣＮＴの分散性が維持可能な工業的量

産技術を開発する。 

 

上記開発項目のうち(1)、(2)をプロジェクト前半で重点的に実施することで早期に基

盤技術を確立し、得られた結果をフィードバックし工業的量産技術確立を目指す。さらに、

平成25年度以降、作製した高性能複合材料をユーザーに提供し、評価結果をフィードバッ

クすることで用途開発を促進させる。 

これにより、工業スケールでの高性能複合材料に係る基盤技術の確立、従来にない高

性能複合部材を実現する。 

【最終達成目標】（平成26年度） 

用途展開を想定したポリマー、ゴム等の高分子系材料に、母材の熱伝導率10倍以

上、電気伝導率1010以上に改善するのに十分な量の単層ＣＮＴを、高分子系材料中に

均一分散させる分散技術を開発する。特に、導電ゴムにおいては100 s/cmを達成する。

さらに、大量生産、成形加工時においても単層ＣＮＴの分散性が維持可能な工業的

量産技術を開発する。 

 

(e)「金属中に分散する技術の開発」 

（担当機関：ＴＡＳＣ（住友精密工業株式会社）、大阪府立産業技術総合研究所、国立大

学法人北海道大学） 

単層ＣＮＴは高い熱伝導特性を有し、パワー半導体の冷却用等、高熱伝導性材料への

応用が期待されている。本研究テーマでは、研究開発項目①で得られる様々な物性をもっ

た単層ＣＮＴをアルミニウム等の金属中に分散・配向し、高熱伝導性材料とする技術を開

発する。金属中の単層ＣＮＴの過度な分散は、金属との界面抵抗増大により熱伝導低下を

招くと考えられ、最適な分散状態を確保することが重要である。また、最適な分散を保っ

たまま、単層ＣＮＴを配向させることにより、特定方向の熱伝導性のみを高くすることが

できる技術も求められる。目標を実現するために、以下の開発項目(1)～(5)を設ける。 

なお、これまで、住友精密工業株式会社は、大阪府立産業技術総合研究所および北海道

大学との共同研究を行って多くの知見を蓄積してきている。前者とは単層ＣＮＴ分散・配向

の基礎的試験や放電プラズマ処理および焼結の最適化等（下記項目(1)、(2)、(4)）につい

て、後者とは、単層ＣＮＴの界面抵抗が熱伝導性や強度に及ぼす影響等（下記項目（3））

について共同研究を行う。開発期間を通して、単層ＣＮＴと金属との複合材料のサンプルを

ユーザーに提供し、評価結果などをフィードバックすることで用途開発を促進する。 
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(1) 分散技術 

等方性の高熱伝導性材料を得るためには、単層ＣＮＴと焼結前の金属粉末をあら

かじめ十分混合することが重要となる。一般に、単層ＣＮＴのポリマーへの分散で

は、溶融し流動するポリマー中へ単層ＣＮＴの分散を行うため、あらかじめポリマ

ー粉末と単層ＣＮＴを混合・分散する必要はない。しかし、金属の場合、ポリマー

に比べて著しく融点が高く、プロセスの消費エネルギーの点から、また、設備上の

制約から、溶融した金属、流動する金属中に単層ＣＮＴを分散することは困難であ

る。このことを回避するため、金属粉末を用いることとし、金属粉末と単層ＣＮＴ

を混合し、最適な分散状態とする技術を開発する。 

(2) 配向技術 

特定の方向の熱伝導性のみを向上させた材料とするためには、単層ＣＮＴの配向

化技術および板状配向単層ＣＮＴに金属粉末を最適に分散する技術が重要となる。

金属粉末に最適となる単層ＣＮＴの分散状態および板状配向単層ＣＮＴを得るため、

超微細気泡を単層ＣＮＴ束間に侵入させて分散し、気泡を含む水流の制御によって

板状配向単層ＣＮＴとする手法を開発する。そして、金属粉末を板状配向単層ＣＮ

Ｔ内に一様に分散する技術を開発する。なお、大阪府立産業技術総合研究所との共

同研究により、超微細気泡を含む水流の流速や気泡直径などの最適化による単層Ｃ

ＮＴ配向シート製作方法、また、板状配向単層ＣＮＴへの金属粉末の分散方法等を

検討する。 

(3) 界面制御技術 

真空中で、単層ＣＮＴに大きなパルス電流（2万 A程度）を与え、昇温する放電プ

ラズマ処理により、単層ＣＮＴを改質し、金属との界面を改良する技術を開発する。

この放電プラズマ処理によって、単層ＣＮＴの欠陥が減少して剛性が上がり、分散

性が向上すると予想される。また、単層ＣＮＴ表面の僅かな汚れが清浄化されるこ

とも、単層ＣＮＴの分散性に影響すると予想される。既に、放電プラズマ処理を施

した単層ＣＮＴを用いた場合、最終的に得られる複合材料の熱伝導率が向上するこ

とを確認しているが、単層ＣＮＴと金属との密着性向上による界面抵抗の減少や単

層ＣＮＴ同士の接触抵抗の減少により、熱伝導ネットワークが形成されやすくなる

ことが推定される。そのため、放電プラズマ処理前後の単層ＣＮＴの SEM 観察やラ

マン分析などの評価を行い、処理条件の最適化を図る。また、この際、単層ＣＮＴ

と金属との密着性向上による界面強度が十分となるよう放電プラズマ処理条件を考

慮する。なお、北海道大学との共同研究により、単層ＣＮＴの分散性や界面／接触

抵抗が熱伝導に及ぼす影響や界面強度が引張強度に及ぼす影響について、コンピュ

ータによる熱特性解析等を行う。単層ＣＮＴの放電プラズマ処理技術については、

共通基盤技術として、例えば、他の開発項目(d)ポリマーに分散する技術の開発にお

いて、導電性の向上などに適用する。 
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(4) 金属との複合化技術 

単層ＣＮＴが最適分散した金属粉末を、放電プラズマ焼結によって金属の融点以

下で固相拡散を促し、複合材料とする技術を開発する。金属の融点温度以下に保っ

て放電プラズマ焼結することにより、単層ＣＮＴと金属の界面反応を防ぎ、熱伝導

を阻害する界面生成物の生成を抑制する。また、金属の溶融による流動を避け、単

層ＣＮＴの配向を維持したまま焼結することにより、配向方向の熱伝導性が高い複

合材料とする。また、マトリックスとなる金属と同等の引張強度となるよう、放電

プラズマ焼結条件を最適化し、十分に緻密な材料とする。なお、大阪府立産業技術

総合研究所との共同研究により、放電プラズマ焼結時の負荷圧力、温度制御技術な

どを検討する。 

(5) 工業化基盤技術 

板状配向単層ＣＮＴおよび金属粉末からなる放電プラズマ焼結原料の生産技術、

連続放電プラズマ技術、高熱伝導性材料の低コスト化および量産化技術、品質安定

化技術を確立する。これまでの市場調査では、パワー半導体の放熱板などを中心に、

高熱伝導性材料の適用が考えられる一般的な最終製品の大きさは A4 サイズ相当であ

ることが判明しているが、特に、このサイズに一様な放電プラズマ電流を与え、一

定の温度とする制御技術を開発することが重要となる。一様な放電プラズマ電流が

得られないと、複合材料内部で単層ＣＮＴと金属の剥離が生じる。X 線 CT などで、

金属内部の状態を確認し、一様な放電プラズマ電流となる最適な条件を確認する。

そして、このサイズでの放電プラズマ焼結原料の生産技術、連続放電プラズマ技術、

低コスト化、量産化対応を図る。 

単層CNT

板状配向単層CNT

板状配向単層CNTの
放電プラズマ処理

Alなどとの複合化

放電プラズマ焼結

分散・配向技術

界面制御技術

 

図II-11 高熱伝導性材料の製造プロセス案の一例 
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【最終達成目標】（平成26年度） 

平成 26 年度までに、熱伝導率 1000 W/mK 以上を得られるのに十分な量の単層ＣＮ

Ｔを金属中に分散・配向する技術およびアルミニウム等の金属との界面を制御する

技術等を確立し、熱伝導率：1000 W/mK 以上、大きさ：300×200 mm 以上の高熱伝導

性材料を開発する。また同時に、高熱伝導性材料の引張強度として、単層ＣＮＴを

含まないアルミニウム合金マトリックスの引張強度以上となることを目標とする。 

 

(f)「高分子系材料に分散する技術の開発」 

（担当機関：ＴＡＳＣ（独立行政法人産業技術総合研究所）） 

高い力学的特性を有する単層ＣＮＴを補強材として高分子系材料に分散させた複合材

料を加工した繊維などの部材は、元の高分子系材料から作製されるものに比べて高い力学

強度が期待される。本研究テーマではそのような高強度複合材料を実現するための基盤技

術として、研究開発項目①で得られる様々な物性をもった単層ＣＮＴを高分子系材料に、

補強効果が発現する状態（濃度や分散度合、配向性など）に分散する技術を開発する。本

研究を行うにあたって、以下の開発項目(1)、(2)、(3)を設ける。 

(1) 分散技術 

繊維加工（紡糸）される高分子系材料といっても、その構造は多種多様であり、

単層ＣＮＴとの相溶性もさまざまである。そこで本研究ではそのような相溶性の異

なる各種の高分子系材料に関して、機械的および超音波分散技術を組み合わせて、

高分子系材料溶液に紡糸可能な状態まで分散する技術を開発する。分散状態の評価

として、高分子系材料に対する単層ＣＮＴの濃度や分散溶液中の単層ＣＮＴのサイ

ズ、分散溶液の粘度などを採用して検討を進める。 

(2) 紡糸技術 

本研究における紡糸用原料は単層ＣＮＴを分散させた高分子系溶液であるため、

一般的な湿式紡糸技術に関して各種製造条件、具体的には凝固条件（温度、溶媒の

種類、比率）、延伸条件などの検討を行い、その結果を受けて分散溶液の粘度など、

紡糸に適する分散条件に関しても併せて検討を行う。 

(3) 補強効果評価と分散技術へのフィードバック 

上記検討によって得られる試験糸における単層ＣＮＴの補強効果を評価するには、

その力学特性（引張強度、ヤング率など）、熱特性（結晶化温度、結晶化熱量など）、

および熱力学特性（引張弾性率など）の検討が必須である。これら様々な試験糸の

特性に関して、引張試験機、示差走査熱量計、熱機械測定装置などを利用して評価

し、補強効果を向上させる分散技術の開発へとつなげる。 
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【最終達成目標】（平成26年度） 

平成 26 年度までに、高分子系材料に単層ＣＮＴを分散することによって補強効果

を発揮するのに必要な量を見極めるとともに、その必要量の単層ＣＮＴ（高分子系

材料に対して濃度 1％程度を想定）を紡糸に適する高分子系材料溶液中に分散する技

術を開発することを目標とする。 

 

研究開発項目③「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 

 

(a)「自主安全管理のためのＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な評価手法の確立」 

（担当機関：ＴＡＳＣ（独立行政法人産業技術総合研究所）） 

本研究で開発を行う単層ＣＮＴ及び関連するナノ材料（項目③では以下、「ＣＮＴ等

ナノ材料」という。）について、製造・取り扱い事業者が自主的に安全管理を実施するた

めの、安価でかつ簡便な技術を構築する。具体的には、作業環境等における自主管理基準

濃度を、特性の異なるＣＮＴ等ナノ材料ごとに設定するために必要な、簡易な有害性評価

のフレームワーク、および、作業現場等の濃度をそれ以下に抑えるために必要な暴露濃度

の簡易で迅速な予測・計測のための手法を開発する。そのため、主要な対象は、製造・加

工関連施設内における作業者に対する、吸入暴露によるヒト健康影響とする。実施する研

究開発は、簡易で迅速な有害性評価手法の開発（(a)-1）と、安価で簡便な暴露評価手法

の開発((a)-2)の2つに分ける。 

 

(a)-1「簡易で迅速な有害性評価手法の開発」 

本研究テーマでは、ＣＮＴ等ナノ材料の簡易で迅速な有害性評価手法の開発を行う。ナ

ノ材料については、そのサイズが小さいことや形状が繊維状など特殊なものがあることから、

化学的な特性による以外に、サイズや形状などの物理的な特性によってナノ材料特有の生体

影響が惹起されるのではないかという懸念が広がっている。研究開発の効率性を上げるため

には、ナノ材料に対するヒト健康への安全性の検討は、研究開発プロセスの初期段階から組

み込んでいくことが必要となるが、多様な物理的、化学的特性をもつナノ材料すべてに対し

て、通常の化学物質に対して実施しているような長期間かつ高コストな動物実験を実施する

ことは現実的ではない。また、動物実験に際しての3R原則（代替 replacement、削減 

reduction、苦痛の軽減 refinement）に基づき、世界的にも動物実験にできるだけ依存しな

い培養細胞や組織を用いた細胞（in vitro）試験を活用した安全性評価が求められている。 

細胞（in vitro）試験においては、細胞培養する培地にナノ材料を添加する必要がある。

しかしながら、ナノ材料は、培地中で凝集・凝塊を作り（二次粒子）、細胞に直接沈降する

性質をもつと同時に、分散剤にも細胞毒性を持つものが多く、ナノ材料独自の特性を反映し

た影響評価を行うためには、界面活性剤などの分散剤の使用を制限し、なおかつ、ナノ材料

を安定的に分散させる調製方法の開発が必要となる。さらに、ナノ材料の物理化学的な一次
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的な特性や、培地中での二次的な特性、すなわち、ナノ材料の粒子径や濃度、イオン濃度、

および培地や添加剤に含まれるタンパク成分や無機塩類等がナノ材料の吸着により枯渇す

るために、細胞毒性を及ぼすことが予想される。培地中でのこれらの計測は極めて困難であ

るため、こうした細胞への有害性を決定する適切な指標を明らかにすることが必要である。 

特異的な物理化学的特性をもつナノ材料に対する生体毒性影響の発現メカニズムは、未

知の部分が多く、依然として情報が十分ではない。したがって、従来の手法による細胞の生

存や分化能を見極めることはもとより、ナノ材料の影響を正しく反映する新たな評価項目

（エンドポイント）の選定と、これに基づく測定が必要である。また、ナノ材料間の生体影

響や、同じナノ材料に対する細胞種間の比較検討を行うための解析手法の開発も必要となる。

さらに、こうしたヒトや動物に由来する細胞や組織を使った細胞（in vitro）試験で得られ

た有害性試験の結果から生体への影響を予測することへの妥当性について、その評価

（validation）を実施することも重要である。これらの目標を実現するために、以下の開発

項目を設ける。 

(1) 細胞（in vitro）試験のためのナノ材料の分散調製・測定技術の開発 

ＣＮＴ等ナノ材料の細胞（in vitro）試験を実施するために、高精度の測定技術を

用いた細胞培地中に安定分散する調製技術を開発する。本研究では、先ず多様なＣＮ

Ｔ等ナノ材料の物理化学的な成分組成分析を行い、細胞（in vitro）試験に供するＣ

ＮＴ等ナノ材料の物理的、化学的特性を正しく把握する。細胞への影響をできるだけ

排除するため、界面活性剤などの分散剤の使用を制限し、ＣＮＴ等ナノ材料を細胞培

地中に安定的に分散させる新たな調製方法の開発を行う。さらに、ＣＮＴ等ナノ材料

の細胞培地中での二次的なパラメーター（ナノ材料の粒子径や濃度、イオン濃度、培

地中のタンパクや無機塩類等の吸着）を適正に正しく計測（キャラクタリゼーション）

して、これらの指標を制御可能な分散調製技術の開発を行う。また、生体内・細胞内

のＣＮＴ等ナノ材料の分析技術の開発を行う。これらが達成されて初めて、ＣＮＴ等

ナノ材料の特性を正しく反映する細胞（in vitro）試験系が実現される。同時に、研

究開発の初期段階から安全性評価を組み込んでいくためには欠かせない、現状よりも

少ない量の試料での細胞（in vitro）試験が可能となる。 
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細胞培地中での

ナノ材料の分散調製

（２） in vitro 試験

の実施
細胞培地中で、ナノ粒

子は凝集したまま直接
細胞に沈降する。

細胞
キャラクタリゼーション

・ナノ材料の成分組成の分析

・培地中のサイズ分布や濃度の測定

・培地中のタンパクや無機塩類の測定

分散剤の使用
を制限しつつ、
安定的に分散。

研究開発項目①-d
研究開発項目②
との連携

 
  図II-12 細胞（in vitro）試験のためのＣＮＴ等ナノ材料の分散調製・測定技術の開発 

 

(2) 細胞（in vitro）試験を活用した有害性評価手法の開発 

新たな分散調製・測定技術により開発された細胞（in vitro）試験系により、ＣＮ

Ｔ等ナノ材料の細胞影響評価のため、吸入暴露によるヒト健康影響を反映する簡易で

迅速な細胞（in vitro）試験での有害性評価を行う。 

すなわち、吸入暴露による健康影響を想定した各種の細胞種を使って、細胞の生存

や分化能を見極めると共に、サイトカインなどの数種類の炎症性マーカーや、酸化ス

トレス、アポトーシス等、個別のエンドポイントを選定して測定を行ない、各々の生

体影響発現メカニズムの観点から、一次的あるいは細胞培地中での二次的なパラメー

ターを指標とするＣＮＴ等ナノ材料の影響を評価する試験系を開発する。多様な特性

をもつＣＮＴ等ナノ材料の有害性の影響を評価するためには、ＣＮＴ等ナノ材料間の

肺からのクリアランス能について比較検討や、ＣＮＴ等ナノ材料に特異的な生体マー

カーの選定が重要であるため、マクロファージによる貪食能および貪食速度に関する

試験や、DNAマイクロアレイなどを用いた網羅的遺伝子発現解析などを実施する。また、

本研究で開発を行うＣＮＴ等ナノ材料については必要に応じ、ラットなどのげっ歯類

を使った気管内投与試験などの動物（in vivo）試験を実施し、細胞（in vitro）試験

との相関性を明らかにし、有害性評価手法の妥当性評価（validation）を実施する。

これにより、特性が変化したＣＮＴ等ナノ材料の、吸入暴露によるヒト健康影響の相

対的な強さを、簡易・迅速に評価できる細胞（in vitro）試験での有害性評価手法を

確立する。 
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【最終達成目標】（平成26年度） 

細胞（in vitro）試験に適したＣＮＴ等ナノ材料の分散・調製法を開発したうえで、

培養細胞を用いたＣＮＴ等ナノ材料の簡易で迅速な有害性評価手法を開発し、必要

となる試験項目を含めた自主的安全管理のための評価フレームワークを確立する。 

（１） 分散調製

・測定技術

①吸入暴露を想定したヒト・動物の細胞種の選択

②個別エンドポイントの選定・測定

・ 炎症性マーカー

・ 酸化ストレス

体内動態等を考慮して妥当性の検証

ラット気管内投与試験等の動物（in vivo）試験

 
   図II-13 細胞（in vitro）試験を活用した有害性評価手法の開発 

 

(a)-2「安価で簡便な暴露評価手法の開発」 

ＣＮＴ等ナノ材料（その加工品を含む）の実環境（製造から廃棄まで）において、研

究開発項目③-(b)で設定された管理基準濃度による作業暴露管理を運用するために、ＣＮ

Ｔ等ナノ材料の計測手法、および実環境での粒子飛散や暴露濃度を予測する手法を開発す

る。 

作業環境等の日常的な管理のためには、事業者が自ら実施可能な安価かつ簡便な計測手

法が必要である。また、ＣＮＴ等ナノ材料の適切で安全な作業環境や使用用途の設計およ

び必要な暴露抑制対策を決定するためには、ＣＮＴ等ナノ材料の製造から廃棄までの飛散

特性の把握と、暴露濃度の予測的評価が必要である。そのために、ＣＮＴ等ナノ材料の実

環境プロセスにおける飛散特性を予測する模擬排出試験系を設計し、材料のタイプやプロ

セスごとの飛散特性を評価する。また、得られた結果から、作業環境等の濃度や暴露濃度

を予測する簡易な評価ツールを作成する。 

(1) 簡便なＣＮＴ等ナノ材料計測手法の開発 

実環境で事業者が自ら計測可能な安価かつ簡便なＣＮＴ等ナノ材料濃度の計測手

法を開発する。 

比較的安価かつ簡便な既存装置である、粉じん計測に使われているデジタル粉じ

ん計、クリーンルームで使われている光散乱式粒子計数器、ナノ領域まで測定可能

な凝縮粒子計数器、カーボンに特異的な応答を示すカーボンモニターなどについて、

ＣＮＴ等ナノ材料の計測応答を評価し、また、走査型移動度粒径分析装置(SMPS)な

どの高価な装置や電子顕微鏡観察などによる詳細な計測との比較を行うことで、こ
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れらの簡便な装置の有効性や適用範囲を評価し、必要に応じて補正係数・換算係数

などを導出する。そして、実際にＣＮＴ等ナノ材料の製造・取り扱い時の作業環境

濃度を計測するとともに、そのノウハウや、注意点も含めて、手順書としてまとめ

る。なお、ＣＮＴ等ナノ材料の計測応答を評価するためには、それらを気中に発生

させる方法が必要であるが、それについては、下記で開発する模擬排出試験系を利

用する。 

検証

詳細な計測簡便な手法

研究項目
・小型装置の評価＆簡便な手法の開発
・多様な測定尺度(個数、重量、サイズ、形態など)の計測
・CNT等の「非球形粒子」の応答確認
・バックグラウンド粒子との識別手法
・計測手順書の作成  

  図II-14 簡便なＣＮＴ等ナノ材料計測手法の開発 

 

(2) 粒子飛散および暴露濃度の予測手法の開発 

ＣＮＴ等ナノ材料(その加工品を含む)の実環境（製造から廃棄まで）における飛

散特性（濃度、サイズ分布、形態など）を予測する模擬排出試験系として、安価か

つ簡便に予測できる方法を開発する。ＣＮＴ等ナノ材料の飛散や暴露が特に予想さ

れるいくつかの実環境プロセスについて、それぞれ対応した模擬排出試験系を設計

する。そして、実際に、様々なＣＮＴ等ナノ材料を対象に飛散特性の計測を行い、

その結果をデータベース化するとともに、材料のタイプやプロセスごとの飛散特性

を評価する。また、得られた結果から、作業環境等の濃度や暴露濃度を予測する簡

易な評価ツールを作成する。 
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ＣＮＴ等ナノ材料の製造から
廃棄にいたるプロセスにおける

暴露濃度予測

予測

攪拌器攪拌器

模擬排出試験法を開発

材料の飛散特性(排出濃度・サイズ・形態 )を評価

評価
ツール

 
図II-15 粒子飛散および暴露濃度の予測 

 

【最終達成目標】（平成26年度） 

ＣＮＴ等ナノ材料の作業環境濃度の安価で簡便な計測手法を開発し、計測の手順

書としてまとめる。様々なＣＮＴ等ナノ材料の飛散特性の試験結果を蓄積しデータ

ベース化する。また、作業環境中濃度を予測する簡易な評価ツールを作成する。 

 

(b)「ＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全管理手法の確立とケーススタ

ディの実施」 

（担当機関：ＴＡＳＣ（独立行政法人産業技術総合研究所、東レ株式会社）） 

本研究テーマでは、ＣＮＴ等ナノ材料の安全性を確保するための具体的な管理手順を

確立し、それらを各種関係者へ説明するための手法を開発する。 

研究開発項目③-(a)における具体的な研究開発の内容は、ここで決定される評価戦略

に従って行われる。ＣＮＴ等ナノ材料が実用化されるためには、その安全性を確認すると

ともに、顧客・労働者・消費者等の各種関係者に対して、科学的根拠に基づいて、製品の

安全性を説明し納得してもらうことが必要不可欠である。これらの目標を実現するために、

以下の項目を実施する。 

(1) 自主管理基準濃度の設定およびその管理のための手順の確立 

研究開発項目③-(a)で開発された手法に基づき、ＣＮＴ等ナノ材料の自主的な管

理を実施するための一般的な手順を確立する。 

動物（in vivo）試験に基づいて設定された、参照材料の自主管理基準濃度をベー

スとし、各種特性の変化したナノ材料について、それらの有害性の相対強度を、細

胞（in vitro）試験の結果と、体内動態を考慮した換算手法等を組み合わせて導出

することで、それぞれの作業環境における自主管理基準濃度を設定するとともにそ

の手順を確立する。また、暴露濃度を、設定された自主管理基準濃度以下に管理す

るための、作業環境中濃度の計測手法と濃度予測手法を組み合わせた手順を確立す

る。手法の妥当性については、産業衛生や医学的見地からの検討も必要であり、折

に触れ外部の専門家との相談を通した戦略の再検討を行う。 
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図II-16 自主安全管理フレームワークの概念図 

 

(2) 個別材料に関するケーススタディ報告書の作成 

市場に出すＣＮＴ等ナノ材料の安全性があらかじめ確保されていることを、各種

関係者に説明するための、個別ＣＮＴ等ナノ材料を対象とするケーススタディ報告

書を作成する。ケーススタディ報告書は、図のような目次からなるものを想定して

いる。これらは、製品のMSDSに追加する、あるいは、社内外あるいは消費者とのリ

スクコミュニケーションに利用されることを想定している。また、これらを通して、

研究開発の初期段階から商業化に至るまでの段階に応じて、適用可能なリスクの事

前評価およびリスク管理の手法をまとめる。 

 

図II-17 ケーススタディ報告書の目次案 

 

材料A
（参照材料）

自
主
管
理
基
準
濃
度

材料B 材料C

細胞試験を使って外挿

材料D

特性の変化した材料

計
測
・
予
測
し
た
暴
露
濃
度

（物性や体内動態を考慮）

動物試験
の結果を
利用

排出特性を
使って外挿

材料A
（参照材料）

現場計測
結果を利

用

１．材料の基本的情報
製造方法と用途
材料のライフサイクル予測

２．対象材料の物理化学的特性
３．有害性評価
in vitro試験と in vivo試験を組み合わせ
作業環境での自主管理基準濃度の導出

４．暴露評価
作業現場での暴露濃度計測の結果
モデルを用いた作業者の暴露濃度予測

５．リスク管理
作業環境におけるリスク管理策の選定
自主管理基準濃度と暴露濃度の比較

６．結論
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【最終達成目標】（平成26年度） 

研究開発項目③-(a)を確立した上で、様々な特性を持つＣＮＴ等の自主管理基準

濃度を設定するための手法を確立し、それに基づいた暴露管理を実施するプロセス

を確立する。 

研究開発項目③-(a)で確立した自主的な安全性評価手法に基づき、ＣＮＴ等ナノ

材料の生産事業者に適用可能な一般的な自主安全管理手法を確立する。開発した評

価・管理プロセスを、本プロジェクトにおいて開発するナノ材料に適用したケース

スタディ報告書を作成し、一般に公表する。 

 

(c)「開発成果の活用」 

 （担当機関：ＴＡＳＣ（独立行政法人産業技術総合研究所）） 

開発項目③-(a)や(b)で開発された技術や手法は、国内だけでなく、諸外国や国際機関

において受け入れられることが必要不可欠であり、そのために、国内外への情報発信と、

ISO等の国際標準化の場への情報発信を行う。また逆に、開発項目③-(a)と(b)において研

究開発を行う内容も、諸外国の政策や自主的取組、および、国際機関における議論の動向

とは切り離せない。そのため、情報収集を継続的に行いながら、研究開発および情報発信

を戦略的に進めていく必要がある。 

そこで、本テーマでは、諸外国の政策や自主的取組、および、国際機関における議論

の動向を迅速に的確に把握するために、ナノ安全に関する情報収集を体系的・継続的に実

施し、そこで得られた知見をデータベースとして蓄積し、原則的に公開する。これらの目

標を実現するために、以下の項目を実施する。 

（１）情報の収集と発信 （２）国際標準化への取組

諸外国の政府機

関による法規制

事業者/団体に

よる自主的取組

国際機関による

リスク管理枠組み

情報

収集

ISO （国際標準化機構）

OECD（経済開発協力機構）

情報

発信 (a)と(b)での開発成果（ウェブサイト等）

提案

インプット

継続的な

継続的な

 
図II-18 情報の収集と発信のイメージ 
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(1) ナノ安全情報の収集と発信 

諸外国におけるナノ材料の安全性に関わる政策的な対応や、事業者による自主的

なリスク評価・管理・コミュニケーションの取り組み、国際機関（OECDやISO）にお

ける議論の動向、ナノ安全についての学術論文に関する調査を体系的・継続的に実

施し、得られた知見はデータベース化し、原則的に公開する。 

(2) 国際標準化への取組 

ISO（国際標準化機構）のTC229(ナノテクノロジー技術委員会）のWG3（ナノテク

ノロジーの健康、安全、環境側面ワーキンググループ）やOECD（経済開発協力機構）

のWPMN（ナノ材料作業部会）において議論される、本プロジェクトと関連するナノ安

全関連の議題に対して、意見の提出を行い、テーマ(a)と(b)で開発された手法につ

いての情報を発信するとともに、不足しているデータについては、データの収集に

努める。 

 

【最終達成目標】（平成26年度） 

ＣＮＴ等ナノ材料の安全性に関する諸外国政府の取り組み、企業による自主的取

組、および、国際機関（OECD、ISO 等）の動向を、迅速・的確に把握し、最新情報

の国内関係者への提供を継続する。さらに、開発項目③- (a)と(b)において開発した

手法や取得したデータを用いて、国内での普及、および、国際標準化に向けた取組

みを行う。  

 

２．２ 研究開発の実施体制 

本プロジェクトはＮＥＤＯからの委託事業として技術研究組合単層ＣＮＴ融合新材料研

究開発機構（ＴＡＳＣ）が受託し、図II-19に示す研究体制を構築し、研究を実施する。ま

た、表II-1、2に委託先及び分担先における研究体制を記す。 

  独立行政法人産業技術総合研究所ナノチューブ応用研究センター副センター長をプロジ

ェクトリーダーとして、基盤研究開発に加えて各企業からのグループリーダーにより実用化

への研究開発を促進する。開発項目③ナノ安全に関してはサブプロジェクトリーダーとして

独立行政法人産業技術総合研究所中西準子フェローの指導のもと検討を推進する。 
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図 II-19 「低炭素社会を実現する超軽量・高強度複合材料プロジェクト」実施体制  

委託 

ＮＥＤＯ 

アドバイザー 飯島 澄男 

 

研究開発責任者（プロジェクトリーダー）

・産業技術総合研究所 湯村 守雄 

サブプロジェクトリーダー 

・産業技術総合研究所 中西 準子 

〃      畠 賢治 

 技術研究組合単層ＣＮＴ融合新材料研究開発機構（ＴＡＳＣ） 
参加機関：日本ゼオン㈱、東レ㈱、帝人㈱、住友精密工業㈱、日本電気㈱、産業技術総合研究所 

研究実施場所：産業技術総合研究所ナノチューブ応用研究センター（つくば） 

研究項目：研究開発項目①「単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発」 

グループリーダー：東レ本田（東レ、帝人、日本電気、産業技術総合研究所） 

 研究開発項目②「単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発」 

 グループリーダー：日本ゼオン上島（日本ゼオン、住友精密工業、産業技術総合研究所）

           研究開発項目③「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 

国立大学法人名古屋大学 

・研究実施場所 

 名古屋大学大学院理学研究科 

・研究項目 

単層ＣＮＴの形状、物性等の制

御・分離・評価技術の開発 

国立大学法人九州大学 

・研究実施場所： 

 九州大学大学院工学研究院 

・研究項目 

単層ＣＮＴを既存材料中に均一

に散布する技術の開発 

委託 

委託 
国立大学法人北海道大学 

・研究実施場所：北海道大学大学院工学研究科 

・単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発

国立大学法人東京大学 

・研究実施場所：東京大学大学院工学系研究科 

・簡便かつ実暴露シナリオを模倣した代替 in vitro 試験に

関する検討 

大阪府立産業技術総合研究所 

・研究実施場所：大阪府立産業技術総合研究所 化学環境部

・単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

産業医科大学 

・研究実施場所： 

  産業医科大学産業生態科学研究所 呼吸病態学研究室 

・ ﾋﾞﾄﾛ細胞試験におけるＣＮＴの安定分散法の開発 

国立大学法人岡山大学 

・研究実施場所：岡山大学大学院自然科学研究科 

・粒子初期凝集状態を考慮した粒子飛散現象の基礎実験と理

論的解析 

国立大学法人大阪大学 

・研究実施場所： 

   大阪大学接合科学研究所付属ｽﾏｰﾄﾌﾟﾛｾｽ研究ｾﾝﾀｰ 

・ＣＮＴﾅﾉ材料の加工品の模擬摩擦試験による評価 

共同研究 
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表 II-1 実施体制                                               

ＰＬ等 氏名 所属・役職 

ＰＬ 湯村 守雄 独立行政法人産業技術総合研究所 

ナノチューブ応用研究センター 副センター長 

サブＰＬ 中西 準子 独立行政法人産業技術総合研究所 

フェロー 

畠 賢治 独立行政法人産業技術総合研究所ナノチューブ応用

研究センター スーパーグロースＣＮＴチーム長 

グループリ

ーダー 

本田 史郎 東レ株式会社 化学品研究所 ケミカル研究室長 

上島 貢 技術研究組合単層ＣＮＴ融合新材料研究開発機構（日

本ゼオンから出向） 

岸本 充生 独立行政法人産業技術総合研究所安全科学研究部門

持続可能性ガバナンスグループ長 

 

表 II-2 共同研究先における実施体制 

共同研究先名  国立大学法人北海道大学 

研究実施場所及

び代表研究者 

 

 

住所 北海道札幌市北区北 13条西 8丁目 

氏名 所属・役職 主な担当事業内容 

▽佐々木 克彦 

 

 

大学院工学研究院人間機

械システムデザイン部門 

教授  

研究項目②-(e) 

 

共同研究先名 国立大学法人東京大学 

研究実施場所及

び代表研究員 

住所 東京都目黒区駒場 4-6-1 

氏名 所属・役職 主な担当事業内容 

酒井 康行 生産技術研究所・教授 研究項目③-(a)-1 

共同研究先名 大阪府立産業技術総合研究所 

研究実施場所及

び代表研究員 

 

 

住所 大阪府和泉市あゆみ野 2丁目 7-1 

氏名 所属・役職 主な担当事業内容 

▽垣辻 篤 

 

 

化学環境部 化学材料系

（セラミックス分野） 

主任研究員 

研究項目②-(e) 

 

共同研究先名 国立大学法人岡山大学 

研究実施場所及

び代表研究員 

住所 岡山県岡山市津島中 3-1-1 

氏名 所属・役職 主な担当事業内容 
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 後藤 邦彰 大学院自然科学研究科・教

授 

研究項目③-(a)-2 

共同研究先名 国立大学法人大阪大学 

研究実施場所及

び代表研究員 

 

住所 大阪府茨木市美穂ヶ丘 11 番 1 号 

氏名 所属・役職 主な担当事業内容 

内藤 牧男 

 

 

接合科学研究所附属スマー

トプロセス研究センター 教

授 

研究項目③-(a)-2 

 

 

共同研究先名 産業医科大学 

研究実施場所及

び代表研究員 

 

住所 北九州市八幡西区医生ヶ丘 1番 1号 

氏名 所属・役職 主な担当事業内容 

森本 泰夫 産業生態科学研究所 教授 研究項目③-(a)-1 

 

２．３ 研究開発の運営管理 

 本プロジェクトでは、独立行政法人産業技術総合研究所つくばセンター内に集中研究拠

点を設置するとともに、各研究機関との共同研究も実施する。技術研究組合単層ＣＮＴ融

合新材料研究開発機構（ＴＡＳＣ）の運営機関である技術委員会・発明委員会を定期（原

則 1回/月）で開催、また月度報告会は毎月開催、共同研究先の参加も含めて 1/4 年ごとに

研究開発進捗報告会にて進捗の確認、検討事項、方向性などの協議を実施する。その実績

は表 II-3、表 II-4 の通りとなっている。 

 

表 II-3 技術委員会・発明委員会実施実績 

年 実施月日 会の名称 場所 内容 備考 

平成

22 年 
10 月 8 日

10 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 5-2

ＮＥＤＯ基本計画、研究員ス

タッフ募集 
  

  11 月 5 日

11 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 5-2

補正・次年度予算、科学技術

会議評価 
  

  12 月 3 日

12 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 5-2

ＮＥＤＯ基本計画、研究員ス

タッフ募集 
  

平成

23 年 
1 月 7 日 

1 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 5-2

平成 23 研究計画、ＮＥＤＯ

知財指針、特許出願 
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  2 月 4 日 

2 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 5-2

平成 23 研究計画、ナノ展準

備、サンプル提供体制、技術

経営委員会予定、知財 PD 活

用 

  

  3 月 4 日 

3 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 5-2

サンプル提供体制、応用研

究、特許出願 
  

  4 月 8 日 

4 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 5-2
震災対策、特許出願   

  4 月 28 日
臨時技術委

員会 

産総研つ

くば 5-2

震災復興計画、基盤計画、応

用助成 
  

  5 月 11 日
5 月度技術

委員会 

産総研つ

くば 4-1
技術普及活動基本骨子   

  6 月 28 日

6 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 5-1

サンプル提供体制、知財 PD

計画、特許出願 
  

  7 月 22 日

7 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 5-2

共同開発契約、知財規程他改

正 
  

  9 月 8 日 

9 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 5-1
ナノリスク評価書、特許出願   

  10 月 7 日

10 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 4-1

産総研オープンラボ、特許出

願 
  

  11 月 11 日

11 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 4-1

ＴＩＡシンポジウム、中国情

報、特許出願産総研オープン

ラボ、特許出願 

  

  12 月 9 日

12 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 4-1

ＮＥＤＯ技術推進委員会準

備、助成事業、ナノテク展 
  

平成

24 年 
1 月 6 日 

1 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 4-1

次年度計画、外部発表承認体

制変更 
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  1 月 13 日

ＮＥＤＯ技

術推進委員

会 

ＮＥＤＯ

川崎 
    

  2 月 3 日 

2 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 4-1
ナノテク展、特許出願   

  3 月 2 日 

3 月度技

術・発明委員

会 

産総研つ

くば 4-1

成果報告、次年度計画、特許

出願 
  

 

 

表II-4 報告会実施実績 

年 実施月日 会の名称 場所 内容 備考 

平成

22 年 
10 月 8 日 10月度報告会

産総研つ

くば 5-2 
月度報告   

  11 月 5 日 11月度報告会
産総研つ

くば 4-1 
月度報告   

  12 月 3 日
第 1回研究開

発進捗報告会

産総研つ

くば 5-2 
1/4 年進捗報告

飯島アドバイザ

ー、九大中島教

授出席 

平成

23 年 
1 月 7 日 1 月度報告会 

産総研つ

くば 5-2 
月度報告   

  2 月 4 日 2 月度報告会 
産総研つ

くば 5-2 
月度報告   

  3 月 4 日 
第 2 回研究開

発進捗報告会

産総研つ

くば 5-2 
1/4 年進捗報告

九大中島教授出

席 

  5 月 11 日 5 月度報告会 
産総研つ

くば 4-1 
月度報告   

  6 月 3 日 
第 3 回研究開

発進捗報告会

産総研つ

くば 5-2 
1/4 年進捗報告

九大中島教授出

席 

  7 月 22 日 7 月度報告会 
産総研つ

くば 5-2 
月度報告   

  9 月 8 日 9 月度報告会 
産総研つ

くば 5-2 
月度報告   

  10 月 7 日
第 4回研究開

発進捗報告会

産総研つ

くば 4-1 
1/4 年進捗報告

九大中島教授、

松村教授、藤助
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教、名大山口助

教出席 

  11 月 11 日 11月度報告会
産総研つ

くば 4-1 
月度報告   

  12 月 9 日 12月度報告会
産総研つ

くば 4-1 
月度報告   

平成

24 年 
1 月 6 日 

第 5 回研究開

発進捗報告会

産総研つ

くば 4-1 

1/4 年進捗報

告、ＮＥＤＯ技

術推進委員会

予行 

名大篠原教授、

山口助教出席 

  1 月 13 日
ＮＥＤＯ技術

推進委員会 

ＮＥＤＯ

川崎 

研究開発状況

説明・質疑 
  

  2 月 3 日 2 月度報告会 
産総研つ

くば 4-1 
月度報告 

次年度計画ヒア

リング 

  3 月 2 日 
第 6 回研究開

発進捗報告会

産総研つ

くば 4-1 
1/4 年進捗報告

東大岩佐助教出

席 

 

３．情勢変化への対応 

 平成23年3月の大震災被災により設備導入遅れ、開発遅れが発生し、平成22年度計画は平

成23年度6月まで延期となった。 

 震災による設備補修、インフラ補修などの業務が発生、また東京電力管内の電力事情か

ら、研究開発項目②「単層ＣＮＴを既存材料中に均一分散する技術の開発」のうち、金属

との複合化技術開発に用いる放電プラズマ焼結装置を産総研つくば事業所から大阪府立産

業技術総合研究所に移設実施するなどにより、研究計画が数カ月遅れとなった。後半研究

開発を促進し遅れをほとんど取り戻しているが、一部設備導入が遅れ次年度繰越しとなっ

ている。 

 

４．評価に関する事項 

  ＮＥＤＯが選定した外部有識者（大学研究者、技術ジャーナリスト）により構成され

た技術推進委員会を平成24年1月13日に開催した。この中で、多層ＣＮＴ対比単層ＣＮＴの

優位性を明確にすること、ＣＮＴのみならず他の素材との比較での応用用途の可能性、海

外との比較での開発状況の位置づけなどの明確化が必要との指摘があり、今後の研究で検

討を加える。 
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III.研究開発成果について 

 

１．事業全体の成果 

 
１.１ プロジェクトの概要 

 本研究開発では、単層カーボンナノチューブ（単層ＣＮＴ）という新しい炭素材料にお

いて、各種産業応用において優れた特性を引き出すべく、その形状を多様に制御する技術

を開発することにより、低炭素社会の実現に資する超軽量・高強度複合材料をはじめとす

る様々な産業応用を可能にする単層ＣＮＴの高品質化・部材化を図り、未来の省エネルギ

ー社会の実現を目指した単層ＣＮＴ産業創成のための応用基盤研究を行う。 

 
１.２ 研究開発の目標 

 直径、金属・半導体、純度、比表面積など種々の特性が作り分けされ、各種用途に応じ

てそれぞれの要求特性を満たす最適な形状の単層ＣＮＴの合成技術の開発、並びに成形加

工・分散技術、既存材料と複合する技術を開発する。本研究開発は、産業技術総合研究所

の有する単層ＣＮＴ合成･分離・成形加工に関する各種コア技術と、民間企業の持つプラン

ト開発技術・応用製品開発技術を有機的に組織し、製品開発の基盤となる複合材料製造の

基盤技術を開発し、更にこれらの基盤技術の上に様々な応用製品を開発し、我が国発の単

層ＣＮＴ産業の創成、単層ＣＮＴ部材が支える未来の省エネルギー社会の実現を目指すも

のである。 

 
１.３ 研究開発内容 

 上記目標を達成するために、以下の研究開発項目を実施する。 

 研究開発項目①「単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発」 

 単層ＣＮＴ産業化や応用研究開発の基盤となる単層ＣＮＴ連続合成技術および実用

化に必要な特性（性能・構造･コスト等）を実現する単層ＣＮＴ合成技術・分離技術お

よびそれらに対する評価技術の開発を行う。 

 研究開発項目②「単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発」 

 各種溶媒、ゴム・樹脂などの高分子材料、あるいは金属材料などの既存材料と単層

ＣＮＴとの複合材料製造する技術、特に複合材料としての特性を実用的レベルまで向

上させる単層ＣＮＴ分散技術の開発を行う。研究開発項目②においては、多層ＣＮＴ

をはじめとする競合材との比較を行い、単層ＣＮＴの特長を際立たせることを常に念

頭に置いて検討する。 

 研究開発項目③「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 

 本研究で開発を行う単層ＣＮＴ及び関連するナノ材料について、製造・取り扱い事

業者が自主的に安全管理を実施するための管理手法とそのための計測・予測手法等の
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開発を行い、ケーススタディを実施して有効性を実証するとともに、広く国内外への

情報発信と、ＩＳＯ等の国際標準化の場への情報発信を行う。 

 
１.４ 各研究開発項目の課題内容 

 上記目標の達成のため、オープンイノベーション施策の元、各研究開発項目の成果を共

有し、かつ緊密に連携をとることによって、開発サイクルを効率化し、材料、部材、用途

と川上から川下まで一気通貫に技術開発する。それぞれの研究開発項目において以下に示

す研究開発を実施する。 

 

①単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 

 eDIPS 法・スーパーグロース法・炭酸ガスレーザー法をコア技術とする単層ＣＮＴの各種

形状制御技術（①-(a)-1～3）、スーパーグロース法で合成された単層ＣＮＴフォレストを

成形加工し最適な形状を有する単層ＣＮＴ部材を製造する技術（①-(b)）、ゲルカラムクロ

マトグラフィー分離法・無担体電気泳動法をコア技術とする金属型／半導体型単層ＣＮＴ

の高純度高収率分離技術と単層ＣＮＴの電子デバイス応用に向けた世界最先端材料技術

（①-(c)）、本研究で開発する単層ＣＮＴの形状と物性・機能との相関を明らかにするため

の単層ＣＮＴ１本から集合状態にわたる総合的な単層ＣＮＴ形状評価技術（①-(d)-1～2）

に関して研究開発を行う。 

 
②単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

 単層ＣＮＴと既存材料との複合材料を製造するための基盤技術として、溶媒中に分散す

る技術（②-(a)）、単層ＣＮＴ間の発達した高度なネットワークである「網目」構造を構築

する技術およびポリマー等の既存材料との複合化（特に高充填）を行う技術（②-(b)）、板

状の単層ＣＮＴを金属・微粒子・ポリマーと複合化する技術（②-(c)）、単層ＣＮＴをポリ

マー、ゴム等の高分子系材料中に高度に融合させるための分散剤設計など各種分散基盤技

術（②-(d)）、放電プラズマ焼結をコア技術とする単層ＣＮＴをアルミなどの金属に分散・

複合化した高熱伝導性材料を製造する技術（②-(e)）に関して研究開発を行う。 

 
③ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

 単層ＣＮＴ等ナノ材料の作業環境等における自主管理基準濃度を設定するために必要と

なる簡易な有害性評価のフレームワーク（③-(a)-1）、作業現場等の濃度をそれ以下に抑え

るために必要な暴露濃度の簡易で迅速な予測・計測のための手法（③-(a)-2）、単層ＣＮＴ

等ナノ材料の安全性を確保するための具体的な管理手順の確立とそれらを各種関係者へ説

明するための手法（③-(b)）、諸外国の政策や自主的取組や国際機関における議論の動向を

迅速に的確に把握するための体系的・継続的情報収集と国内外への戦略的な情報発信（③

-(c)）に関して研究開発や活動を実施する。 
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１.５ 各研究開発項目の成果要約 

 本プロジェクトの各研究開発項目における中間評価までの主な成果概要は以下の通りで

ある。 

 

①単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 

 eDIPS 法による単層ＣＮＴの形状制御合成技術に関して、高収率で長時間連続合成運転

を可能とする巻取り回収装置を開発した。また、eDIPS 法の直径範囲 1～2nm において分解

能 0.1nm で直径制御合成、結晶性を示す G/D 比 200 以上を達成した。さらに平成 22 年度

に導入した反応器容量として従来の 4 倍の大型 eDIPS 合成装置を用いて、量産のための基

盤技術開発を開始した。（①-(a)-1） 

 スーパーグロース法による単層ＣＮＴ形状制御合成技術開発において、単層ＣＮＴの

様々な合成条件探索を迅速に行い、効率的な最適合成条件探索をするため、異なる炭素源・

触媒賦活物質のサンプルを 100 個同時に試験可能な「合成条件広範囲探索装置」（コンビナ

トリアル合成装置）を開発した。また、スーパーグロース法で得られる単層ＣＮＴにおい

て、ＣＮＴ配向係数 0.13～0.85(分解能 0.05)を実現し、ＣＮＴ密度 0.003～0.05g/cm3 を

分解能 0.005g/cm3 で、直径制御 1.3～3.0nm(分解能 0.1nm)を達成した。（①-(a)-2） 

 単層ＣＮＴの半導体型と金属型を分離する技術において、ゲルカラムクロマトグラフィ

ー分離法で収率 90％以上、純度(金属 97％、半導体 95％)、処理量 2g/day を達成した。ま

た、プラスチックフィルム上ＣＮＴトランジスタのチャネル部分に単層ＣＮＴ薄膜を均一

に塗布、印刷する技術も併せて開発した。（①-(c)） 

 スーパーグロース法で合成した無配向で触媒の無いＣＮＴフォレストにおいて、‐190 

から 600℃の間で安定したエネルギー散逸性を示し、1000℃まで衝撃や振動伝達試験に影響

が無く、さらにこのエネルギー散逸性が、周波数依存性も示さず、100 万回の繰り返し試

験後も疲労を示さないことを確認し、これらの点ではゴム等の一般的な粘弾性材料よりも

はるかに優れていることを確認した。（①-(d)-2） 

 
②単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

 単層ＣＮＴの溶媒への分散技術において、結晶性の指標である G/D 比を劣化することな

く、ＣＮＴ収率 20%、0.6g/h の処理能の分散技術を確立した。（②-(a)） 

 スーパーグロース法で合成した単層ＣＮＴと相性の良いフッ素ゴムを母材として、単層

ＣＮＴ複合材料を開発し、これまで報告されているＣＮＴ添加量が同じものの中で最も高

い体積導電率である 10-3S/cm の体積導電率を達成した。さらに、ピッチ系カーボンファー

バーと単層ＣＮＴ網目構造を融合することにより、カーボンファイバー20wt％に対して単

層ＣＮＴ網目を 5phr 添加することにより垂直方向で 2W/mk、面内方向で 25W/mk とチタン

並みの高い熱伝導率をもつ複合材料の開発に成功した。（②-(b)） 
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 板状単層ＣＮＴに対して電界めっきを施すことにより、体積抵抗率 10-5Ω･cm 以下の金属

ＣＮＴ複合材料（金属含有率 90wt％）を開発した。（②-(c)） 

 スーパーグロース法で合成される単層ＣＮＴの溶媒への分散挙動を明確にすると共に、

複合材料を大量に製造可能な分散基盤技術を見出し、単層ＣＮＴとフッ素ゴムとの複合材

料として導電率 100S/cm 以上を実現した。（②-(d)） 

 放電プラズマ焼結法を用いて単層ＣＮＴとアルミニウムとの複合材料を製造し、最大

840W/mK の高熱伝導性を実現した。（②-(e)） 

 
③ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

 数種類の単層ＣＮＴをケーススタディとして、高い再現性を持ち、細胞への影響が少な

い迅速簡便な分散液調製手順を開発し、さらに広範且つ精確な液中計測技術による評価を

並行して実施することで、開発手順の堅牢性と有害性評価適用への妥当性を検証した。ま

た、細胞（in vitro）試験を実施し、細胞培地中での単層ＣＮＴの物性パラメータによる

有害性発現メカニズムに関する知見を得ると共に、評価軸として最適な生体エンドポイン

トを選定し、スーパーグロース法単層ＣＮＴの実施例を含む手順書（暫定版）にまとめ公

表した。（③-(a)-1） 

 ＣＮＴの作業環境計測における小型・簡便な計測器や炭素分析の有効性評価等を進め、

各ＣＮＴに対する応答係数や適切な測定条件を得た。（③-(a)-2） 

 本プロジェクトで開発されたスーパーグロース法単層ＣＮＴをモデル化合物として、Ｃ

ＮＴ等ナノ材料の自主管理基準濃度を設定し、その管理手順を具体的に示すケーススタデ

ィ報告書を作成し公表した。（③-(b)） 

 諸外国の規制動向を情報提供するウェブサイトを開設し 20 本程度の記事を掲載した。

(③-(c)) 

 
１.６ プロジェクト成果の位置づけ 

 上記に示した中間評価までの本プロジェクトにおける成果は、主に産業技術総合研究所

や大学の有する単層ＣＮＴ合成･分離・成形加工に関する各種コア技術と、民間企業の持つ

プラント開発技術・応用製品開発技術を有機的に組織した結果として結実したものであり、

産学官連携・オープンイノベーションによる優れた成果が上がっているという意味できわ

めて意義深い。また、いくつかの成果に基づいて平成 24 年度から実用化のための助成事業

が開始されており、本プロジェクトはそれらを含めた民間企業での研究開発をサポートす

る重要な基盤として位置づけられる。 

 今後の本プロジェクトでの成果についても、委託先において成果の普及活動を活発に行

っていることから、有望なものから民間企業での単層ＣＮＴの実用化・産業化検討のため

の研究開発へとフェーズが移っていくことが期待できる。 

 



3-5 
 

２．研究開発項目ごとの成果 

 

２.１ 研究開発項目① 単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の 

開発 

 

２.１．①-(a)-1 実用化にむけての eDIPS 法単層ＣＮＴ合成基盤技術開発 

 

１）研究開発成果の概要 

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 

（１）直径範囲 1.0～2.3 nm において 0.1 nm の刻みでの精密制御合成技術を開発 

（２）ラマンスペクトルの G-band と D-band の強度比（G/D）200 以上を達成 

（３）eDIPS 法で単層ＣＮＴ収率約 1 g/h での連続合成達成 

（４）eDIPS 法で単層ＣＮＴ糸の連続巻取り回収（180 m/h）に成功 

（５）eDIPS 法ＣＮＴが多層ＣＮＴ・スーパーグロース法ＣＮＴ等と比較して極めて導電性

が高いことを実証 

（６）eDIPS 法ＣＮＴにおいて直径が細くなるごとに導電性が向上する傾向を確認 

（７）他の単層ＣＮＴと比較し、eDIPS 法ＣＮＴの透明導電用途における優位性を実証 

（８）長さ 1μm以下（信頼度 80％）達成 

（９）eDIPS 法で 2層ＣＮＴを選択的に合成する反応条件を開発 

（１０）高分子に対して 0.5 wt％の単層ＣＮＴを高分子溶液へ分散することに成功 

 

２）研究開発成果 

（１）直径範囲 1.0～2.3 nm において 0.1 nm の刻みでの精密制御合成技術を開発 

平成 22 年度に導入した「多機能連続単層ＣＮＴ合成･直接加工システム装置」を用いて

様々な反応条件（炭素源濃度、触媒および助触媒の濃度）で eDIPS 法による単層ＣＮＴの

合成実験を行い、単層ＣＮＴの直径制御性について検討した。トルエンを第 1 炭素源とし

て、それに触媒と助触媒の前駆体である鉄含有化合物と硫黄含有化合物を加えた原料液を

反応器に供給すると同時に、第 2 炭素源としてガス状炭化水素を添加させ、主に水素雰囲

気ガス中 1200℃にて合成反応を行なった。合成された単層ＣＮＴは透過型電子顕微鏡（TEM）、

走査型電子顕微鏡（SEM）、レーザーラマン分光法、および光吸収スペクトル法を用いて評

価した。 
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図 III-1 各種単層ＣＮＴのラマン分光スペクトルにおける RBM ピーク 

 

各種条件下で合成された単層ＣＮＴのラマンスペクトルの RBM ピークを図 III-1 に示す。

いずれの場合も RBM ピークが観測され、単層ＣＮＴが合成されていることを示唆している。

ガス状炭化水素添加量が少ない場合は主に 100 cm-1付近に 1本の RBM ピークが観察され、対

応する単層ＣＮＴの直径は、式 d(nm)=248/ω（d は直径で、ωは RBM のラマンシフト）で

求めたところ、2.5 nm と見積もられた。ガス状炭化水素添加量を増加すると 2 本の RBM ピ

ークが 150 と 180 cm-1付近に観察され、しかも 180 cm-1付近のピーク強度は 150 cm-1のピー

クに対して強度が増す傾向が見てとれる。この 2 本の RBM ピークは、上式よりそれぞれ直

径 1.67 nm と 1.36 nm に対応する。一方、1000℃で合成された単層ＣＮＴは 260 cm-1付近に

1本の RBM ピークのみが観察され、その直径は約 1.0 nm に対応する。 

 

 
図 III-2 異なる直径の単層ＣＮＴの光吸収スペクトル 
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各種単層ＣＮＴの光吸収スペクトルを図 III-2 に示す。これらのスペクトルの S22 およ

び S11 吸収から単層ＣＮＴの平均直径を求めた結果、助触媒として適切な硫黄化合物を使

用した場合、直径 2.2～2.3 nm の太い単層ＣＮＴが容易に合成された。環状硫黄化合物の場

合、ガス状炭化水素の添加量を変えることによって単層ＣＮＴの直径を 2.1 nm から 1.5 nm

に 0.1 nm 刻みで精密に制御することができた。また直鎖硫黄化合物を用いた場合、より細

い単層ＣＮＴ（1.3～1.1 nm）を合成することができた。なお直径 1.0 nm の単層ＣＮＴを合

成するには助触媒だけでなく合成温度を低く抑える必要があることも知見として得られた。

なお、直径分布標準偏差（σ）に関して、直径 1.0 nm の単層ＣＮＴの光吸収スペクトルか

らおよそ 0.2～0.3 nm 程度であることが示唆された。 

以上のように、eDIPS 法において各種合成条件を最適化させることによって、合成段階で

単層ＣＮＴの直径を 2.3～1.0 nm にわたり 0.1 nm 刻みの精度で制御することを達成した。 

 

（２）ラマンスペクトルの G-band と D-band の強度比（G/D）200 以上を達成 

図 III-3 に 1590 cm-1付近にある G-band と 1350 cm-1付近にある D-band を含むラマン分光

スペクトルの例を示す。これらのスペクトルから G/D 比を求めたところ、直径 1.0 nm 以外

の各種単層ＣＮＴはいずれも 150～210 の間にあり、高い結晶性を有することが分かった。

一方、比較的低温で合成された直径1.0 nmの単層ＣＮＴはG/D比が 25と低かった。今後は、

より高温で結晶性が高く直径の細い単層ＣＮＴを合成する手法に関しても検討を進める予

定である。 

 
図 III-3 各種単層ＣＮＴのラマン分光スペクトル。 

1350cm-1にある D-band はほとんど観察されず高結晶であることがわかる。 

 

（３）eDIPS 法で単層ＣＮＴ収率約 1 g/h での連続合成達成 

単層ＣＮＴの実用化にあたり大型化による量産化技術の開発によって単層ＣＮＴの大量

供給体制の確立と、大量合成によるコストの削減を図る必要がある。平成 23 年度より eDIPS

法による単層ＣＮＴの連続合成技術の検討を行った。具体的には、従来用いた小さい内径
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の反応管の代わりに内径２倍程度の反応管を用いて単層ＣＮＴの合成実験を行い、スケー

ルアップにおける課題を抽出するとともにその対策を図った。 

スケールアップ時にまず問題となったのは、反応管入口付近で起こる熱およびガスの対

流である。従来の小さい反応管の場合、触媒前駆体である鉄含有化合物を含む原料液はノ

ズルによって小さな液体微粒子に噴霧されたあと、電気炉入口付近で鉄含有化合物の熱分

解で鉄微粒子が形成され、炭素源ガスおよびキャリアガスと共に反応管に入り、そこで単

層ＣＮＴが合成される。しかしスケールアップした場合、当初は熱とガスの対流が顕著に

起こり、鉄微粒子を含む原料ガスは上に押し戻された。その結果、大部分の触媒微粒子は

反応器内に入れず、ＣＮＴ収率は従来の反応結果から想定した値より大幅に低くなってい

た。 

熱及びガスの対流による影響を抑えるために様々な対策を検討した。適切な方法でこれ

らの対流を抑えることで、原料ガスはほぼ反応器内に入ることができ、単層ＣＮＴの収率

は予想通りの収率に達し、4時間連続運転の実証を達成した。 

eDIPS 法反応装置の大量連続合成技術開発において解決すべき課題はまだ多く残されて

いる。例えば、①高収率・長時間運転の実証、②反応器出口壁へのＣＮＴ付着の防止と連

続回収方法の確立、などは今後検討していく必要がある。 

 

（４）eDIPS 法で単層ＣＮＴ糸の連続巻取り回収（180 m/h）に成功 

ＣＮＴ単体が持つ高い機械強度や電気伝導率などの特性をマクロスコピックな構造体に

おいても発揮させることがＣＮＴを利用した材料を設計、作製する際に大きな課題となっ

ている。物質の形状はその機能と密接に関連しており、成型加工の方法と発揮される性能

との相関を検討していくことは新たな材料を作製する上で重要な要素の一つである。過去

の不織布や多孔質体の作製に見られるように、ＣＮＴを直接加工する技術はナノ構造体の

組織化に伴う物性の発現機構の探究や生産性の向上において重要な意味を持つ。 

そこで本研究ではＣＮＴの連続的かつ直接的な紡糸技術の確立を目指している。作製さ

れたＣＮＴ細線を導線として用いることでＣＮＴの持つ優れた電気的特性を生かした微

細・軽量かつ柔軟なデバイスの開発が期待できる。 

eDIPS 法により合成された高い結晶性を持ち、高度に形状が制御されたＣＮＴを連続的か

つ直接紡糸するため、糸送りを行うためのローラーを有する反応容器を作製した(図

III-4(a))。この反応容器の使用によって、合成されたＣＮＴを凝縮浴槽に直接的に導入し

収縮させたのち、浴槽外において乾燥、巻き取り回収することに成功した(図 III-4(b))。

現在までに一時間に 180 m の連続的なＣＮＴ糸の巻き取り回収に成功している。SEM 観察に

よって、作製されたＣＮＴ糸内ではＣＮＴの部分的な配向が認められることが分かったが、

全体としては比較的ランダムな構造を有していた((図 III-4(c))。ＣＮＴ糸の電気伝導度は

内部のＣＮＴ同士の接点、接面量と密接な関係があると考えられるため、圧縮成型するこ

とにより密度の向上を図った。プレス機による圧縮によって、幅およそ 100μm、厚さおよ
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そ 6μm の均一な直方体型で密度が 1.5 g/cm3程度の非常に高密度な糸が得られた。この圧

縮した糸の体積抵抗率を四端子法により評価した結果、6×10-6[Ωm]であった。これは過去

に湿式紡糸により作製されたＣＮＴ糸と比較してトップクラスの導電性である。 

 
図 III-4 (a) ＣＮＴ直接紡糸装置。合成したＣＮＴを直接水浴内で収縮させ、乾燥後巻き取り回収する

湿式紡糸法を採用。（b）ＣＮＴ原糸。（c）ＣＮＴ原糸の SEM 像。部分的に配向したＣＮＴが見られる。 

 

今後は、eDIPS 法による高度なＣＮＴ形状制御を生かしてＣＮＴ単体の性質(直径や層数

など)とＣＮＴ糸の性能(電気伝導性や力学特性など)との関係を検討していく。また、紡糸

方法に改良を加え凝縮浴槽中溶媒の組成を変更することで、紡糸とドープを連続的に行う

方法の検討、あるいは高分子含浸による成型、高分子コートを行う方法の検討によって導

電性の向上を目指す。また、延伸を伴った紡糸を行うことでＣＮＴ配向の制御を試み導電

性との相関を検討する。 

 

（５）eDIPS 法ＣＮＴが多層ＣＮＴ・スーパーグロース法ＣＮＴ等と比較して極めて導電性

が高いことを実証 

 

（６）eDIPS 法ＣＮＴにおいて直径が細くなるごとに導電性が向上する傾向を確認 

透明導電膜用途に適するＣＮＴ選定のための評価方法として、図 III-5 に示す方法にて、

体積抵抗率を測定することによって、各種ＣＮＴの導電性を比較した。エタノール中でＣ

ＮＴを超音波ホモジナイザーによって懸濁後、フィルター濾過した。その後、120℃で約 5

時間乾燥、室温で一晩静置した後、ＣＮＴバルク膜をフィルターから剥離し、4端子法（ロ

レスタ-GP MCP-T610）により表面抵抗値を測定した。ＣＮＴバルク膜の厚み、面積と重さ

を測定後、ＣＮＴバルク膜の体積抵抗値を算出した。結果を図 III-6、図 III-7 に示す。 
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図 III-5 体積抵抗率評価の手順 

 

    
  図 III-6 軽量導電体としての性能比較     図 III-7 eDIPS-ＣＮＴ導電性能の直径依存性 

 

eDIPS 法ＣＮＴは多層ＣＮＴと比べて非常に高い導電性を示すことが確認された。また、

スーパーグロース法ＣＮＴと比べても導電性が良いことが確認された（図 III-6）。さらに、

直径の異なる eDIPS 単層ＣＮＴ同士を比較したところ、直径の細いＣＮＴほど導電性が高

い傾向があることを確認した（図 III-7）。 

 

（７）他の単層ＣＮＴと比較し、eDIPS 法ＣＮＴの透明導電用途における優位性を実証 

図 III-8 に示す方法にて、表面抵抗値は 4 端子法（ロレスタ-GP MCP-T610）、全光線透

過率はヘーズメーター（NDH4000、日本電色工業株式会社、JIS K7105 の方法使用）にて eDIPS

法ＣＮＴと他メーカー製ＣＮＴの透明導電性を比較評価した。試験に用いるフィルムは、

各種フィルムメーカーから PET フィルムを入手し、透過率と水の濡れ性のテストにおいて

比較的高透過率で濡れ性の良かったフィルムを試験フィルムとして採用した。 

また、分散剤としてセルロース系ポリマーを用いてＣＮＴ分散液を調製し、バーコータ

ーを用いて PET フィルム上に塗布することによってＣＮＴの明導電性を評価した。 

 
図 III-8 透明導電性評価方法 
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図 III-9 各種ＣＮＴの透明導電性比較 

 

 
図 III-10 透明導電性能の直径依存性 

 

透明導電性の評価結果を図 III-9、図 III-10 に示す。CoMo 触媒法、レーザーアブレーシ

ョン法、スーパーグロース法で合成した単層ＣＮＴと比較しても、eDIPS 法ＣＮＴを使用し

た透明導電フィルムは高い透明導電性能を示すことが確認できた（図 III-9）。また、体積

抵抗率と同様に、透明導電性についても直径が細いＣＮＴほど、透明導電性が良好になる

傾向が確認された（図 III-10）。 
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図 III-11 単層ＣＮＴ薄膜の性能指標（Figure of Merit:FOM）比較 

 

更に、文献記載の透明導電膜と eDIPS 法ＣＮＴの透明導電性能比較をおこなった（図

III-11）。比較は、ＣＮＴが塗布された透明導電フィルムをフィルムの透過率で除し、Ｃ

ＮＴ薄膜の透過率が 89％となるときの表面抵抗値の逆数を比較することによっておこなっ

た。その結果、eDIPS 法ＣＮＴは文献記載の単層ＣＮＴと比較しても、良好な透明導電性能

を示すことが確認された。 

 

（８）長さ 1μm以下（信頼度 80％）達成、長さが長いほど導電性が向上する傾向を確認 

透明導電評価に使用した種々の直径を有するＣＮＴの長さを AFM によって評価した。評

価は、超音波分散にて調製した eDIPS 法ＣＮＴ分散液を、マイカ基板に塗布し、AFM で観察

して孤立分散したＣＮＴの長さを数えることによっておこなった。長さ分布と透明導電性

を測定した結果を図 III-12 に示す。 

 
図 III-12 単層ＣＮＴの長さ評価と透明導電性能との相関 
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計測の結果、ＣＮＴの長さが短い場合、透明導電性が低下する傾向が示唆された。そこ

で、次に、直径をそろえた状態でＣＮＴの長さと透明導電性の関連性を調べた（図 III-13）。

図 III-13 に示すように、eDIPS 法ＣＮＴコール酸ナトリウム分散液を Sephacryl 充填カラ

ムを通すことによって、長さの異なるＣＮＴを得ることができる。特に、今回得られた短

いＣＮＴは、長さ 1μm以下に分布が集中しており、その信頼度は中間目標値である 80％を

上回る 84.6％であった。 

 
図 III-13 単層ＣＮＴの長さ評価と透明導電性能との相関 

 

長さの異なるそれぞれのＣＮＴ分散液を濾過することによって、ＣＮＴ薄膜を作製後、

スライドガラスへ転写した。スライドガラスに乗った長さの異なるＣＮＴ薄膜の透明導電

性を測定した結果、ＣＮＴの長さは長い方ほど高性能となることが確認できた。以上の結

果から、直径が細くて長いＣＮＴほど導電性が良いと考えられるため、今後は、より長い

ＣＮＴを合成できるよう検討を進める予定である。 

 

（９）eDIPS 法で 2層ＣＮＴを選択的に合成する反応条件を開発 

ＣＮＴの工業的な応用に際して、構造制御大量合成法の確立が急務とされている。特に

単層ＣＮＴや 2 層ＣＮＴは電子部品素子として有望な輸送特性と機械的強靭性を併せもつ

事から、その選択的大量合成が強く望まれている。本研究ではすでに単層ＣＮＴの選択的

な合成方法として確立していた eDIPS 法によって単層ＣＮＴの構造制御合成技術の開発を

行っており、その過程で導入する反応ガスの種類と量を制御する事で、単層ＣＮＴばかり

ではなく 2 層ＣＮＴもある程度選択的に合成する反応条件があることを見出した。具体的

には、炭素源として用いる第 2 炭素源にメタンガス、キャリアガスとして水素とアルゴン

の混合ガスを用いることによって、生成するＣＮＴ中の 2 層ＣＮＴの割合が飛躍的に向上

（質量比で 70％以上、本数比で 50％以上）させることに成功した。例として図 III-14 に

選択合成した単層および 2層ＣＮＴの透過型電子顕微鏡（TEM）像を示す。 
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図 III-14 eDIPS 法で選択的に合成した単層ＣＮＴ（左）と 2層ＣＮＴの TEM 像 

 

また、図 III-15 に炭素源であるメタンガスの流量に対する 2層ＣＮＴの割合をプロット

した結果を示す。メタンガス流量が増加するにしたがって 2 層ＣＮＴの割合が顕著に増加

することが明らかとなった。 

 
図 III-15 2 層ＣＮＴ割合におけるメタンガス流量に対する依存性 

 

また、極めて興味深いのはメタン流量に対する単層および 2 層ＣＮＴの直径依存性が全

く見られないことである（図 III-16）。eDIPS 法では触媒微粒子のサイズが反応場によっ

て変化していると考えられているので、この実験結果はメタンガスが触媒表面に取り込ま

れる反応場がかなり限定的な範囲にとどまっており、炭素源として単層ＣＮＴの長さを長

くするために消費されるよりは、むしろ付加的なシェル（層）を形成するために消費され

る割合が高いことを示唆している。今後さらに検討を進め、2層ＣＮＴにおいても直径や長

さなどの形状を制御できる可能性を探索するとともに、eDIPS 法における反応機構の解明に

関しても解析を進める予定である。 
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図 III-16 単層（a）および 2層ＣＮＴ、（b）の直径におけるメタンガス流量に対する依存性 

 

（１０）高分子に対して 0.5 wt％の単層ＣＮＴを高分子溶液へ分散することに成功 

これまでに、ＣＮＴの優れた機械強度や熱・電気伝導特性に着目し既存の高分子材にＣ

ＮＴを複合することによってその特性を改善、改良する試みが数多く行われてきた。この

ような複合材料の作製においてはＣＮＴの分散状態が性能に大きく影響を与えるため、Ｃ

ＮＴを標的の材料中に効率的かつ適切な状態で分散する技術の確立は大きな課題である。

本研究では、ポリアクリロニトリル(PAN)系高分子などの繊維に対して効率的なＣＮＴ分散

条件を探索しその力学的特性の改善を目指している。 

PAN をジメチルホルムアミド(DMF)、ジメチルアセトアミド(DMAc)、N-メチルピロリドン

(NMP)などの各種有機溶媒に溶解させ 10～15％に濃度調製した溶液に、PAN に対して 0.1～

0.5 wt％の単層ＣＮＴを超音波照射および機械的な分散機を用いて分散させ、光学顕微鏡観

察により分散状態を評価した。特に DMF および DMAc 溶液において良好な分散が確認され、

PAN 溶液の濃度増加に伴って、より長時間かつ溶液全体に対する均一性を考慮した撹拌等の

操作が必要であった。 

これらの調製溶液を用いて湿式紡糸を行ったのち、試験糸の引張強度および SEM を用い

た断面の観察を行い、凝固浴槽の有機溶媒組成、乾燥条件と糸の断面構造、密度、強度の

相関を検討した。凝固、乾燥が急速な条件ほど疎な構造を与え、引張強度が低い傾向にあ



3-16 
 

ることが明らかになった(図 III-17)。現在までの紡糸検討において、少なくとも 0.25 wt％

の単層ＣＮＴを含む糸ではＣＮＴを含まない糸との有意な強度の違いは認められなかった。 

今後、より多量の単層ＣＮＴ(0.5％以上)の高分子溶液(PAN、セルロースなど)を調製す

る効果的な方法を検討する。具体的には溶液の粘度、体積との関係性を考慮しながら機械

的操作ならびに超音波照射が効果的に作用する時間、温度などの条件を検討し、顕微鏡観

察などをもとに分散状態を評価する。 

紡糸については凝固、乾燥温度条件のほかエアーギャップ、延伸倍率などの機械的条件

と高分子溶液の化学的組成、粘度、ＣＮＴ量、分散状態を変更しながらその構造および性

能を評価する。具体的な評価手法として引張強度試験をはじめとする機械的試験のほか DSC

による熱量測定、光学、電子顕微鏡による形状観察などを予定している。これらの結果を

もとに、ＣＮＴの分散条件、状態と糸の性能との相関を検討し製糸においてより効果的な

ＣＮＴ複合化方法の開発につなげる。 

 
図 III-17 (a)0.5 wt％ＣＮＴを分散した PAN 溶液 (b)光学顕微鏡による分散状態の評価(×45)ＣＮＴを

分散した PAN 糸の SEM による断面観察 (c)緩やかに凝固・乾燥した場合 (d)急速に凝固・乾燥した場合 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

基本計画に示す中間目標に対する達成度 

ア．直径：複合材料における導電性や力学特性等を制御するため、制御可能範囲 1.0～3.0 

nm でかつ制御分解能が 0.2 nm の直径制御性を達成する。ただし、半導体用途に用いる

ことに適している直径範囲 1.0～2.0 nm に関しては、バンドギャップ等電気特性の均一

性が重要となるため、ガウス分布を仮定した直径分布標準偏差（σ）を 0.3 nm 以内にす

る技術に関しても開発する。 
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：eDIPS 法によって直径範囲 1.0～2.3 nm で制御分解能 0.1 nm の直径制御合成を達成、

また光吸収スペクトルの解析により直径およそ 1.0 nm の単層ＣＮＴにおいてガウス分布

を仮定した直径分布標準偏差（σ）は 0.2～0.3nm 程度であると評価された。 

：達成（一部最終目標も、スーパーグロース法の直径制御範囲と併せて） 

イ．長さ：1μm 以下（信頼度 80％）の長さ制御を達成する。 

：ゲルカラムクロマトグラフィー法によって長さ：1μm 以下（信頼度 84.6％）に分画 

：達成 

ウ．結晶性：単層ＣＮＴのラマンスペクトルの G-bandと D-band の強度比 G/Dが 150以上。 

：eDIPS 法によって高結晶性（G/D で 150～210）の単層ＣＮＴ合成に成功 

：達成 

エ．補強効果を発揮するのに必要な量として少なくとも高分子経済量に対して濃度 0.5％

程度で単層ＣＮＴを紡糸に適する高分子系材料の溶液中に分散する技術を開発する。 

：PAN に対して 0.1～0.5 wt％の単層ＣＮＴを超音波照射および機械的な分散機を用いて

分散 

：達成 

 

（まとめ） 

（１）eDIPS 法によって反応条件を様々に検討し、単層ＣＮＴの直径制御合成技術を開

発し、透明導電用途に適する単層ＣＮＴの探索を行うとともに、量産化に向けた基礎

的知見を得た。 

（２）ポリマーに eDIPS 法で合成した単層ＣＮＴを分散する技術を開発し、繊維の湿式

紡糸に関して予備的な検討を開始した。 

 

（今後の展開） 

 今後、助成研究を行う企業をはじめとして様々な用途開発へのサンプルワークを積極的

に行い、単層ＣＮＴの用途開拓のために貢献する。また、eDIPS 法による形状制御技術や大

量連続合成技術のための反応装置開発において解決すべき課題はまだ多く残されており、

用途によっては現時点での技術で可能な形状制御性、量産性を上回る単層ＣＮＴを必要と

する可能性があるため、単層ＣＮＴのポテンシャリティを評価しつつ、それらの研究開発

を今後も引き続き検討していく。 

 

２．１．①-(a)-2 スーパーグロース法による単層ＣＮＴ形状制御合成基盤技術    

     開発 

 

１）研究開発成果の概要  

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 
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（１）単層ＣＮＴフォレストの直径を広範囲（1.3～3 nm）かつ高精度（0.1 nm 間隔）で制

御する合成技術の開発 

（２）単層ＣＮＴフォレストの長さ（高さ）を 100μm～2 mm で制御する合成技術の開発 

（３）比表面積 1000 m2/g 以上を有する単層ＣＮＴフォレストの開発 

（４）金属触媒含有率が 500 ppm 未満の高純度単層ＣＮＴフォレストの開発 

（５）単層ＣＮＴフォレストの配向性をほぼ無配向（配向係数：0.13)からほぼ完全配向（配

向係数：0.85）までの広範囲で制御する合成技術の開発（配向係数：0 = 無配向、配向係

数:1 = 完全配向） 

（６）単層ＣＮＴフォレストの密度を広範囲（0.033～0.1 g/cm3）で制御する合成技術の開

発 

（７）単層ＣＮＴ結晶性を改善する合成技術の開発 

（８）合成における高結晶性および収率の限界を発見 

（９）単層ＣＮＴの合成条件広範囲検索装置の開発 

 

２）研究開発成果  

（１）単層ＣＮＴフォレスト内の単層ＣＮＴの直径を広範囲（1.3～3 nm）かつ高精度（0.1 

nm 間隔）で制御する技術の開発 

単層ＣＮＴの工業的応用の促進のための単層ＣＮＴフォレストの特性を向上させる方法

として、単層ＣＮＴフォレストの構造（高さ、密度等）を制御する合成法の開発を開始し

た。触媒微粒子のサイズと密度をアルゴンプラズマ成膜装置(APD)を使用することで単層Ｃ

ＮＴフォレストの直径制御を達成した。具体的にこの方法は、スパッタ装置による薄膜触

媒では実現不可能である、触媒微粒子のサイズと密度の独立制御を可能にするだけでなく、

APD と触媒組成の調整を組み合わせることで、より広範囲（1.3～3 nm）かつ高精度（0.1 nm

間隔）での単層ＣＮＴ直径制御を実現した。この合成技術による直径制御範囲は、単層Ｃ

ＮＴフォレストの合成だけでなく、あらゆる合成方法の中で最も広いが、収率（高さ）は

直径に直接関係するため、例えば直径が減少すると、収率も非線形的に減少するなど、合

成における限界も同時に明らかにした。 
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図 III-18（左）直径制御範囲を示す光学的吸収スペクトル； 

（右）単層ＣＮＴフォレストの収率(高さ)と直径の関係 

 

（２）単層ＣＮＴフォレストの長さ（高さ）を 100μm～2 mm の範囲で制御する合成技術の

開発 

ガス流通シュミレーション、ガス流注入部の改良、合成条件の最適化を行うことにより

単層ＣＮＴの長さ(高さ)の制御範囲を広げることに成功した。具体的には、ガスの均一な

供給はＣＮＴフォレストの均一な成長に不可欠であることを考慮し、ガス流通シュミレー

ションに基づいてガスが基板上に均一に供給されるように合成装置のガス導入部を設計し

た。また、ＣＮＴの長さ範囲の拡大と再現性向上のために合成条件を最適化して、他のＣ

ＮＴフォレスト構造（直径、密度等）を維持しながら合成速度を制御することに成功した。 

 

（３）比表面積 1000 m2/g 超の単層ＣＮＴフォレストの開発 

 さらに前述の改善により、比表面積 1000 m2/g 以上の単層ＣＮＴフォレストの合成も達成

した。単層ＣＮＴフォレストの理想的な比表面積は1315 m2/gであるため、比表面積1000 m2/g

の実現は、追加的な処理なしに理想値の 76％を達成したことを意味する。 

 

（４）金属触媒含有率が 500ppm 未満の高純度単層ＣＮＴフォレストの開発 

 合成条件を最適化することで、単層ＣＮＴフォレストの金属触媒含有率は、蛍光 X 線評

価より 500ppm 未満になることを明らかにした。 

 

（５）単層ＣＮＴフォレストの配向性をほぼ無配向（配向係数：0.13)からほぼ完全配向（配

向係数：0.85）までの広範囲で制御する技術の開発（配向係数：0 = 無配向、配向係数:1 = 

完全配向） 

 ＣＮＴフォレストの配向性を、ほぼ無配向（配向係数：0.13)からほぼ完全配向（配向係

数：0.85）までの広範囲、かつ配向係数 0.1 間隔の精度で制御することに成功した（ヘル
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マンズ配向係数：1 = 完全配向、0 = 無配向）。また、配向性と活性触媒粒子の密度との（密

接な）関係が配向性の制御パラメータであることも明らかにした。具体的には、活性触媒

粒子の密度の増加に伴いＣＮＴ間の平均間隔が減少するため、基板からの垂直配向性が増

加した。従って、ＣＮＴ(活性触媒粒子)の密度で配向性は決定することから、密度制御に

よって配向性の高精度制御を達成し、ＣＮＴフォレストの配向性を制御する一般的な合成

技術を開発した。 

 
図 III-19 （左）配向性の違いを示した走査型電子顕微鏡（SEM）画像； 

（右）配向係数（HOF）と単層ＣＮＴフォレスト密度の関係 

 

（６）単層ＣＮＴフォレストの密度を広範囲（0.033～0.1 g/cm3）で制御する技術の開発 

 触媒形成工程およびＣＮＴフォレスト成長中の合成条件の組み合わせにより、活性触媒

の密度を調整することで、ＣＮＴフォレストの密度を 3.2～100 mg/cm3（0.0032～0.1 g/cm3)

の範囲で制御することに成功した。フォレストの密度（触媒密度）を増加させるために、

触媒粒子形成工程中の全ガス流量は、既存の研究の中で最も広い制御範囲（35～100 mg/cm3）

を示した。フォレストの密度を減少させるには、Fe 蒸着後の反応性イオンエッチングによ

る触媒の前処理が有効であり、この処理でＣＮＴ構造も大きく変化しないことも判明した。 
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図 III-20 各合成パラメータの密度制御範囲 

 

（７）単層ＣＮＴ結晶性を改善する合成技術の開発（ラマン G/D 比で 10 倍） 

 単層ＣＮＴフォレストの結晶性の向上は、ラマン測定による G/D 比が 10 倍（増加 G/D 値

7 から 70）したことで確認した。単層ＣＮＴの結晶性を向上させるため、3つの合成条件（触

媒賦活剤の濃度、成長温度（700～900℃）、炭素源供給濃度（0.1～10％））を系統的に調整

することで合成条件を最適化し、その結果ＣＮＴの結晶性を判断するラマン測定の G/D 比

は標準値の 7 前後から 70 前後に増加した。さらに、より高い合成温度（>850℃）、低い炭

素源供給濃度（0.5％）で結晶性はさらに向上することも明らかにした。 

 

（８）合成における高結晶性および収率の限界の発見 

 結晶性を向上させる最適合成条件（低い炭素源供給濃度（0.5％）で高い合成温度（約

850℃））は、高収率のための最適合成条件（高い炭素源供給濃度（10％）と中程度の温度

（約 750℃））と一致しないことを認めた。具体的には、高結晶性を目指して合成条件を最

適化した場合の G/D 比は約 70 で、収率(長さ)は約 10μm であったが、高収率を目指して合

成条件を最適化した場合の G/D 比は 10 未満で、収率(長さ)は約 1000μm であった。これら

の結果をさらに精査したところ、炭素源（アセチレン、1,3-ブタジエン）および水に代わ

る触媒賦活剤（CO2）に関係なく、結晶性を向上させるためには高い温度で低い炭素源供給
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濃度における合成が、それに対して収率の向上には低い温度と高い炭素源供給濃度におけ

る合成がそれぞれ望ましいことが明らかになった。さらに、触媒賦活剤と炭素源の適切な

組み合わせと、収率と結晶性の両方の最適成長温度が一致する可能性があることも示唆さ

れたが、合成環境に関わらず高収率と高結晶性の単層ＣＮＴの合成は同時に達成すること

は困難であることも明確にした。 

 
図 III-21 収率および結晶性の最適化 a)合成条件の最適化方法の概念図； b)合成温度と収率の関係； 

c)エチレン濃度と G/D 比の関係； d)合成温度と収率の関係； e)合成温度と G/D 比の関係 
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図 III-22 異なる炭素源および触媒賦活剤と収率および G/D 比の関係 

 
 異なる炭素源における炭素源供給濃度（％）と a）収率および b）G/D 比の関係；合成温

度と c）収率および d）G/D 比の関係（赤丸：エチレン、黒四角：アセチレン；青三角：1,3-

ブタジエン）；異なる触媒賦活剤における炭素源供給濃度（％）と e）収率および f）G/D

比の関係；合成温度と g）収率および h）G/D 比の関係（赤丸：エチレン＋H2O；白丸：エ

チレン＋CO2） 

 

 また、様々な合成温度、触媒賦活剤濃度（H2O、CO2）、および炭素源（エチレン、アセチ

レン、1,3-ブタジエン）を変化させて合成したすべての単層ＣＮＴにおける収率と結晶性

をプロットした図（CVD アシュビー・プロット）を作成し、これら 2つの関連性を明らかに

した。このような図は、一般的に材料またはデバイスの性能を表す目的で使用する。例え

ば、エネルギーデバイスの分野で有名なラゴーン・プロットの場合は、エネルギー密度と

電力密度をプロットする。CVD アシュビー・プロットは、高収率と高結晶性の相互排他性を

明確にした。すなわち、最高／最低の G/D 比は最短／最長のフォレストに対応し、収率が

増加した場合の G/D 比は約 7 に次第に収束する。この結果は、それぞれの特性に合わせて
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合成条件を調整できることを示唆しているが、この CVD 法では、複数の特性を同時に調整

することは本質的に不可能であると考えている。この逆相関関係は、①ＣＮＴの成長率が

高い場合、炭素原子は完全にグラフェン格子に取り込まれない、②合成プロセス中のＣＮ

Ｔ－ 触媒界面において、隣接するＣＮＴとの接触に起因する応力を緩和できないという 2

つの基本的なメカニズムに起因すると解釈できる。多層ＣＮＴの結晶性が単層ＣＮＴより

も低いという傾向はこれらの解釈で説明できる。また、本報告の実験結果は、すべて合成

時間が 10 分である。一般的に、成長時間が増加した場合、合成環境中への炭素曝露量が増

加して炭素不純物が増加するため、フォレストの高さを増加させる手法として必ずしも賢

明ではないが、G/D 比を 50 に維持しながら合成時間を 25 分および 40 分に延長した場合、

収率がそれぞれ約 200μm と約 370μm に増加することを明らかにした。 

 
図 III-23 収率と結晶性の相互排他性 

結晶性（G/D 比）と収率の CVD アシュビー・プロット 

矢印は合成時間の延長による収率の増加分を示す 

 
（９）単層ＣＮＴの合成条件広範囲検索装置の開発 

 様々な合成条件の検索時間を短縮するため、基礎研究とプロセス最適化の観点から単層

ＣＮＴフォレスト合成条件を高速、系統的、かつ総合的に調査できる全自動式の合成条件

広範囲探索装置を設計した。この装置は、従来の CVD 合成と類似した操作機構や合成条件

を使用するため、広範囲の合成条件（総ガス流量、炭素源と触媒賦活剤濃度、合成温度等）

を高速でスクリーニングすることができる。従来の合成実験とは異なり、触媒特性と合成

温度を固定して、炭素源と触媒賦活剤(水蒸気)の濃度について 100 通りの単層ＣＮＴフォ

レストを単一基板表面に合成した。他の組み合わせ合成装置では基板表面の状態（触媒等）

が変動するが、この装置は単一基板表面の 100 箇所にそれぞれ異なるガス流通を組み合わ
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せることを目的としている。この装置を作製するために、ガス流通シミュレーションによ

って基板上のガスの混合、ガスの分布、非乱流ガス流を確認し、ガス導入部(シャワー)を

設計した。シャワーはガス種別に 3つのノズルで構成されており、1個のノズルは、ガスが

すべてのガス排出部に均一に供給されるように、残り 2 個のノズルはガスを一方の軸方向

で均一に供給しながら、他方の軸方向において徐々に供給量を変動させるように設計した。 

 

 
図 III-24 広範囲合成条件探索装置における基板表面上のガス流通分布の概略図 

 

 

 
図 III-25 炭素源（赤）および触媒賦活剤（青）のガス流通分布シミュレーション 
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図 III-26 トリプルシャワーシステムの概略図（挿入写真：ノズル 3個のうちの 1 個） 

 
３）成果のまとめと今後の展開  

（成果の達成度） 

基本計画に示す中間目標に対する達成度 

ア．直径：制御範囲 2.0～3.0 nm でかつ制御分解能が 0.2 nm の直径制御を達成する。 

：単層ＣＮＴフォレストの直径制御：単層ＣＮＴフォレストの直径制御を 1.3

～3.0 nm の範囲において 0.1 nm 間隔の精度で達成した。 

：達成（中間目標をクリア） 

イ．長さ：100μm 以上 2000μm 以下（信頼度 70％）の長さ制御を達成する。 

：単層ＣＮＴフォレストの長さ制御を 100μm～2000μm の範囲（信頼度 70％）

で達成した。 

：達成 

ウ．比表面積：比表面積 1000 m2/g を達成する。 

：比表面積 1000 m2/g 以上の単層ＣＮＴフォレスト合成を達成した。 

：達成 

エ．純度：金属触媒含有率 500 ppm 以下を達成する。 

：単層ＣＮＴフォレストの金属触媒含有率 500 ppm 以下を達成した。 

：達成 

オ．配向性：配向係数（無配向 0、完全配向 1)を、0.2 から 0.8（分解能 0.2）で制御

する技術を開発する。 

：ほぼ無配向（HOF：0.13)からほぼ完全配向（HOF：0.85）の範囲において分

解能 0.2 で配向性の制御を達成した。 

：達成 

カ．集積状態：分散性が良好なＣＮＴのために、合成後の制御密度範囲が 0.02 g/cm3

から 0.1 g/cm3で精度が 0.01 g/cm3のＣＮＴ集積状態を持つ試料を作製
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する技術を開発する。 

：単層ＣＮＴフォレストの密度制御を 0.003～0.1g/cm3の範囲において 0.01 

g/cm3間隔の精度で達成した。 

：達成（中間目標をクリア） 

 

（まとめ） 

 単層ＣＮＴフォレスト合成において、スーパーグロース法に基づく広範囲の構造制御技

術を開発し、すべての中期目標を達成した。 

 

（今後の展開） 

 今後は、①-(d)-2 で評価した各特性を最適化することを目的とした単層ＣＮＴフォレス

トの構造制御を計画している。また、合成した単層ＣＮＴの構造を評価するためのサンプ

ル提供も計画している。さらに、プロジェクトの最終目標を達成するため、単層ＣＮＴフ

ォレスト構造制御における合成技術の改良も計画している。 

 

２．１．①-(a)-3 炭酸ガスレーザ蒸発法を用いたＣＮＴ形状制御基盤技術開発 

 

１）研究開発成果の概要 

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 

（１）量産化を視野に入れた炭酸ガスレーザ蒸発法ＣＮＴ製造装置の製作に成功 

 

２）研究開発成果 

（１）量産化を視野に入れた炭酸ガスレーザ蒸発法ＣＮＴ製造装置の製作に成功 
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図 III-27 炭酸ガスレーザー蒸発法ＣＮＴ製造装置の概略図 

 

炭酸ガスレーザー蒸発法による単層ＣＮＴ製造の特徴は、炭素の蒸発量（1kg/day、5kw

レーザ装置）が通常 CVD 法に比べが優れていること、および高品質でチューブ径が大きい

（～2nm）ことがあげられる。本研究ではこの特徴を活かし、既存のＣＮＴ製造用プロトタ

イプ装置に平成 22年度導入した各種測定装置を用いてＣＮＴ製造条件についてのデータ収

集を行い、量産化を視野に入れた炭酸ガスレーザ蒸発法ＣＮＴ製造装置を製作した。 

また、炭酸ガスレーザ蒸発法を用いて、ＣＮＴ直径制御と直径分布制御、ＣＮＴの結晶

性指標の一つである G/D 比制御について検討した。大出力炭酸ガスレーザ蒸発法における

ＣＮＴ直径制御では、ＣＮＴ製造に使用するターゲットに含まれる金属触媒種によって、

ＣＮＴ直径が著しく変化することを明らかにした。特に、鉄微粒子を混ぜたターゲット（以

後、鉄コンポジットと呼ぶ）を使用した場合、ＣＮＴの直径分布の中心がおよそ 2.0nm に

なる単層ＣＮＴの選択的製造が可能となった。また、ＣＮＴ直径分布制御では、ＣＮＴ直

径制御同様に、ターゲットに混ぜる金属触媒種による影響が顕著に現れた。特に、鉄コン

ポジットをＣＮＴ製造に用いた場合、ガウス関数によるフィッティングから、ＣＮＴ直径

分布が FWHM で 0.5nm である結果が得られた。また、ＣＮＴの結晶性指標の一つである G/D

比制御を検討した結果、鉄コンポジットを用いて製造したＣＮＴの G/D 比はおよそ 100 程

度であることがわかった。 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（まとめ） 

（１）量産化を視野に入れた炭酸ガスレーザ蒸発法ＣＮＴ製造装置を作製した。 
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（２）炭酸ガスレーザ蒸発法におけるターゲットに混ぜる金属触媒種による直径制御と直

径分布制御、ＣＮＴの結晶性指標の一つである G/D 比制御について検討し、予備検討結果

を得た。 

 

（今後の展開） 

 これまでの研究期間において装置製作に大部分の時間を費やしたが、今後は、作製した

炭酸ガスレーザ蒸発法ＣＮＴ製造装置を使った基礎データ収集を実施し、ＣＮＴの形状制

御合成に関する最終目標達成につなげる。 

 

２．１．①-(b) 単層ＣＮＴ集合体の成形加工・配列化技術 

１）研究開発成果の概要 

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 

（１）紙抄き法による A3 サイズ単層ＣＮＴ厚膜成形技術を開発 

（２）スプレーコート法による微細加工可能な板状単層ＣＮＴ成膜技術の開発 

 

２）研究開発成果 

（１）紙抄き法による A3 サイズ単層ＣＮＴ厚膜成形技術を開発 

スーパーグロース法により作製した単層ＣＮＴフォレストから、研究項目②-(b)におい

て作製した単層ＣＮＴ網目分散液を用い、大面積板状成形加工技術の開発を行った。成形

法としてキャスト法、紙抄き法（ろ過法）、スプレーコート法、スピンコート法、ディップ

コート法の各種成膜法を試みたところ、紙抄き法が大面積化に有効なことが明らかとなっ

た。脱水・圧搾・乾燥工程の工夫により、A3サイズ（297 mm×420 mm）で自立性がある板状

単層ＣＮＴ（不織布）を成形することに成功した。その厚さは数十μmであった。作製した

板状単層ＣＮＴの物性評価・構造解析を開始し、水分除去に関する成形加工条件がその物

性・構造に大きな影響を与えることが分かった。A3サイズ不織布試作品を産総研オープン

ラボで展示し、用途開発に興味を持った企業への試料提供を行った。今後も試料提供など

の連携を予定している。 

 

（２）スプレーコート法による微細加工可能な板状単層ＣＮＴ成膜技術の開発 

単層ＣＮＴデバイス作成に向けて、リソグラフィープロセスによる微細加工可能な平坦

性を有する板状単層ＣＮＴ成形方法の探索を行った。スプレーコート法について、その成

膜条件と単層ＣＮＴ網目分散液の分散状態を制御することによって、レジスト塗布が可能

な平坦性・均一性を有した、厚さ数μmの単層ＣＮＴ薄膜の成形に成功した。 
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配列化のための微細加工性について検討を開始し、反応性イオンエッチングを用いて残

渣を残さずＣＮＴ薄膜の微細加工が可能であることを確認した。さらに、配列化した板状

単層ＣＮＴ部材を、構築した基板から他基板への転写基盤技術の開発を開始した。 

図 III-28 単層ＣＮＴ集合体の板状成形加工技術 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

  基本計画に示す中間目標に対する達成度 

ア．板状単層ＣＮＴ開発 

サイズが40 mm×40 mm以上の板状単層ＣＮＴを開発する。板状単層ＣＮＴは、長さ1mm

以上の単層ＣＮＴより構成され、純度99％以上、比表面積1000 m2/g 以上、密度0.5 g/cm3

以上、配向度0.7以上のいずれかの特性を有するものとする。 

：紙抄き法によりサイズ 40 mm×40 mm 以上を達成する A3 サイズ（297 mm×420 mm）

の板状単層ＣＮＴの作製に成功した。また、得られた試料は 0.4～0.6 g/cm3の密度を

有した。 

：達成 

イ．板状単層ＣＮＴ配列化技術の開発 

成形加工された板状単層ＣＮＴにおいて、位置精度5μm以下、厚み精度200 nm以下

の配列化技術を確立する。 

：スプレーコート法により、リソグラフィープロセスが適用できる板状単層ＣＮＴの

作製に成功した。板状単層ＣＮＴの加工法を開発し、配列化制御達成を目指す。 

：未達 

ウ．板状単層ＣＮＴ複合材料配列化技術の開発 

  既存材料板状単層ＣＮＴ複合材料において、位置精度5μm以下、厚み精度200nm以下

の配列化技術を確立する。 
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：実施せず。平成 23 年度までは、実用化が早期に見込まれる板状単層ＣＮＴ作製技

術およびその配列技術に注力した。 

：未達  

（まとめ） 

（１）単層ＣＮＴフォレストから作製した分散液を基に、紙抄き法、スプレーコート法を

板状成形加工法として適用し、それぞれ厚み数十μm、数μm の板状単層ＣＮＴの作製に成

功した。 

（２）配列化用リソグラフィープロセスを適用できる板状単層ＣＮＴ作製について検討し

た。単層ＣＮＴ分散液の網目状分散状態、スプレーコート成膜条件を適切に選択すること

で、レジストが塗布できる平坦性、均一性をもち、反応性イオンエッチング加工が可能な

板状単層ＣＮＴの作製に成功した。 

 

（今後の展開） 

現行方法の改善、および塗工法など新たな製造方法の検討により、平坦性・量産性に優

れた板状単層ＣＮＴの製造方法を開発し、助成事業を含んだ、板状ＣＮＴを用いた用途開

発研究に供する。用途にあわせて純度や比表面積などを向上させ、板状単層ＣＮＴ成形加

工技術の最終目標を達成する。また、板状単層ＣＮＴを部材としてデバイス中に導入する

ため、成形加工・配列化の基盤技術開発を引き続き行う。さらに、異材料の機能を十分に

発揮可能な、融合化板状単層ＣＮＴの成形加工・配列化技術を確立する。そのため、異材

料を十分に融合することが可能な板状単層ＣＮＴの厚膜作成技術及び、その膜厚制御技術

を開発する。これらの基盤技術により、位置精度 5μm以下、厚み精度 200nm 以下の配列化

技術を確立し、板状単層ＣＮＴ配列化技術の最終目標を達成する。 

 

２．１．①-(c) 金属型及び半導体型の単層ＣＮＴを効率的に分離する技術 

 

１）研究開発成果の概要  

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 

（１）既存技術の 1/20 以下のコストで単層ＣＮＴを金属型と半導体型に分離 

（２）金属型ＣＮＴで未分離の 1/4 のシート抵抗を実現 

（３）簡単な操作で半導体型単層ＣＮＴの構造を精密に分離 

（４）無担体電気泳動法による高純度ＣＮＴの分離 

（５）プラスチックフィルム上ＣＮＴトランジスタの高均一印刷形成 

 

２）研究開発成果   

（１）既存技術の 1/20 以下のコストで単層ＣＮＴを金属型と半導体型に分離 

単層ＣＮＴの電子デバイス応用では、金属型と半導体型を分離する必要がある。しかし、
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先行技術である密度勾配超遠心分離法では、高価な超遠心分離装置で 8 時間以上処理して

ようやく数十ミリグラムの単層ＣＮＴを分離可能なレベルであり、大幅なスケールアップ

は原理的に困難であった。また、遠心チューブ内に密度勾配を形成するための特殊な薬品

を使用する必要があり、その価格が高いだけでなく、分離後にその薬品を除去する必要が

あるため、さらに分離コストが高くなり、産業応用に適していなかった。本研究課題では、

独自に開発したゲルカラムクロマトグラフィー法により、安価に大量にかつ高速に分離す

る技術の開発を行った。 

まず、低コストの分離技術開発を目指し、新たなカラム担体の開発、分散剤の検討、分

離シーケンスの最適化を行った。その結果、安価なゲル粉末をそのままカラム担体として

使用することが可能である事を見いだし、高価なアガロースゲルビーズを用いる事無く、

高効率に金属型ＣＮＴと半導体型ＣＮＴを分離する事が可能となった。さらに、使用する

界面活性剤を研究用高純度品から産業用の安価な製品に変更する事で、コストカットを行

った。また、展開液中の Na イオン濃度を調整する事でＣＮＴのゲルへの吸着を制御できる

事を見いだし、分離シーケンスに安価な NaCl 水溶液を導入する事で、半導体型ＣＮＴの高

純度化を成し遂げた。これらの成果を総合する事により、分離コストを 80％以上削減し、

ＣＮＴを除いた材料費レベルで、約 50,000 円/g となった。先行技術の超遠心分離法の材料

コストが簡単な試算から 1,200,000 円/g 程度であるため、分離にかかるコストは、ＣＮＴ

を除いた材料費レベルで 1/24 となっている。なお、ゲルカラム分離では、密度勾配剤を使

用しないため、その除去のコストも不要となり、人件費や装置の償却を含めたトータルの

コストはさらに割安となる。 

次に、大量かつ高速な分離を実現するため、大量分離に対応した新たなクロマトグラフ

ィー装置（ÄKTA pilot）を設計・導入した。最大ゲル容量 3.5 リットルの大型カラムを使

用する事により、分離収率 80％以上、分離純度 95％、87 (mg/h)の分離スループットを実

現した。これは、12 時間の自動運転で、1 グラムの単層ＣＮＴを分離する事ができる事を

意味し、中間目標である 1日あたり 1 g の単層ＣＮＴの分離を達成した。なお、ここでは②

-(a)のテーマにおいて作製された単層ＣＮＴ分散液を用いている。この成果は、2012 年春

期応用物理学及び第 26 回 International Winterschool on Electronic Properties of Novel 

Materials 等において発表された。導入したシステムの様子を示す（図 III-29）。 
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 図 III-29 ゲルカラムクロマトグラフィー法による、低コスト・大量分離システム（左）、分離され

た金属型と半導体型の単層ＣＮＴ分散液（右上）、分離された単層ＣＮＴの光学吸収スペクトル（右下） 

（２）金属型ＣＮＴで未分離の 1/4 のシート抵抗を実現 

 単層ＣＮＴを薄膜状に成膜することにより、透明導電膜を作製する事ができ、希少金属

であるインジウムを用いない透明電極としての応用が期待されている。しかし、未分離の

単層ＣＮＴには、電気を流しにくい半導体型が 2/3 の割合で含まれているため、シート抵

抗が安定しないという問題があった。そこで、電気特性の安定した金属型単層ＣＮＴを用

いて導電膜を作製したところ、未分離の単層ＣＮＴにおいて 6 kΩ/□であったシート抵抗

が、1.5 kΩ/□となり、1/4 のシート抵抗となる事を確認した。さらに、金属型単層ＣＮＴ

は、環境変化による導電率の変化が小さい事から、実使用における高い信頼性が期待でき

る（図 III-30）。 

分離前 金属型 半導体型

分離CNT溶液

金属型単層CNTによる薄膜
 

図 III-30 金属型単層ＣＮＴによる透明導電膜（左） 

分離された金属型と半導体型の単層ＣＮＴ分散液（右） 
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（３）簡単な操作で半導体型単層ＣＮＴの構造を精密に分離 

 高純度に分離精製された半導体型単層ＣＮＴは、高い移動度を持つことから、電子デバ

イスへの応用が期待されている。しかし、実際の単層ＣＮＴは、多様な構造の単層ＣＮＴ

の混合物であり、それを分離して得られた半導体型ＣＮＴも多用な構造体混在している。

構造が異なる半導体型ＣＮＴは、半導体の重要な物性パラメーターであるバンドギャップ

が異なるため、分離された半導体型単層ＣＮＴは、様々なバンドギャップをもつ半導体材

料の混合物となっており、ＣＮＴ本来の性能を引き出すことが困難である。そこで、ゲル

クロマトグラフィー法を用いて、半導体型単層ＣＮＴを精密に構造分離する事を試みた。

その結果、界面活性剤の濃度を精密に制御する事により、半導体型単層ＣＮＴとゲルとの

間の相互作用を制御できる事を見いだした。その原理を応用し、SDS の濃度を高濃度から低

濃度へ徐々に変化させながら、小型カラムに大量の単層ＣＮＴ分散液を作用させる事で、

構造選択的な吸着を生じさせ、構造分離を実現した。得られた単層ＣＮＴ分散液を図に示

す（図 III-31）。光学吸収スペクトルから、構造分離が実現している事がわかる。また、同

スペクトルから、各半導体単層ＣＮＴ分散液には金属型単層ＣＮＴがほとんど含まれてお

らず、半導体純度としては 99.9％を達成している事がわかる。 
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図 III-31 構造で分離された 60 種類の半導体型単層ＣＮＴの光吸収スペクトル（左） 

(6,5)型のみを単離した分散液の光吸収スペクトル（右上）、分離液の様子（右下） 

（４）無担体電気泳動法による高純度ＣＮＴの分離 

無担体電気泳動法はデバイス応用時に問題となるナトリウムなどのイオンを含む添加剤
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を用いない単層ＣＮＴ分離技術である。本技術の発展にあたり、分離が可能なＣＮＴの直

径範囲を調べた。ＣＮＴの直径はデバイス特性を大きく左右する重要な因子であるため、

様々な直径のＣＮＴを分離できることが望ましい。実験では、eDIPS 法により精密制御合成

した直径 1.0 nm、1.3 nm、1.7 nm の単層ＣＮＴに対し分離試験を行った。本技術では非イ

オン性界面活性剤を用いてＣＮＴを分散しており、金属型および半導体型ＣＮＴが本来持

つわずかな荷電状態の違いを反映した分離が期待できる。実験の結果、各直径のＣＮＴに

対して安定的な分離が得られる事が分かった(図 III-32)。本研究により得られた成果は J. 

Phys. Chem. C 誌に掲載された。 

本技術では単一の界面活性剤で分散したＣＮＴ分散液に対し電界を印加して金属型およ

び半導体型のＣＮＴに分離する方式のため、繰り返しによる純度向上が可能である。実験

の結果、直径 1.0 nm のＣＮＴに対し本技術を繰り返し適用する事により、純度 99％の半導

体型単層ＣＮＴを得ることに成功した(図 III-32)。本研究の成果は NT11（2011 年 7 月 11

日-16 日, Cambridge, UK）および 2011 年秋の応用物理学会において発表した。 

本技術により分離したＣＮＴのデバイス特性を評価するために、半導体型単層ＣＮＴを

チャネルとする薄膜トランジスタを作製・評価した。その結果、半導体比率向上によるオ

ンオフ比の向上を確認した。同時にヒステリシスの抑制を確認した(図 III-32)。また、薄

膜トランジスタの特性がＣＮＴ直径に依存する結果を得た。直径が小さいほどオンオフ比

が向上する事を見出した。 

本分離技術の大容量化に向け、無担体電気泳動装置の改良検討を行った。電極近傍に発

生する気泡の影響を低減するため陽極バッファー槽を、温度変化による対流の発生を抑制

するため水冷ジャケットを設け、安定的な分離を可能とした。また、回収口および自動回

収機構を設けることにより、安定的な分取を可能とした。 

大容量化に向け、本技術の分離機構の解明を進めた。その結果、分離層形成に関与して

いると見られる pH 勾配、安定した分離層の維持に寄与していると見られる比重勾配が電気

泳動槽内に形成されているのを見出した。 
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図 III-32（左）無担体電気泳動法による単層ＣＮＴの分離（直径 1.0nm、1.3nm、1.7nm）（中）繰り返し

による純度向上（右）薄膜トランジスタにおけるヒステリシス低減（青：従来法、赤：本手法）。 

（５）プラスチックフィルム上ＣＮＴトランジスタの高均一印刷形成 

半導体型単層ＣＮＴのデバイスとしての特性を評価するために、薄膜トランジスタの基
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盤技術開発を行った。大面積・フレキシブル・印刷エレクトロニクスなど新市場が予想さ

れている分野への応用を想定し、プラスチックフィルム上印刷デバイスの試作・特性評価

を精力的に進めた。その結果、ナノ銀インクを用いたインクジェット印刷によるゲート・

ソース・ドレイン電極形成、ポリイミドインクを用いたディスペンサ印刷によるゲート絶

縁膜形成などからなるプラスチックフィルム上ＣＮＴ薄膜トランジスタ印刷プロセスを確

立した(図 III-33)。本研究により得られた成果は IEEE Nano 2011（2011 年 8 月 15 日-19

日, Portland, Oregon, USA）において発表した。 

デバイスのチャネル部分に安定的かつ均一に単層ＣＮＴ薄膜を塗布・印刷するための技

術を開発した。ＣＮＴ印刷面にＣＮＴ吸着層を予め形成することにより、均一性の高いＣ

ＮＴ膜の形成に成功した。これは、印刷時のコーヒーステイン現象を抑制した、均一なＣ

ＮＴ層の形成による。ＣＮＴインクをインクジェット法やディスペンサ法で印刷し、チャ

ネル形成すると、コーヒーステインと呼ばれる、インク液滴周辺部での極端な密度増大が

見られる。ＣＮＴの密度が増大すると残留する金属型ＣＮＴによる短絡などでオンオフ比

が低下する問題が生じる。チャネル部分に単分子膜を形成し、積極的にＣＮＴを吸着させ

る仕組みを設け、コーヒーステインの形成を抑制しＣＮＴ薄膜を均一に形成することに成

功した(図 III-33)。これにより印刷トランジスタのオン電流ばらつきが 30％まで向上した。

これにより 2次元マトリックスの選択スイッチとして必要な均一性が得られた。 

界面活性剤除去工程の見直しによりデバイスの高速性が向上した。ＣＮＴ分散液には界

面活性剤が含まれているため、これを除去する工程が必要である。従来は熱処理と洗浄処

理を組み合わせた除去工程を用いていた。この界面活性剤の除去工程を見直すことにより、

トランジスタの移動度を 3.6 cm2/Vs（オンオフ比 103）まで向上することに成功した。この

値は印刷トランジスタとしては高い値である。除去工程の見直しによりＣＮＴ間の接触抵

抗が低減したと考えられる。 

 

 

図 III-33 (左)プラスチックフィルム上印刷ＣＮＴ薄膜トランジスタ 

 （中）デバイス部拡大画像 （右）ＣＮＴ薄膜の AFM 像 

 
３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 
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基本計画に示す中間目標に対する達成度 

金属型、半導体型のＣＮＴを、純度 95％以上、収率 80％以上で、1 g/day 以上の処理能力

で分離できる技術を確立する。 

：ゲルカラムクロマトグラフィー法を改良し、自動分離システムを構築する事により、

低コスト・大量分離を実現し、金属型、半導体型のＣＮＴを、純度 95％、収率 80％以上

で、2 g/day の処理能力で分離できる技術を確立した。 

：達成 

 

（まとめ） 

（１）既存技術の 1/20 以下のコストで単層ＣＮＴを金属型と半導体型に分離 

ゲルカラムクロマトグラフィー法を改良する事により、先行技術である密度勾配超遠

心分離技術の 1/24 の材料コストで、単層ＣＮＴを金属型と半導体型に分離する技術を

開発した。分離純度 95％、収率 80％以上、処理量 2 g/day を実現し、中間目標を達成

した。 

（２）金属型ＣＮＴで未分離の 1/4 のシート抵抗を実現 

分離した金属型単層ＣＮＴを用いた導電膜では、未分離ＣＮＴに比べ 1/4 のシート抵

抗を実現した。 

（３）簡単な操作で半導体型単層ＣＮＴの構造を精密に分離 

カラムクロマトグラフィー法において、界面活性剤濃度を精密に制御する事により、

半導体型単層ＣＮＴの構造分離を実現し、高純度の(6,5)型ＣＮＴの単離に成功した。

半導体純度 99.9％を実現した。 

（４）無担体電気泳動法による高純度ＣＮＴの分離 

無担体電気泳動法による単層ＣＮＴ分離技術を発展させ、幅広い直径のＣＮＴに対する

本技術の適用可能性を確認した。また、本技術の繰り返し適用により純度 99％の半導体型

単層ＣＮＴを得ることに成功した。本技術により分離したＣＮＴのデバイス特性において、

半導体比率向上によるオンオフ比の向上、ヒステリシスの抑制、ＣＮＴ直径に依存したデ

バイス特性を見出した。本技術の大容量化に向け装置改良、分離機構の解明を行った。 

（５）プラスチックフィルム上ＣＮＴトランジスタの高均一印刷形成 

半導体型単層ＣＮＴのデバイスとしての特性を評価するために、薄膜トランジスタの基

盤技術開発を行った。大面積・フレキシブル・印刷エレクトロニクスなど新市場が予想さ

れている分野への応用を想定し、プラスチックフィルム上印刷デバイスの試作・特性評価

を精力的に進めた。デバイスのチャネル部分に安定的かつ均一に単層ＣＮＴ薄膜を塗布・

印刷するための技術を開発した。ＣＮＴ印刷面にＣＮＴ吸着層を予め形成することにより、

均一性の高いＣＮＴ膜の形成に成功した。界面活性剤除去工程の見直しによりデバイスの

高速性が向上した。 
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（今後の展開） 

ゲルクロマトグラフィー法の分離コストの約 80％は半導体型単層ＣＮＴを溶出する

ための界面活性剤のコストである。したがって、効率良く半導体型ＣＮＴを溶出する安

価な界面活性剤を開発する事により、分離コストの大幅な削減を目指す。②-(a)のテー

マと連携する事により、低欠陥分散状態の単層ＣＮＴを金属型、半導体型に分離し、低

シート抵抗の導電膜及び高性能半導体デバイス開発を目指す。 

非イオン性界面活性剤を用いた無担体電気泳動法の大容量化・連続処理化に取り組み、

より安定的かつ高純度に分離・分取を行える装置とする。また、大面積・フレキシブル・

印刷エレクトロニクスへの応用を想定したＣＮＴ薄膜アプリケーションへ展開するた

めには、安定性・印刷特性・電気特性に優れたＣＮＴインクを開発する必要がある。そ

のために、分散液・添加剤・印刷条件などを検討し、ＣＮＴインクの安定性・印刷特性・

電気特性向上への指針を得る。 

今までの基盤技術研究により得られたプラスチック上印刷薄膜トランジスタ作製技

術を用いて、直径・長さ・分散条件・分離条件・印刷条件などの異なるＣＮＴにおける

移動度・オンオフ比・ばらつきなどのデバイス特性を評価し、特性向上に向けたＣＮＴ

材料・印刷技術の最適化指針を得る。今までの基盤技術研究を踏まえ、分離単層ＣＮＴ

を用いた印刷エレクトロニクスなどの具体的な応用コンセプトを提案・試作する。 

 

２.１．①-(d)-１ 1 本の単層ＣＮＴの精密計測評価技術 

 

１）研究開発成果の概要 

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 

（１）赤外吸収による単層ＣＮＴ長さ評価法についての基礎開発に成功 

（２）単層ＣＮＴ直径及びカイラル指数評価システム開発 

（３）単層ＣＮＴ金属・半導体特性計測 

 

２）研究開発成果 

（１）赤外吸収による単層ＣＮＴ長さ評価法についての基礎開発に成功 
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図 III-34 単層ＣＮＴ薄膜の赤外吸収スペクトルのＣＮＴ長さ依存性と、その吸収ピーク位置と AFM 測定

から見積もったＣＮＴ長さの関係 
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紫外から遠赤外までの広い波長範囲にわたって多様な光物性を示す単層ＣＮＴであるが、

遠赤外領域における吸収ピークの起源は未だに明らかではなかった。そこで、超音波破砕

法により長さを短くした単層ＣＮＴからなる薄膜を調整し、赤外吸収スペクトルを測定し

たところ、その吸収ピーク位置が原子間力顕微鏡（AFM）測定から見積もったＣＮＴ長さと

正の相関を示すことがわかった（図 III-34）。また、試料調整途中においてＣＮＴ直径分

布は変化しておらず、化学ドーピングによる変化もないことから、この遠赤外吸収はアン

テナ効果に由来すると結論付けた。本成果は学術的観点から重要であるばかりでなく、簡

便なＣＮＴ長さ評価法として期待できる。 

 

（２）単層ＣＮＴ直径及びカイラル指数評価システム開発 

 多種類の励起レーザーを搭載した「ＣＮＴカイラル指数・直径評価装置」を構築し、半

導体単層ＣＮＴについては直径 0.6～2.0 nm、金属単層ＣＮＴについては直径 0.6～1.7 nm

の直径範囲にわたって定量測定可能な評価システムを開発した。同装置を用い、ナノ安全

評価などに用いられる単層ＣＮＴ試料の基礎物性データを提供した。 

 

（３）単層ＣＮＴ金属・半導体特性計測 

様々な直径分布を持つ単層ＣＮＴについて、その金属半導体比をラマン分光法などで測定

する手法を開発した。例えば、直径が約 1.0 nm および約 1.5 nm の単層ＣＮＴについては、

それぞれ 514 nm および 860 nm の励起レーザーを用いると良いことをみいだした。また、フ

ラーレン分子と単層ＣＮＴとの分子間相互作用は、金属性単層ＣＮＴよりも半導体性単層

ＣＮＴの方が大きいことを共鳴ラマン分光法によって明らかにした。 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

基本計画に示す中間目標に対する達成度 

ア．半導体及び金属単層ＣＮＴの直径及びカイラル指数を広範囲（直径 0.7～1.6 nm）

にわたって、迅速に定量評価する手法及び測定システムを開発 

：ラマンおよび発光分光法により、半導体単層ＣＮＴについては直径 0.6～2.0 nm、

金属単層ＣＮＴについては直径 0.6～1.7 nm の直径範囲にわたって定量測定可能な評

価システムを開発した。 

：達成 

イ．単層ＣＮＴの金属・半導体特性を効率的に計測できる手法を開発 

：吸収およびラマン分光法によって単層ＣＮＴの金属・半導体比や、吸着分子に対す

る親和性の違いなどを効率的に計測できる手法を開発した。 

：達成 
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（まとめ） 

（１）単層ＣＮＴの赤外吸収の起源がアンテナ効果であることを明らかにした。 

（２) 様々な直径分布をもつ単層ＣＮＴに対応可能な直径・カイラル指数測定システム

や、金属・半導体特性評価法を開発した。 

 

（今後の展開） 

 赤外吸収による単層ＣＮＴ長さ評価法の確立をおこなうとともに、透明導電膜製作等で

用いられている単層ＣＮＴ試料について測定をおこない、部材開発へ直接の貢献をおこな

う。 

 

２.１．①－(d)－2 単層ＣＮＴフォレストの特性と単層ＣＮＴの形状の関係 

評価技術 

 

１）研究開発成果の概要  

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 

（１）単層ＣＮＴフォレストにおける導電率の標準的な評価技術の開発 

（２）単層ＣＮＴフォレストにおける熱拡散率の標準的な評価技術の開発 

（３）単層ＣＮＴフォレストにおける接着特性の標準的な評価技術の開発 

（４）単層ＣＮＴフォレストにおける粘弾性の標準的な評価技術の開発 

（５）単層ＣＮＴフォレストにおける分散性の標準的な評価技術の開発 

（６）バッキーペーパーの標準的な作製技術の開発 

（７）バッキーペーパーにおける熱拡散率の標準的な評価技術の開発 

（８）バッキーペーパーにおける力学強度の標準的な評価技術の開発 

（９）密度制御により粘弾性制御が可能な温度不変の粘弾性ＣＮＴ材料の開発 

（１０）高導電率の向上に必要なＣＮＴ構造を解明 

（１１）高熱伝導率の向上に必要な単層ＣＮＴ構造を解明 

（１２）力学強度の向上に必要な単層ＣＮＴ構造を解明 

（１３）2012 年国際ナノテクノロジー総合展（東京）および 2011 年産総研オープンラボに

おける成果発表 

 

２）研究開発成果 

（１）単層ＣＮＴフォレストにおける導電率の標準的な評価技術の開発 

 シリコン基板上に四端子プローブを作製し、簡便かつ非破壊の単層ＣＮＴフォレストの

配向方向における導電率の評価技術を開発した。ＣＮＴ固有の特性を解明するにはそれぞ

れの単層ＣＮＴについて測定することが理想的であるが、そのような実験は長時間を要し、

測定中にチューブを破損する恐れがある。それに対して開発した評価方法では、単に四端
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子プローブをフォレストの側面に接触するだけであり、接触時にフォレストのサイズを固

定し、圧縮力（歪み）を約 20％に固定することにより、電気抵抗とシート抵抗を簡単に測

定できる。この測定方法を用いて、単層ＣＮＴフォレスト間の固有導電率を比較した。 

 
図 III-35 四端子プローブの概略図 

 

（２）単層ＣＮＴフォレストにおける熱拡散率の標準的な評価技術の開発 

 フラッシュ法による単層ＣＮＴフォレストの熱伝導性評価技術を開発した。この方法で

はキセノンランプからのパルス入力が単層ＣＮＴフォレストに照射されて吸収され、それ

により放射された赤外線応答を反対側の末端に設置した赤外線検出器で測定する。この方

法を簡便、高信頼性の評価技術として用いるために、合成した単層ＣＮＴを剥離せずにシ

リコン基板に接着したまま上下逆にして測定ステージに設置した。シリコンは赤外域では

透明であることから赤外線信号はロスなく検出器まで到達するため、上下逆のサンプルと

分離した単層ＣＮＴフォレストとの測定値の有意差は認められなかった。また、この簡便

な測定法により、低密度の単層ＣＮＴフォレストの取り扱いや測定前のフォレスト構造の

破損などの問題を解決した。しかし、低密度フォレストではキセノンパルス照射中に温度

が上昇し、フォノン散乱が起きて、熱拡散率の測定値が減少するため、約 300μm より低い

(短い)フォレストは正確に測定できないことも判明した。 

        
図 III-36（左）単層ＣＮＴフォレストの熱特性評価の概略図 

         （右）再現可能かつ測定可能な熱拡散率の高さ範囲 
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（３）単層ＣＮＴフォレストにおける接着特性の標準的な評価技術の開発 

 単層ＣＮＴフォレストの乾燥接着特性を定量的に測定する評価技術を確立した。単層Ｃ

ＮＴの高比表面積と強いファンデルワールス力のために、のりなどの感圧接着剤を、液体

を使わずにＣＮＴに置き換えることができる。引張試験機を用いたせん断方向や通常方向

に対する接着特性を測定する評価基準を確立した。さらに、接着性の評価技術を標準化す

るため、圧縮力・歪み挙動を基に任意の高さのサンプルを測定する評価手法も確立した。 

 
図 III-37（上）引張試験装置を用いた乾燥接着測定の概略図 

         （下）接着強度を示す応力・ストロークのデータ例 

 

（４）単層ＣＮＴフォレストにおける粘弾性の標準的な評価技術の開発 

TA Instruments 社製のねじれモード動的粘弾性分析装置（DMA）を用いて粘弾性を評価し

た。DMA には加熱・冷却装置が搭載されており、-140℃から 600℃までの温度における粘弾

性が測定できる。動的粘弾性の評価は、チャンバー内に窒素を 100 L/分の流量で供給して

動的振動試験モードで行った。このモードではサンプルに正弦波応力を加え、発生した正

弦波歪みを測定する。また、正弦波の間の中間位相角 δは応力・歪みループに対応し、こ

れらの関係から3つの重要なパラメータを導くことができる。貯蔵弾性率G’は弾性成分で、

サンプルの剛性に関係する。また、損失弾性率 G”は粘性成分で、サンプルの機械的エネル

ギー散逸特性に関係し、位相差の正接（減衰比）が材料のエネルギー散逸特性を示す。Ｃ

ＮＴ材料のクリープ回復挙動は、一連の荷重／除荷試験によって測定した。この試験では、

サンプルに一定せん断応力 σ0を急速に加え、生じた歪みを一定時間（t1）測定し、サンプ

ルを全せん断歪み γT（クリープ領域における最大歪み）までクリープさせて、その時点で

応力を解除し、すべての可逆的変形が回復する時間（t2）までせん断歪みを測定した。この

時点での歪み γpは永久非回復歪みであり、回復性歪みは γr=γT-γpで算出する。t0から

t1までの間に σ0によって徐々に増加した歪みをクリープ領域と称し、応力解除後の領域（t1

から t2 まで）がクリープ回復領域である。回復率は、回復性歪み（γr=γT-γp）をクリー
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プ域における最大歪み γTで除して算出した。平衡回復性コンプライアンス J（er）は、回

復性歪み γrをクリープ領域で加えた σ0で除して算出した。 

試験の温度範囲が広いため、サンプルをクランプの間に固定する際にのりやテープなどの

従来の材料は使えなかったことから、比較的低密度のＣＮＴ材料を保持し、広範囲の温度

に耐えられるように高温耐久性が高いステンレス鋼を用いたサンプルマウントを設計し、

その熱膨張は試験中に補正した。 

 
図 III-38 粘弾性挙動 (正弦波応力、正弦波歪、位相差角) 

 

（５）単層ＣＮＴフォレストにおける分散性の標準的な評価技術の開発 

 単層ＣＮＴフォレストを溶液中に分散することで分散液が調製できる。この分散液は複

合材料や塗布用途として幅広い応用の可能性がある。 

単層ＣＮＴ分散液の分散性評価技術の開発を行った。分散液中での単層ＣＮＴの濃度は

Lambert Beer 則によって決定した。これは溶質の濃度と物質固有の吸光係数εを用いて、

吸光度から溶質の濃度を算出する方法である。そこで最初に系統的な測定によりスーパー

グロース法で合成した単層ＣＮＴの吸光係数ε500（波長500 nmにおける値）が2.86×104 cm/g

であることを明らかにした（図 III-39）。 

 
図 III-39 単層ＣＮＴの濃度と 500 nm における吸光度の関係 

    直線の傾きから吸光係数 2.86×104 cm/g が求められる 
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またこの結果を基に、ＣＮＴ分散液の高濃度化を目指し、水分散液においてデオキシコ

ール酸ナトリウムを界面活性剤として使用することで5000 mg/Lの高濃度分散液の調整に成

功した。 

スーパーグロース法で合成した単層ＣＮＴは長尺であるため、お互いに絡み合った凝集

体や単分散状態など様々な形態となる。このような形態は相転移のように完全に移行する

ものではなく、様々な形態のＣＮＴが混ざり合った状態であるため、その評価には二つ以

上のパラメータの組み合わせが必要となる。 

そこで、分散液中でのＣＮＴ形態評価において粒径分布測定（レーザー散乱）とバンド

ルの解れ（ゼータ電位）の二つのパラメータを評価するために、それぞれの測定装置を購

入した。特にゼータ電位測定では、一般的な測定方法であるレーザードップラー法ではな

く、顕微鏡法による方法が有用であることを明らかにした。 

 
図 III-40 単層ＣＮＴの形態評価。縦軸はレーザー散乱による凝集体サイズ、横軸はバンドルの解れ具合

をプロットすることにより、単層ＣＮＴの取り得る様々な形態を評価する事が出来る 

 

（６）バッキーペーパーの標準的な作製技術の開発 

単層ＣＮＴを用いたバッキーペーパーの標準的な作製および評価方法を開発した。一般

的なろ過方法で作製したバッキーペーパーの特性には大きな偏差が認められた。特に、密

度（ＣＮＴ集積状態）と均一性の偏差が大きいため、電気、熱、力学特性に大きな偏差を

認めた。これらの結果から作製工程におけるろ過工程が重要であることを導き出したが、

ＣＮＴ集積状態を最適化するためには乾燥工程がより重要であることも明らかにした。ろ

過工程を標準化し簡略化するため、ろ紙を再利用可能な金属製微細メッシュに交換するこ

とで、ＣＮＴ集積状態の誤差範囲は約 20％から 5％に改善した。 

 

（７）バッキーペーパーにおける熱拡散率の標準的な評価技術の開発 

 バッキーペーパーの厚さが小さい（<100μm）場合は、サンプル温度が上昇し、測定値に

影響を与えるため、面内および垂直方向の熱拡散率の測定にフラッシュ法を用いることは

できない。この問題を解決するために、距離変動法を採用し、板状試料専用の測定装置を

導入した。距離変動法はフラッシュ法と類似した手法であり、レーザーを入力源として、

サンプルに連続的に衝撃を与え、サンプルを通過する熱は入射レーザーからの距離に基づ

いて測定する方法である。 
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（８）バッキーペーパーにおける力学強度の標準的な評価技術の開発 

 バッキーペーパーの引張強度試験では、バッキーペーパーを特定の長さの「犬の骨」の

形にカットし、それを評価サンプルとした。サンプルの両端に試験装置を接続して応力・

歪み曲線を測定した。評価試料の寸法はバッキーペーパーと試験装置のロードセルの寸法

から決定した。 

 

（９）密度制御により粘弾性制御が可能な温度不変の粘弾性ＣＮＴ材料の開発 

 ゴムの構造を模倣し、長尺ＣＮＴで無配向ネットワーク構造を形成することによって粘

弾性を持つＣＮＴ材料を開発した。ＣＮＴ固有の耐熱性により、シリコーンゴムなどの従

来の粘弾性材料の動作温度範囲をはるかに超える-196℃から 1000℃までの範囲において粘

弾性を示した。動的粘弾性分析（DMA）では、-140℃から 600℃までの温度（試験装置の限

度範囲）で評価した結果、温度不変の周波数安定性（0.1～100 Hz）、変形能（100％破壊歪

み）、疲労抵抗（1,000,000 サイクル）、クリープ回復能力（35％の歪みで 70％回復を測定）

を確認した。これらの特性は、分子運動ではなく、無配向ＣＮＴの接点におけるジッピン

グとアンジッピングにおける粘弾性に起因し、密度をキーパラメータとして粘弾性がさら

に制御できることも明らかにした。また、ここでの密度は、アシュビーマップ[貯蔵弾性率

（弾性）対減衰比（エネルギー散逸能力）]における高分子発泡体から軟質ゴムまでの範囲

をカバーする。 

 
図 III-41 -190～970℃の範囲で粘弾性とコンプライアンスを示したＣＮＴ材料 

 

 
 図 III-42  無配向のＣＮＴネットワークの SEM 画像 

（左上）構造のイメージ図 

（右下）ネットワーク構造に起因する高コンプライアンスＣＮＴ材料の写真 
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図 III-43 ＣＮＴ材料とシリコーンゴムの比較： 

（左上）温度の関数としての貯蔵弾性率；（右上）応力・歪みの関係； 

（左下）損失弾性率の安定性；（右下）異なる温度でのクリープ回復 

 

 一方、無配向構造（HOF=0.13～0.19）を維持しながら、密度が 3.3～54 mg/cm3 の一連の

粘弾性ＣＮＴ材料も作製した。密度の増加に伴い、ＣＮＴ材料の粘弾性を連続気泡フォー

ム（0.11 MPa と 0.1 MPa）からカーボンブラック天然ゴムと同等のレベル（0.12 MPa と 0.27 

MPa）まで制御することに成功した。さらに、ＣＮＴ材料の粘弾性は既存の粘弾性材料とは

異なり、貯蔵弾性率（弾性）と減衰比（粘性）の両方が密度とともに増加するという特異

な傾向を示し、この傾向は、ＣＮＴ間の構造モデルが示唆するＣＮＴ間の短い接点の挙動

に起因することを明らかにした。この特異な性質は、高粘性の硬い材料を作製する手段と

して有効であると考えている。 

 
図 III-44 貯蔵弾性率と減衰比の関係（従来材料との比較） 

 

（１０）高導電率に必要なＣＮＴ構造を解明 

 ①-(a)-2 における構造制御した単層ＣＮＴについて、直径、結晶性、長さ、配向性、密
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度、比表面積、および純度を詳細に調査した結果、構造と各特性の関係が明らかになった。

電気特性を向上させる場合、単層ＣＮＴは半導体挙動を示すため最適ではないが、導電率

の向上に必要なＣＮＴ構造としては、高純度（接点間の効率的な電子輸送に必要）、長尺（Ｃ

ＮＴ間の接合点数の最小化に必要）、および直径の小さい多層ＣＮＴが挙げられる。多層Ｃ

ＮＴは半導体的挙動が全くないが、多層ＣＮＴは直径が大きいため、それを相殺するため

に直径が小さいことが必要条件となることが明らかになった。また、導電率の計算は断面

積を含むため、ＣＮＴの効率的な充填が重要なファクターとなるため、直径も重要となる。 

 
図 III-45 4 つの基本特性に対応するＣＮＴ構造 

 
（１１）高熱伝導率に必要な単層ＣＮＴ構造を解明 

 熱伝導またはフォノン輸送において、直径および層数を増加させるとフォノン散乱が増

大し、熱輸送量は減少するため、熱特性の向上には単層ＣＮＴが好ましいことを理論的に

明らかにした。さらに実験結果から、熱特性を向上させるためには、高純度（単層ＣＮＴ

間の効率的なフォノン輸送に必要）、高結晶性（欠陥起因の散乱の削減に必要）、長尺ＣＮ

Ｔ（熱を損失する接合の削減に必要）、直径の小さい単層ＣＮＴが必要であることも明らか

にした。 

 

（１２）力学強度の向上に必要な単層ＣＮＴ構造を解明 

 力学強度に関して、①-(a)-2 で合成した構造制御した単層ＣＮＴの評価結果から、引張

強度を向上させるには、高純度（単層ＣＮＴ間の効率的な荷重移動に必要）、長尺（接合の

弱さの低減および接合におけるＣＮＴ接触の増加に必要）、および小さい直径（単層ＣＮＴ

の高密度集積のため）が重要な要素であることを明らかにした。 

 また、比表面積については高純度の単層ＣＮＴであることが必要であることも判明した。  

 

（１３）2012 年国際ナノテクノロジー総合展（東京）と 2011 年産総研オープンラボにおけ

る成果発表 

 温度不変の粘弾性ＣＮＴ材料およびデオキシコール酸ナトリウムを界面活性剤としたＣ
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ＮＴ濃度 0.3 wt％の高濃度分散液を 2012 年国際ナノテクノロジー総合展（東京）と 2011

年産総研オープンラボにて展示・発表し、工業的応用に向けた企業ニーズを明確にするた

めに企業と数回の技術相談を行った。 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

基本計画に示す中間目標に対する達成度 

ＣＮＴフォレスト（垂直配向集合体）の機能とＣＮＴの形状との関係を解明するために、

ＣＮＴフォレストの熱・電気・力学特性・分散性とＣＮＴフォレストを構成するＣＮＴの

形状（直径・長さ・表面積・結晶性・純度・配向性・集積状態）の関連を評価する手法を

確立する。 

：電気、熱、力学、バッキーペーパー特性や分散性を評価する標準評価方法を開発 

：達成 

 

（まとめ） 

（１）熱、電気、力学（接着性、粘弾性）特性、および分散性の標準評価技術やバッキー

ペーパーの作製・評価技術の開発 

（２）無配向構造に起因する密度制御によって調整可能な温度不変の粘弾性ＣＮＴ材料を

開発し、従来の粘弾性材料と異なり、密度の増加とともに貯蔵弾性率（剛性）と減衰比（エ

ネルギー散逸性能）がともに増加することを明らかにした。 

（３）構造と特性の関係を解明し、導電率、熱伝導率、力学強度の向上に必要なＣＮＴ構

造をそれぞれ明確にした。 

 

（今後の展開） 

 今後は、ＣＮＴフォレストの構造と特性との関連性について初期調査を完了し、さらに、

①-(a)-2 と連携して、熱、電気、力学特性を 5倍まで向上させる計画である。 

 

 

２．２  研究開発項目②単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

 

２．２．②-(a) 溶媒中に分散する技術の開発 

 

１）研究開発成果の概要  

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 

欠陥をほとんど導入しない分散技術を開発 
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２）研究開発成果   

欠陥をほとんど導入しない分散技術を開発 

単層ＣＮＴの優れた電気的・機械的特性を活かしたまま、取り扱い性に優れたインク状

材料を作製するには、単層ＣＮＴに欠陥を導入することなく溶媒中に分散する技術が必要

である。そこで、超音波を用いる事無く単層ＣＮＴを効率良く分散する手法の開発を行っ

た。その結果、機械式ホモジナイザーによる粗分散と高圧力で細孔中に分散液を押し込む

ことで分散する手法（ナノマイザー）を組み合わせる事で、ほとんど欠陥を導入する事無

く、良好な分散液を得る事に成功した。本手法は、欠陥導入が極めて少ないだけでなく、

スループットも極めて高く、0.6 g/h の効率でＣＮＴの分散が可能である（図 III-45）。ラ

マンスペクトル測定から、結晶性の指標である G/D を見積もると、粗分散時の G/D=27 が分

散後 G/D=55 と向上し、超遠心分離処理で不純物や束状ＣＮＴを沈降除去し孤立化する事で

G/D=104 とさらに向上した。これは、分散により欠陥がほとんど導入されなかったため、欠

陥由来の D バンドの強度がほとんど大きくならなかったのに対し、分散度が向上するにし

たがい、単層ＣＮＴの１次元性が増し、ＣＮＴ由来の G バンドの共鳴効果が大きくなり、

強度が増加したためである。 
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図 III-46 ナノマイザーによる分散と分散液（左）、分散前（粗分散）、ナノマイザー分散後、超遠心分

離後の上澄み孤立分散液のラマンスペクトルと G/D 比（右） 

 
この分散法による孤立分散液に含まれる単層ＣＮＴの量は、原料ＣＮＴの 20％に相当する

ことから、分散収率は 20％となる。以上から、中間目標を達成した。 

この分散手法を eDIPS 法で作製した結晶性の高い単層ＣＮＴに適用し、得られた単層Ｃ

ＮＴ分散液を用いて、PET 上に透明導電膜を作製したところ、シート抵抗 325 Ω/□、透過
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率 79.5％（基材込み）という良好な値を得た。また、同導電膜の原子間力顕微鏡（AFM）に

よる観察から、単層ＣＮＴが長いまま分散されている事を確認した。 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

基本計画に示す中間目標に対する達成度 

ＣＮＴのラマン分光法で評価したＣＮＴ結晶性（G-band と D-band の強度比 G/D）が分

散前の状態よりも 10％以上劣化しない条件で、水や有機溶媒中にＣＮＴを単分散させる技

術を開発する。特に金属・半導体分離技術に適応するための分散液として一本一本孤立し

た状態で、収率 5％以上で分散する技術も確立する。 

：機械式ホモジナイザーによる粗分散とナノマイザーによる分散を組み合わせる事によ

り、欠陥をほとんど導入せずに分散する事に成功し、G-band と D-band の強度比 G/D が、

分散前の値 27 に対して分散後は 55 となり、劣化せずにむしろ向上した。超遠心分離に

より、孤立成分を抽出し、収率 20％で孤立分散液を得た。これにより、中間目標値を達

成した。 

：達成 

 

（まとめ） 

機械式ホモジナイザーによる粗分散でマクロに絡み合った単層ＣＮＴをほぐした後、

細孔中に分散液を高圧で注入する際に生じるズリ応力で分散する手法で、超音波を用い

ることなく、単層ＣＮＴを効率良く分散する手法を確立した。ラマンスペクトルの欠陥

由来の D-band 強度がほとんど増加しないことから、欠陥がほとんど導入されていない

事、結晶性の指標である G/D が劣化せずに向上した事を確認した。紫外吸光度から見積

もった孤立分散収率は 20％であり、中間目標を達成した。 

 

（今後の展開） 

「①-(c)金属型及び半導体型のＣＮＴを効率的に分離する技術」と連携し、低欠陥導入

単層ＣＮＴ分散液を提供し、低欠陥導入の金属型および半導体型分離を行うことにより、

電子デバイスの高性能化を図る。また、最終目標である収率 50％を達成するため、さらに

効率の良い粗分散手法の確立を目指すとともに、さらなるスループットの向上により、大

量分散技術を開発する。 

 

２．２．②-(b) 単層ＣＮＴ「網目」構造制御技術の開発 

 

１）研究開発成果の概要  

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 
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 （１）機械特性と体積導電率を併せ持つ導電性ゴム 

 （２）フッ素ゴムを相容化材とし、様々なゴムを母材とした高導電性ゴム 

 （３）ＣＮＴ充填量 0.1 wt％で 10-3 S/cm 以上の体積導電率のゴム材料 

 （４）チタン並の熱伝導性を持つ炭素繊維/ＣＮＴ/ゴムハイブリッド材料 

 （５）ゼータ電位およびＬＤを用いたＣＮＴ網目評価技術の開発 

 （６）スーパーグロース法ＣＮＴの分散状態と物性の相関の解明 

 （７）10 社との技術相談および 4社へのＣＮＴ試料提供 

 

２）研究開発成果 

（１）機械特性と体積導電率を併せ持つ導電性ゴム 

スーパーグロース法による単層ＣＮＴは従来のＣＮＴに比べて長軸方向に長く、高純度

であるという特徴を有している。従来ＣＮＴを樹脂などに複合化するためには、ＣＮＴが

数本から数 10 本連なったバンドルといわれる凝集体を超音波処理などにより処理しＣＮＴ

を樹脂中に単分散させることが目指されてきた。しかし、この時ＣＮＴが長さ方向に切断

されるため、ＣＮＴの特性が十分に発現されないという問題があった。そこで今回、単層

ＣＮＴの持つ長尺という特徴を最大限に生かすために、特別な方法を用いて単層ＣＮＴの

切断を抑えながらバンドルをほぐすことに成功した。またＣＮＴ同士の凝集を抑えながら

ゴム中に分散させることにより従来に比べて数 10 倍～数 100 倍の高い導電性を発現させる

ことにも成功した。  

一般に複合材料が高い導電性を発現する場合、フィラーが緻密に連なっており、このよ

うな場合ゴムの持つ柔らかく変形しやすいという特徴は失われる。これは、伸び縮みする

母材の中に伸び縮みしないフィラーが張り巡らされていることが原因である。そのため母

材とフィラーとの間で剥離がおこり機械耐久性は著しく低下する。しかし長く広がった構

造を持つ単層ＣＮＴはマジックハンドの様に変形できるという特徴を有しており、ゴム中

で母材の変形に合わせてその形を変えることが出来る。このため、今回開発された導電性

ゴムは 5000 回繰り返し歪みに耐えるという優れた性能を示した。 

また、他社単層ＣＮＴを用いて同様の方法にて複合材料を作製し、その繰り返しひずみ

を与えながらその電気伝導性を測定したところ、他社製ＣＮＴを用いた場合比べて格段に

電気抵抗の低下は抑えることに成功した。これまで課題であった高い導電性を発現させる

際の課題であった耐久性を解決し、さらに変形時に導電性が低下しないという特徴から、

今後フレキシブルデバイスを含む様々な分野においてブレイクスルーになることが期待さ

れている。 
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図 III-47 導電性ゴムに繰り返しひずみを与えた際の積導電率の変化(縦軸は初期の体積導電率で規格化) 

 

（２）フッ素ゴムを相容化材とし、様々なゴムを母材とした高導電性ゴム 

ＣＮＴ複合材料は，高分子材料に少量のＣＮＴ添加によって電気・熱・機械特性の付与

もしくは向上が行えることから活発に研究が行われている。ＣＮＴ複合材料は、その優れ

た特徴から今後幅広い用途へ応用がなされることが期待されている。母材となる高分子材

料は、異なる使用温度、吸湿性、耐候性、耐オゾン性、最大ひずみ、ヤング率など異なる

物性を持つことから、使用する用途に合わせて最適な高分子材料を母材として選択する必

要がある。 

 スーパーグロース法により作製した単層ＣＮＴを成果-(1)で開発した方法を用いて、

様々ゴムを母材として複合材料化(ＣＮＴ含量-10 vol％)したところ、導電性に大きなばら

つきが生じた(図 III-48)。 

 

図 III-48 母材の違いによるＣＮＴ導電性ゴム(単層ＣＮＴ10 vol％)の体積導電率のばらつき      

フッ素ゴムで最大値 15 S/cm をとり、SEBS で最小値 2.0 S/cm となった 
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ＣＮＴ複合材料を様々な用途へ応用するためには、いかなる母材を用いても高い導電性が

必要となる。そこで、ＣＮＴ複合材料の体積導電率をフッ素ゴムを相容化材として用いる

ことにより向上させることを試みた。 

 フッ素ゴムを少量添加すると、フッ素ゴムは数 10μm のドメインを形成する。フッ素ゴ

ムと単層ＣＮＴは熱力学的な親和性が高い。より詳しく述べれば両者の溶解度パラメータ

ーが近いと推測されることから、ＣＮＴはフッ素ゴムドメインに多く集まり、結果的に単

層ＣＮＴ同士の接触が増加することが予想される。 

 図 III-49 に各種ゴムを 5もしくは 10 vol％加えた際の体積導電率の変化を示す。各バー

の色の薄い順にフッ素ゴム添加量は 0, 5, 10 vol％である。母材の種類によらず、フッ素ゴ

ムの添加量が増加するに従って体積導電率は向上しており、フッ素ゴム添加による体積導

電率改善の効果がはっきりと現れている。また、ラマンマッピングとエネルギー分散型 X

線分析(EDX)の結果から、フッ素ゴムドメインに単層ＣＮＴが集まっていることが確認され

た。 

一般的な相容化材は、低分子であるために複合材料の物性に対して悪影響を与える可能性

がある(機械物性の低下や成分脱離)。一方、化学的に最も安定で、使用温度も広いフッ素

ゴムを相容化材として使用することにより、脱離や高温下での使用に対して悪影響はおこ

らない。これらの点でフッ素ゴムを相容化材として使用する技術は優れている。 

 

図 III-49 各母材ゴムにフッ素ゴムを 5 および 10 wt％加えた際の体積導電率(ＣＮＴ充填量 10 vol％) 
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（３）ＣＮＴ充填量 0.1 wt％で 10-3 S/cm 以上の体積導電率のゴム材料 

今回開発した導電性ゴムは以下のようにして作製した。まずスーパーグロース法により

合成した単層ＣＮＴを有機溶媒中、あるいは界面活性剤を含む水中で 100μm 程度の凝集体

状に分散させた。この凝集体では単層ＣＮＴが数 10 本凝集したバンドルと呼ばれる構造は

なく、綿状に広がった単層ＣＮＴ同士が物理的に絡み合っている構造を形成している。こ

の構造は熱力学的な効果と物理的な相互の絡み合いの効果によってお互いに結びついてい

る。この綿状の単層ＣＮＴに有機溶媒に溶解したゴムを加え、適切な条件下で乾燥するこ

とにより単層ＣＮＴの凝集を防ぎつつ、絡み合った単層ＣＮＴが含まれる導電領域が連続

する構造を実現した。この領域は単層ＣＮＴが絡み合っている構造のため導電性が高い。

導電領域が連続することで導電経路が形成されるので、この導電性ゴムは高い導電性を示

す。また、この複合材料ゴムには単層ＣＮＴを含まずゴムだけからなる非導電領域も含ま

れている。この非導電領域により、ゴム本来の性質がほとんど保たれている。このような

導電領域と非導電領域が混在する構造とすることによって少ない単層ＣＮＴ添加量で、高

い導電性を実現し、しかもゴムの物性を保持した導電性ゴムが実現した。 

これまでも単層ＣＮＴを用いて、少ない添加量で高い導電性を実現させる試みがなされ

てきた。しかし、これまでは単層ＣＮＴが 1 本 1 本でばらばらに存在するような分散が理

想的とされていたため、単層ＣＮＴの導電経路が形成されるぎりぎりの濃度(パーコレーシ

ョンしきい値)では導電性は 10-5 S/cm 前後に留まっていた。これは単層ＣＮＴをばらばらに

するためには単層ＣＮＴを短くしてしまい、結果として導電性の改善が難しくなっていた

ためである。今回の開発では、発想を転換して、ばらばらの単層ＣＮＴが均一に分散した

構造ではなく、絡み合った長い単層ＣＮＴを含む導電領域と単層ＣＮＴを含まない非導電

領域をうまく混在させた構造とすることで、パーコレーションしきい値での導電率を 10-3  

S/cm、すなわちこれまでの 100 倍にまで向上させ、しかも、ゴム本来の特性を保持させる

ことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 III-50 単層ＣＮＴの分散の様子 
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図 III-51 (左)単分散では単層ＣＮＴは独立して存在するため、材料全体では絶縁体である。 

(右)単層ＣＮＴ凝集体[青枠]が連なることによって導電性を示す。また単層ＣＮＴを含まない 

  領域があるため添加量の低減やゴムの特性の保持が可能になる。 

 

（４）チタン並の熱伝導性を持つ炭素繊維/ＣＮＴ/ゴムハイブリッド材料 

CF と単層ＣＮＴは共に高い熱伝導性をもつが、構造は全く異なる。CF は直径が 10 マイ

クロメートル（μm）と太く直線性が高い。一方、スーパーグロース法によって作製した単

層ＣＮＴは直径が 3 nm 程度であり(合成された際には配向した構造体)、比較的自由に曲げ

ることができるという特徴がある。特に単層ＣＮＴは長さ数 mm にまで成長し、お互いに絡

み合った嵩高い網目構造を形成できる。 

これら炭素材料の特徴を生かして構造の制御を行った。まず、単層ＣＮＴを特殊な方法

で分散し、長さを保ちながら網目状に広がったネットワーク構造を形成した。その結果、

単層ＣＮＴは嵩高い状態になる。このように分散した単層ＣＮＴにピッチ系の CF および母

材であるゴム材料を加え、均一に分散させ成形することにより、フィルム状の成形体を得

た。フィルムの厚さは 100μm ～ 2000μm の範囲で調節できる。 

CF や単層ＣＮＴの組成をさまざまに変えながら試料を作製し、熱拡散率、密度、熱容量

を測定し、それらの結果から熱伝導率を決定した。一例として単層ＣＮＴ(4 wt％)とピッチ

系の CF(18 wt％)を含むフッ素ゴム複合材料の熱伝導性を示す。熱伝導率を測定した結果、

面内方向で 25 W/mK、面に垂直方向で 2 W/mK を示した(フッ素ゴム単体の熱伝導率は 0.2 

W/mK)。この熱伝導率はチタン(17 W/mK)やクロム鋼(19 W/mK)を上回るものであり、アルミ

ナ(29 W/mK)にせまる値である。比較例として CF のみを 20 wt％入れた試料の熱伝導率は、

面内方向では約 5 W/mK、面に垂直方向では 0.2 W/mK であるので、約 5 wt％の単層ＣＮＴを

添加することによって熱伝導率を大幅に向上できた。また、単層ＣＮＴの代わりとして多

層ＣＮＴを添加した場合、熱伝導率は半分以下にまで低下した。 

単層ＣＮＴを用いてこれほど高い熱伝導性が発現した原因として、構造観察などの結果

より、CF 間に嵩高い単層ＣＮＴネットワークが入り込むことにより CF の熱伝導率を橋渡し

したためと推測される。さらに、単層ＣＮＴを加えた場合、CF が複合材料中に均一に分布

しており、ＣＮＴの網目が CF の均一分散に寄与していることも明らかになった。また、単

層ＣＮＴは複合材料中に均一に分布するので、面に垂直方向の熱伝導の向上ももたらした。

このように CF と単層ＣＮＴのハイブリッド化により高い熱伝導性をもつ材料の開発に成功

した。 
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  今回開発した材料では、同様のスペックをもつ複合材料に比べて、熱伝導性添加材の分

散量を従来の 1/2 から 1/3 に低く抑えることができた。そのため、材料の脆化や硬化の影

響が小さく、母材が本来もつゴム物性を保つことに成功した。また図 III-52 に示すように、

今回開発した熱伝導性ゴムは同様の熱伝導性をもつ材料に比べて密度が低いため、軽量化

も期待される。 

 
図 III-52 各物質の熱伝導率と密度の関係今回開発した材料は低密度･高電導率という特徴をもつ 

 

（５）ゼータ電位および LD を用いたＣＮＴ網目評価技術の開発 

 ＣＮＴの溶液中での分散状態の評価については活発に行われてきており、数多くの報告

がある。しかし、これまでのＣＮＴの分散状態の評価は主に単分散ＣＮＴに関して行われ

てきた。単分散ＣＮＴは溶液に均質に分散し、バンドルも太くなく、また長さも短いこと

からその評価は比較的容易である。しかし、単層ＣＮＴを分散させることにより形成され

る網目構造はそのサイズが数 100μm にもおよぶ非常に大きい凝集体であり、またバンドル

や絡み合い点も多く形成されていることからその評価方法は無かった。しかし、網目構造

は絡み合い点密度やバンドルの解れ具合、単層ＣＮＴの最終的な長さによって多様な分散

形態をとり、この分散形態とスーパーグロース法単層ＣＮＴ複合材料の物性は緊密に関係

している。そのためスーパーグロース法単層ＣＮＴの分散状態を評価する方法を構築する

ことが求められていた。 

本プロジェクトではゼータ電位とレーザー回折法(LD)を用いて網目構造の解析を行った。

分散剤により分散した網目のゼータ電位は単位体積あたりの比表面積に対応している。そ

のため、ゼータ電位を測定する事によりバンドルの解れ具合を評価可能である。単層ＣＮ

Ｔのゼータ電位は-40 V～-120 V であり、-120 V ではほぼバンドルは解れた状態である。 

一方、レーザー回折で測定したＣＮＴ凝集体サイズは MIBK 中では 800μm 程度であり、分

散させるにつれて 100μm 程度まで小さくなる。単層ＣＮＴが出来るだけダメージを受けず

にバンドルをほぐせる場合、ゼータ電位の絶対値が大きく、LD サイズも小さくなる。この

二つの評価方法を導入することにより、単層ＣＮＴの取り得るあらゆる二次構造の評価・
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マッピングが可能になる(図 III-53)。 

今後、この分散手法とラマン分光法の G/D/比、粘度法等を組み合わせることにより、さ

らに網目分散構造評価手法の構築を行っていく予定である。 

 
図 III-53 単層ＣＮＴの構造分類モデル。横軸はＣＮＴのバンドルのほぐれ具合を示し、右にいくほどバ

ンドルはほぐれている。縦軸は各々のＣＮＴの長さを示している。この二つの軸を導入することにより、

ＣＮＴの取り得る様々な二次構造を表現することが可能となる。 

 

（６）スーパーグロース法ＣＮＴの分散状態と物性の相関の解明 

 フィラーの分散装置は、多くの企業によって開発が行われており、分散機ごとに異なる

せん断力、量産性、媒体種などの要素を持ち、分散後の状態も分散機ごとに大きくばらつ

くことが予想される。現在まで、ジェットミルを中心として検討を進めてきたが、他の分

散機を試す必要が有った。 

 本プロジェクトでは、15 種類以上の分散機を用いて単層ＣＮＴを分散し、その分散状態

と複合化した際の体積導電率の関係について評価した。 

 

（７）10 社との技術相談および 4社へのＣＮＴ試料提供 

本プロジェクトでは、ナノテク展・産総研オープンラボなどを通じて、上記の試料・研

究成果を展示・公開することにより以下の表に示す企業からの問い合わせを頂いた。また、

技術相談、ＣＮＴサンプル提供、複合材料のサンプル提供等を通じて、実用化に取り組ん

でいく予定である。 

表 III-1 企業コンタクトリスト 

No 企業名 分類 用途 技術相談
ＣＮＴ 

提供 

複合材料

試料提供

1 ゴム関連 A  低パーコ，導電性ゴム 導電性ゴム材料  0 0 

2 ゴム関連 B 低パーコ  タイヤ   0 O 希望 

3 電気関連 A  伸長-導電性  電磁波シールド  0 O 

4 化学関連 A 色々  販売希望  0 - 
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5 ゴム関連 C  導電性ゴム 導電性ゴム  0 O 希望 

6 ゴム関連 C 熱伝導性 導電性ゴム 0 O 希望 

7 ゴム関連 D 低パーコ  帯電ロール  0 O 

8 ゴム関連 E 導電性ゴム  帯電ロール  0 

9 自動車関連 A 低パーコ  静電塗装  O 

10 電気関連 B 不織布  層間補強  O - 

11 自動車関連 B 分散液  放熱(分散液)  O O 

12 化学関連 B  低パーコ  PC へのＣＮＴ分散  

13 電気関連 C 熱伝導  垂直方向熱伝導  

14 建築関連 A 低パーコ   O 希望 希望 

15 部材関連 A  低パーコ  低充填試料  × 

16 化学関連 C 不織布  層間補強，不織布  O 

17 繊維関連 A  低パーコ  車輌部品，材料  

18 電気関連 D 熱伝導   

19 部材関連 B 導電性ゴム  

20 電気関連 E  O 希望 希望 

21 商事 A   O 希望 希望 

22 部材関連 C   

23 研究機関 導電性ゴム 充電部分 

24 電気関連 E  

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

基本計画に示す中間目標に対する達成度 

収率50％以上で、複合材全体中で1～15％の単層ＣＮＴ重量充てん率を持ち、「網目」状か

つ均一な単層ＣＮＴの分散複合材料を製造する技術を開発する。 

：複合材料単層ＣＮＴ充填率15 wt％を達成。導電性試験や構造観察により均一にＣＮＴが

充填されていることを確認した。 

：収率に関しては大型のSugino-Jett millの導入および他のプロセスの改善により大幅に

改善し80％以上の収率を達成した。 

：達成 

 

（まとめ） 

 ②-(b)では単層ＣＮＴによる網目構造およびそれを用いた複合材料開発を行った。特

にゴムを母材とした複合材料開発を行い、機械特性や熱伝導性材料を備えたＣＮＴ複合
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材料を開発した。 

スーパーグロース法により合成した単層ＣＮＴは網目状に分散するという特徴的な

性質を持つ。この網目状の分散状態を形成、評価、複合化する技術を開発し、複合材料

を企業側に公開することにより、実用化を目指している。特に、平成 23 年秋からスー

パーグロース法ＣＮＴの供給も開始されており、着実に企業との連携が進んできている。 

（今後の展開） 

今後、開発したＣＮＴ導電性ゴムに関する技術はＴＡＳＣを通じて各企業等との共同研究

などによって実用化に向けて開発を続け、フレキシブルデバイスに限らず、電気を通し、

機械耐久性を持つフレキシブルな材料を、様々な分野へ応用展開していく予定である。ま

た企業との積極的な技術移転によってＣＮＴ複合材料の実用化を目指していく。 

 

２．２．②-(c) 板状単層ＣＮＴ複合材料の開発 

 

１）研究開発成果の概要 

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 

（１）銅と同等の導電率と銅の 100 倍の電流容量を持つＣＮＴ／銅複合材料の開発に成功。

またその微細加工技術についても開発に成功。 

（２）板状ＣＮＴをエポキシと複合化することにより、ヤング率を 5 倍／引張強度 2 倍ま

で向上させたＣＮＴ／エポキシ複合材料の開発に成功。 

 

２）研究開発成果 

（１）銅と同等の導電率と銅の 100 倍の電流容量を持つＣＮＴ／銅複合材料の開発に成功 

 ＣＮＴの導電率を改良するため、電着によってＣＮＴを銅と複合化する合成方法を開発

した。合成プロセスでは、成長基板から分離したＣＮＴフォレストを使用する。フォレス

トの液体緻密化は、ＣＮＴマトリックス全体における Cu2+イオンの均一なろ過を促進するた

め、有機アセトニトリル媒体中で Cu2+イオンの存在下で行った後、有機相電着を行なった。

自己組織化したＣＮＴ構造（ＣＮＴ固体等）は SS メッシュ上に固定して陰極として機能し、

銅が陽極として機能した。使用した電解液はアセトニトリルに酢酸銅を加えた溶液である。

電着は、クロノポテンシオメトリー法により、1～5 mA/cm2 の定電流密度で行なった。有機

相電着は、ＣＮＴの疎水性の壁を濡らして銅のシードを形成するために採用した。その後

還元アニールを行い、複合材料を水素雰囲気、250℃で 3時間加熱して銅の酸化物被覆を除

去した。水溶液電着によって銅のシードをさらに成長させ、ＣＮＴ／銅複合材料を製造し

た。製造プロセスの概略図を以下に示す（図 III-54）。 
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図 III-54 ＣＮＴ／銅複合材料の製造における各ステージの概略図 

 

 導電率はプローブ間の変化量が最小である四端子プローブと二端子プローブを使用して

測定し、この複合材料の導電率は 4.7 × 105 Scm-1であった。熱重量分析によって複合材料

中の銅とＣＮＴの重量分率を測定した。具体的には、銅とＣＮＴの密度をそれぞれ 8.94 g/cc

と 0.5 g/cc と仮定し、銅とＣＮＴの重量分率を占有容積比に変換した。下の最終比較図(図

III-55)で、ＣＮＴ／銅複合材料はバルク密度が純銅より 42％も低く、かつ銅と同等の導電

率を示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 III-55 異なる製造段階のＣＮＴ／銅複合材と純銅の導電率、密度、および銅の占有容積比の比較 

 
 ＣＮＴ／銅複合材の電流密度耐性を、10-6 torr の真空中で電気的測定が可能な装置を用

いて評価した。電流密度の増加に伴う複合材料の抵抗率の変化を予測するために電流・電

圧特性を評価した。ＣＮＴ／銅複合材の抵抗率は、電流密度 6.1 × 108 A/cm2までは不変で

あったが、その後は急激に増加し、最終的に 6.8 × 108 A/cm2で切断した。それに対して同

等の寸法の銅および金の配線は約 106 A/cm2で切断した。試験前後における試験構造の目視

検査により試験後の切断を確認した。微細パターンの形成ではＣＮＴの薄膜を事前に準備

したプロトコルに従って基板上に転写した。このようなＣＮＴ構造は従来のリソグラフィ

ー技術でパターン形成することができる。このようにパターン形成したＣＮＴ構造は、銅 

の電着およびその後の複合材料形成のためのテンプレートの役割を果たした。さらに、こ

の方法では寸法と形状の異なる複雑な回路状のパターンを単一基板上に同時に形成するこ
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とができた。 

図 III-56 (A)電流密度の変化に伴う抵抗率の変化：ＣＮＴ／銅（黒い線）、銅（赤い線）、金（青い線）。

見やすいように、対応する銅線と金線の挙動を挿入図に示す。ＣＮＴ／銅試験構造の故障前後の SEM 画像

も横に示す。(B)回路状に形成したＣＮＴ／銅複合材のSEM画像を示す。スケールバーは10μmに対応する。 

 

（２）板状ＣＮＴをエポキシと複合化することにより、ヤング率を 5倍／引張強度 2倍ま

で向上させたＣＮＴ／エポキシ複合材料の開発に成功 

板状単層ＣＮＴの製造技術を開発するため、単層ＣＮＴフォレストの機械的圧縮につい

て検討した。その結果、ロールプレス法により、液相含浸が容易で、力学強度向上や電解

めっきに適した単層ＣＮＴ集合状態の制御が可能であることを見出した。次に、液相含浸

を利用したポリマーとの複合化について検討した。その結果、板状単層ＣＮＴ内部のポア

を埋設するために必要なエポキシ樹脂最小量を塗布し、真空下脱泡後、加熱プレスするこ

とで良好に含浸できることが分かった。得られた試料で引張試験を行ったところ、樹脂に

対してヤング率5倍、引張強度2倍の向上を確認できた。 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

基本計画に示す中間目標に対する達成度 

 平成24年度までに、板状単層ＣＮＴを既存材料と複合化する技術を開発し、特に、以下

の特性を達成する。 

ア．30 wt％以上の金属を含有する板状単層ＣＮＴ／金属複合材料を開発する。 

：ＣＮＴに銅を複合化することにより Cu と同等の伝導率を持ち、さらに銅の 100 倍の電

流容量をもつ複合材料の開発に成功（Cu 最大付着量 90 wt％）。 

：達成 

イ．微粒子が担持された板状単層ＣＮＴ／微粒子複合材料を開発する。 

：板状単層ＣＮＴへの微粒子担持方法を検討する。 
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：未達 

ウ．樹脂の 3倍の力学強度を有する板状単層ＣＮＴ／樹脂複合材料を開発する。 

：エポキシ樹脂に対して板状ＣＮＴを複合化することにより、ヤング率を 5倍、引張強度

を 2倍向上させることに成功した。 

：達成 

 

（まとめ） 

（１）スーパーグロース法単層ＣＮＴを銅などの金属と複合化し、高導電率のＣＮＴ/銅複

合材を製造することに成功した。電着によりＣＮＴ／銅複合材を作製した。このＣＮＴ／

銅複合材は 4.7 × 105 Scm-1の導電率を示し、これは純銅の導電率（5.8 × 105 Scm-1）とほ

ぼ同等であった。ＣＮＴ／銅複合材料のバルク密度は 5.2 g/cc で、ＣＮＴの複合化により、

純銅（8.9 g/cc）に比べて 42％も低くなった。ＣＮＴ／銅複合材の組成は銅の約 60 vol％、

ＣＮＴの約 40 vol％であり低密度であることが明らかになった。 

また、ＣＮＴ／銅複合材は純銅に比べて 100 倍以上の電流密度に耐えられる。銅はしば

しば 106 A/cm2に近い電流密度でエレクトロマイグレーションに起因した故障を起こす。複

合材料の最大電流密度は 6.1 × 108 A/cm2 で、これはほとんどの金属（銅、アルミ、金、

銀など）の 100 倍以上であり、これは高導電率と高電流密度耐性の両方を示す唯一の材料

である。 

ＣＮＴ／銅複合材をリソグラフィーでパターン形成する微細加工プロトコルの開発に成

功し、微小電子デバイスの配線や回路のような任意の形状や寸法を持つ様々なパターンの

形成が可能となった。ＣＮＴ／銅複合材料は 1～20μm の寸法（精度 0.3μm）でパターン形

成することができる。さらに、パターンは最大で 25 × 104μm2 の面積に無欠陥で形成する

ことができる。 

（２）機械的圧縮法により板状単層ＣＮＴ製造技術、および板状単層ＣＮＴへのポリマー

複合液相含浸技術を開発し、エポキシ単体に比べてヤング率を 5 倍、引張強度を 2 倍まで

向上させることに成功した。 

 

（今後の展開） 

 今後は、ＣＮＴ／銅複合材の熱的特性を調査する予定である。銅の複合化は複合材の熱

伝導率を向上させると期待され、熱界面材料としての応用につながる可能性がある。また、

パターン形成したＣＮＴ／銅複合材構造の力学特性についても測定する予定である。 

今回の電着方法はプラチナ、パラジウム、ニッケル、スズなど、多種の金属についても応

用可能である。さらに、電着はＣＮＴマトリックス内で粒径および濃度の精密な制御を可

能にするため、燃料電池の触媒に応用可能な、プラチナおよびパラジウムを含有するＣＮ

Ｔ材料を製造することが可能になる。 
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２．２．②-(d) ポリマーに分散する技術の開発 

１）研究開発成果の概要  

本研究テーマでは、九州大学と共同で研究を進め、これまでに次の優れた成果が得られて

いる。 

（１）単層ＣＮＴ分散基盤技術を開発 

（２）複合材料を大量生産可能なＣＮＴ分散基盤技術の確立 

（３）体積導電率 100 S/cm を超える低コスト複合材料の作製に成功 

 

２）研究開発成果   

（１）単層ＣＮＴ分散基盤技術を開発 

本研究課題では、単層ＣＮＴ複合材料を得るための基盤技術である分散技術構築を目的

とし研究を実施した。具体的には、単層ＣＮＴの中でも優れた特性を有し、かつ材料の低

コスト化が見込めるスーパーグロース法により得られる単層ＣＮＴ（以下、スーパーグロ

ース法ＣＮＴ）に注目し、①複合材料のさらなる高性能化を達成するための基盤技術開発、

②新しい評価技術確立を目指し検討を行った。 

①複合材料のさらなる高性能化を達成するための基盤技術開発 

種々のポリマーに注目しスーパーグロース法ＣＮＴの分散特性を検討した結果、既知の

ＣＮＴ用の分散剤が好適に用いられることが確認された。特にスーパーグロース法ＣＮＴ

は、ハロゲン系原子を有するポリ塩化ビニルのような安価な材料に対しても良好な分散性

を示すという新たな知見を見出した。スーパーグロース法ＣＮＴの分散特性に関しては継

続して検討を行う。 

また、スーパーグロース法ＣＮＴと重合法を組み合わせることにより、スーパーグロー

ス法ＣＮＴを表面に吸着したポリマー粒子、スーパーグロース法ＣＮＴを内包したポリマ

ー粒子の作り分けが可能であることを見出した（図 III-57 ポリマー合成技術を活用した単層Ｃ

ＮＴ／ポリマー複合粒子合成）。スーパーグロース法ＣＮＴを表面に吸着したポリマー粒子は

導電性粒子への応用、或いは複合材料中でのスーパーグロース法ＣＮＴパーコレーション

形成向上のメリットが期待される。 
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図 III-57 ポリマー合成技術を活用した単層ＣＮＴ／ポリマー複合粒子合成 

②新しい評価技術開発 

単層ＣＮＴをコーティングしたシリカ粒子充填カラムを作製し、各種単層ＣＮＴの表面

状態を測定できる体制を整えた。また、透過型電子顕微鏡の観察条件の最適化により、複

合材料中の単層ＣＮＴを測定することに成功した（図 III-58）。これら技術は以降の技術

開発にフィードバックする予定である。 

 
図 III-58 スーパーグロース法ＣＮＴ複合材料の TEM 写真 

 

（２）複合材料を大量生産可能なＣＮＴ分散基盤技術の確立 

本研究課題では、製造プロセス負荷が小く、かつ大量生産が可能な分散基盤技術確立を

目的とし研究を実施した。本研究テーマでは、低コスト化が見込めるスーパーグロース法

ＣＮＴに注目し検討を実施した。スーパーグロース法ＣＮＴの分散特性を把握するため、

水、有機溶媒系への分散について検討を実施した結果、既存の単層ＣＮＴを分散させる分

散剤がスーパーグロース法ＣＮＴにもそのまま適用可能であり、中でも汎用性の高い界面

活性剤/水系に対して良好な分散性を示すことが確認された。ポリマー、特に合成ゴム系材

料の代表的なプロセスとして、有機溶媒中でモノマーを重合しポリマーを得る製造法（溶

液重合）、水中でモノマーを乳化させミセル中でモノマーを重合しポリマーを得る製造法

（乳化重合）がある。スーパーグロース法ＣＮＴは水を媒体にした系で良好な分散性を示

すことを考慮すると、水を媒体にしてポリマーを得る乳化重合法により得られるラテック

スを活用した分散プロセスが複合材料製造最適プロセスに近いと判断し、詳細検討を行っ

た。 

ポリマーは一般的なゴム材料であるアクリロニトリル－ブタジエン系ゴム（以下、NBR）

ラテックス、ＣＮＴはスーパーグロース法ＣＮＴ、比較として多層ＣＮＴである NC7000 を

検討に用い(図 III-59 各種ＣＮＴの TEM 像)、複合材料の電気特性を比較した。 
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図 III-59 各種ＣＮＴの TEM 像 

ラテックスを介した分散プロセスは、①水／界面活性剤水溶液にＣＮＴを分散し、ＣＮ

Ｔ分散液を得るプロセス、②ラテックス溶液とＣＮＴ分散溶液とを混合し混合液を得るプ

ロセス、③混合液から複合材料を回収するプロセスからなる。 

超音波を用いてＣＮＴ分散液を作製するプロセスを用いて、上記プロセス全体における

ＣＮＴへのダメージをラマン分光法により確認した。ＣＮＴに欠陥の導入された場合、1，

350 cm-1の D バンドのピークが大きくなる現象が見られる（G/D 比が低くなる）はずである

が、検討に用いたＣＮＴ、ＣＮＴ分散液、複合材料中でそれぞれ測定を実施した結果 G/D

比の低下はみられず、当該分散法によりＣＮＴはダメージを受けていないことが確認され

た（図 III-60）。すなわち、当該プロセスはＣＮＴにダメージを与えない分散プロセスで

ある。さらに、スケーラブルな分散プロセス確立を目指し、ＣＮＴ分散プロセスの探索を

行った結果、ジェットミル分散が当該プロセスに好適に使用できることが確認された。 

 

図 III-60 各プロセスにおけるＣＮＴのラマンスペクトル 

得られた複合材料を所定のサイズに成形し、複合材料成形体の体積導電率を測定した結

果を以下に示す。スーパーグロース法ＣＮＴを用いた複合体は、NC7000 の複合体よりも低
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添加で高い体積導電率を示し、かつ繰り返し再現性も優れていることが明らかとなった。 

また、得られた複合材料はスーパーグロース法ＣＮＴが高度に分散された状態でマトリ

ックスポリマー中に存在していることが確認され、このスーパーグロース法ＣＮＴ同士の

高度なネットワークにより、複合材料への高い電気導電性の付与、優れた繰り返し再現性

を示すと考えられる（図 III-61）。 

 

 

図 III-61 スーパーグロース法ＣＮＴ複合材料の SEM 写真 

（左から、スーパーグロース法ＣＮＴ：なし、スーパーグロース法ＣＮＴ：1 wt％、スーパーグロース法

ＣＮＴ：10 wt％） 

上記プロセスを用いて、NBR以外の材料（水素化アクリロニトリル－ブタジエンゴム、

スチレン－ブタジエンゴム、アクリル系ポリマー）を用いて複合材料を作製したところ、

ゴム系、樹脂系いずれのポリマーにも適用可能なことから、汎用性の高いプロセスであ

ると判断した。 

本研究により開発したプロセスは、最小の設備投資（ＣＮＴ分散装置のみが特殊）で複

合材料を効率的に製造できるプロセスであり、かつ一般的な合成ゴム製造設備をそのまま

活用できる技術であることから、量産に好適なプロセスであると言える。次年度以降、当

該基盤分散技術を活用し、複合材料のサンプル提供、大量生産に資する工業的分散技術へ

のブラッシュアップを実施する。 

 

（３）体積導電率 100 S/cm を超える低コスト複合材料の作製に成功 

本研究課題では、電気導電性に優れる複合材料を具現化するための基本配合確立を目的

とし研究を実施した。優れた特性の複合材料が得られるスーパーグロース法ＣＮＴ、並び

にマトリックスポリマーとしては高電気伝導複合材料が得られている既知のフッ素ゴムに

注目し予備検討を行った。その結果、フッ素ゴム／スーパーグロース法ＣＮＴ配合系では

50 S/cm を超える高電気伝導複合材料は困難であると判断した。ポリマー構造、導電性添加

剤の最適化検討を実施した結果、フッ素系ポリマー（フッ素ゴム）／導電性添加剤／スー

パーグロース法ＣＮＴの系において、100 S/cm 以上（最大 145 S/cm）の導電性の高い複合

材料を得ることに成功した。この優れた特性は他の単層ＣＮＴ、多層ＣＮＴでは得られな

い特性であり、スーパーグロース法ＣＮＴを用いた場合にのみ非常に高い電気導電性を発

現する（図 III-62）。 
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図 III-62 フッ素ゴム/導電性添加剤/各種ＣＮＴ複合材料の電気導電率 

本検討で得られた複合材料は、安価な導電性添加剤を使用していることから材料コスト

を大幅に低減する効果もあり、現時点で電気導電率 80 S/cm、スーパーグロース法ＣＮＴ単

独の複合材料の 1/3 以下のコストの成形加工可能な複合材料が得られている。しかしなが

ら、現組成ではポリマーが持つ特性（引張、曲げ特性等）が犠牲になっているため、複合

材料のプロセス検討を含め継続して検討を実施する予定している。 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

基本計画に示す中間目標に対する達成度 

モデル物質となる樹脂・ゴム等に、熱伝導性、導電性等の物性が変化するのに十分な量

の単層ＣＮＴを均一に分散する技術を開発する。特に導電性ゴムにおいて 80 S/cm を達成

する。 

：単層ＣＮＴ高充填でも均一に分散する基盤技術確立 

：導電ゴムで 100 S/cm 以上（最大：145 S/cm）の複合材料配合確立 

 

（まとめ） 

（１）複合材料大量生産が見込める複合材料製造プロセス確立を目指し、ラテックスを用

いた分散について技術を開発した。当該手法は、ゴム系、樹脂系いずれのポリマーにも適

用可能であり、汎用性の高い技術であることが確認された。また、当該手法を構成する各

種プロセスの最適化を行い、スケールアップが容易なＣＮＴの分散、ＣＮＴ分散液とラテ

ックスの混合、複合材料回収に関する基盤技術を確立し、複合材料製造プロセス基盤技術

確立を達成した。 

（２）10 S/cm 以上の導電性を示す複合材料の配合確立を目指し、複合材料中の樹脂構造、

導電性添加剤等の最適化を実施した。樹脂構造、導電性添加剤の最適化検討を実施した結
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果、フッ素系ポリマー（フッ素ゴム）/導電性添加剤/スーパーグロース法ＣＮＴの系にお

いて、100 S/cm 以上（最大 145 S/cm）の導電性の高い複合材料を得ることに成功した。ま

た、本検討で得られる複合材料は、安価な導電性添加材を使用していることから、材料コ

ストを大幅に低減する付帯効果もある。 

 

（今後の展開） 

複合材料を市場に受け入れてもらうためには、大量生産可能な複合材料製造プロセスの

さらなる深耕、低コスト高性能配合の確立が必要である。いずれの課題においても分散基

盤技術の確立が第一課題であるため、ポリマー構造、添加剤、単層ＣＮＴ処理の最適化検

討、複合材料高性能化に係る基盤技術開発を継続して実施する。具体的には、ポリマーの

官能基と単層ＣＮＴの分散性、複合材料特性の関係明確化、そのメカニズム解明を実施す

る。それにより、高性能複合材料に最適な分散プロセスが確立され、用途開発が促進され

るものと考えている。 

また、本 PJ で開発したラテックスを用いた複合材料製造プロセスは工業プロセスとして

極めて有効な技術であるが、工業生産を見据えた技術のさらなる深耕が必須である。そこ

で、ラテックス粒子特性と複合材料特性の関係明確化、安定性の高い分散媒の開発等を継

続して行い、工業プロセスへの技術移管を早期に実現し用途開発を促進する。 

 

２．２．②-(e) 金属中に分散する技術の開発 

 

１）研究開発成果の概要  

本研究テーマでは、大阪府立産業技術総合研究所、北海道大学と共同で開発を進め、これ

までに次の優れた成果が得られている。 

（１）放電プラズマ装置を用いて、スーパーグロース法によって生成された単層ＣＮＴを

熱処理し、高結晶性の単層ＣＮＴを得た（G/D 評価で従来の約 5倍）。 

（２）放電プラズマ装置を用いて単層ＣＮＴの熱処理を行った結果、単層ＣＮＴの直線性

が増し、比表面積の減少(バンドル化)が確認され、分散性向上が得られた。 

（３）放電プラズマ装置を用いて熱処理した単層ＣＮＴを用い、最高で 840 W/mK の熱伝導

特性を有する材料を得た（アルミニウムの約 4倍、銅の約 2倍）。 

（４）実製品サイズの放電プラズマ焼結技術を開発し、効率よく、パワー半導体放熱板（φ

350）を製作することに成功した。 

（５）サンプル提供を開始し、熱異方性に関する独自の設計解析技術に基づいて、サンプ

ル提供先の要求仕様に応じた最適な放熱構造を提案した。 

（６）パワー半導体の素子を搭載するため、単層ＣＮＴを用いた高熱伝導性放熱板に金メ

ッキを適用、サンプル提供先が要求する剥離耐久性を満足した。 

（７）単層ＣＮＴと、放電プラズマ装置を用いて熱処理を行った安価な炭素繊維を併用し、
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低コスト化製造技術（従来の製造コストの約 20 分の 1）の開発を進め、材料標準化に向け

て調査を開始した。 

 

２）研究開発成果   

（１）放電プラズマ装置を用い、スーパーグロース法によって生成された単層ＣＮＴを熱

処理し、高結晶性の単層ＣＮＴを得た（G/D 評価で従来の約 5倍）。 

 平成 22 年度に導入した放電プラズマ焼結装置を用いて、スーパーグロース法によって生

成された単層ＣＮＴを熱処理し、結晶性の改良を試みた。ＣＮＴのラマン分光分析におけ

る G/D 比は、ＣＮＴの結晶性と相関があるとされるため、熱処理温度を変えて試験し、ラ

マン分光分析を行った。 

 その結果、図 III-63 に示す、熱処理温度と G/D 比の関係が得られた。単層ＣＮＴの G/D

比は、1250℃近傍で最も高くなり、未処理の約 5倍になった。しかし、1250℃を超えると

低下傾向を示した。一方、多層ＣＮＴの G/D 比は、全般に単層ＣＮＴと比較して高くなら

ないが、熱処理温度と共に、僅かづつではあるが、高くなる傾向を示した。これらの結果

から、(3)に述べる、単層ＣＮＴの結晶性と得られる高熱伝導性材料の熱伝導特性の関係を

検討した。 

 
図 III-63 熱処理温度と G/D 比 

 

（２）放電プラズマ装置を用いて単層ＣＮＴの熱処理を行った結果、単層ＣＮＴの直線性

が増し、比表面積の減少(バンドル化)が確認され、分散性向上が得られた。 

 熱処理した単層ＣＮＴを FE-SEM で観察し、図 III-64 に示すように、1000℃以上では、

温度が上がるほど、直線性が増す傾向にあることを確認した。おそらく、(1)で述べた、単

層ＣＮＴの高結晶化により、直性性が増加するものと考えられ、材料の熱伝導特性の向上

に寄与していることが示唆される。 

 また、放電プラズマ熱処理時の温度毎に、単層ＣＮＴの比表面積の変化を測定した。そ

の結果を図 III-65 に示す。1500℃で比表面積がもとの約半分まで減少することを確認した。
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熱処理した単層ＣＮＴを水に分散した場合、熱処理前よりも分散性が上がる。このことは、

バンドル化によって比表面積が減少するためではないかと考えられ、得られる材料の熱伝

導特性の向上に寄与することが示唆される。 

 

  
熱処理前（倍率；左 10K、右 25K） 

 

  
熱処理後（倍率；左 10K、右 25K） 

図 III-64 熱処理した単層ＣＮＴ（FE-SEM 観察） 

 

               

図 III-65 熱処理温度と比表面積 

 

（３）放電プラズマ装置を用いて熱処理した単層ＣＮＴを用い、最高で 840 W/mK の熱伝導

特性を有する材料を得た（アルミニウムの約 4倍、銅の約 2倍以上）。 

 これまで、単層ＣＮＴをアルミニウム粉末中に分散し、放電プラズマ焼結を用いて固化

することで、効率よく、高熱伝導性の複合材料を得る手法を開発してきた。アルミニウム

は、ヒートシンクや熱交換器に多用される材料であるが、アルミニウム表面の酸化被膜が

強固であり、一般的な焼結法では固化できない。放電プラズマ焼結法を用い、その通電条

件をうまく制御して酸化被膜を破壊すれば、単層ＣＮＴとアルミニウムを複合化し、高熱
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伝導性材料とすることができる。その際、アルミニウムの融点直下の温度に保持し、溶融

させることなく、原子拡散を促して、単層ＣＮＴとアルミニウムを密着させる。このこと

で、溶融させるための熱エネルギー（融解熱、潜熱）が不要となり、短時間で効率的に焼

結ができる。また、溶融によって分散性や配向性が乱されることがなく、熱抵抗となる界

面生成物も生成されない。 

 今回、予め、単層ＣＮＴを放電プラズマによって熱処理し、放電プラズマ焼結によって、

アルミニウムとの複合材料を製作した。単層ＣＮＴの放電プラズマ熱処理温度と得られた

複合材料の熱伝導特性の関係を図 III-66 に示す。多層ＣＮＴを用いた場合と比較すると、

単層ＣＮＴの優位性が明らかである。最高で 840 W/mK、安定的には 750～800 W/mK の熱伝

導率が得られた（従来より、僅かな単層ＣＮＴの添加が、熱伝導特性の向上に大きく寄与

することが判明しており、ここでは、VGCF含有率を60％、添加する単層ＣＮＴ含有率を0.5％

として最適分散した。なお、VGCF 含有率 60％では 620 W/mK）。放電プラズマ装置を用いた

熱処理温度と熱伝導特性の関係は、1250℃で最も高くなり、G/D 比と同様の傾向を示した。 

 
図 III-66 単層および多層ＣＮＴの放電プラズマによる熱処理温度と材料の熱伝導特性 

 

（４）実製品サイズの放電プラズマ焼結技術を開発し、効率よく、パワー半導体放熱基板

を製作することに成功した。 

 熱伝導性の高い材料が求められるパワー半導体基板の市場調査の結果から、一般的な放

熱基板のサイズは A4（300×200×3 t）以上である。そのため、φ350 ㎜、厚さ 7 ㎜のサイ

ズでの放電プラズマ焼結時の温度制御手法を確立し、高熱伝導性材料を製作することに成

功した。 

つまり、このサイズ全面の温度を均一に保ちつつ、融点直下まで昇温し、アルミニウム

を溶融させることなく、温度を保持した。その後、ひずみが入らないよう、全面をほぼ均

一な温度に保ちつつ降温し、放電プラズマ焼結する条件を求めた。大電流かつ低電圧で、

全体に効率よく熱が伝わるよう、非常にシンプルな焼結型とした。熱電対を焼結型に 6か
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所配置し、放電プラズマ電極板に 2か所以上配置し、制御手法の確認を行った。 

 このように製作した高熱伝導性材料をアルミニウムの熱伝導特性と比較した。図 III-67

に示すように、円板の下部にヒーターを張り付けて、直流安定化電源装置を用いて加熱し

た。そして、図 III-68 に示すように、円板の表面に、液晶感熱シートを張り付けて、温度

の伝わり方を可視化した。その結果、このサイズの全面において、熱伝導特性の差異が明

確化することができた。 

 

 
図 III-67 伝熱特性比較試験 

 

 
図 III-68 伝熱特性比較試験の結果 

 

（５）サンプル提供を開始し、熱異方性に関する独自の設計解析技術に基づいて、サンプ

ル提供先の要求仕様に応じた最適な放熱構造を提案した。 

 電気自動車や大型コンピュータ・サーバーなど、パワー半導体を多用する機器は、トラ

ンジスタの排熱が性能向上のボトルネックとなっている。ヒートシンクの放熱フィンの微

細化は、既に、目詰まりや加工限界に達しており、冷却ファンの高出力化が図られたり、

スーパーコンピュータなどでは、水冷式の巨大な冷却構造が不可欠となり、機器の大型化

やエネルギー消費の増大を招いている。
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 そのため、アルミニウムや銅よりも高い熱伝導特性を有する材料の要求は非常に強く、

単層ＣＮＴを金属中に分散した高熱伝導性材料のニーズは顕在化している。高熱伝導性材

料を用いた放熱板の応用を検討する電機・自動車メーカーとのコンタクトを開始し、使用

条件などの仕様に基づいた熱伝導解析を行った。その例を図 III-69 に示す。高熱伝導性材

料は放熱性が高く、アルミニウムに比べて低温領域が広くなっていることがわかる。熱異

方性を生かした設計とすることが鍵で、発熱量や発熱部と冷却部の位置関係を考慮し、サ

ンプル提供先の要求仕様に対する最適な放熱構造を提案した。 

 

図 III-69 熱異方性解析の結果（左；アルミニウム、右；高熱伝導性材料） 

 

（６）パワー半導体の素子を搭載するため、単層ＣＮＴを用いた高熱伝導性放熱板に金メ

ッキを適用、サンプル提供先が要求する剥離耐久性を満足した。 

 高熱伝導性材料のサンプル提供先の一つにおいて、放熱基板にパワー半導体の素子を搭

載する際、はんだ付けを可能とするため、表面に金メッキの適用試験を行った。その結果、

均一に金メッキを施すことができ、ピール試験(金メッキ剥離試験)を実施して、サンプル

提供先の剥離耐久性の評価基準を満足することを確認した。サンプル提供先によると、現

在開発中の高性能素子を搭載するためには、不可欠となる試験をクリアしたことになる。 

 
図 III-70 高熱伝導性材料に金メッキを適用 

 

（７）単層ＣＮＴと、放電プラズマ装置を用いて熱処理を行った安価な炭素繊維を併用し、

低コストでの製造技術の開発を進め、材料標準化に向けて調査を開始した。 

 高熱伝導性材料を広く上市するためには、コストが重要となる。そのため、単層ＣＮＴ
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と、放電プラズマ装置を用いて熱処理を行った安価な炭素繊維を併用することにより、従

来コストの約 20 分の 1となる製造技術の開発を進めた。特殊で高価な VGCF を代替し得る

ことが判明し、同時に、強度向上の傾向も認められた。このことから、航空宇宙用などの

高付加価値製品以外への適用可能性が拓けた。なお、航空宇宙用材料とするには材料標準

化(スペック化)し、材料の信頼性を実証する必要がある。そのため、熱伝導特性の他、強

度試験法など、標準化の方法について検討を開始した。 

 
３）成果のまとめと今後の展開 

 

（成果の達成度） 

基本計画に示す中間目標に対する達成度 

ア．高熱伝導性材料の熱伝導率が 900 W/mK 以上となること 

：単層ＣＮＴの放電プラズマによる熱処理条件（電流・電圧、波形など）の最適化など、

熱伝導特性の向上に向けて、技術開発を推進中。 

：未達 

イ．高熱伝導性材料のサイズが 300×200 ㎜以上となること 

：放電プラズマ焼結において、このサイズ全面の温度を均一に保ちつつ、融点直下まで

昇温し、アルミニウムを溶融させることなく、温度を保持し、降温する制御手法を開発。 

：達成 

 

（まとめ） 

（１）主に、パワー半導体用の高効率放熱板への適用を目的とし、単層ＣＮＴを用いた高

熱伝導材料を開発を進めた。放電プラズマによる単層ＣＮＴの熱処理や焼結技術の開発を

進め、量産化に向けた基礎的な知見を得た。 

（２）単層ＣＮＴと安価な原材料を併用した、高熱伝導性複合材料の製造プロセスを見出

すことができ、材料標準化に向けて、調査検討を開始した。 

 

（今後の展開） 

 単層ＣＮＴを用いた高熱伝導性材料の熱伝導性の向上には、単層ＣＮＴに対する放電プ

ラズマ熱処理が有効であるが、その熱処理温度のみが直接作用する因子とはいえないこと

が明らかとなった。今後、通電条件を制御し、単層ＣＮＴの結晶性や直線性、比表面積、

分散性など、同時副次的に作用する因子の探索を進める。また、製作する放熱板のサイズ

についても、より安定的な放電プラズマ焼結条件を確立し、量産技術および品質保証技術

の開発を進める。 

 この高熱伝導性材料による放熱板は、内部に最適な熱伝導経路を設定することが可能で

あり、熱伝導の異方性を制御することもできる。今後、パワー半導体の放熱板以外にも、
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様々な機器の熱拡散板やヒートパイプ代替など、広くユーザー企業とコンタクトして、サ

ンプルワークを進め、製品化を早期に実現する。また、これまでに見出すことのできた、

単層ＣＮＴと安価な原材料を併用した低コストプロセスを深耕し、材料の耐久性、強度な

どについても検討を重ねることで、材料の標準化を進め、製品化を推進する。 

 

 

２．３ 研究開発項目③ ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

 

２．３．③-(a) 自主安全管理のためのＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な 

評価手法の確立 

 

２．３．③-(a)-1 簡易で迅速な有害性評価手法の開発 

 

１）研究開発成果の概要  

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 

（１）有害性評価に関わる既存論文調査により、細胞（in vitro）試験における有害性評

価軸として適切な単層ＣＮＴの物性パラメータの候補を 5つに決定。 

（２）二次物性（細胞培地中での単層ＣＮＴの長さや直径、凝集性など）を制御した単層

ＣＮＴを、高分子界面活性剤を使用せずに簡易で迅速に分散調製する手法の開発に成功。

（３）開発した分散調製方法は、高分子界面活性剤を用いた分散調製方法に比べ、より高

濃度の単層ＣＮＴを含み、かつ細胞への影響が少ないことを確認。 

（４）細胞培地中の約 10 種類のＣＮＴの二次物性の計測を実施し、細胞（in vitro）試験

における単層ＣＮＴの有害性評価軸として適切な物性パラメータを評価。 

（５）開発した分散調製方法を使い、各種単層ＣＮＴを対象にした細胞（in vitro）試験

を実施し、単層ＣＮＴの有害性評価軸として適切な生体エンドポイントや試験方法を選定。

（６）（１）から（５）に基づき、スーパーグロース法によるスーパーグロース法単層Ｃ

ＮＴを実施例とした手順書（暫定版）の作成と公表。 

 

２）研究開発成果   

ナノ材料については、そのサイズが小さいことや形状が繊維状など特殊であるため、化

学的な特性による以外に、サイズや形状などの物理的な特性によってナノ材料特有の生体

影響が惹起されるのではないかという懸念が広がっている。研究開発の効率性を上げるた

めに、ナノ材料に対するヒト健康への安全性の検討は、研究開発プロセスの初期段階から

組み込んでいくことが必要となるが、多様な物理的、化学的特性をもつナノ材料全てに対

して、通常の化学物質に対して実施しているような長期間かつ高コストな動物実験を実施

することは現実的ではない。また、動物実験に際しての 3R 原則（代替、削減、苦痛の軽減）
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に基づき、世界的にも動物実験にできるだけ依存しない培養細胞や組織を用いた細胞（in 

vitro）試験を活用した安全性評価が求められている。そこで、我々は、図 III-70 に示す

研究戦略である「有害性試験のための単層ＣＮＴの分散安定化手法の開発から、簡易で迅

速な自主管理支援技術の開発まで」に基づき、これまで研究を実施してきた。現在までの

主な成果を以下に示す。 

 

 

 

（１）有害性評価軸として適切な単層ＣＮＴの物性パラメータの候補を決定 

細胞（in vitro）試験においては、細胞培地に単層ＣＮＴを添加する必要があるが、イ

オン強度の高い細胞培地中では単層ＣＮＴは必ず凝集し、細胞培地中のたんぱく質や金属

イオンを取り込んだ二次粒子となる。このため、有害性評価のための評価軸としての物性

パラメータとしては、単層ＣＮＴ固有の一次的な物理化学的特性だけでなく、単層ＣＮＴ

を細胞培地中に分散することで生じる二次的な特性変化を考える必要がある。すなわち単

層ＣＮＴの二次粒子化による凝集体形成や、濃度変化、細胞培地のタンパク成分や無機塩

類等が単層ＣＮＴに吸着し、枯渇化して細胞影響をもたらすことなどへの考慮である。ナ

ノ材料の中でも、特に単層ＣＮＴの物性パラメータは非常に多岐にわたる。このため、全

てのパラメータの細胞有害性影響評価を実施することは困難であるため、評価軸としての

物性パラメータを絞り込み、決定する必要があると考えた。 

本研究では先ず、ISO-TC229 で審議中の TR13014 や 2005～2011 年の有害性評価に関わる

既存論文約 250 報の網羅的な調査に基づき、細胞（in vitro）試験における有害性評価軸

として必須となるＣＮＴの物性パラメータを選定した。この結果、ＣＮＴ系を用いた有害

性評価における特性評価項目としては、サイズ（口径や長さ）に関わる項目は 80％以上の

図 III-71 簡易で迅速な単層ＣＮＴの有害性評価手法の開発のための研究戦略 
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文献で評価されており、残触媒等の不純物評価についても 70％近い文献で評価が実施され

ている、有害性評価のために様々な分散剤が利用されている、等のトレンドを見出した。

そこで有害性評価に関係すると考えられるＣＮＴの 20種類程度の物性パラメータの中から、

有害性に著しく関係し評価必須と考えられる、一次粒子物性：「口径/長さ」、「残触媒濃

度と種類」、「層状態」、二次粒子物性：「細胞培地中でのＣＮＴの凝集体サイズ（状態）」、

「培地分散に使用する分散剤の種類」を、細胞（in vitro）試験における有害性評価軸と

して適切な単層ＣＮＴの物性パラメータとして決定することができた（図 III-72）。 

 

 
図 III-72 評価軸としての物性パラメータの決定 

 

（２）簡易で迅速な単層ＣＮＴ分散調製方法を開発 

一般的に単層ＣＮＴを含めたナノ材料は、イオン濃度の高い細胞培地中では非常に不安

定であり、大きな凝集・凝塊化が進行する。この結果、沈降したナノ材料が細胞に直接堆

積することになり、安定的な細胞有害性評価を実施することが困難である。このため、（１）

で決定した単層ＣＮＴの二次物性を評価軸として有害性影響を議論するためには、細胞培

地中で安定かつ再現性の高いナノ材料分散液調製方法の開発が必要となる。また、再現性

の高い単層ＣＮＴの簡易で迅速な分散調製方法の確立と、調製した分散液の再現性・同等

性評価は、事業者の自主安全管理における有害性評価において必須である。 

そこで研究開発項目②グループから供給を受けたスーパーグロース法によるスーパーグ

ロース法単層ＣＮＴと、各種市販単層ＣＮＴをケーススタディとして、評価軸として決定

した物性パラメータをコントロールした分散調製手順の開発を目指した。また、単層ＣＮ

Ｔ試料独自の特性を反映した有害性影響評価を行うために、細胞毒性を持つ可能性のある

分散剤の使用を制限することとした。すなわち高分子界面活性剤などの分散剤は使用せず、

培養液中の成分であるウシ血清アルブミン（BSA：Bovine Serum Albumin）を分散剤として

用い、超音波処理や遠心分離とろ過を組み合わせ、それぞれの処理条件を調整することに
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より、「細胞培地中でのＣＮＴの凝集体サイズ」等をコントロールできる分散調製方法で

ある（図 III-73）。 

 

開発した分散調製手順をもとに数度にわたる繰り返し調製実験を行い、分散調製手順の

堅牢性と、同一の手順を用いることによる調製される分散液の再現性・同等性を検討した。

ここで評価に使用する液中の分散状態を表す物性は、「二次粒子径」、「二次粒子の表面

電位」、「分散安定性」、「ＣＮＴ濃度」、「ＣＮＴ欠陥状態」、「細胞培地中での凝集

体形状」、「細胞培地組成成分状態」とし、単層ＣＮＴ分散液調製の再現性・同等性を効

果的に計測評価しうる二次粒子物性に焦点を当てた。これら全ての物性を広範かつ精確に

計測することで、当分散調製方法を用いることで単層ＣＮＴ分散液ほぼ同じに状態にコン

トロールされていることを確認した。これにより、高い再現性・物性同等性を持つナノ材

料分散液の調製方法を開発したことを証明することができた。細胞に影響を与える可能性

のある高分子界面活性剤などの分散剤は使用せず、BSA 水溶液を用いて、超音波処理や遠心

分離とろ過を組み合わせた本法は、二次物性をコントロールできる画期的な成果であり、

さらに事業者が自主安全管理として行う上で、迅速かつ簡便な調製方法である。今後、こ

れらの調製方法を簡易に利用できるようにするため、手順書などとして整備していく予定

である。 

 

（３）分散剤を用いた単層ＣＮＴ試料の分散調製により開発した分散調製法の有用性を確

認 

本研究で開発した分散調製方法は、細胞毒性を持つ可能性のある高分子界面活性剤など

の使用を制限したことに特徴を持つ。しかしながら、生体適合的とされる分散剤や生体由

分散／超音波ホモジナイザー

精製・調製 

遠心分離＆ろ過 

細胞培地 

BSA 水溶液 

調製原液 

培地調製液 

単層ＣＮＴ

図 III-73 単層ＣＮＴ試料の細胞培地中への調製方法 
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来の分散剤を使用して調製したＣＮＴの有害性評価は、国際的に実施されており、（１）

におけるトレンド調査においても同様の傾向が確認されている。こうした背景から、各種

の市販の高分子界面活性剤を用いた細胞（in vitro）試験に適用可能な安定かつ再現性の

高いナノ材料分散液調製手順開発をテーマに、産業医科大学と共同研究を実施した。すな

わち、「ＣＮＴ分散に使用する分散剤の種類」による有害性影響を議論するための基盤技

術として、トレンド調査において使用を確認した数種類の分散剤に対する培養細胞への生

存率に対する影響評価を実施した。この結果、高分子界面活性剤は高濃度条件で細胞内の

活性酸素種（ROS：reactive oxygen species）の統計的有為な上昇を引き起こす可能性が

示唆された。有害性評価に生体適合性分散剤等の高分子界面活性剤を使用する際にあたっ

ては、適切な分散剤の選択や使用濃度が重要であることを提案できると考える。それと共

に、本研究で開発した簡易で迅速な分散調製方法は、高分子界面活性剤を使った既存の方

法に比べ、細胞への毒性影響が少ない点で優れていたことが確認された。また、開発した

調製方法によって作製された分散調製液には、これらの高分子界面活性剤を使った既存の

方法に比べ、高濃度のＣＮＴを含んでいた。細胞培地中に、より高濃度のＣＮＴを含むこ

とは、細胞内の個々の生体パラメータを精度よく測定することにつながる。この点におい

ても、本研究で開発した分散調製方法は、有用な方法であると言える。 

 

（４）有害性評価軸として適切な単層ＣＮＴの二次的物性パラメータの評価 

事業者が自主安全管理に使用できる細胞有害性評価において、調製したナノ材料の分散

安定性の再現性や経時的な二次的物性変化を把握することは重要である。そのために、調

製した分散液の物性パラメータを適切に評価する手法を確立しなければならない。 

本研究では、まず初めに、各種の単層ＣＮＴを細胞培地中に分散することで生じる二次

的な特性変化（特に有害性評価期間内の経時変化）に着目した網羅的な計測を実施した。

すなわち、（１）動的光散乱法による評価：試験期間内における粒径に大きな変動がなく、

希釈による粒径変化は観測されないことの確認。（２）吸収特性・散乱特性・全炭素濃度

変化の評価：有害性試験期間内におけるＣＮＴ分散液が安定に分散されていることの確認。

（３）電気泳動光散乱測定による評価：細胞培地に分散されたＣＮＴ二次粒子の表面電位

は全ての試料でほぼ同一にマイナス帯電しており、ＣＮＴ表面は全て同じ表面状態である

ことの確認。（４）流動場分離測定による評価：細胞培地中のタンパク（BSA）が枯渇して

いないことの確認。（５）ICP 測定による評価：細胞培地中の金属イオン成分の変化量が細

胞有害性評価に影響のないことの確認である。これらを実施し、有害性試験に適した培地

分散試料であることの妥当性を検証した。 

実施例として、本研究で開発した簡易で迅速な単層ＣＮＴ分散調製方法により、二次粒

子の形状が異なるように調製した 2 種類のスーパーグロース法単層ＣＮＴ分散試料の二次

的な特性について評価を行った。分散調製液中の TEM による画像解析により、2種類のスー

パーグロース法単層ＣＮＴは、それぞれ幾何平均で約 0.2μm の比較的短いもの（以下、Ｓ
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Ｇ1と称する）と、幾何平均で約 1.70μm の比較的長いもの（以下、ＳＧ2と称する）であ

ることが分かった（低真空 STEM での追評価実施予定）。また、２種類のスーパーグロース

法単層ＣＮＴ分散試料における経時的な変化を相対的吸光度により測定を行った結果、共

に全ての評価値についての大きな変化は観測されなかった。その他、上記の（５）までの

結果を併せ、本研究で開発した単層ＣＮＴ分散調製方法は、異なる二次粒子の形状を制御

できる有用な手法であることを証明することができた。また、同様の調製を繰り返し行い、

その都度、分散試料の二次的特性について評価を行った結果、再現性を得ることができた。

これにより、分散調製方法の高い信頼性を確認することができた。 

単層ＣＮＴの細胞影響評価の結果は、近年少しずつ明らかになっているが、本研究のよ

うに、適切な計測技術による特性評価を基に、細胞培地中でのＣＮＴの凝集体サイズなど

異なる物性パラメータによる細胞有害性の相違については、世界的にも未だ詳細な報告は

ない。このため、ナノ材料分散液調製方法の確立の証明と同時に、分散液の有害性評価適

用への妥当性を確認することができたことは大きな成果と考える。今後これらの多岐にわ

たる各種の物性パラメータに基づく計測について、より方法を限定化・簡易化することで

することで、調製された分散液の有害性評価適用に対する簡易的妥当性評価手法を検討し

ていく予定である。 

 

（５）単層ＣＮＴの有害性評価軸として適切な生体エンドポイントおよび試験方法を選定 

開発した手法により分散調製および計測した各種の単層ＣＮＴ試料を用い、暴露後に惹

起されると推定される呼吸器疾患 in vitro モデル（塵肺、肺炎、肺胞タンパク症など）と

して、細胞（in vitro）試験系としてヒト II 型肺胞上皮細胞モデルの A549 細胞株の細胞

増殖速度、細胞死形態などの観察、炎症性マーカーとして数種類のサイトカインや酸化ス

トレス、アポトーシスなどの個別エンドポイントの測定、さらに網羅的な遺伝子発現解析

を行った。スーパーグロース法単層ＣＮＴを実施例とした場合、細胞培地中でのＣＮＴの

凝集体サイズの違いによらず、暴露後の細胞生存や細胞増殖の強い阻害やアポトーシスは

認められないことが分かった。また、細胞内 ROS の上昇を引き起こすことを確認し、酸化

ストレスを誘導する可能性が示唆された。数種類のサイトカインを同時に網羅的に測定し

た結果、上昇を誘導するサイトカインと、無影響のサイトカインの群に分類できることが

分かり、前者のいくつかを炎症性マーカーの候補として絞り込むことができた。さらに、

透過型電子顕微鏡（TEM）により、細胞培地中でのＣＮＴの凝集体サイズの違いによらず、

スーパーグロース法単層ＣＮＴの細胞内への取り込みを観察することができた。細胞生存

や細胞増殖の強い阻害が認められないにも関わらず、細胞内への取り込みが認められたこ

とは興味深いが、これについては、後者のメカニズムの解明を併せ、今後の検証課題とす

る。スーパーグロース法単層ＣＮＴおよび各種市販の単層ＣＮＴにおける細胞生存や酸化

ストレス、炎症サイトカイン、細胞内への取り込みによる結果について統合した生体影響

メカニズムへの考察は、網羅的遺伝子発現解析など分子レベルでの検証を併せ行った。以
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上の結果より、単層ＣＮＴの肺胞上皮細胞に対する生体影響パラメータとして、いくつか

の適切なエンドポイントを選定することができた。これらの情報は、事業者の自主安全管

理のための迅速簡便な評価手法に大変有用であると考える。 

また、貪食機能を指標とした単層ＣＮＴ暴露によるマクロファージ活性化能について、

ラットマクロファージ、 NR8383 細胞をモデルとして細胞（in vitro）試験を実施した。開

発した調製方法を使って安定分散したスーパーグロース法単層ＣＮＴ試料をケーススタデ

ィとして暴露した結果、細胞生存や細胞増殖の強い阻害やアポトーシスは認められないこ

とが分かった。また、NR8383 細胞の貪食機能の阻害などは認められなかった。さらに、透

過型電子顕微鏡（TEM）により細胞培地中でのＣＮＴの凝集体サイズの違いによらず、スー

パーグロース法単層ＣＮＴの細胞内への取り込みを観察することができた。 

また、以上実施した細胞（in vitro）試験により、有害性評価軸として適切な試験方法

を設定することができた。例えば、細胞生存や細胞増殖評価に、測定原理の異なる MTT 法

と LDH 法を実施した際、細胞培地中での単層ＣＮＴによるアーティファクトな影響により

適切な結果を得ることができないことが明らかになった。こうした方法論の検討結果は、

手順書（暫定版）などにまとめることができた。事業者の自主安全管理のための迅速簡便

な評価手法に役立つものと考える。 

動物（in vivo）試験では、細胞（in vitro）試験で開発した調製方法を使って調製した

二次物性の異なるスーパーグロース法単層ＣＮＴ試料をケーススタディとして、気管内注

入したラット肺の生化学分析や組織観察などを実施した。今後、これらの結果を、単層Ｃ

ＮＴを対象とした細胞（in vitro）試験の妥当性評価（validation）とするため、肺から

の単層ＣＮＴのクリアランス速度や他臓器への移行量等の動態分析、肺胞マクロファージ

による貪食能の解析、各種のエンドポイント測定や網羅的遺伝子発現解析等を実施し、細

胞（in vitro）試験での結果と比較検討する。これにより、動物（in vivo）試験による妥

当性評価が伴った簡易で迅速な有害性評価手法の確立という最終目標が達成できる。 

 

（６）スーパーグロース法単層ＣＮＴを実施例とした手順書（暫定版）の作成と公表 

 以上、（１）から（５）に基づき、スーパーグロース法単層ＣＮＴを実施例とした手順書

（暫定版）を作成し、公表することができた。 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

基本計画に示す中間目標に対する達成度 

中間目標：動物実験に依存しないＣＮＴ等ナノ材料の有害性評価手法（簡易手法）を開

発した上で、安価かつ簡便な自主安全性評価のために最低限必要な試験項目

や試験系を設定し、評価手法を確立する。 

研究成果： 
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・有害性評価に関わる既存報告の網羅的な調査に基づき、細胞（in vitro）試験におけ

る有害性評価軸として必須となる単層ＣＮＴの物性パラメータを設定し、適用する計

測手法項目を決定した。 

・数種類の単層ＣＮＴをケーススタディとして、高い再現性を持ち、細胞への影響が少

ない迅速簡便な分散液調製手順を開発した。 

・調製した数種類の単層ＣＮＴについての広範且つ精確な液中計測技術による評価を並

行し実施することで、当開発手順の堅牢性と有害性評価適用への妥当性を検証した。 

・数種類の単層ＣＮＴをケーススタディとして、開発した分散調製方法を用いて、細胞

（in vitro）試験を実施し、細胞培地中での単層ＣＮＴの物性パラメータによる有害

性発現メカニズムに関する知見を得ると共に、評価軸として最適な生体エンドポイン

トのを選定した。 

・以上の結果を、スーパーグロース法単層ＣＮＴを実施例を含む手順書（暫定版）にま

とめ公表することができた。 

達成度：達成 

 

（まとめ） 

数種類の単層ＣＮＴをケーススタディとして基盤研究を実施し、安価かつ簡便な自主安

全性評価のために最低限必要な試験方法の開発と評価手法の確立ができ、これらを手順書

（暫定版）として公表することができた。 

 

（今後の展開） 

中間目標で達成した基盤技術をもとに、（１）分散調製方法の簡易化や、分散液の有害

性試験への適用妥当性の検証のための計測の簡易簡略化を実施し、ＣＮＴ粉体さえあれば

提案した分散手順と計測手順に従うことで、誰でも同じ質（同等性）の保証された有害性

評価用の分散液を随時作製できる手順書（最終版）として共通化・標準化を行う。（２）

開発した分散手順と計測手順に基づいて、ＣＮＴの影響を適切に反映するエンドポイント

を用いた簡易で迅速な細胞（in vitro）試験を実施し、動物（in vivo）試験による妥当性

の検証を行う。これらの結果を、安価かつ簡便な自主安全性評価のための手順書（最終版）

として作成し公表する。（３）研究開発項目③「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」

内での研究テーマ「ＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全管理手法の確立とケース

スタディの実施」（開発項目③-(b)）や「開発成果の活用」（開発項目③-(c)）と密接に

関与しながら、ＴＡＳＣで作製される新規ＣＮＴ材料におけるケーススタディ報告書（仮

称）などの作成や OECD や ISO 等の国際機関へのインプット情報作成に寄与する。 
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２．３．③-(a)-2 安価で簡便な暴露評価手法の開発 

 

１）研究開発成果の概要 

本研究テーマは、「簡便なＣＮＴ等ナノ材料計測手法の開発」と「粒子飛散および暴露濃度

の予測手法の開発」の二つに大きく分けられる。 

 

「簡便なＣＮＴ等ナノ材料計測手法の開発」については、これまでに次の成果が得られて

いる。 

（１）炭素分析による飛散ＣＮＴの定量について、最適な測定・分析条件を検討すると共

に、分析の有効性や適用範囲を評価した。 

（２）小型・簡便な装置のＣＮＴ応答や有効性を評価し、応答係数等を得た。 

（３）電子顕微鏡観察のための飛散ＣＮＴの捕集・前処理技術を検討した。 

（４）作業環境計測で問題となるバックグラウンド粒子の除去技術として、揮発性粒子の

除去を目的とした小型サーモデニューダーを設計・開発し、その有効性を評価した。 

（５）実際にＣＮＴを取り扱う作業現場で計測を実施して、計測事例を得ると共に、開発

計測技術を検証し、計測に関わる課題や注意点を抽出した。 

（６）作業環境におけるＣＮＴ計測法の手順案を作成した。 

「粒子飛散および暴露濃度の予測手法の開発」については、これまでに次の成果が得られ

ている。 

（７）ＣＮＴ粉体の簡易な飛散性評価手法を開発すると共に評価事例を示した。 

（８）ＣＮＴ複合材料の加工や磨耗時の飛散粒子の評価手法を開発すると共に評価事例を

示した。 

 

２）研究開発成果 

成果の概要を以下に示す。 

（１）炭素分析による飛散ＣＮＴの定量方法の検討 

 大気エアロゾルの有機炭素、元素状炭素の分析に用いられる熱分離光学補正法による飛

散ＣＮＴの定量について、最適な測定・分析条件を検討すると共に、分析の有効性や適用

範囲を評価した。 

 測定原理は以下の通りである。石英フィルターに捕集したサンプルを He 雰囲気下で段階

昇温させ、有機炭素を蒸発分離し、続いて酸素存在下(2％O2/He)で段階昇温させ、元素状炭

素を燃焼・気化させる。加熱され、蒸発・気化した炭素成分は、触媒により CO2へと酸化し、

さらに CO2は触媒により CH4へと還元して、水素炎イオン化検出器(FID)により炭素量を測定

する。有機物の一部は炭化して、元素状炭素として検出されるため、フィルターの光学特

性をモニターして、炭化した有機成分が元素状炭素と同様に光を吸収すると仮定して補正

を行う。ＣＮＴは元素状炭素の画分に検出される。 
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これまでに次の成果が得られている。 

・光学補正の有効性評価：光学補正の問題点として、フィルター上への均一な粒子捕集が

必要となる；一回に計測装置に入れられるフィルターサイズが限られ、検出限界が高く

なる；光学補正の方法(反射または透過)によって値が大きく変わったり、補正が適切に

されないことがある；光学補正が適切に行われないと、暴露を過小評価してしまう可能

性がある、などがある。そこで、フィルター全体を折りたたんで、計測装置に入れて、

光学補正を使わないで、フィルター全量の測定を行う方法が妥当と考えた。この方法は、

一部、有機炭素の炭化の分、ＣＮＴの定量値は過大評価となる可能性はあるが、安全側

の評価であることと、対照サンプルをとることでバックグラウンド濃度の一部として処

理が可能である。フィルター上への不均一な粒子捕集の影響がなくなること、絶対量が

増えるので感度が上がるというメリットもある。フィルター全体を折りたたんで、計測

装置に入れることで、フィルター全量の測定が可能であることは確認した。 

・フィルターの前処理：あらかじめ石英フィルターを 900℃で 3 時間、空焼きすることで、

石英フィルターのブランクの濃度は 1/10 程度減少し、有機炭素濃度はおよそ 1μg/cm2以

下、元素状炭素濃度はおよそ 0.1μg/cm2 以下に減少させることができた。ただし、プラ

スチック製のフィルターホルダーに数日間保管した場合、有機炭素濃度はおよそ

10μg/cm2程度まで増加する場合があった。 

・温度の昇温条件：NIOSH 5040 法の条件(ヘリウム雰囲気下で 310～870℃、酸素存在下で

550～870℃)を参考に設定した。ＣＮＴの燃焼温度は、ＣＮＴの太さに依存し、単層ＣＮ

Ｔおよび細めの多層ＣＮＴは 550～775℃程度であったが、数 50 nm 以上の径の多層のＣ

ＮＴの場合は、870℃まででは完全に燃焼しきらないことが確認された。その場合には、

920℃で 8分の追加で燃焼しきることを確認した。 

・元素状炭素量として得られたＣＮＴの定量値は、同時に捕集したＣＮＴの質量分析値の 5

～9割程度であった。不純物や付着水分を考慮すると、定量値はおよそ妥当であると考え

られた。 

 

（２）小型・簡便な装置のＣＮＴ応答・有効性評価 

 小型・簡便な装置であるデジタル粉塵計やブラックカーボンモニターによる計測値と、

フィルターで捕集したＣＮＴの炭素分析による定量値を比較することにより、それらの計

測器の様々なＣＮＴに対する応答と有効性を評価した。図 III-74 に示すように、応答の線

形性を確認すると共に、その傾きから対象ＣＮＴに対する応答係数を得た。このように応

答係数が確認された装置を用いれば、ＣＮＴの許容暴露濃度との比較が可能になり、現場

の作業環境管理が簡易に実施可能になる。 
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図 III-74 デジタル粉塵計およびブラックカーボンモニターのＣＮＴに対する 

応答・有効性評価：スーパーグロース法単層ＣＮＴ 

 

（３）電子顕微鏡観察のための飛散ＣＮＴの捕集・前処理技術の検討 

 飛散粒子の同定のためには、電子顕微鏡による観察が必要になるが、そのためには、粒

子の捕集と前処理が重要になる。気中での個数濃度や粒子サイズの分布を把握するために

は、粒子の捕集効率や、前処理による損失を考慮する必要がある。そこで以下に示すいく

つかの方法を評価・検討した。 

・ニュークリポアフィルターによる粒子捕集：走査型電子顕微鏡（SEM）観察 

あらかじめ白金・パラジウム蒸着をした孔径 80 nm のニュークリポアフィルターによ

る粒子捕集効率を、ポリスチレンラテックス（PSL）標準粒子を用いて、粒子の大きさ、

フィルターの前面流速別に評価した。孔径 80 nm は、小型ポンプで吸引可能な範囲で、

より孔径が小さいものとして選定した。白金・パラジウム蒸着の有無による違いは見

られなかった。凝縮粒子計数器を用いて計測した気中粒子個数濃度に対するフィルタ

ーに捕集された粒子の割合は、フィルター孔径より大きな 800 nm の粒子では、流速 0.3 

cm/s のとき約 108%、流速 1 cm/s のとき約 116%、300 nm の粒子では、流速 0.3 cm/s の

とき約 84%、流速 1 cm/s のとき約 94%、フィルター孔径より小さな 50 nm の粒子では、

流速 0.3 cm/s のとき約 68%、流速 1 cm/s のとき約 73%であった。小さい粒子ほど、そ

して流速が低いほど捕集効率が低いのは、粒子のブラウン拡散による壁面へのロスが

原因と考えられた。 

・セルロース混合エステルフィルターによる粒子捕集＋フィルター溶解法：透過型電子

顕微鏡（TEM）観察 

 この方法は、アスベストの計測に使われている方法である。フィルターの粒子捕集

効率は 99％以上であり、圧力損失が少なく、流量を上げられる利点があるが、TEM 観

察のためには、フィルターから TEM グリッドへ粒子を転写する必要がある。アスベス

トの計測では、粒子捕集後のフィルターに 30～50 nm の厚さでカーボン蒸着し、フィル
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ターをアセトンで溶解して TEM グリッドに転写するが、ＣＮＴはアスベストより細い

ので、カーボン膜が厚いと観察が難しくなるという問題がある。そこで、10～20 nm の

厚さでカーボン蒸着した場合や、カーボン蒸着なしで網目状の支持膜付きの TEM グリ

ッドや膜厚 10 nm 以下のカーボン支持膜付きの TEM グリッドを使った場合の、粒子転

写率を評価した。およそ 20 nm の厚さでカーボン蒸着した場合の多層ＣＮＴの粒子転写

率は、40～50％であり、この膜厚において、多層ＣＮＴについては、十分に観察を行

うことができた。一方、カーボン蒸着なしで網目状の支持膜付きの TEM グリッドや膜

厚10 nm以下のカーボン支持膜付きのTEMグリッドを使った場合の多層ＣＮＴの粒子転

写率は、それぞれ約 10％、4％であった。 

・ニュークリポアフィルターによる粒子捕集＋フィルター溶解法：TEM 観察 

 上記のセルロース混合エステルフィルターの代わりに、ニュークリポアフィルター

を用いた場合を検討した。この方法は、SEM 用にニュークリポアフィルターを用いて捕

集した試料を、TEM でも観察する場合に有用である。溶解はクロロホルムで行った。多

層ＣＮＴの粒子転写率は、50～70％であった。 

・拡散による粒子捕集：TEM 観察 

 フィルター上に TEM グリッドを置いて、空気の流れから逸脱して自然拡散により TEM

グリッド上に沈着する粒子の割合を粒径別に評価した。フィルターの前面流速 1.4 cm/s

において、TEM グリッドへの面積あたりの捕集率は、300 nm の標準球形粒子で周囲のフ

ィルターのおよそ 0.1％、50 nm の標準球形粒子で周囲のフィルターのおよそ 1％であ

った。この方法は、複雑な操作を必要としないという利点があるが、捕集効率(拡散し

やすさ)が粒子サイズに依存するために定量化しにくいことと、絶対的な捕集効率が低

いという問題がある。 

 

（４）揮発性のバックグラウンド粒子の除去技術の開発 

 ＣＮＴ(およびその他のナノ材料)の作業環境計測に利用可能なほとんどのエアロゾル計

測器は、ＣＮＴとそれ以外のバックグラウンド粒子を識別できず、同じようにカウントし

てしまうので、バックグラウンド粒子があることで、対象とするＣＮＴの検出限界は高く

なり、また、濃度上昇が見られたときに、それがＣＮＴの排出なのか、それ以外の粒子の

排出なのかを判断することができないという問題がある。そこで、バックグラウンド粒子

のうち、揮発性のバックグラウンド粒子を除去する技術として、排ガス中の揮発性化合物

の影響を軽減するための前処理装置として利用されているサーモデニューダー法の利用を

検討した。サーモデニューダーは、加熱により揮発性の粒子を揮発させ、活性炭により揮

発成分を除去する。ＣＮＴの作業環境に最適な小型のサーモデニューダーを設計・作製し、

その基礎性能を評価した(図 III-75)。実際に作製したサーモデニューダーを用いることで、

バックグラウンド粒子を削減することができ、また、しばしば妨害となる燃焼等に伴い発

生する揮発性粒子の寄与を抑えられることが分かった(図 III-76)。この技術は、作業環境
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計測でＣＮＴ(およびその他のナノ材料)を計測する際に有効であると共に、ＣＮＴ複合材

料の加工時に排出する粒子が、ＣＮＴなのか、それ以外の粒子(揮発性粒子)なのかを同定

する際にも有効である(下記の(8)参照)。 
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図 III-75 小型サーモデニューダーの作製および基礎性能評価 
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図 III-76 サーモデニューダーによる揮発性バックグラウンド粒子の削減： 

サーモデニューダーのある/なしによる凝縮粒子計数器による測定値 

(約 10～1000 nm の粒子の個数濃度) 

 

（５）実計測実施/開発計測技術の検証 

 実際にＣＮＴを取り扱う作業現場で計測を実施して、計測事例を得ると共に、開発計測

技術を検証し、計測に関わる課題や注意点を抽出した。 

・炭素分析によって、飛散ＣＮＴの濃度を定量的に把握することができ、許容暴露濃度

との比較が可能であることが確認された(表 III-2)。燃焼温度のプロファイルが、対象

ＣＮＴの同定に有効であった。使用する導電性プラスチックフィルターホルダー等に

由来すると考えられる有機炭素による妨害が一部で見られた。検出限界は、粒子捕集

の流量と時間にもよるが、元素状炭素として 0.6～2 µg/m3程度であった。 
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・デジタル粉塵計やブラックカーボンモニターなどの小型・簡便な装置は、作業環境に

おける飛散ＣＮＴの時間的・空間的分布の把握に有効であることが実証された。フィ

ルターに捕集したＣＮＴの質量分析および炭素分析による定量値と整合した結果が得

られ、許容暴露濃度との比較にも有用であることが分かった(表 III-2)。 

・実際にＣＮＴを取り扱う作業現場で飛散したＣＮＴを捕集し、電子顕微鏡による形態

観察および定量的解析を行うことができた。 

 

表 III-2 スーパーグロース法ＣＮＴ量産実証プラントの作業環境調査結果 

 元素状炭素濃度 

(吸入性粉塵) 

[µg/m3] 

粉塵計 

(吸入性粉塵) 

[µg/m3] 

ブラックカーボン

モニター 

[µg/m3] 

剥離工程 <1.2 <2 <4 

合成工程(基板回収) <2.3 <2 <4 

部屋中央 <0.6 <1 <4 

参考：許容暴露濃度 30 µg/m3 (産業技術総合研究所 2011) 

 

（６）作業環境におけるＣＮＴ計測法の提案 

開発項目③-(b)「ＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全管理手法の確立とケー

ススタディの実施」で作成したケーススタディ報告書の中で、スーパーグロース法単層

ＣＮＴの作業環境における計測方法について取り纏め、提案した。また、ＣＮＴ全般を

対象とした作業環境におけるＣＮＴ計測方法の手順書について、年内の公開に向けて、

プレ版を作成した。 

 

（７）ＣＮＴ粉体の簡易な飛散性評価手法の開発および評価の実施 

 ＣＮＴ粉体のハンドリングの際の排出・暴露を評価し、適切に管理するためには、プロ

セスやＣＮＴの種類ごとに、飛散するＣＮＴの量やサイズ、形態を把握する必要がある。

そこで、図 III-77 に示すようないくつかの飛散性試験を行った。移し変え、容器開封、気

流は、それぞれ現実にある落下が伴うプロセス(袋詰め、小分け、秤量、充填等)や負圧が

伴うプロセス(容器開封等)、気流が伴うプロセス(局所排気、圧縮、エアー吹き付け等)を

直接的に反映した模擬操作である。ただし、これらは、試験に使用するＣＮＴの量がある

程度多く必要になる。撹拌は、少量の試験粉体で試験が可能であり、また、試験系が汎用

品から構成され、簡易、コンパクトであり、より簡易な試験法として位置づけられる。こ

れらの飛散試験(プロセス)間の相違を評価しつつ、粉体の飛散現象を解析した。 

  これまでにＣＮＴまたはシリカ粒子を用いた試験で、次の成果が得られている。 

・容器開封の総発塵量の変化は容器内での最大負圧で統一的に評価できる。総発塵量の

粒子種類による違いが推定できる。 
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・気流による方法では、総発塵量の粒子種類による違いが推定でき、その順番は、容器

開封と対応する。しかし、発生する飛散粒子の粒子径分布は、容器開封と違いがあり、

大きな凝集粒子の排出が多い。 

・撹拌を与えた時の飛散粒子径分布は開封時の飛散粒子径分布と類似している。開封時

と機械的振動は同等な粒子層の分散力が加わっていると推定される。ただし、撹拌で

の機械的分散力と開封の気流により誘起される分散力では凝集体の崩壊過程が異なる。 

・ＣＮＴの多くは、サブミクロンからミクロンサイズの凝集状態での排出が主である(図

III-78)。 

容器開封 気流 撹拌移し変え  
図 III-76 粉体の飛散性試験 
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図 III-78 飛散ＣＮＴの粒子径分布と形態：Hipco 単層ＣＮＴ、撹拌法 

 

（８）ＣＮＴ複合材料の加工や磨耗時の飛散粒子の評価手法の開発および評価の実施 

  ＣＮＴ複合材料の加工や磨耗時に飛散するＣＮＴの量やサイズ、形態を把握することを

目的として、その評価手法を開発すると共に、実際に評価を進めた。 

  まず、図 III-79 に示すような模擬試験系を作製した。HEPA フィルターを通した清浄空気

を導入してバックグラウンド粒子をなくした状態で試験を行った。加工プロセスにより排

出した粒子は、エアロゾル計測器で粒径別に個数濃度を計測すると共に、フィルターに捕

集して、電子顕微鏡観察を行った。 

  ＣＮＴ/ポリスチレン複合材料の切削時には、100 nm 以下の小さな粒子の個数濃度の上昇

が見られた(図 III-80)。しかし、ＣＮＴ含有なしのポリスチレンの場合にも、小さな粒子

の個数濃度の上昇が見られた。サーモデニューダー(上記の(4)参照)を使うことで、この小
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さな粒子は 99.9％以上削減されたことから、この小さな粒子は、切削時の摩擦熱により発

生したＣＮＴ以外の揮発性の粒子であると考えられた。排出粒子の電子顕微鏡写真では、

複合材料の破片としてのＣＮＴを表面に含む粒子が見られたが、ＣＮＴ単独の粒子は見ら

れなかった。 

 

 

図 III-79 ＣＮＴ複合材料の切削試験 

 

10 100 10001 粒子径[nm]

飛散粒子の個数濃度分布(Pst CNT 5%)

1
1 µm

飛散粒子の形態(Pst CNT 5%)

 
図 III-80 ＣＮＴ複合材料の切削時の飛散粒子の粒径分布と形態 

 
  また、図 III-81 に示すような摩砕ミルを応用した試験装置による加速磨耗試験も行った。

円筒容器内部に設置した円弧状のヘッド部を持つロータを高速で回転させ、媒体ビーズを

撹拌して、容器側面に固定した基板試料に繰り返し当てることにより、基板表面を摩耗さ

せた。媒体ビーズとしてはジルコニアボールを用いた。本法を用いて、炭素繊維強化プラ

スチック（CFRP）、並びにＣＮＴ/ポリスチレン複合材料の摩耗試験を実施し、ロータ回転

数、処理時間、媒体ビーズ径と充填量、投入エネルギーなどが摩耗特性に及ぼす影響を実

験的に整理し、摩耗量、磨耗面の粗さ・微構造、並びに摩耗粉の形態などの評価を行った。

観察結果から、複合材料の摩耗により、ＣＮＴが摩耗粉として単独で生成された状態は認

められなかった。 
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図 III-81 ＣＮＴ複合材料の摩耗試験装置 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

 基本計画に示す中間目標に対する達成度 

中間目標：ＣＮＴ等ナノ材料の実環境（製造から廃棄まで）における暴露を迅速かつ

簡便に評価するための手法を確立する。 

研究成果： 

・計測の要素技術として、炭素分析による飛散ＣＮＴの定量方法の検討、小型・簡

便な装置のＣＮＴ応答・有効性評価、電子顕微鏡観察のための飛散ＣＮＴの捕集・

前処理技術の検討、バックグラウンド粒子の除去技術の開発を進めると共に、実

際の現場での計測事例を示し、開発技術を検証した。そして、作業環境における

ＣＮＴ計測の手順書をまとめた。 

・ＣＮＴ粉体およびＣＮＴ複合材料の使用や加工時等の飛散性評価手法を開発し、

評価事例を示した。 

達成度：達成 

 

（まとめ） 

  計測の要素技術を開発すると共に、実際の現場での計測事例を示し、作業環境における

ＣＮＴ計測の手順をまとめた。また、ＣＮＴ粉体およびＣＮＴ複合材料の使用や加工時等

の粒子飛散性評価手法を開発し、評価事例を示した。 

 

（今後の展開） 

「簡便なＣＮＴ等ナノ材料計測手法の開発」については、実際の現場での計測により抽

出された課題をフィードバックしながら、計測技術の改良を進める。そして、評価事例を

増やすと共に、ＣＮＴ計測法の手順書の改訂を進める。提案したＣＮＴ計測法については、

事業者および関連団体に対して詳細説明、技術相談、技術指導等を進めていくと共に、国

内外の関連機関と連携しながら、国際化・標準化に向けて情報発信を進める。 
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「粒子飛散および暴露濃度の予測手法の開発」については、製品・プロセスの多様性を

考慮すると共に、実際に開発が進められているものを対象に評価事例を増やす。また、得

られた結果を解析して、ＣＮＴ粉体およびＣＮＴ複合材料の種類や物性、プロセスごとに

飛散特性を整理・類型化し、飛散特性を予測する手法を開発する。また、簡易な飛散性の

評価手法を提案する。 

 

２．３．③-(b) ＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全管理手法の確立と 

       ケーススタディの実施 

 

１）研究開発成果の概要  

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 

（１）既報文献調査による有害性情報の収集と評価戦略の構築 

（２）スーパーグロース法単層ＣＮＴをモデル化合物としたケーススタディ報告書の作成

と公開 

 

２）研究開発成果   

（１）既報文献調査による有害性情報の収集と評価戦略の構築 

日本において、現時点ではナノ材料に対する法的な管理・規制措置等の枠組みはなく、

またナノ材料によりヒトの健康に有害な影響を及ぼしたという具体的な症例もない。しか

し多くのナノ材料製造・取扱事業者は、それに起因するヒト健康被害や環境汚染が万が一

発生した場合にかかる莫大なコストや社会的信用の失墜というリスクを懸念し、開発品を

積極的に上市できないという悩みを抱えている。これらの現状から脱却するためには、事

業者自らが自社の保有するナノ材料の有害性や飛散特性を科学的データに基づいて把握し、

安全性を確保するために行う措置（自主安全管理手法）を社会に容認させることが必要で

ある。これらを踏まえ、本テーマは、本プロジェクトで部材開発を行う単層ＣＮＴおよび

関連ナノ材料（多層ＣＮＴ及びその他のナノ材料）の自主安全管理手法を確立し、事業者

自らが実施可能な安価かつ簡便な評価手法を確立することを目指し、はじめに炭素系工業

ナノ材料（主にＣＮＴ）に関する既報文献調査による有害性情報の収集を行った。 

有害性情報の収集は、以下の 3 段階に分けて実施し、解析はこれらを全て統合して行っ

た。 

① 黎明期における有害性情報（2000 年～2007 年の文献調査）・・・・・62 報；2008

年 2 月 20 日付「カーボンナノチューブ類の有害性情報の調査報告書」（産総研外注、

JFE テクノリサーチ株式会社実施）の解析 

② 最近の有害性情報（2008 年～2010 年の文献調査）・・・・・200 報；2011 年 3 月

30 日付「工業用ナノ材料の in vitro 毒性試験および毒性機序の検討状況に係る調査」

（本プロジェクトにて外注、株式会社東レリサーチセンター実施） 
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③ 最新の有害性情報（2011 年以降の文献調査）・・・・・250 報以上、本テーマにて

実施 

なお、文献検索は、②については「MEDLINE」「TOXCENTER」を利用し、③は前記検索エ

ンジンに加え「SAFENANO」「ICON」も活用し、「MEDLINE」「TOXCENTER」で抽出されなか

った 2000 年以降の文献も併せて抽出した。得られた文献の詳細解析から得られた知見の概

要を以下に示す。 

・黎明期の有害性文献は、被験物質として用いている炭素系ナノ材料（特にＣＮＴ）の物

性情報に関する記載が乏しい、または純度の低い被験物質をそのまま使用している等、試

験結果がナノ材料固有の影響によるものかの判断が困難である報告が散見された。 

・2008 年高木らが J.Toxicol.Sci.誌に発表した“多層ＣＮＴがマウス中皮腫を誘発する”

報告以降、ＣＮＴの毒性研究が活性化され、研究内容を大きく分けると、ⅰ）活性酸素産

生に起因する細胞毒性、ⅱ）中皮腫発症による発がんの可能性に関する研究が多く報告さ

れ始めた。 

・2010 年以降は、上記に加え、ＣＮＴのドラッグデリバリーシステム（DDS）への応用を視

野に入れた生体適合性の高いＣＮＴの表面修飾に関する報告が増加している。すなわち、

毒性評価を修飾ＣＮＴのスクリーニング手段として用いており、この場合の主な評価項目

は、細胞生存率と活性酸素生成が主である。 

 

ナノ材料の有害性は、一般の化学物質と異なり、その物理化学的特性が有害性に大きく

寄与することが容易に想像できる。しかし得られた各文献に記載された被験物質の物性情

報量は文献により大きな差が見られた。そこで当初予定していた文献の総括的な解析によ

る有害性パラメータの抽出を中止し、まず得られた文献について物性情報に基づくランク

分けを行い既報文献の差別化を行った。ランク分けの項目は図 III-82、発表年毎の論文数

ごとにまとめた結果を図 III-82 および図 III-83 にそれぞれ示す。 

 

図 III-82 物性情報に基づく炭素系ナノ物質関連文献のランク分け基準 
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図 III-83 ランク分けされた文献数の発表年ごとの比較 

 

図 III-83 から黎明期（2005～2007 年）の文献は、被験物質として用いたＣＮＴの物性情

報が未記載または不十分なものが多く、年を経る毎に二次粒径（ランク B）や試験系での分

散状態の測定結果（ランク A）等まで記載、すなわち被験物質の物性を確認したうえで試験

が実施されるようになったことがわかる。これらから、主にランク D または C 以上の文献

に関する毒性評価結果をもとに、有害性評価パラメータの抽出を行い、研究開発項目③-(a)

で実施する検証（有害性試験におけるエンドポイントの設定）に活用された。また有害性

試験を実施するにあたり、被験物質の物性に関する必要測定項目を選定した。（選定項目

は、③-(a)-1：図 III-72 に記載） 

 

（２）スーパーグロース法単層ＣＮＴをモデル化合物としたケーススタディ報告書の作成

と公開 

一般の化学物質は、「化学物質安全性データシート（MSDS）」を通じて、それを取り扱

う事業者または消費者の安全性や環境保全に関する情報が提供される。しかし、ナノ材料

に対する世間の不安は、MSDS に主に記載される化学物質の構成元素あるいは分子の化学的

特性に起因するものではなく、物理化学的特性に起因している。すなわち、大きさが極め

て小さいナノサイズであること、ＣＮＴの場合は 1 次粒子がアスベストに似た繊維状構造

であること、等に対する不安であり、それらを加味した安全性情報さらには自主安全管理

法を科学的根拠に基づき提供することが肝要である。そこで、ＴＡＳＣ実証プラントで生

産され、また応用研究の目的でＴＡＳＣ外へのユーザーへサンプル提供が始まったスーパ

ーグロース法単層ＣＮＴをモデル化合物として、MSDS の追加情報として顧客に配布するケ

ーススタディ報告書を作成した。図 III-84 にその目次を示す。 
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図 III-84 スーパーグロース法単層ＣＮＴのケーススタディ報告書：目次 

 

本報告書は、ユーザーがスーパーグロース法単層ＣＮＴを安全に取り扱う方法と自主安

全管理法をこれまでに得られた科学的根拠データに基づき、解説、提案したものである。

本報告書は 3 部構成から成る。「要旨」では、スーパーグロース法単層ＣＮＴの自主安全

管理手法を簡潔に箇条書きで示した。「総論」では、スーパーグロース法単層ＣＮＴの安

全性に関する見解をまとめた。「各論」では、「要旨」および「総論」に記載した科学的

根拠データとそれに対する解説を示した。なお「各論」に用いたデータは、2006 年～2011

年に実施されたＮＥＤＯプロジェクト「ナノ粒子特性評価手法の研究開発（P06041）」の

成果に加え、研究開発項目③-(a)-1（「２．有害性関連情報（３）ヒト健康への影響」の

項の一部）、③-(a)-2（「３．暴露関連情報」の一部）および③-(c)（「２．有害性関連

情報（１）環境中運命（２）環境中の生物への影響」の項の一部）で取得したデータを用

いた。 

個別ナノ材料に関するケーススタディ報告書は、Du Pont 社が自社で既に製造・販売して

いる二酸化チタン製品および多層ＣＮＴで「Nanomaterial Risk Assessment Worksheet」

として発行された例がある（ただし多層ＣＮＴに関する有害性情報はそのほとんどが“開

発初期段階のためデータ未取得”と記載）が、上市前の用途開発段階でその安全性情報と

自主管理手法を事業者から提案するものは世界初の試みである。 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

 基本計画に示す中間目標に対する達成度 

（中間目標が設定されていないために略） 

 

（まとめ） 
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炭素系ナノ材料の有害性に関する文献調査をもとに、動物実験に依存しないＣＮＴ等ナ

ノ材料の簡易評価手法の開発戦略を立案し、研究開発項目③-(a)で設定した自主安全管理

評価のために必要な試験項目や試験系を選択する上で必要な背景データの提供を行った。

また、スーパーグロース法単層ＣＮＴをモデル化合物として、MSDS の追加情報として顧客

に配布するケーススタディ報告書を作成し、公開した。 

 

（今後の展開） 

スーパーグロース法単層ＣＮＴをモデル化合物として研究開発項目③-(a)-1 および③

-(a)-2 で確立された有害性評価手法および暴露評価手法をもとに、ＣＮＴ等ナノ材料生産

事業者の自主安全評価ならびに自主安全管理手法の一般化に取り組み、それを確立および

普及させる。具体的には以下に取り組む。（１）スーパーグロース法単層ＣＮＴのケース

スタディ報告書について、研究開発項目③で新たに得られたデータや文献調査等で得られ

た最新の知見を反映させ、年 1回のペースで改定する。（２）eDIPS-単層ＣＮＴ およびＴ

ＡＳＣで保有する単層ＣＮＴと樹脂・ゴム・金属等との複合材料に関するケーススタディ

報告書の作成と公開。（３）スーパーグロース法単層ＣＮＴで得られた有害性評価手法お

よび暴露評価手法を他の新規ナノ材料に適用するために、研究開発項目③-(a)-1、③-(a)-2

および③-(c)と密接連携し、情報または必要なデータを取得し、ＣＮＴ等ナノ材料の自主

管理手法の一般化を確立する。 

 

２．３．③-(c) 開発成果の活用 

 

１）研究開発成果の概要  

本研究テーマでは、これまでに次の優れた成果が得られている。 

（１）諸外国の法規制動向や国際機関での規格策定動向などの最新情報の収集と、

Nanosafety ウェブサイトや twitter を利用した情報発信 

（２）OECD の WPMN のスポンサーシッププログラムにおいて、スーパーグロース法単層ＣＮ

Ｔのプリンシパル材料への承認と、そのために必要な環境中運命および生態毒性データの

作成・提供 

 

２）研究開発成果   

（１）諸外国の法規制動向や国際機関での規格策定動向などの最新情報の収集と、

Nanosafety ウェブサイトや twitter を利用した情報発信 

本項目は、法規制動向の収集・発信の部分と、開発成果の国際機関等への発信からなる。

プロジェクト前半は前者中心で後半は後者の比率が増える予定である。研究開発項目③の

中の位置付けは、図 III-85 における 2つの③－(c)部分を担当している。 
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ISO/TC229
OECD/WPMN

欧米規制省庁、
事業者

国際動向
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析

研究戦略
の見直し
3‐a、3‐b

信頼できる
情報の提

供

行政・企業
の判断へ
の貢献

研究開発
の実施
3‐a、3‐b

成果の国際
機関へのイ

ンプット

他の研究
pjとの連携

民間への
技術移転

3‐C

3‐C

 
図 III-85 本テーマの位置付け（開発項目③-(c)部分） 

 

2011 年初頭に Nanosafety ウェブサイトを開設して以来、下記のとおり、19 本（2012 年

5 月時点）の記事を掲載した。主要な文書の和訳も含んでいる。 

2012 年 4 月 米国 FDA がナノテクノロジーを利用した食品と化粧品の安全性を評価するた

めの手引き案を発表 

2012 年 4 月 OECD 環境政策委員会のナノ廃棄物に関する取組み 

2011 年 12 月 米国 EPA がカーボンナノチューブ７物質に SNUR を提案 

2011 年 10 月 米国 NNI が「環境、健康、および安全（EHS）研究戦略」の最終版をリリー

ス 

2011 年 10 月 欧州委員会の規制上のナノ定義の Q&A 

2011 年 10 月 欧州委員会が規制上のナノマテリアルの公式定義を発表 

2011 年 10 月 米国 NNI が「環境、健康、および安全（EHS）研究戦略」の最終版をリリー

ス 

2011 年 6 月 米国食品医薬品局（FDA）が製品かナノかどうかの判断するためのガイダンス

案を発表 

2011 年 6 月 米国大統領府が連邦規制省庁に向けてナノテク規制のための原則を発表 

2011 年 6 月 米国とカナダがライフサイクル曝露評価手法の標準化を目指した  

”NanoRelease”プロジェクトを開始 

2011 年 6 月 欧州で成立した改正 RoHS 指令に残る「ナノマテリアル」関連の記述 

2011 年 4 月 米国事業者団体が EPA に毒性試験枠組みを提案 

2011 年 2 月 経済協力開発機構（OECD）の工業ナノ材料作業部会（WPMN）についての基礎

知識 

2011 年 1 月 米国 EPA による TSCA を使ったＣＮＴ規制の現状 

2011 年 1 月 欧州 EFSA によるナノ食品のリスク評価ガイダンス案 

2011 年 1 月 CEN/ISO によるナノラベリング規格提案の帰結 

2011 年 1 月 フランス ANSES がコントロールバンディングツールを発表 

2010 年 12 月 米国 NIOSH のＣＮＴ/CNF の推奨暴露限度（REL）提案文書 

2010 年 11 月 欧州 RoHS 指令改正案が欧州議会で決着 
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図 III-86 NanoSafety ウェブサイト（http://www.nanosafety.jp） 

 

また、同時に速報として twitter（アカウントは、＠Nanosafety）を利用した情報発信も

同時に行っている。こちらは、約 250 件（0.5 件/1 日）（2012 年 5 月現在）に上る。 

国際標準化機構（ISO）の TC 229（ナノテクノロジー技術委員会）の第 3作業部会（健康

安全環境）の国際会議と国内審議委員会分科会にプロジェクトメンバーが出席し、情報発

信および収集を行っている。プロジェクト発足後、全ての会議に出席しており、回覧され

る文書を関係者に配布し、コメントを提出するプロセスを継続している。 

 

（２）OECD の WPMN のスポンサーシッププログラムにおいて、スーパーグロース法単層ＣＮ

Ｔのプリンシパル材料への承認と、そのために必要な環境中運命および生態毒性データの

作成・提供 

経済協力開発機構（OECD）の工業ナノ材料作業部会（WPMN）の SG3（安全性試験）のスポ

ンサーシッププログラムでは、日本国は 13 材料のうち、炭素系 3材料（フラーレン、多層

および単層ＣＮＴ）のスポンサーとなっている。スーパーグロース法単層ＣＮＴをプリン

シパル材料の 1 つに提案し、WPMN において認められたため、これまで欠けていた、環境中

運命および生態毒性に関する試験データを作成し、WPMN に提出した。表 III-3 には環境中

運命試験の実施内容を示した。結果は難分解性であった。表 III-4 には生態毒性試験の結

果を示した。 
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表 III-3 環境中運命 実施試験リスト 

試験項目
OECD

TG
Test 

grade 指標
SG-

SWCNT
日機装

SWCNT
日機装

MWCNT

生分解性
（Biotic degradability）

・ 易分解性
（Ready biodegradability）

301C GLP BOD #
分解度

● ● ●

・易分解性
（Ready biodegradability）

301F GLP BOD
分解度

○ ○ ○

・ 本質的分解性
（Inherent biodegradability）

302C GLP BOD
分解度

● ● ●

生物濃縮性：魚類
（Bioaccumulation potential）

305 GLP BCF
（濃縮倍率）

●※ ●※ ●※

●： TASC （外注：化学物質評価研究機構（CERI））実施

○： 旧プロジェクトで （外注：CERI）実施

#；生物学的酸素要求量
※；暴露試験のみ実施

（魚中と水中濃度の分析は未実施）  

 

表 III-4 生態毒性 実施試験リスト 

実施試験項目
OECD

TG
Test 

grade 指標
SG-

SWCNT
日機装

SWCNT
日機装

MWCNT

水生生物（急性／慢性）

・ 魚類急性毒性 203 GLP 96hr, LC50 > 10 mg/L > 10 mg/L > 10 mg/L

・ 魚類延長毒性 204 GLP

14day, 
LC50
14day, 
NOEC

> 10 mg/L
10 mg/L

> 10 mg/L
10 mg/L

> 10 mg/L
3.2 mg/L

・ ミジンコ急性遊泳阻害 202 GLP 48hr, EC50 > 10 mg/L > 10 mg/L > 10 mg/L

・ ミジンコ繁殖阻害 211 GLP

21day, 
EC50
21day, 
NOEC

> 1 mg/L
0.32 mg/L

> 1 mg/L
0.3 mg/L

> 1 mg/L
0.3 mg/L

・ 藻類生長阻害 201 GLP
72hr, EC50
72hr, 
NOEC

> 10 mg/L
0.32 mg/L

> 10 mg/L
0.32 mg/L

> 10 mg/L
0.32 mg/L

土壌微生物窒素無機化 216 GLP 28day, 
EC50

> 1000 
mg/kg

> 1000 
mg/kg

> 1000 
mg/kg

活性汚泥呼吸阻害 209 GLP 3hr, EC50 > 100 mg/L > 100 mg/L > 100 mg/L
 

注：濃い字がＴＡＳＣ実施分（外注：三菱化学メディエンス）で、 

薄い字が旧プロジェクト実施分（外注：化学物質評価研究機構）を示している。 

 

３）成果のまとめと今後の展開 

（成果の達成度） 

基本計画に示す中間目標に対する達成度 

（中間目標が設定されていないために略） 

（まとめ） 

諸外国および国際機関における工業ナノ材料を対象とした法規制やガイドラインの策定

に関する情報を収集し、ウェブサイトや twitter を利用した発信を継続している。また、

国際標準化機構（ISO）の TC 229（ナノテクノロジー技術委員会）の第 3作業部会（健康安

全環境）の会議に出席するとともに、回覧される文書を関係者に配布し、コメントを提出

するプロセスを継続している。経済協力開発機構（OECD）の工業ナノ材料作業部会（WPMN）

のスポンサーシッププログラムにおいて日本がスポンサーとなっている単層ＣＮＴについ
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て、スーパーグロース法単層ＣＮＴをプリンシパル材料に提案し、そのために必要なデー

タを作成・提供した。 

（今後の展開） 

国内外の動向の把握と情報発信を継続するとともに、スーパーグロース法単層ＣＮＴを

モデル化合物として研究開発項目③-(a)-1 および③-(a)-2 で確立された有害性評価手法お

よび暴露評価手法とともに、③-(b)で開発されたＣＮＴ等ナノ材料生産事業者の自主安全

評価ならびに自主安全管理手法の、国内（事業者、事業者団体、省庁など）や国外（ISO や

OECD、欧米の研究開発プロジェクト）への発信を行う。 
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IV．実用化、事業化の見通しについて 

 

１ 研究開発項目①単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 

 

実用化するための考え方（方針・指針・計画）：東レ株式会社 

単層ＣＮＴの特性である高い導電性能を有効に生かす選択肢の一つとして、透明電極へ

の応用が考えられる。現在、透明電極材料としては主にレアメタルを利用した ITO（Indium 

Tin Oxide）が広く使用されており、レアメタルフリーな金属酸化物や導電性ポリマーの利

用も検討されているが、単層ＣＮＴは安定性・耐久性においても非常に優れた特性をもち、

印刷エレクトロニクスへの応用も可能である。また、eDIPS 法によって合成された単層ＣＮ

Ｔは、CVD 法によって合成されたＣＮＴの中でも特に優れた結晶性を持つため、そのポテン

シャルを伸ばすことが出来れば、独自の透明電極利用製品を開発可能だと考える。更に、

eDIPS 法は合成条件により種々の形状のＣＮＴを合成することが可能な手法であり、且つ連

続的な合成が可能な合成法であるため、改良により更なる特性の向上、生産性の向上も可

能であると考えられる。 

弊社ではＣＮＴ利用透明電極を中心に、製品を展開していく方針であり、この研究開発

によって、eDIPS 法ＣＮＴのポテンシャルと技術面での実用性に目処をつけた上で、製品へ

の展開を図る。 

これまで、ＣＮＴを透明電極用薄膜とした際の透明導電性能は ITO の性能に、遥かに及

ばない状態であったが、本 PJ にて、導電用途に優れた目指すべきＣＮＴの形状の一部を明

らかとすることによって、ＣＮＴ薄膜の透明導電性能が飛躍的に向上した。しかしながら、

実用化には、更なる性能向上が望まれる。導電用途最適ＣＮＴ形状検討において、これま

での検討では、ＣＮＴの細径化に伴い導電性の向上が見られたが、細径化に伴い収率の低

下も見られたため、高効率な細径ＣＮＴ合成法も必要であると考える。 

ＣＮＴの導電性を向上させるため、導電用途に最適なＣＮＴの更なる追究を行う。その

ためには、ＣＮＴ合成メカニズムの解明検討を行うことによって、直径、長さ、結晶性等

のＣＮＴ形状及び収率を制御するのに高効率な炭素源種の見極めを行い、形状選択的合成

法の追究を行い、導電材料としての更なる高性能化と合成技術の改良を行う。また、合成

以外の導電性向上検討として、ＣＮＴ以外の材料との複合的な導電性向上検討を行い、導

電材料としての可能性を追求する。 

これまで本 PJ では透明導電用途に適したＣＮＴ形状の探索（どの様な形状のＣＮＴを用

いるのが適しているかについて検討）を行い、性能向上のために目指すべき形状コントロ

ールの方向性（直径細径化、長尺化、高結晶化）を明らかとし、eDIPS 法ＣＮＴが透明導電

用途ＣＮＴとして、競合する国内外の他社単層ＣＮＴ、及び多層ＣＮＴと比べて非常に高

性能であることを明らかとすることができた。得られた成果は展示会（国際ナノテクノロ

ジー総合展）、国際学会（NT11）などで情報発信を行い、周辺技術に関する意見交換を行っ
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てきた。 

透明導電用途に適したＣＮＴの特性（ＣＮＴ薄膜の導電性、透過率）向上と低コスト化

を目指す。そのためにＣＮＴ合成メカニズムをさらに明らかにしてＣＮＴの更なる細径化、

長尺化、高結晶化を目指すとともにＣＮＴ合成収率向上と品質の安定化を目指す。また、

ＣＮＴ以外の材料との複合的な導電性向上のための調査、検討を行う。 

 製品サンプルの試作を行い、事業化に必要な特性、コストの見極めを行う。その後、設

備投資の見極めを行い、具体的な量産化プロセスの検討に入り生産を開始したい。 

 

実用化するための考え方（方針・指針・計画）：帝人株式会社 

  eDIPS 法単層ＣＮＴを実用化するには、形状が高品質に制御されたＣＮＴの量産技術開

発による低コスト化、及びそのＣＮＴの特徴を発揮する用途開発が必須である。これま

で、量産技術開発として、品質を確保するための直径の精密制御方法の検討や、低コス

トを達成するための連続合成方法（巻き取り方式、紡糸方式など）を改良してきた。し

かしながら、量産時に見積もられるコストは未だ高水準で、ポリマーとの複合化におい

て価値を創造するにおいても、更なる生産性の向上が必要である。 

一方で、ポリマーとの複合化で特徴を生み出すためには、低配合量で機能を発揮させ

ることが重要であるが、そのためにはＣＮＴのポリマーまたは溶媒中への高度な分散性

を達成する技術が要求される。 

よって、 

  ① 効率よい連続合成条件検討による生産性向上可能性の見極め 

 ② コストと特性が見合う用途探索を行うための高度な溶媒分散性の達成 

 を今後基盤技術研究として実施していく。 

具体的には、大型合成装置を活用したスケールアップ効果の見極めと、そのときの生

産コスト概略試算を行うこと、及び有効な新規分散剤やＣＮＴへのダメージが少ない新

規の物理的分散プロセスを基礎探索することを進める。 

それらの結果を元に、達成された高度な分散レベルにより発現される機能と、想定さ

れるコスト水準に見合う応用分野のマッチングを図り、その分野においてプロジェクト

終了後に取り組む製品開発へ繋げ、ターゲットや目標値の設定を行う。 

 

実用化するための考え方(方針・指針・計画）：産業技術総合研究所 

 産総研で開発する形状制御された eDIPS 法単層ＣＮＴ、半金分離された半導体単層ＣＮ

Ｔ/金属単層ＣＮＴ、板状ＣＮＴ、形状制御されたスーパーグロース法単層ＣＮＴは、以下

の計画で実用化を目指す。 

 

 ・形状制御された eDIPS 法単層ＣＮＴに関しては、東レの助成事業の透明導電性フィルム

用途開発をサポートしながら、それ以外の用途開発を行うために、幅広に試料提供、共同
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研究を行い、新しいパートナー企業を開拓する。具体的には、軽量電線を目指した共同研

究の立ち上げ、信州大学繊維学部と共同で開発するスーパーセルロース繊維、理研仁科加

速器センターと共同で開発するチャージストリッピングフォイルが現在進行中である。 

 ・半金分離された半導体単層ＣＮＴ/金属単層ＣＮＴに関しては、幅広に試料提供を行い

ながら、ＮＥＣと協力して、ポリシリコン並の性能を有する塗布型薄膜トランジスタ用素

材としての実用化を目指す。 

 ・板状ＣＮＴに関しては、東レ、アルプス電気の助成事業の助成研究の目的にあわせて、

最適化された構造、最適化構造を有するＣＮＴを用いた板状ＣＮＴの開発を行う。また従

来の板状ＣＮＴの課題であった、生産性、厚さ制御、均一性を解決するために、高濃度分

散液を塗布する板状ＣＮＴの製造法開発を行う。 

 ・形状制御されたスーパーグロース法単層ＣＮＴに関しては、実用化のためには、先行す

る多層ＣＮＴとの差別化が必要なため、以下の技術開発を行う。 

① 造制御による高性能化・用途特化による、性能差別  

② コスト低減によるコスト差吸収  

 

 
図 IV-1 ＣＮＴの性能 コスト比較図 

 

 ・現状では、スーパーグロースＣＮＴは多層ＣＮＴに対して性能が約一桁良い（導電性、

熱伝導）。構造制御を行うことで、複合材料の電気伝導、熱伝導をそれぞれ従来比 5倍程度

の向上を目指し、最終的に、多層ＣＮＴの 50 倍（導電性、熱伝導性）程度の性能差を実現

する。 

・多層ＣＮＴは、この 2～3 年で世界中で 300 トン/年のプラントが相次いで操業を開始

し、1 kg/万まで販売コストが下がっている。片や、現状の合成技術では、スーパーグロー

ス単層ＣＮＴの販売コストは 10 万/kg と想定される。そこで、1万/kg を目指せる合成技術

の開発を行う。 
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以上の技術を集積し、ＣＮＴ材料から用途に至る、3階層で技術を“すりあわせ”し、Ｃ

ＮＴのポテンシャルをフルに引き出し、他が追随できない競争力（特性）を有する“唯一

無比“の用途を開発する。 

・すりあわせ①：用途に構造と特性が最適化された単層ＣＮＴ  

・すりあわせ②：最適化された成形加工  

・すりあわせ③：“すりあわせ“された用途のコア技術  

 
図 IV-2 3 階層での“すりあわせ”技術開発 

 

最終的にはすりあわせＣＮＴの製造メーカーと用途開発メーカーの B to B の流れを形成

する。そのためには、今後、１）用途開発企業への試料提供 、２）有望な構造制御ＣＮＴ

の製造レシピの量産性検証 、３）B to B の流れの創出を行う計画である。  

 

 

 
図 IV-3 すりあわせされたＣＮＴの B to B の流れの創出スキーム 

 

実用化するための考え方(方針・指針・計画）：日本電気株式会社 

 弊社においては、大面積・フレキシブル性を実現する印刷エレクトロニクスを次世代イ
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ンターフェースデバイスの有力な選択肢のひとつと考えている。印刷エレクトロニクスの

トランジスタ材料としては有機半導体材料が主に研究されているが、半導体型の単層ＣＮ

Ｔは安定性・電気伝導性において非常に優れた特性を持つ。弊社はＣＮＴを用いたトラン

ジスタ技術を印刷エレクトロニクスのコア技術として位置づけ、自社製品の差別化を図る

方針である。本 PJ の基盤技術開発はこれに必須の金属型・半導体型ＣＮＴ分離技術を目標

としている。この研究開発により、技術面の実用性に目処をつけた上で、サプライチェー

ンとビジネスモデルの確立を図る。 

 単層ＣＮＴの電気伝導特性は 1本のＣＮＴで 10,000cm2 /Vs を超える非常に大きい移動度

が報告されており、シリコン半導体の特性を大幅に上回る。また単層ＣＮＴランダムネッ

トワークからなるＣＮＴ薄膜トランジスタにおいても 300cm2 /Vs を超える移動度が報告さ

れており、ポリシリコン薄膜トランジスタを上回る特性が期待できる。課題としては金属

型ＣＮＴの混在によるオンオフ比劣化であったが、金属型・半導体型ＣＮＴ分離技術の進

展、本 PJ での大量分離技術により高性能化・低コスト化への道筋ができつつある。現在の

ところ、数 cm2 /Vs 前後の移動度が得られており、典型的な塗布・印刷型有機半導体（典型

的には 0.1cm2/Vs）に比べ高い特性を得ている。しかし、単層ＣＮＴの真のポテンシャルを

最大限に発揮するためには、移動度・オンオフ比・ばらつきなどのデバイス指標が従来の

塗布・印刷型有機半導体トランジスタを大幅に上回り、ポリシリコンに匹敵する特性を塗

布・印刷により実現する必要がある。そのためには、材料のもつ課題（低欠陥化、長さ・

直径最適化）のみならず、成膜技術・デバイス技術における課題（薄膜均一化・しきい値

制御・寄生抵抗低減など）も合わせて解決する必要がある。 

 

 材料としての課題解決としては、低欠陥分散技術の開発、分散ＣＮＴの長尺化、ＣＮＴ-

ＣＮＴ間コンタクト抵抗低減により高移動度化をめざす。また、eDIPS 技術と緊密な連携に

より単層ＣＮＴの直径を最適化し、高オンオフ比・低寄生抵抗を両立させ、高品質なＣＮ

Ｔ材料技術を確立する。また、均一なＣＮＴ薄膜の塗布・印刷を実現するために、安定性・

印刷特性・電気特性に優れたＣＮＴインク組成を検討し、塗布・印刷技術を高度化する。 

  本 PJ では塗布・印刷トランジスタ用ＣＮＴインクに用いる半導体型ＣＮＴの分離技術開

発を精力的に行ってきた。また実デバイスでの特性評価のための基盤技術開発を行い、出

力電流の均一性を高めたＣＮＴトランジスタをプラスチックフィルム上に印刷形成する技

術を開発した。得られた成果は展示会（国際ナノテクノロジー総合展）、国内外学会（NT、

MRS、IEEE Nano、応用物理学会、FNTG 学会）、論文（JPCC, APEX）、広報（4月 18 日、TASC/AIST/NEC

共同）などで積極的に外部発信し、パートナー発掘を行った。 

 今後 PJ 終了まで、先に述べた印刷・塗布ＣＮＴ薄膜トランジスタの特性（移動度・オン

オフ比・均一性など）を向上させるための材料高品質化（低欠陥化、長尺化、直径最適化）

をめざす。また、ＣＮＴ薄膜としての特性を向上させるためのインク化技術、塗布・印刷

技術、実デバイスでの特性評価のための基盤技術を推進する。また、分離ＣＮＴを用いた
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印刷エレクトロニクスの具体的な応用コンセプトを提案・試作し、用途開発を積極的に進

め、パートナー発掘・協業体制構築を行う。 

 PJ 終了後の実用化計画は、本 PJ 終了時の 2015 年には実用的な塗布・印刷トランジスタ

を作製可能な分離ＣＮＴインク技術、塗布・印刷技術を確立する。PJ 終了後、ＣＮＴ材料

や、ＣＮＴインクなどのＣＮＴ印刷回路製造のためのサプライチェーン確立を目指し、2020

年をめどに印刷による電子機器製造を開始したい。 

 

２ 研究開発項目②単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

 

２．②－(b) （単層ＣＮＴ「網目」構造制御技術の開発） 

 

産総研で開発する単層ＣＮＴ「網目」構造を用いた複合材料、および、板状単層ＣＮＴ複

合材料は以下の計画で実用化を目指す。 

プレスリリース、産総研オープンラボ、ナノテク展などを通じて企業の方からニーズの聞

き取り調査を行い、スーパーグロースの特長をいかせ、事業性がある、複合材料の技術開

発を行う。開発された複合材料は、プレスリリースなどを行い、企業の方に研究成果を知

って頂き、技術相談→試料提供(ＣＮＴ、複合材料)→共同研究、委託研究などを通じて、

ＴＡＳＣで開発した成果の技術移転を目指す。 

 

   

       図 IV-4 産総研で開発する複合材料を実用化するための考え方 

 

２．②－(d)  ポリマーに分散する技術の開発 

実用化するための考え方（方針・指針・計画）:日本ゼオン株式会社 

  ＣＮＴ複合材料を実用化するためには、 

・製品ターゲット、ロードマップ明確化 
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・用途に応じたポリマー合成/配合技術開発 

・大量（工業レベル）製造技術開発 

・用途に応じた評価技術開発 

が必須であり、そのための技術開発を継続して実施していく。特に実用化のためには、

製品ターゲットの設定、市場要求の情報入手が重要であるため、サンプルワークを進め

る中で市場の要求を吸い上げ、適宜研究にフィードバックする形で実用化のための基盤

技術開発を促進させる。これまでに、得られた成果の公開（学会での発表）、応用研究

(助成事業)先への技術紹介を通じて、当該 PJ で開発した技術の紹介を積極的に実施し

てきたが、これら啓蒙活動を継続実施し、ＣＮＴ複合材料を用いたキラーアプリケーシ

ョン創出の効率化を図る。 

また、用途開発を成功させるためには、「B to B」での研究開発を実施し、開発にお

ける死の谷を克服させることが効果的である。そこで、応用研究（助成事業）と連携し、

用途開発を進めていく。 

具体的には、当該 PJ にて用途開発をサポートする基盤技術開発（「高性能配合技術

開発」、「評価技術開発」）、を行い、確立した技術の紹介/技術移転、さらに少量サ

ンプル提供を通じＣＮＴ複合材料の可能性探索を実施する。また、応用研究（助成事業）

においては、助成事業採択者が有している販売チャネルを活用し、高次顧客との連携を

通じ、製品ターゲットの明確化、ターゲットに最適な配合設計、評価技術開発を行い、

開発スピードを向上し事業化の促進を図る。                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 IV-5 

 

２．②－(e)  金属に分散する技術の開発 

実用化するための考え方（方針・指針・計画）：住友精密工業株式会社 

委託事業
（ TASC）

助成事業 （ 用途に応じた）
配合技術開発

複合材
複合化、加工技術

最終製品
（ 加工、組立）

製品設計、開発

製品評価

製品設計、開発

製品評価

分散基盤
技術開発

（ 高性能）
配技術開発

用途に応じた技術開発
（ 配合、設計、評価、etc）

B to  BB to  Bによるによる
事業化促進事業化促進

用途開発をサポートする基盤技術
（ 共通基盤性の高い技術開発）

・分析技術
・低コスト分散剤開発
・分散技術体系化

・製品ターゲット明確化、ロードマップ共有
・用途に応じたポリマー合成/配合技術開発
・大量（ 工業レベル） 製造技術開発
・用途に応じた評価技術開発

⇒⇒ 開発スピードの向上、「死の谷」の克服開発スピードの向上、「死の谷」の克服

・用途開発促進
・新用途/産業創出

サンプル配布

基盤技術の移転基盤技術の移転//活用活用

成果発表
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金属に単層ＣＮＴを分散することにより、アルミニウムの約 4 倍、銅の約 2 倍の高い熱

伝導特性を有する材料が得られているが、これを放熱板あるいは熱拡散板として実用化す

るためには、高発熱密度となる各種パワー半導体（IGBT）や LED 基板、EV 用大電流基板な

ど、適用が想定される製品に対し、熱異方性を生かした最適構造を提案できる設計解析技

術が不可欠である。また、用途に応じたコストを実現するための量産製造技術と品質保証

技術（耐久性検証などを含む）の確立が必須である。 

そのため、これまで、米国航空宇宙学会をはじめ、日本機械学会や技術セミナー、ナノ

テク展での発表やサンプル提供を行い、顧客の要求を吸い上げてきた。そして、現状では

困難な課題、例えば、パワー半導体の極めて高い発熱密度について、当材料の非常に高い

熱伝導特性によって熱拡散を促し、顧客の要求性能を満足できるか、熱異方性解析および

試験実証などを行ってきた。加えて、パワー半導体の素子を放熱板に取り付ける際の金メ

ッキなどの表面処理、その耐剥離性等についての評価検討を実施した。 

今後、委託事業において、安価な材料と単層ＣＮＴを併用した低コスト量産製造技術の

開発を進めるとともに、顧客ニーズや要求スペックを把握し、製品化に向けて必須となる

基盤技術開発を促進する。同時に、高熱伝導性材料の標準化を図り、広範な普及を目指す。

また、応用研究（助成事業）において、高熱伝導材料の放熱板とフィンのロウ付け技術の

開発を進め、放熱フィンを搭載した高性能ヒートシンクや熱交換器などの応用製品への用

途展開を行っていく。 

PJ 終了後の実用化に関し、具体的な出口として最も明確な分野は、パワー半導体用放熱

板であり、他に、LED・大型液晶の冷却板、航空宇宙用放熱板など、多種多様なヒートシン

ク・ヒートパイプへの適用が想定される。実用化のスケジュールとしては、2015 年頃にパ

ワー半導体放熱板の製造を開始し、2020 年頃に、ヒートシンク・ヒートパイプに応用展開

を予定している。 

 

 

図 IV-6 

 

 

３ 研究開発項目③  ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

 

実用化するための考え方（方針・指針・計画） 
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 実用化するために、事業者が、自ら実施、あるいは民間試験機関に委託することで、自

社で製造するＣＮＴや、ＣＮＴを含有する自社製品の安全性を評価することが可能になる

ことを目指す。そのために、プロジェクトにおいて、自主的なリスク評価のための技術を

開発し、手順を確立するとともに、そうした評価や試験を実施できる民間事業者（試験機

関や研究機関）を育成することを目指す。暴露評価手法については、作業環境における簡

易計測法については先行して、事業者団体や省庁の検討会に情報提供し、利用促進に努め

る。これらの方法を用いた個別材料のリスク評価書は、事業者と組んでケーススタディを

いくつか公表することを通じて、事業者が材料や製品を市場に出す際に、それらが安全で

あると考える理由を提示するための標準的なフォーマットとなることを目指す。 

実用化するための課題は、安全性を確保するための手法の開発が、研究としてだけでな

く、産業技術として成立させることである。そのための条件としては、安価・簡便・迅速

な手法であること、手順書に従えば再現可能であること、国内および国際的な法規制動向

や標準化の動向と矛盾しないこと、が挙げられる。これらの点を念頭に置きながら技術開

発を進めている。 

 上記課題の最初の 2 点の課題を解決するために、詳細で高価な手法との間で妥当性検証

（Validation）の実施、手順書やマニュアルの作成と試験機関への技術移転、ケーススタ

ディの実施／事業者における実践を通したフィードバックを実施する。特に 3 点目を克服

するために、国内の他のプロジェクトとの連携や省庁の検討会への知見やデータの提供や

欧米プロジェクトとの連携や国際標準化に向けたデータ/情報の提供を行う。 

実用化のために、中間評価までに上記の課題を念頭に置きながら技術開発を行っている。

具体的には次のとおりである。事業者/事業者団体から安全性に関する相談を、展示会を含

めた様々な機会に受けることで、事業者のニーズの把握に努めた。欧米の法規制動向をウ

ェブサイトや関係者へのヒアリングなどにより素早く把握し、日本語での情報発信を行っ

てきた。国際機関（ISO や OECD）の会合に参加し、国際動向を素早く把握し、日本語での

情報発信を行ってきた。また、国際機関（ISO や OECD）による規格や文書作成プロセスに

対して、試験データの提供を行った。 

今後、PJ 終了までに、ナノ材料を市場に出す際に、自主的な安全性評価を実施する手順

とそれらを含んだ個別材料/製品のリスク評価書を準備するプロセスが確立し、それを請け

負うことがビジネスとして成立することを目指す。それに備えて、ＣＮＴ等ナノ材料の安

全性の評価や試験を実施できる民間事業者（試験機関や研究機関）を育成する。 

PJ 終了後の実用化の課題はＣＮＴ実用化（応用製品）の状況を見ながら、製品レベルの

ライフサイクルでのリスク評価の精度を上げるとともに、必要に応じて新たな評価手法を

開発することである。また、PJ で開発した手法は主要な対象がＣＮＴであったため、ＣＮ

Ｔ以外のナノ材料への応用を行う必要がある。そして、ナノ材料の安全性確保のための約

束事を定める法規制化および国際標準化の作業は国際的に今後しばらく続くと考えられる

ため、情報収集および情報発信の取り組みは継続する必要がある。 
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図 IV-7 
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Ⅴ.成果資料 

 

１．誌上／学会発表 

（１）誌上発表 

表Ⅴ－１ 

論文 21 報（査読付き：11 報、その他：10 報） 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2010年10月 Polyfile 47(560):5

0- 55. 

ナノ材料のリスク評価～材料

開発従事者に求められる考え

方～ 

岸本充生 

2010年12月3日 Science（査読：有） Carbon Nanotubes with 

Temperature Invariant 

Viscoelasticity from -196°C 

to 1000°C 

Ming Xu, Don N. Futab

a, Takeo Yamada, Moto

o Yumura and Kenji Ha

ta 

2011年2月 ナノテクノロジー国

際標準化サーキュラ

ー 

（NTSC No.16） 

ナノテクノロジー標

準化国内審議委員会

編 

4. ISO/TC229第11回会合出席

報告 

4-5 健康・安全・環境関連／

WG3. 

五十嵐卓也（共著） 

2011年2月 環境管理2月号: 51-

61 

工業ナノ材料の安全問題の動

向（その１） 

五十嵐卓也 

2011年3月 環境管理3月号: 未

定 

工業ナノ材料の安全問題の動

向（その２） 

五十嵐卓也 

2011年3月 Nature Nanotechnol

ogy, 6, 3, 139-140

, 2011（査読：有）

In vitro assays: Tracking 

nanoparticles inside cells.

Haruhisa Kato 

 

2011年4月 環境管理 

（産業環境管理協会）

工業ナノ材料の安全性問題の動向

(その３) 

五十嵐卓也 

 

2011年5月 環境管理 

（産業環境管理協会）

工業ナノ材料の安全性問題の動向

(その４) 

五十嵐卓也 

2011年6月 新版複合材料・技術総

覧 

カーボンナノチューブ／アルミニ

ウム合金複合材料 

片桐一彰、佐々木克彦、垣

辻篤 

2011年6月 Carbon（査読：有） Growth control of 

single-walled, double-walled, 

and triple-walled carbon 

nanotube forests by a priori 

Wei-Hung Chiang, Don 

Futaba, Motoo Yumura, 

Kenji Hata 
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electrical resistance 

measurement of catalyst films

2011年7月 日本機械学会（査読：

有） 

VGCF-Al 高熱伝導複合材料の高温

強度特性 

福知孝平、佐々木克彦、片

桐一彰、垣辻篤 

2011年7月 Journal of Solid 

Mechanics and 

Materials Engineering 

(JSME)（査読：有） 

Correlations Between Thermal 

Conductivity and Inelastic 

Deformation of Aluminum 

Kohei FUKUCHI, Katsuhiko 

SASAKI, Terumitsu 

IMANISHI, Kazuaki 

KATAGIRI, and Atsushi 

KAKITSUJI 

2011年7月 Carbon（査読：有） Exposy Composite Sheets with a 

Large Interfacial Area from a 

High Surface Area-Supplying 

Single-Walled Carbon Nanotube 

Scaffold Filler 

Kazufumi Kobashi, Takeo 

Yamada, Don Futaba, Motoo 

Yumura, Kenji Hata 

2011年7月 Advanced Materials（

査読：有） 

Carbon Nanotubes with 

Temperature-Invariant Creep and 

Creep-Recovery from -190℃ to 

970℃ 

Ming Xu, Don N. Futaba, 

Motoo Yumura, Kenji Hata

2011年7月 Nano Letters（査読：

有） 

Tailoring Temperature Invariant 

Viscoelasticity of Carbon 

Nanotube Material 

Ming Xu, Don N. Futaba, 

Motoo Yumura, Kenji Hata

2011年10月 Journal of Physical 

Chemistry C（査読：有

） 

Separation of Metallic and 

Semiconducting Single-Wall 

Carbon Nanotube Solution by 

Vertical Electric Field 

Kazuki Ihara, Hiroyuki 

Endoh, Takeshi Saito, 

Fumiyuki Nihey 

2011年10月 Carbon（査読：有） Preparation and 

characterization of stable 

dispersions of carbon black and 

nanodiamond in culture medium 

for in vitro toxicity assessment

Haruhisa Kato, Ayako 

Nakamura, Shigehisa 

Endoh, Katsuhide Fujita

2011年10月 ぶんせき 量子ドットを利用した統計学的細

胞中のナノ物質評価技術 

加藤晴久 

2011年11月 ぶんせき ナノ材料の安全性・有害性試験の

課題と挑戦 

藤田克英 

2011年12月 Polyfile出版社 大成

社 

カーボンナノチューブのリスク評

価：到達点と課題 

岸本充生 

2011年12月 Nanomaterials（査読：

有） 

Accurate Size and 

Size-Distribution 

Determination of Nanoparticles 

in Aqueous Medium Using Dynamic 

Light Scattering and 

Asymmetrical Flow Field-Flow 

Fractionation with Multi-Angle 

Light Scattering. 

Accurate Size and 

Size-Distribution 

Kato H. et al. 
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Determination of Polystyrene 

Latex Nanoparticles in Aqueous 

Medium Using Dynamic Light 

Scattering and Asymmetrical 

Flow Field-Flow Fractionation 

with Multi-Angle Light 

Scattering 

 

 

（２）学会発表 

表Ⅴ－２ 

学会発表 107 件（TASC 98 件, 九州大学 9件） 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2010 年 

9 月 6 日 

第 39 回フラーレン・ナ

ノチューブ総合シンポ

ジウム 

広い温度範囲（-196℃-1000℃）で

安定した粘弾性 

徐鳴、フタバドン、山田健

郎、湯村守雄、畠賢治 

2010 年 

12 月 3 日 
2010 MRS Fall Meeting

Rubber like Viscoelastic Energy 

Dissipation 

Ming Xu, Don N. Futaba, 

Takeo Yamada, Motoo 

Yumura, Kenji Hata 

2010 年 

12 月 17 日 
PACIFICHEM2010 

Development of matrix-free 

vertical electrophoresis with 

nonionic surfactant for the 

separation of metallic and 

semiconducting carbon  

nanotubes 

K. Ihara, T. Saito, H. 

Endoh, F. Nihey 

 

2010 年 

12 月 27 日 

ナノカーボン物質の基

礎と応用：現状と展望

に関する若手研究会 

Carbon Nanotube with 

Temperature-Invariant 

Viscoelasticity from -196℃～

1000℃ 

Xu Ming 

2011 年 

1 月 4 日 

49th AIAA Aerospace 

Sciences Meeting 

（アメリカ航空宇宙学

会 第 49 回航空宇宙科

学会議） 

High Thermal Conductive 

Composite Containing a Network 

of Vapor Grown Carbon Fiber and 

Carbon Nanotube in Aluminum 

Matrix 

Katsuhiko Sasaki, Kohei 

Fukuchi, Kazuaki 

Katagiri, Terumitsu 

Imanishi, Akiyuki Shimizu

and Atsushi Kakitsuji 

2011 年 

2 月 16 日 

 

産業技術総合研究所・

ナノテクノロジー標準

化国内審議委員会 

ナノテクノロジー国際

標準化ワークショップ

「ナノテク用語の国際

標準化とナノラベリン

グ」 

欧州連合における工業ナノ材料の

規制動向 
五十嵐卓也 
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2011 年 

3 月 8 日 

第 40 回記念フラーレ

ン・ナノチューブ総合

シンポジウム 

サイズ排除クロマトグラフィーよ

る単層 CNT の長さ分離 

浅野 敏、田中丈史、片浦弘

道 

2011 年 

3 月 8 日 

第 40 回記念フラーレ

ン・ナノチューブ総合

シンポジウム 

カーボンナノチューブの-190℃か

ら 970℃の温度範囲で安定なクリ

ープおよびクリープ回復 

徐 鳴、二葉 ドン、湯村 守

雄、畠 賢治 

2011 年 

3 月 8 日 

第 40 回記念フラーレ

ン・ナノチューブ総合

シンポジウム 

高伝導性葉脈状 SWNT 網目 

小橋和文、阿多誠介、山田

健郎、二葉ドン、湯村守雄、

畠賢治 

2011 年 

3 月 8 日 

第 40 回記念フラーレ

ン・ナノチューブ総合

シンポジウム 

SWCNT 分散過程における G+/G-比

変化 

西山聡子、田中丈士、片浦

弘道 

2011 年 

3 月 9 日 

第 40 回記念フラーレ

ン・ナノチューブ総合

シンポジウム 

Synthesis and characterization 

of highly conducting Carbon 

nanotube-Copper composite 

Chandramouli 

Subramaniam、Takeo 

Yamada、Don. N. Futaba、

Kenji Hata 

2011 年 

3 月 9 日 

第 40 回記念フラーレ

ン・ナノチューブ総合

シンポジウム 

 

Cyclic purification of 

semiconducting and metallic 

carbon nanotubes using 

separation by 

Electric-field-induced Layer 

Formation 

K. Ihara, T. Saito, F. 

Nihey 

 

2011 年 

3 月 10 日 

第 40 回記念フラーレ

ン・ナノチューブ総合

シンポジウム 

遠赤外線領域における単層カーボ

ンナノチューブの光学的応答 
鄭淳吉、岡崎俊也 

2011 年 

3 月 21 日 
APS March Meeting 2011

Reinforced Epoxy Nanocomposite 

Sheets Utilizing Large 

Interfacial Area from a High 

Surface Area Single-Walled 

Carbon Nanotube Scaffold 

KAZUFUMI KOBASHI, 

HIDEKAZU NISHINO, 

TAKEO YAMADA, DON FUTABA, 

MOTOO YUMURA, KENJI HATA,

2011 年 

3 月 21 日 
APS March Meeting 2011

Carbon Nanotubes with 

Temperature Invariant 

Viscoelasticity from -196℃ to 

1000℃ 

MING XU 

2011 年 

3 月 22 日 
APS March Meeting 2011

Micro-scale “air-gap” 

circuitry with conducting 

carbon nanotube-copper 

composite , 

CHANDRAMOULI SUBRAMANIAM

2011 年 

3 月 23 日 

American Physical 

Society March Meeting

Thin-film transistors using 

semiconducting carbon nanotubes 

F. Nihey, K. Ihara, Y. 

Asada, M. Kuwahara, T. 
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 enriched by electric-field 

induced separation 

Saito 

2011 年 

3 月 25 日 

第 58回応用物理学関係

連合講演会 

縦型無担体電気泳動法を用いた金

属・半導体 SWCNT 分離 

井原和紀、斎藤毅、二瓶史

行 

2011 年 

3 月 27 日 
ACS March Meeting 2011

Carbon nanotubes with 

temperature invariant 

viscoelasticity from -196°C to 

1000°C 

Ming Xu, Don N. Futaba,  

Takeo Yamada, Motoo 

Yumura, Kenji Hata 

2011 年 

5 月 18 日 

The Seventh 

International 

Nanotechnology 

Conference on 

Communication and 

Cooperation 

Developing strategy for 

assessing and managing risk of 

industrial nanomaterials 

Atsuo Kishimoto, Hisashi 

Hashimoto, Katsuhide 

Fujita, Isamu Ogura 

2011 年 

5 月 23 日 

The 15th 

International 

Symposium on Field- 

and Flow-based 

Separations 

Characterization of nano 

colloidal suspension using DLS, 

PFG-NMR and AFFFF methods for 

nano toxicity assessment 

Kato H. et al. 

2011 年 

5 月 25 日 

CNT-NMEMS-TIA 共同シ

ンポジウム 
ナノ材料の自主安全管理に向けて 岸本充生 

2011 年 

6 月 8 日 

11th International 

Conference on the 

Mechanical Behavior 

of Materials 

Aluminum Based High Thermal 

Conductive Composites 

Containing CNT and 

VGCF-Deformation Dependence of 

Thermal Conductivity 

Kohei Fukuchi, Katsuhiko 

Sasaki, Kazuaki Katagiri, 

Terumitsu Imanishi, 

Atsushi Kakitsuji 

2011 年 

7 月 6 日 
岡山地区高分子懇話会

スーパーグロース法による単層

CNT の網目状分散技術と用途開発
小橋和文 

2011 年 

7 月 11 日 

NT11 International 

Conference on the 

Science and 

Application of 

Nanotubes 

Effect of Carbon Sources on the 

Diameter of SWCNTs Synthesized 

by DIPS Method 

Masaharu Kiyomiya, Mikau 

Shukla, Keita Kobayashi, 

Takayoshi Hirai, Yuki 

Kuwahara, and Takeshi 

Saito 

2011 年 

7 月 12 日 

NT11 International 

Conference on the 

Science and 

Application of 

Nanotubes 

Exploration of optimized SWCNT 

diameter for transparent 

conductive films 

Takayoshi Hirai, Yuki 

Kuwahara, Keita 

Kobayashi, Masaharu 

Kiyomiya, and Takeshi 

Saito 

2011 年 

7 月 12 日 

NT11 International 

Conference on the 

Science and 

Application of 

Nanotubes 

The World of CNT Forests 

Don N. Futaba, Shunsuke 

Sakurai, Kazufumi 

Kobashi, Ming Xu, Takeo 

Yamada, Motoo Yumura, 

Kenji Hata 
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2011 年 

7 月 12 日 

NT11 International 

Conference on the 

Science and 

Application of 

Nanotubes 

Preparation of Iron Catalyst 

Nanoparticle for Single-Walled 

Carbon Nanotube Forest from 

Various Iron Compounds 

Shunsuke Sakurai, 

Hidekazu Nishino, Don N. 

Futaba, Satoshi Yasuda, 

Takeo Yamada, Alan 

Maigne, Eiichi Nakamura, 

Motoo Yumura, Kenji Hata

2011 年 

7 月 12 日 

NT11 International 

Conference on the 

Science and 

Application of 

Nanotubes 

Repeated Purification of 

Semiconducting and Metallic 

Carbon Nanotubes by 

Electric-field induced Layer 

Formation method 

Kazuki Ihara, Takeshi 

Saito, Fumiyuki Nihey 

2011 年 

7 月 13 日 

NT11 International 

Conference on the 

Science and 

Application of 

Nanotubes 

Optical response of 

single-walled carbon nanotubes 

in far-infrared region 

Soon-Kil Joung, Toshiya 

Okazaki 

2011 年 

7 月 14 日 

NT11 International 

Conference on the 

Science and 

Application of 

Nanotubes 

Highly Conductive, Long-Range 

SWNT Network Structure Made by 

Wet Shear Dispersion 

Kazufumi Kobashi, Seisuke 

Ata, Takeo Yamada, Don N. 

Futaba, Motoo Yumura 

2011 年 

7 月 14 日 

NT11 International 

Conference on the 

Science and 

Application of 

Nanotubes 

Tailoring Temperature Invariant 

Viscoelasticity of Carbon 

Nanotube Material 

Ming Xu, Don N. Futaba, 

Motoo Yumura, Kenji Hata

2011 年 

7 月 16 日 

CNT-NET (NT11 

Satellite Symposia) 

Highly Conductive, Long-Range 

SWNT Network Structure Made by 

Wet Shear Dispersion 

Kazufumi Kobashi, Seisuke 

Ata, Takeo Yamada, Don N. 

Futaba, Motoo Yumura 

2011 年 

7 月 16 日 

CNT-NET (NT11 

Satellite Symposia) 

Micro-scale ‘Air-gap’ 

Circuitry with Conducting 

Carbon Nanotube-Copper 

Composite 

Chandramouli 

Subramaniam, Takeo 

Yamada, Don N. Futaba, 

Motoo Yumura and Kenji 

Hata 

2011 年 

7 月 28 日 
CARBON 2011 

Temperature Invariant 

Rubberlike Viscoelasticity of 

Carbon Nanotubes from -196℃ to 

1000℃ 

Ming Xu, Don N. Futaba, 

Takeo Yamada, Motoo 

Yumura and Kenji Hata 

2011 年 

8 月 17 日 

IEEE Nano 2011 (11th 

International 

Conference of 

Nanotechnology) 

Printing Technology and 

Advantage of Purified 

Semiconducting Carbon Nanotubes 

for Thin Film Transistor 

Fabrication on Plastic Films 

Hideaki Numata, Kazuki 

Ihara, Takeshi Saito, 

Fumiyuki Nihey 
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2011 年 

8 月 30 日 

第 72回応用物理学会学

術講演会 

長さ制御した CNT 薄膜トランジス

タのオン状態とオフ状態における

伝導機構 

浅田有紀, 二瓶史行, 大森

滋和, 斎藤毅 

2011 年 

8 月 30 日 

第 72回応用物理学会学

術講演会 

電界誘起層分離手法の反復適用に

よる半導体性 SWCNT の純度向上 

井原和紀, 斎藤毅, 二瓶史

行 

2011 年 

9 月 1 日 

第 72回応用物理学会学

術講演会 

eDIPS 法における二層カーボンナ

ノチューブの選択的合成 

小林慶太, 橋本裕, 片山

寛, 星和明, 平井佳孝, 清

宮維春, 斎藤毅 

2011 年 

9 月 2 日 

第 72回応用物理学会学

術講演会 

Raman 分光による SWCNT 分散液の

孤立度評価-II 

片浦弘道, 西山聡子, 田中

丈士 

2011 年 

9 月 19 日 

International 

Conference on 

Advanced Technology 

in Experimental 

Mechanics 2011 

Thermal Anisotropy of 

CNT/Aluminum Composites and Its 

Applications  

Kazuya SHIMANAKA, Kohei 

FUKUCHI, Katsuhiko 

SASAKI, Kazuaki KATAGIRI, 

Atsushi KAKITSUJI 

2011 年 9 月 
日本機械学会2011年度

年次大会 

Simulation of Alignment of CNT 

by Water Flow for Aluminum/CNT 

Composites 

Xu Zhang, Akiyoshi 

Kuroda, Katsuhiko Sasaki, 

Kazuaki Katagiri, and 

Atsuhi Kakitsuji 

2011 年 9 月 

平成 23年度第 1回特定

領域研究「カーボンナ

ノチューブナノエレク

トロニクス」 

Far-infrared absorption of 

single-walled carbon nanotubes

Soon-Kil Joung, Toshiya 

Okazaki 

2011 年 

9 月 5 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Origin of the far-infrared 

absorption of single-walled 

carbon nanotubes 

Soon-Kil Joung, Toshiya 

Okazaki 

2011 年 

9 月 5 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Low-cost metal/semiconductor 

separation of single-wall 

carbon nanotubes toward mass 

production 

Takeshi Tanaka, Satoshi 

Asano and Hiromichi 

Kataura 

2011 年 

9 月 5 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Diameter Control for 

Super-Growth SWCNT forests 

Yasuaki Seki, Don Futaba, 

Motoo Yumura, Kenji Hata

2011 年 

9 月 5 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Electrical characterization of 

CNT forests along growth 

direction by micro-scale 

4-probe method 

Shigeki Hano, Don N. 

Futaba, Motoo Yumura, and 

Kenji Hata 

2011 年 

9 月 5 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Tailoring Temperature Invariant 

Viscoelasticity of Carbon 

Nanotube Material 

Ming Xu, Don N. Futaba, 

Motoo Yumura, Kenji Hata

2011 年 

9 月 6 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Large-scale separation of 

metallic and semiconducting 

single-wall carbon nanotubes 

Satoshi Asano, Takeshi 

Takana and Hiromichi 

Kataura 
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using gel column chromatography

2011 年 

9 月 6 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Detection of 

individually-dispersed SWCNT 

using Raman spectroscopy 

Satoko Nishiyama, Takeshi 

Tanaka, Hiromichi Kataura

2011 年 

9 月 6 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Crystallinity Improvement of 

SWCNT forests through the 

Synthesis Optimization using 

the Super-Growth Method and 

Their Properties 

Hiroe Kimura, Don N. 

Futaba, Motoo Yumura, and 

Kenji Hata 

2011 年 

9 月 6 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Control of layer number in 

growth of carbon nanotubes by 

eDIPS method 

Keita Kobayashi, Masaharu 

Kiyomiya, Takayoshi 

Hirai, Takeshi Saito 

2011 年 

9 月 7 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Multi-dimensional, 

multi-layer, micro-scale, 

circuit-like patterning of 

conducting CNT-Cu composite 

Chandramouli 

Subramaniam, Takeo 

Yamada, Don N. Futaba, 

Kenji Hata 

2011 年 

9 月 7 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Conductive yet mechanically 

durable CNT rubber composite 

through a vein-like SGT network

Seisuke Ata, Kazufumi 

Kobashi, Takeo Yamada, 

Don N. Futaba, Kanji Hata

2011 年 

9 月 7 日 

Particulate Systems 

Analysis 

Size determination of 

Nanoparticle size material 

using dynamic light scattering 

and asymmetrical flow field flow 

fractionation methods  

Kato H. et al. 

2011 年 

9 月 14 日 
EUROMAT 2011 

Optimization of Structural 

Parameters in Single-Wall 

Carbon Nanotube Networks for 

Improving Thin Film Transistors

Yuki Asada, Fumiyuki 

Nehey, Shigekazu Ohmori, 

Takeshi Saito 

2011 年 10 月 ぶんせき 2011 年 9 号 
量子ドットを利用した統計学的細

胞中のナノ物質評価技術 
加藤晴久 

2011 年 

10 月 13 日 

インテレクチャルカフ

ェ「持続可能な産業発

展を支える最先端カー

ボン材料技術」 

カーボンナノチューブのリスク評

価の考え方と評価技術開発 
岸本充生 

2011 年 

10 月 18 日 
6th NANOSMAT 

Development of preparation of 

stable carbon nanomaterials 

dispersion in culture medium and 

ultrafine nickel oxide 

particles, and single-wall 

carbon nanotubes 

Observation of protein corona 

for in vitro toxicity assessment

Kato H. et al. 

2011 年 日本金属学会2011年秋 高熱伝導性 Al/VGCF 複合材料への 垣辻篤, 佐々木克彦, 伊藤
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11 月 8 日 季大会 CNT 微量添加の効果 洋平, 永井明夫, 片桐一彰

2011 年 

11 月 10 日 

International 

Conference on 

Environment OMICS 

(ICEO 2011) 

Challenge for toxicity 

assessment of nanomaterials by 

gene expression analysis 

Katsuhide Fujita, Yasuo 

Morimoto, Shigehisa 

Endoh, Kunio Uchida, 

Hiroko Fukui, Akira 

Ogami, Toshihiko Myojo, 

Isamu Tanaka, Manabu 

Shimada, Wei-Ning Wang, 

Kazuhiro Yamamoto, 

Masanori Horie, Hitoshi 

Iwahashi, Junko Nakanishi

2011 年 

11 月 10 日 

International 

Conference on 

Environment OMICS 

(ICEO 2011) 

Comparison of the global gene 

expression of rat lung inhaled 

nanoparticles: C60 fullerene, 

ultrafine nickel oxide 

particles, and single-wall 

carbon nanotubes 

Makiko Fukuda, Yasuo 

Morimoto, Akira Ogami, 

Toshihiko Myojo, Isamu 

Tanaka, Manabu Shimada, 

Wei-Ning Wang, Shigehisa 

Endoh, Kunio Uchida, 

Kazuhiro Yamamoto, Hiroko 

Fukui, Masanori Horie, 

Reiko Nagano, Hitoshi 

Iwahashi, Junko 

Nakanishi, Katsuhide 

Fujita 

2011 年 

11 月 11 日 

第 32回表面科学セミナ

ー 

タンパク質や界面活性剤が表面吸

着したナノ粒子の液中キャラクタ

リゼーション 

加藤晴久 

2011 年 

11 月 15 日 
TRI 研究発表会 高熱伝導性複合材料の実用化研究 上野光保 

2011 年 

11 月 17 日 

特定領域研究「カーボ

ンナノチューブエレク

トロニクス」研究会 

薄膜トランジスタ応用に向けたカ

ーボンナノチューブの制御 
二瓶史行 

2011 年 

11 月 28 日 
2011 MRS Fall Meeting

AA5.16: CVD-Synthesis of 

Highly-Graphitized Double-Wall 

Carbon Nanotubes by Enhanced 

Direct Injection Pyrolytic 

Synthesis Method 

Keita Kobayashi, Masaharu 

Kiyomiya, Takayoshi 

Hirai, Motoo Yumura, 

Sumio Iijima, Takeshi 

Saito 

2011 年 

11 月 30 日 
2011 MRS Fall Meeting

Advances in SWNT Forests: 

Growth, Characterization, 

Applications, and a Pilot Plant

Kenji Hata (Ming Xu) 

2011 年 

12 月 8 日 

第 4回化学工学会 3支

部合同福井大会 

容器開封作業による作業環境中へ

の発塵現象の検討および発塵性評

価法の開発 

松田智子, 吉田幹生, 押谷

潤, 後藤邦彰 

2011 年 カーボンナノチューブ Separation of Metallic and 二瓶史行 
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12 月 12 日 発見20周年記念ワーク

ショップ(2011-CNT20)

Semiconducting Single-Wall 

Carbon Nanotubes by Free 

Solution Electrophoresis 

2011 年 

12 月 12 日 

カーボンナノチューブ

発見20周年記念ワーク

ショップ(2011-CNT20)

THz 領域における SWCNTs の低温測

定 
鄭淳吉, 岡﨑俊也 

2011 年 

12 月 13 日 

日本金属学会・日本鉄

鋼協会中国四国支部主

催第43回材質制御研究

会 

VGCF/CNTをハイブリッド分散させ

たアルミニウム基高熱伝導性複合

材料の開発 

垣辻篤, 佐々木克彦, 伊藤

洋平, 永井明夫, 片桐一彰

2011 年 

12 月 14 日 

微粒子科学技術研究講

演会 
液中分散ナノ材料の特性評価 加藤晴久 

2012 年 

1 月 9 日 

50th AIAA Aerospace 

Sciences Meeting 

including the New 

Horizons Forum and 

Aerospace Exposition

Improvements of Thermal 

Conductivity of Aluminum Based 

Composites Containing VGCF-CNT 

Network by Heat Treatments of 

CNT 

Katsuhiko Sasaki, Kazuaki 

Katagiri, Norio 

Takahashi, Akio Nagai, 

Yohei Ito, Atsushi 

Kakitsuji 

2012 年 

1 月 25 日 
技術情報協会 

カーボンナノチューブを用いた高

熱伝導性材料の応用に向けて 
片桐一彰 

2012 年 

1 月 26 日 

日本熱物性学会「宇宙

材料の熱物性とシステ

ムデザイン」 

カーボンナノチューブを用いた高

熱伝導性材料とその応用 
佐々木克彦 

2012 年 

2 月 15 日 

nano tech 2012 国際ナ

ノテクノロジー総合

展・技術会議 

カーボンナノチューブの自主安全

評価手法の開発 

岸本充生, 橋本尚, 橋本奈

緒美, 遠藤茂寿, 小倉勇 

2012 年 

2 月 15 日 

シンポジウム「ナノ炭

素材料革命への挑戦」
ナノ炭素材料のためのリスク評価 岸本充生 

2012 年 

2 月 16 日 

nano tech 2012 国際ナ

ノテクノロジー総合

展・技術会議 

単層カーボンナノチューブとその

複合材料の開発状況と応用製品開

発のための試料提供について 

上野光保 

2012 年 

2 月 18 日 

平成23年度東北大学電

気通信研究所共同プロ

ジェクト研究会「プラ

ズマナノバイオトロニ

クスの基礎研究」 

カーボンナノチューブをテンプレ

ートとした分子ナノ構造創製とカ

ーボンナノチューブ赤外吸収の起

源 

岡﨑俊也 

2012 年 

3 月 2 日 
APS March Meeting 2012

Fabrication of carbon nanotube 

TFTs for pressure-sensing 

device by printing method 

Hiroyuki Endoh, Fumiyuki 

Nihey, Hideaki Numata, 

Kazuki Ihara, Tsuyoshi 

Sekitani, Takao Someya 

2012 年 

3 月 3 日 

第 14回化学工学会学生

発表会 

乾式振動撹拌によるナノ粒子発塵

性評価法の検討 

藤原恭子, 吉田幹生, 押谷

潤, 後藤邦彰 

2012 年 

3 月 5 日 

東京大学先端科学技術

研究センター、産業技

工業ナノ材料の作業環境評価のた

めの計測について 
小倉勇 
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術総合研究所フロンテ

ィアセミナー 粒径別

に見るエアロゾル計測

～新研究領域および計

測市場の創出を目指し

て～ 

2012 年 

3 月 6 日 

第 42 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Alignment Control of Carbon 

Nanotube Forests from Random to 

Nearly Perfectly Aligned by 

Utilizing Crowding Effect 

Ming Xu, Don N. Futaba, 

Motoo Yumura, Kenji Hata

2012 年 

3 月 6 日 

第 42 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

The World of CNT Forests－

Development of a User Guide for 

CNTs－ 

Don N. Futaba, Shunsuke 

Sakurai, Kazufumi 

Kobashi, Ming Xu, Takeo 

Yamada, Yasuaki Seki, 

Motoo Yumura, and Kenji 

Hata 

2012 年 

3 月 6 日 

第 42 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

A generalized approach to 

achieve highly conductive 

CNT/elastomers based on 

solubility parameters 

Seisuke Ata, Takaaki 

Mizuno, Kazufumi Kobashi, 

Takeo Yamada, Motoo 

Yumura and Kenji Hata 

2012 年 

3 月 6 日 

第 42 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

The strong effect of the 

dispersion process on the 

conductivity of a SWNT-rubber 

composite 

Howon Yoon, Motoi 

Yamashita, Seisuke Ata, 

Kazufumi Kobashi, Takeo 

Yamada, Don N. Futaba, 

Motoo Yumura, and Kenji 

Hata 

2012 年 

3 月 6 日 

第 42 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Direct spinning and electrical 

resistivity of CNT yarns 

manufactured through eDIPS 

method 

Shun Nakano, Masaharu 

Kiyomiya, Takayoshi 

Hirai, Keita Kobayashi, 

Takeshi Saito 

2012 年 

3 月 6 日 

第 42 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Global-characterization of 

DWCNTs in specimen by Raman 

spectroscopy 

Keita Kobayashi, 

Shigekazu Ohmori, 

Masaharu Kiyomiya, 

Takeshi Saito 

2012 年 

3 月 6 日 

第 42 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

High-throughput 

metal/semiconductor separation 

of single-wall carbon nanotubes 

using gel column chromatography

Satoshi Asano, Takeshi 

Tanaka and Hiromichi 

Kataura 

2012 年 

3 月 7 日 

第 42 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Controlled Synthesis of Cyclic 

Olefin Polymer/Carbon Nanotube 

Composite Particles in Aqueous 

Solution 

Hoang The Ban, Tsutomu 

Nagamune, Masahiro 

Shigeta, Mitsugu Uejima

2012 年 第 42 回フラーレン・ナ Fabrication of High Conducting Masahiro Shigeta, Yui 
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3 月 8 日 ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

NBR/SGCNT Composites Using a 

Wet-process 

Kondo, Shoichi Toh, Hoang 

The Ban, Mitsugu Uejima, 

Tsutomu Nagamune, Syo 

Matsumura, Naotoshi 

Nakashima 

2012 年 

3 月 8 日 

第 42 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Polyvinylchloride as a New 

Dispersing Agent for 

Supergrowth Carbon Nanotube 

Masahiro Shigeta, Tsutomu 

Nagamune, Yui Kondo, 

Tadaoki Manba, Hoang The 

Ban, Mitsugu Uejima, 

Naotoshi Nakashima 

2012 年 

3 月 8 日 

26th International 

Winterschool on 

Electronic Properties 

of Novel Materials 

Low-cost separation of metallic 

and semiconducting single-wall 

carbon nanotubes for mass 

production 

Takeshi Takana, Satoshi 

Asano and Hiromichi 

Kataura 

2012 年 

3 月 12 日 

51st SOT Annual 

Meeting 

Comparison of the global gene 

expression of rat lung inhaled 

manufactured nanomaterials: 

ultrafine nickel oxide, C60 

fullerene and carbon nanotubes

Katsuhide Fujita, Makiko 

fukuda, Yasuo Morimoto, 

Akira Ogami, Toshihiko 

Myojo, Isamu Tanaka, 

Manabu Shimada, Wei-Ning 

Wang, Shigehisa Endoh, 

Kunio Uchida, Hiroko 

Fukui, Mototada Shichiri, 

Masanori Horie, Hitoshi 

Iwahashi 

2012 年 

3 月 14 日 

International 

Symposium on 

Development of Core 

Technologies for 

Green Nanoelectronics

SWNT-Cu Composite with Ampacity 

of 108 A/cm2: Route to 

Next-Generation Electronics 

Chandramouli 

Subramaniam, Takeo 

Yamada, Don N. Futaba, 

Kenji Hata 

2012 年 

3 月 15 日 

第 59回応用物理学関係

連合講演会 

電界による金属型・半導体型 CNT

の分離機構 

二瓶史行, 佐々木扶紗子, 

斎藤毅, 井原和紀 

2012 年 

3 月 17 日 

2012 年春季応用物理学

会 

大量生産に向けた金属・半導体単

層カーボンナノチューブの低コス

ト分離 

田中丈士, 浅野敏, 片浦弘

道 

2012 年 

3 月 28 日 
フランスCNRSセミナー

Optical Properties of 

single-walled carbon nanotubes 

and encapsulated molecules 

inside them 

岡﨑俊也 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2011 年 

5 月 25 日 

第 60回高分子学会年次

大会 

New approach for chirality 

recognition of single-walled 

carbon nanotubes using 

fluorenecopolymers 

赤崎浩二朗, 小澤寛晃, 藤

ヶ谷剛彦, 中嶋直敏 
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2011 年 

9 月 5 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

カーボンナノチューブ可溶化剤の

置換とその熱力学的解析 

加藤雄一, 井上彩花, 新留

康郎, 中嶋直敏 

2011 年 

9 月 5 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

単層カーボンナノチューブのカイ

ラリティを認識する高分子デザイ

ン 

赤崎浩二朗, 小澤寛晃, 藤

ヶ谷剛彦, 中嶋直敏 

2011 年 

9 月 5 日 

第 41 回フラーレン・ナ

ノチューブ・グラフェ

ン総合シンポジウム 

Recognition and Extraction of 

Right- and Left-handed 

Semiconducting Single-Walled 

Carbon Nanotube Enantiomers 

Using Fluorene-Binaphthol 

Chiral Copolymers 

赤崎浩二朗, 小澤寛晃, 藤

ヶ谷剛彦, 中嶋直敏 

2011 年 

9 月 7 日 

第 63回コロイドおよび

界面化学討論会 

コール酸化溶化カーボンナノチュ

ーブの可溶化剤交換反応：１本鎖

DNA(dC20)の交換 

加藤雄一, 井上彩花, 新留

康郎, 中嶋直敏 

2011 年 

9 月 21 日 

3rd Asian Symposium on 

Advanced Materials 

Design of Novel Advanced 

Materials Based on Soluble 

Carbon Nanotubes 

Naotoshi Nakashima 

2011 年 

10 月 20 日 

2011 Electrochemical 

meeting 

Novel Concept Toward the 

Recognition of Single-Walled 

Carbon Nanotubes with a Specific 

Chirality 

Naotoshi Nakashima 

2011 年 

10 月 20 日 

IEEE Nanotechnology 

Materials and Devices 

Conference 

Determination of Redox States of 

(n, m) Single-walled Carbon 

Nanotubes 

Naotoshi Nakashima 

2011 年 

11 月 30 日 
2011 MRS Meeting 

Carbon Nanotube-based Novel 

Electrocatalyst for Fuel Cell
Naotoshi Nakashima 
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２．特許出願 

出願特許：10 件（うち国際出願：0件） 

 

 

３．受賞 

表Ⅴ－３ 

受賞 1件 

受賞年月日 賞名 業績名 受賞者 

2011 年 

3 月 9 日 
第 7回飯島賞 

広 い 温 度 範 囲 （ -196℃ ―

1000℃）で安定した粘弾性 
徐 鳴 

 
 
４．プレス発表状況 

表Ⅴ－４ 

プレス発表 4件 

発表年月日 媒体 発表内容 担当者 

2010 年 

12 月 3 日 

日本経済新聞 -196℃から 1000℃までゴムのような

粘弾性を持つカーボンナノチューブ 

徐鳴 

毎日新聞 

化学工業日報 

日刊工業新聞 

日経産業新聞 

NHK 水戸放送局 

おはよう日本 

2011 年 

9 月 7 日 

日刊工業新聞 単層カーボンナノチューブを用いた

導電性ゴムを開発 

阿多誠介 

化学工業日報 

日経産業新聞 

電波新聞 

日経産業新聞 

2011 年 

10 月 6 日 

日刊工業新聞 チタン並みの熱伝導率をもつ単層カ

ーボンナノチューブ／炭素繊維／ゴ

ム複合材料 

阿多誠介 

化学工業新聞 

化学工業日報 

2011 年 

10 月 12 日 

日刊工業新聞 極少量の単層カーボンナノチューブ

を添加して作った導電性樹脂 

阿多誠介 

化学工業日報 
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５．その他の成果普及について 

表Ⅴ－５ 

展示会出展 4件 

開催年月日 会議名 内容 

2011 年 

5 月 25 日 
CNT-NMEMS-TIA 共同シンポジウム ポスター展示 

2011 年 

10 月 13, 14 日 
産総研オープンラボ 成果物展示 

2011 年 

11 月 25 日 
TIA-nano 公開シンポジウム ポスター展示 

2012 年 

2 月 15～17 日 
国際ナノテクフェア(nano tech 2012)  成果物展示 
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２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
 
  



公開

1/30

「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノ
チューブ複合材料開発プロジェクト」

（中間評価）分科会 資料6

ナノテク・部材イノベーションプログラム

2012年 7月 20日

「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノ

チューブ複合材料開発プロジェクト」（中間評価）

NEDO

（２０１０年度～２０１４年度 ５年間）

電子・材料・ナノテクノロジー部

プロジェクトの概要 （公開）

複製を禁ず

公開

2/30

発表内容 公開

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．実用化、事業化の見通し

NEDOⅡ．研究開発マネージメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)NEDOの事業としての妥当性
(2)事業目的の妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発実施の事業体制の
妥当性

(4)研究開発成果の実用化、 事
業化に向けたマネジメント
の妥当性

(5)情勢変化への対応等

(1)成果の実用化可能性
(2)事業化までのシナリオ
(3)波及効果

・社会的背景と事業の目的
・ナノテク・部材イノベーションプ
ログラムでの位置付け
・NEDOが関与する意義
・国内外の研究開発の動向
・実施の効果

・事業の目標
・事業の計画内容
・研究開発の実施体制
・研究の運営管理
・情勢変化への対応

・研究開発の加速と強化

・開発目標と達成度
・検討内容

・実用化、事業化までのシナリオ
・波及効果

評価軸の中項目 ポイント、内容

(1)（中間）目標の妥当性
(2)成果の意義
(3)知的財産権等の取得及び
標準化の取組

(4)成果の普及
(5)（成果の最終目標の達成
可能性）

ＰＬ

kajitaysy
テキストボックス



公開

3/30

Ⅰ.事業の位置付け・必要性Ⅰ.事業の位置付け・必要性

事業原簿 p. 1-1～1-6

公開

4/30

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

事業の目的

単層CNTと既存材料との複合化によって、既存部材の
特性を大きく向上させる超軽量・高強度・高機能材料の実

用化を促進し、新産業立ち上げの実現を図ることにより、

我が国の産業競争力を強化し、低炭素社会の実現に資

する。

背景

日本で発見された単層カーボンナノチューブ（単層ＣＮＴ）は、
数多くのすぐれた特性を持つ。

この単層CNTを既存の材料に複合化することにより、
革新的な特性を持つ新材料の創出が期待されている。
我が国は単層CNTの合成や材料応用に向けた研究では
世界的にトップランナーの地位にある。

社会的背景と事業の目的

カーボンナノチューブ(CNT)

日本で発見

軽くて、丈夫で、しなやか

鋼の20倍の強度

高強度 高熱伝導度 高電気伝導率

銅の100倍の導電率

半導体になる

資源枯渇の心配のない
炭素原子からなる

日本の優位性はCNTの
合成技術



公開

5/30

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

単層カーボンナノチューブの実用化に
向けた研究開発の流れ

1998

フロンティア
カーボンＰＪ

2002

ナノカーボン
技術ＰＪ

2006 2010 2020

ナノカーボン
応用製品創製ＰＪ

2002

2006-2010 カーボンナノチューブ
キャパシタＰＪ

応用創製
基礎技術開発

基礎物性・新規物性
の解明と制御法確立

2003-2005

スーパーグロース
技術確立（産総研

2004年）

日本発祥の典型的ナノ材料 日本の産業競争力向上

今も基礎・基盤研究進行中
民間のみでは研究開発に
大きなリスク伴う

産官学が一体となった
研究体制の構築による
実用化基盤研究の加

速が不可欠

ＮＥＤＯによる研究の
マネージメントが必要

1998-2001

ナノチューブ実用化革新的
カーボンナノチューブ複合材料開発ＰＪ

用途開発
実用化基盤技術研究

2010-2015eDIPS法（産総研
2006年）

ナノテク部材イノベーションプログラムでの位置付け

技

術

の

成

熟

度

公開

6/30

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性、（２）事業目的の妥当性
２．研究開発マネージメント （１）研究開発目標の妥当性

単層CNTの産業応用に対する我が国での取り組み状況
（本プロジェクト開始時）

○SG法、eDIPS法による単層CNTの量産化、高品質化が可能になった
○CNTキャパシタの実用化(NEDOプロジェクト 2006～2010)
△単層CNTと既存材料との複合化研究開発の進捗している
△CNT最大無毒量の公表(2011)など、ナノ安全基準の整備が進みつつある

我が国産業の競争力に資するために、現在見えている大きな市場（複合材料）
への産業応用に特化し、単層CNTを活用する

単層CNTを既存材料と複合化し、新機能の付与あるいは高機能化した
複合材料を開発し、安全性を確保しつつ実用化・事業化へと展開する

低炭素社会を実現する
革新的カーボンナノチューブ複合材料プロジェクト



公開

7/30

単層CNTについては実用化・
事業化例は現時点まで無い

PJ開始時
（2010年度）

（アルミニウム
150～180WmK）

金属/単層CNT複合材料の応用例
（アルミベース放熱板）

（単層CNT/アルミ）

概算原価

ゴム/単層CNT複合材料の応用例
（OAロール）

最終目標：
1,000W/m・K
（2014年度末）

アルミベース放熱板市場規模（予測）
2018年(H.30) 100億円
2019年(H.31) 110億円
2020年(H.32) 120億円．．．
2022年(H.34) 150億円

導電性OAロールの市場規模（予測）
2015年(H.26) 200億円
2016年(H.27) 220億円．．．
2019年(H.31) 240億円

PJ開始時
（2010年度）

既存部材（カーボンブラック）

単層CNT合成技術
分散/配合技術

概算原価

単層CNT
複合材料

市場
要求

表
示
品
位
（高
速
印
刷
）

国内外の研究開発動向の一例

単層CNTはより高品位製品への適用が期待される。

Ⅰ ．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性、（２）事業目的の妥当性
Ⅱ．研究開発マネージメント （１）研究開発目標の妥当性

公開

8/30

安全評価、安全管理技術

CNTCNT合成技術：スーパーグロース法、合成技術：スーパーグロース法、eDIPSeDIPS法法

CNT分散技術 CNT成形加工･配列化技術
成形･分散
技術

融合･分級
技術

材料

部材

給
電
シ
ー
ト

透
明
導
電
性
フ
ィ
ル
ム

熱
交
換
機

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ

Ｏ
Ａ
機
器
ロ
ー
ル

高
強
度
Ｃ
Ｎ
Ｔ
繊
維

用途

合成技術

実用化・事業化 (助成事業)

評価

安全性

融合基盤研究開発 (委託事業)

本プロジェクト終了までにあるべき姿本プロジェクト終了までにあるべき姿

製造・生産
技術

CNT CNT複合ゴム CNT/金属複合材 その他複合材

サンプル
提供

ア
ク
チ
ュ
エ
ー
タ

用途
開発

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性、（２）事業目的の妥当性
Ⅱ．研究開発マネージメント （１）研究開発目標の妥当性



公開

9/30

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について （２）事業目的の妥当性

高比表面積のスーパーグロース法と
高結晶性のeDIPS法のCNT

研究開発の目標

平成23年度中に、研究開発目標の一部の特性あるいは機能を
有する物質あるいは材料について、試用に供し得る段階まで作
成し、企業、大学等の外部機関に対してサンプルを提供可能と
する。

最適なCNT形状制御技術と最適
な分散技術、複合化技術

委託事業は、CNT複合材料の実用化に取り組む助成事業者、
その他の実施者へ、製品仕様にすりあわせたスペックを有する
CNT、およびCNT複合材料サンプルを提供する。また、事業化
を見据えたCNT安全管理基準を確立する。
助成事業は、提供されたCNT試料を用いて実用化・事業化へと
展開する。

委託事業 中間評価まで

本プロジェクト終了(平成26年度)まで委託事業
＋

助成事業

公開

10/30

Ⅱ．研究開発マネジメントについてⅡ．研究開発マネジメントについて

事業原簿 p. 2-1～2-37



公開

11/30

Ⅱ．研究開発マネジメントについて （３）研究開発実施の事業体制の妥当性

e-DIPS CNT
サンプル

SGCNT
サンプル

SGCNT/金属
複合化
サンプル

東レ
（透明導電膜）

アルプス電気
（アクチュエータ）

委託事業

富士化学
（透明導電膜向け
分散剤）

東レ
（導電性CFRP）

日本ゼオン
（透明導電膜）

東海ゴム
（導電ゴム）

日本ゼオン
（高機能ゴム）

住友精密工業
（高性能ヒートシンク）

助成事業

ポリマー中
分散化
SGCNT
サンプル

研究開発項目①
単層ＣＮＴの形状物性等の制御・

分離・評価技術の開発

研究開発項目②
単層ＣＮＴを既存材料中に均一に

分散する技術の開発

研究開発項目③
ナノ材料簡易自主安全管理技術

の確立

産総研、東レ、帝人、NEC、名
大

産総研、日本ゼオン、住友精密
工業、九大

産総研、東レ

公開

12/30

研究開発の実施体制

Ⅱ ．研究開発マネジメントについて （３）研究開発実施の事業体制の妥当性

産業技術総合研究所

プロジェクトリーダー 湯村守雄
サブプロジェクトリーダー 畠 賢治

中西準子
(産業技術総合研究所）

経済産業省

アドバイザー 飯島澄男
(産業技術総合研究所）

東レ株式会社 帝人株式会社 日本電気株式会社

再委託

日本ゼオン株式会社 住友精密工業株式会社 北海道大学：①の一部
大阪府立産業技術総合研究所：②
の一部
産業医科大学：③の一部
東京大学：③の一部
岡山大学：③の一部
大阪大学：③の一部

技術研究組合技術研究組合 単層ＣＮＴ融合新材料研究開発機構単層ＣＮＴ融合新材料研究開発機構（（TASCTASC））

研究実施場所： 産業技術総合研究所 （つくば）
理事長： 古河直純（日本ゼオン株式会社 代表取締役社長）

名古屋大学

九州大学

日本の英知を集結し、ＣＮＴによる低炭素社会を実現する

研究開発項目①a3

研究開発項目②d
の一部

ＮＥＤＯ

研究開発項目①：ＣＮＴの形状、物性等の制御、分離、
評価技術の開発

研究開発項目②：ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発

産業技術総合研究所

研究開発項目③：ナノ材料簡易自主安全管理技術の構築

産業技術総合研究所 東レ株式会社

助成事業



公開Ⅱ ．研究開発マネジメントについて （３）研究開発実施の事業体制の妥当性(助成事業）

助成事業の実施体制

住友精密工業(株)「高熱伝導率単層
CNT複合金属材料の応用研究開発」

研究開発項目④：高熱伝導
率単層CNT複合金属材料
の応用研究開発

助成事業の実施体制

日本ゼオン(株)「SG法単層
CNTを用いた機能性有機複
合材料の開発」

東 株 「高導電性を有する

アルプス電気(株)「伸縮性
単層CNT電極による高効

率高分子アクチュエータの
製 実

東海ゴム工業(株)「単層CNT
を活用した柔軟な電極とその
製法開発」

の応用研究開発

研究開発項目⑤：導電性高
分子複合材料の開発

東レ(株)「高導電性を有する

炭素繊維複合材料製造技術
の開発」

製品実用化開発」

入力アシスト

富士化学製 市販品

東レ(株)「単層CNT透明導電膜
の開発」

研究開発項目⑥：単層CNT
透明導電膜の開発 富士化学(株)「無機系分散剤を

利用した耐熱性・耐候性・機械特
性に優れる単層CNT透明導電膜
の開発」

日本ゼオン(株)「SG法単層CNTを用いた
透明導電膜の開発及びその応用」

富士化学製
シリカコロイド

市販品
シリカコロイド

の開発」 の開発」

13/30助成事業は中間評価対象とはなりません

公開

研究開発スケジュール

Ⅱ ．研究開発マネジメントについて （２）研究開発計画の妥当性

研究開発項目 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 合計

①CNTの形状、物性等の

研究開発スケジュ ル

①
制御・分離・評価技術の開
発(委託)
本予算／補正 736／0 302／638 325／305 450／0 450／0 2263／943
②CNTを既存材料中に均

eDIPS法、SG法でのCNTの
制御技術の検討 実用化に貢献

②CNTを既存材料中に均
一に分散する技術の開発
(委託)
本予算／補正 402／0 154／952 175／155 325／0 325／0 1381／1107

高電導、高熱伝導、高熱伝導
のCNT複合材料開発 する技術開発

③ナノ材料簡易自主安全
管理技術の構築開発(委
託)
本予算／補正 362／0 144／250 150／140 225／0 225／0 1106／390

作業環境でのCNTの安全性評価手法の開発 に集中投資

本予算／補正 362／0 144／250 150／140 225／0 225／0 1106／390
(助成事業）
高機能ゴムの開発他
(助成／国費 50%)

－ －
CNT複合材料の用途開発推進。TASCから
は各企業、各用途ごとにサンプル提供実施

本予算／補正 （0／380） （400／0） （400／0） （800／380）

合計(本予算／補正)
(提案時要求額)

1500／0
(1500)

600／1840
(1500)

650／600
(1500)

1000／0
(1500)

1000/0
(1500)

4750／2440
(7500)

14/30
METI直執行 助成事業開始



公開

15/30

Ⅱ ．研究開発マネージメント （４）研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性

「政策的な位置付け」、「激しい国際競争における早期目標達成」、「技術開発の開発リスク」
の観点から、公的関与が必要な研究開発プロジェクトである。

豊富な人的ネット
ワーク

マネジメント知見の
蓄積

企画・立案ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
ﾌﾟﾛｾｽ

NEDOの
強み

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの
ﾎﾟｲﾝﾄ

Ⅰ．公的機関関与の意義

Ⅱ．NEDOが関与する意義

体制構築 事業推進

優れた特性を有す
る新材料として単層
ＣＮＴに着目

高機能材料開発に
最適なシーズとして、
我が国が世界を先
導する単層CNT合
成技術に着目

豊富なプロジェクト実施
経験から蓄積したコー
ディネート機能

独法制度を最大限
活用した柔軟かつ
豊富なマネジメント

ツール

産総研のCNT基盤技
術と企業の製品化技術

を融合
様々な業種の民間企
業連合としての技術研
究組合による「川上・川

下連携」

柔軟かつ機動的な
事業推進（加速資
金投入、実用化に
近い研究開発へ
の集中化による成
果の最大化）

助成研究による実
用化のフォロー

アップ

ＮＥＤＯが関与することの意義

公開
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これまでにNEDOが実施したマネジメント(平成23年度)

平成23年3月の大震災被災により、
一部設備の電力不足問題が発生

放電プラズマ焼結装置を産総研つくば研究所
から大阪府立産業技術総合研究所へ移設

単層CNTの優位性が不明確
サンプル供給ルールの明確化
技術推進委員会の開催
－審議ポイント－
1.単層CNTの多層CNTに対する優位性
2.市場化への道筋の明確化
3.サンプル提供ルールの整備

・単層CNTの多層CNTを含めた競合素材
との比較をすべき
・市場化を目指したコストの考え方
・サンプル供給ルールに対する議論

1). 単独実施権を認める
2). 高い共通基盤を持つ知財の取扱い

CNT実用化を促進したい
CNT助成事業の公募
・CNTサンプル供給体制の構築

委託事業におけるサンプル供給の考え方
の徹底
・助成事業者へのヒアリングを実施
・ CNTサンプル供給量の調整
・現在18件のサンプル契約締結

グラフェン基盤研究開発委託事業の公募 CNTと用途の似たナノカーボン素材のグラフェ
ン基盤技術開発の強化
全体の研究開発体制(PL， SPL等)の整備

問題意識→アクション 結果及び対応策

Ⅱ ．研究開発マネジメントについて （５）情勢変化等への対応等



公開
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Ⅲ.研究開発成果についてⅢ.研究開発成果について

事業原簿 p. 3-1～3-100

公開
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Ⅱ ．研究開発マネジメントについて （１）研究開発目標の妥当性

eDIPS CNT
サンプル

SGCNT
サンプル

SGCNT/金属
複合化
サンプル

東レ
（透明導電膜）

アルプス電気
（アクチュエータ）

委託事業

富士化学
（透明導電膜向け
分散剤）

東レ
（導電性CFRP）

日本ゼオン
（透明導電膜）

東海ゴム
（導電ゴム）

日本ゼオン
（高機能ゴム）

住友精密工業
（高性能ヒートシンク）

助成事業

ポリマー中
分散化
SGCNT
サンプル

研究開発項目①
単層ＣＮＴの形状物性等の制御・

分離・評価技術の開発

研究開発項目②
単層ＣＮＴを既存材料中に均一に

分散する技術の開発

研究開発項目③
ナノ材料簡易自主安全管理技術

の確立

産総研、東レ、帝人、NEC、名大

産総研、日本ゼオン、住友精密
工業、九大

産総研、東レ



公開
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中間目標に対する達成度

研究開発項目①

研究開発項目① ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ：東レ 本田史郎

「ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発」

テーマ 中間目標 進捗状況 達成度
eDIPSで直径制御0.9～2.1nmで分解能0.2nm
SGTで直径制御1.3-3.0nmで分解能0.1nm

長さ：１μｍ以下（信頼度８０％）、１－１０μｍ（信頼度７
０％）、

eDIPSで長さ1μｍ以下、信頼度８０％以上

１００μｍ以上1ｍｍ以下（信頼度７０％） SGTで１００μｍ以上２ｍｍ以下
結晶性：ラマンのＧ／Ｄが１５０以上 G/D比　206 ◎
配向係数：０．２から０．８（分解能０．２） 配向係数０．１３から０．８５で分解能０．０５ ◎

密度が０．０２ｇ／ｃｍ３～０．０６ｇ／ｃｍ３、精度が０．０１ｇ

／ｃｍ３
密度０．００３ｇ／ｃｍ３～０．０５ｇ／ｃｍ３を精度０．００５ｇ

／ｃｍ３
○

サイズ４０ｍｍ×４０ｍｍ以上の板状単層ＣＮＴ A4サイズの不織布 ◎
ＣＮＴ：位置精度５μｍ以下、厚み精度２００ｎｍ以下 位置精度１μｍ以下、厚み精度５０ｎｍ以下 ◎
複合材料：位置精度５μｍ以下、厚み精度２００ｎｍ以下 上記板状ＣＮＴを銅で電解メッキし目標を達成予定 △
純度９５％以上、収率８０％以上、処理量１ｇ／日以上 純度９５％、収率９０％、処理量２ｇ／日 ○
得られた分離単層ＣＮＴの電気伝導性等に影響を与えるこ
との少ない分離技術を確立

イオンを用いない方法で分離した単層CNTによりヒステリシ
スの小さいデバイス特性を確認

○

半導体単層ＣＮＴで直径0.6-2.0 nm
金属単層ＣＮＴで直径0.6-1.7 nm

単層ＣＮＴ集合体の（熱・電気・機械的特性・分散性）と（直
径・長さ・表面積・結晶性・純度・配向性・集積状態）の関連
の評価法確立

◎
①-ｄ

半導体及び金属単層ＣＮＴの直径及びカイラル指数を直径
０．７－１．６ｎｍで測定

◎

①-a

直径制御１．０－３．０ｎｍで分解能が０．２ｎｍ ○

○

①-b

①-c

◎：大幅達成、○：達成、△：達成見込み、×：未達

実用化が近い項目に注力：一部中間目標を大幅達成
事業原簿 p. 3-3

Ⅲ．研究開発成果 （１）（中間）目標の妥当性、（５）成果の最終目標の達成の可能性

公開
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◎：大幅達成、○：達成、△：達成見込、×：未達

中間目標に対する達成度

研究開発項目②

研究開発項目② ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ：日本ゼオン 上島 貢
「ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発」

事業原簿 p. 3-3～3-4

Ⅲ ．研究開発成果 （１）（中間）目標の妥当性、（５）成果の最終目標の達成の可能性



公開
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研究開発項目③ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ：産総研 岸本充生
「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」

研究開発項目③

中間目標に対する達成度

◎：大幅達成、○：達成、△：達成見込、×：未達

テーマ 中間目標 最終目標 進捗状況 達成度

③-a-1

動物実験に依存しない有害性評
価手法（簡易手法）を開発した上
で、最低限必要な試験項目や試
験系を設定し、評価手法を確立

安価・簡便な自主安全性評価手
法の確立

・SG単層CNTをケーススタディとし、分散調製
方法の開発と、分散液の特性評価および細
胞（in vitro）試験における最低限必要な試
験項目と試験系を確立
・調製/計測/細胞（in vitro）試験の手順書
（暫定版）を作成

○

③-a-2
実環境（製造から廃棄まで）にお
ける暴露を迅速かつ簡便に評価
するための手法を確立

・作業環境計測の要素技術を開発し、計測
の手順書（案）を作成
・CNT粉体の取り扱い時およびCNT含有複合
材料の切削や摩耗時の粒子飛散性評価手
法を開発し、評価を実施

○

③-b

・事業者の自主安全管理手法の
確立

・既存文献調査を終了 －

・具体的事例（ケーススタディ報
告書）の作成

・「自主安全管理のための手引きーSG単層
CNT－」を作成

－

③-c
・国際機関の動向把握

・国際標準化に向けた取組み

・「Nanosafety」Web Siteの開設と情報発信
・OECDプリンシパル材料へ登録のためのデー
タ提供

－

事業原簿 p. 3-5

Ⅲ ．研究開発成果 （１）（中間）目標の妥当性、（５）成果の最終目標の達成の可能性

公開
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•eDIPS-CNT •高結晶性・高品質 10g/月

•構造制御SG-CNT（粘弾性体） •構造制御SG-CNT（粘弾性体）
1センチ角（MING）
10枚/月

•不織布（SG-CNT) •高比表面積なCNT薄膜
最大Ａ４サイズ
4枚/月

•高濃度分散液（SG-CNT) •1重量％
0.1-0.3重量％の分散
液 10L/月

•半導体/金属分離ＣＮＴ •９５％の選択性 0.1g/月

•高伝熱ゴム •金属並みの熱伝導性 Ａ４サイズ 4枚/月

•低添加導電性樹脂 •樹脂の特性を導電性樹脂
最大Ａ４サイズ
4枚/月

•CNT・樹脂・ゴム複合体 •工業的量産性
名称：CNT複合材料
最大生産量：100g/月

•CNT・金属複合体 •CNT・金属複合体 A4サイズ５枚/月

TASCから提供可能となったサンプルリスト

Ⅲ ．研究開発成果 （２）成果の意義



公開

委託の成果から助成事業へ展開事例（１）

Ⅲ ．研究開発成果 （２）成果の意義

スーパーグロース
CNTサンプル

委託の成果から助成事業 展開事例（１）

研究開発項目② - e

助成事業

ＣＮＴとの複合アルミ板で
840Ｗ/ kの熱伝導を実現

研究開発項目② e
CNT/金属複合化技術

住友精密工業

高性能ヒ トシンク840Ｗ/m･kの熱伝導を実現

サンプル例

高性能ヒートシンク
の実用化を目指すサンプル

提供

23/30

公開

委託の成果から助成事業へ展開事例（２）

Ⅲ ．研究開発成果 （２）成果の意義

eDIPS CNTサンプル 助成事業

委託の成果から助成事業 展開事例（２）

研究開発項目① - a -1
形状 構造制御技術

東レ

タッチパネル等向け
透明導電膜の実用化形状・構造制御技術 透明導電膜の実用化

サンプル
提供

平均直径
（導電性）

富士化学

DIPS法CNTの透明導電用途にお

独自のシリカコロイドを用いた
透明導電膜向けCNT分散剤
の実用化

（導電性）
の制御が

可能 0.9 nm 1.7 nm 2.1 nm

サンプル
提供

24/30

eDIPS法CNTの透明導電用途にお
ける優位性を確認

の実用化



公開
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半導体型と金属型を分離純度を低下させずに大量分
離を実現

ポリイミドフィルム上トランジスタアレイ CNT薄膜トランジスタ

プラスティックフィルム上に
ＣＮＴ薄膜トランジスタを印刷形成し動作を確認

ドレイン

ゲート

ソース

分離
CNT

大量分離

その他の主な成果

極少量添加での単層ＣＮＴ導電性ゴムの開発
に成功

チタン並みの熱伝導率をもつ複合材料開発に成功

100μm

Ⅲ ．研究開発成果 （２）成果の意義

公開
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法規制や国際機関動向の調査と戦略策定

簡便で迅速な有害性評価手法の開発に向けてCNTの
分散安定方法を開発

細胞

CNT

細胞培地

（１）有害性評価のための
物性パラメータの抽出

（４）インビトロ細胞試験

（２）CNT分散調製方法の開発

（３）CNT分散液の特性評価

Nanosafety Web Site（http://www.nanosafety.jp/）を開設し
ナノ安全に関する国際動向と情報を随時発信

CNTのハンドリング時およびCNT複合材料の加工時の
CNT飛散性を評価

撹拌による
CNT飛散試験

0.1

1

10

100

1000

10 100 1000 10000

Particle diameter (Dp) [nm]

dN
/d

lo
gD

p
[#

/c
m

3 ]

移動度径

空気力学径

排出粒子の個数濃度粒径分布

空気

HEPA
フィルター

測定

試験管

CNT

撹拌器

CNT複合材料の切削試験

その他の主な成果

単層ＣＮＴ/銅コンポジット配線の作製に成功

Ⅲ ．研究開発成果 （２）成果の意義



公開
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技術普及活動

･コンタクト 110件
･技術相談 72件
･試料提供検討中 39件
･試料提供契約締結 18件
･助成事業･試料提供契約 5件

・技術普及部長の設置
・2011年オープンラボ、2012年ナノテクフェア出展
・試料の外部製造委託

Ⅲ ．研究開発成果 （４）成果の普及

公開
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知的財産権等の取得
出願特許：１０件、このうち外国特許：０件

成果の普及
誌上発表：２１件 （うち：査読審査有 １０件）

学会発表：１０７件
プレス発表：４件
受賞１件

【代表的誌上発表】 Science, Nature Nanotechnology, Nano Letter,Advanced Material

【プレス発表】
平成２２年１２月３日 NHK、毎日新聞他、計６誌
「-196℃から1000℃までゴムのような粘弾性を持つカーボンナノチューブ」

平成２３年９月７日 日経産業新聞、その他計５誌
「単層カーボンナノチューブを用いた導電性ゴムを開発」

平成２３年１０月６日 日刊工業新聞他、計３誌
「チタン並の熱伝導性をもつ単層カーボンナノチューブ/炭素繊維/ゴム複合材料」

平成２３年１０月１２日 日刊工業新聞、化学工業日報
「極少量の単層カーボンナノチューブを添加して作った導電性樹脂」

事業原簿 p. 5-1～5-15

Ⅲ ．研究開発成果 （３）知的財産権の取得および標準化の取組
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Ⅳ.実用化、事業化
の見通しについて
Ⅳ.実用化、事業化
の見通しについて

事業原簿 p. 4-1～4-10

公開
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プロジェクト後半で実用化に向けて
委託事業として取り組むべき内容

プロジェクト終了後の実用化・事業化の取組み
（CNT複合材料を用いたビジネスのあるべき姿）

CNT商業生産体制確立

助成事業者を初め、実用化に取り
組む企業において、自社内での
CNT部材の製品化研究

助成事業者の
CNTサンプル・複
合材の要求スペッ
クへの最適化

実用化に取り組む企業が
見つからないサンプル・
複合化技術に対して、
パートナーを見つける

実用化の妨げにならない
ようなCNTの安全管理
・簡易評価技術の見直し
及び技術確立
・国内外の規制状況の把
握と標準化への対応

・CNT複合材料製造技術を実施者へ移管する
・サンプル供給会社から必要なスペック・量の

CNT及びその複合化部材が調達出来る
・自社で適切にCNTの安全管理が出来る

・日本ゼオン→SG-CNTの量産化検討
・東レ→eDIPS合成のライセンス受け自社で製造の検討

Ⅳ．実用化、事業化の見通し （１）成果の実用化可能性、（２）事業化までのシナリオ、（３）波及効果



「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ
複合材料開発プロジェクト」

（中間評価）分科会
資料8

ナノテク部材・イノベーションプログラム

資料8

ナノテク部材 イノ ションプログラム

「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノ
チュ ブ複合材料開発プロジェクト」（中間評価）チューブ複合材料開発プロジェクト」（中間評価）

（２０１０年度～２０１４年度 ５年間）

③ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立（公開）③ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立（公開）

産業技術総合研究所産業技術総合研究所
単層ＣＮＴ融合新材料研究開発機構

産業医科大学、大阪大学、岡山大学、東京大学

1/31
２０１２年 ７月 ２０日

研究開発項目③ 「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 公開

Ⅲ 研究開発成果Ⅲ． 研究開発成果

2/31事業原簿 p.3-75～3-100



研究開発項目③ 「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 公開

CNT等ナノ材料の持つ特徴
• 多様性： 分子式が同じでも異なる特性を持つ

CNT等ナノ材料の持つ特徴

• 新規性： 技術革新が早く、法規制を待つと国際競争に敗れる

• 社会の変化：「分からないものはとりあえず危険とみなす」という時代

• ライフサイクル：製造に加えて、加工、使用、廃棄への関心の高まり

• 差別化： 安全性を示すことで製品の差別化を行う事業者の出現

• 風評対策： 「ナノ（CNT）だから危険」という風評のおそれ

→ 安全性を確保していることをエビデンス付きで関係者に自ら示す必要がある。

＝自主安全管理技術の必要性
①法規制ができるまでのつなぎとして①法規制ができるまでのつなぎとして
②法規制が補足し切れない細かな特性変化への対応
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備えるべき要件：簡易、迅速、安価

研究開発項目③ 「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 公開

研究開発項目③のターゲット研究開発項目③のタ ゲット

対象：作業者

CNT等ナノ材料のライフサイクルにおいて、
より高暴露の状況が想定されること。

経路：吸入（肺への影響）

吸入に伴う呼吸器への影響は今までに
様々な粒子や繊維で見られており、
特に懸念されていること。

材料 単層CNT（CNT全般）材料：単層CNT（CNT全般）

多様な用途への応用が期待される材料で

4/31

あり、日本がリードする材料であること。



研究開発項目③の構成（４チームから編成）

研究開発項目③ 「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 公開

大目標＝個別ナノ材料の（自主的な）安全性確保 安全＝懸念すべき
リスクのないこと

「ＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安
全管理手法の確立とケ ススタデ の実施「開発成果の活用

③-(c)
③-(b)

整合性 全管理手法の確立とケーススタディの実施」「開発成果の活用」

行政機関や国際機関
の動向を調査

整合性

2つの研究開発 研究成果を活用し管理手法

③-(a)自主安全管理のためのＣＮＴ等ナノ材

動 を調

国内事業者や団体に
情報を提供

インプット

究
要素に分解

研究成果を活用し
て評価書を作成

管理手法
を確立

③-(a)-1 ③-(a)-2

③ (a)自主安全管理のためのＣ 等ナノ材
料の安価かつ簡便な評価手法の確立

インプット

対象 作業者
③ ( ) ③ ( )

「簡易で迅速な有害
性評価手法の開発」

「安価で簡便な暴露
評価手法の開発」

対象：作業者
経路：吸入（肺）
材料：単層CNT

5/31リスク＝有害性×暴露量

培養細胞を用いた相対評価 簡便な測定手法と予測手法
材料：単層CNT

（CNT全般）

中間目標 最終目標

研究開発項目③ 「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 公開

（１）自主安全管理
のためのＣＮＴ等ナ
ノ材料の安価かつ

ａ．動物実験に依存しないＣＮＴ等
ナノ材料の有害性評価手法（簡易
手法）を開発した上で、安価かつ簡

簡便な評価手法の
確立

便な自主安全性評価のために最低
限必要な試験項目や試験系を設定
し、評価手法を確立する。

ｃ．ａ．及びｂ．を確立した上で、ＣＮ
Ｔ等ナノ材料の安価かつ簡便な自
主安全性評価手法を確立する。(a)‐1

ｂ．ＣＮＴ等ナノ材料の実環境（製造
から廃棄まで）におけるばく露を迅
速かつ簡便に評価するための手法
を確立する

産業技術
(事業者が実施する)(a)‐2

を確立する。

（２）ＣＮＴ等ナノ材
料の安価かつ簡便
な自主安全管理手

ｄ．ｃ．の自主安全性評価手法に基
づき、ＣＮＴ等ナノ材料生産事業者
の自主安全管理手法（ 般手法）

基盤技術

な自主安全管理手
法の確立とケース
スタディの実施

の自主安全管理手法（一般手法）
を確立する。

ｅ．具体的なナノ材料に適用した安
全性管理に関する事例（ケーススタ(b) 全性管理に関する事例（ケ ススタ
ディ）報告書を作成する。

（３）開発成果の活
用

国際的な機関（OECD、ISO 等）の動

向を的確に把握し 国際標準化に

(b)
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用 向を的確に把握し、国際標準化に
向けた取組みを行う。(c)

事業原簿 p.3-75～3-100



自主管理支援技術としての出口イメージ

研究開発項目③ 「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 公開

自 管 支援技術

製品開発と並行

事業者

手法の適用
(a)-1

製品開発と並行
して、安全性評
価・暴露評価・リ
スク評価を実施

手法の適用
( )
・分散調製計測手順書
・細胞（in vitro）試験手順書
(a)-2 データ蓄積

技術相談

スク評価を実施

報告書委託

・作業環境計測手順書
・ CNT排出・暴露評価書
(b)
ケ タデ 報告書

デ タ蓄積

民間試験機関

報告書

分散調製 計測

・ケーススタディ報告書
(c)
・Nanosafety ウェブサイト

・分散調製・計測
・細胞（in vitro）試験

整合性

作業環境測定

技術移転インプット

国際機関、国内外の
規制省庁

法規制
ガイドライン

・作業環境測定
・製品からの排出予測

・コンサルティング

7/31

ガイドライン
国際標準

コンサルティング
・評価書作成

事業原簿 p.4-8～4-10

公開

各研究項目ごとの説明各研究項目ごとの説明
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公開

③-(a)-1: 簡易で迅速な③ (a) 1 簡易で迅速な
有害性評価手法の開発発

中間目標 最終目標

動物実験に依存しないＣＮＴ
等ナノ材料の有害性評価手

達
成

ＣＮＴ等ナノ材料の安
価かつ簡便な自主安等ナノ材料の有害性評価手

法（簡易手法）を開発した上で、
安価かつ簡便な自主安全性

成 価かつ簡便な自主安
全性評価手法を確立
する。

評価のために最低限必要な
試験項目や試験系を設定し、
評価手法を確立する

（③‐(a)‐2と共通）
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評価手法を確立する。

有害性評価における細胞（in vitro）試験の位置付け

研究開発項目③ 「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 公開

SG単層CNT
（許容暴露濃度：0 03 mg/m3 ）

SG単層CNT variation

eDIPS単層CNT, 市販単
層CNTでも実施

培養細胞試験
吸入暴露試験

気管内投与試験
(In vivo) 

（許容暴露濃度：0.03 mg/m3 ）
SG_cSG_ bSG_a

層CNTでも実施

15年程度の暴露期間を想定
10年以内に見直すべき時限付き

(In vitro)吸入暴露試験
(In vivo)

本プロジェクト

妥当性の検証
ヒト肺胞上皮細胞
ラット肺胞マクロファージ
など

簡易・迅速

NEDO研究ＰＪ「ナノ粒子特性評価手法
の研究開発」（2006～2011）

詳細・長期・高額

本プロジェクト

適用

簡易 迅速詳細 長期 高額

手順書をもとに民間試験機関などで実施

対象 作業者の肺吸入

A社CNT variation

Ａ3A2A1
対象：作業者の肺吸入
エンドポイント：初期炎
症の持続的亢進

10/31
事業者の自主安全管理

事業原簿 p.3-75～3-82



③-(a)-1: 簡易で迅速な有害性評価手法の開発

研究戦略
公開

①評価軸としての物性パラメータの決定

②分散調製法の確立

③分散液の特性評価
動物（in vivo）試験
での妥当性の検証

④細胞（in vitro）試験の確立
（平成24年度以降）

自主管理支

1. 事業者自主安全性評価のための手順書の作成
と公表。

タデ 報告書 作成 開発 ③自主管理支
援技術

2. ケーススタディ報告書の作成（開発項目③-(b)）に
寄与。

3. 国際機関へのインプット情報作成（開発項目③-
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(c)）に寄与。

事業原簿 p.3-75～3-82 

③-(a)-1: 簡易で迅速な有害性評価手法の開発

①評価軸としての物性パラメータの決定

公開

文献（約250報）における特性評価の程度を分類
有害性評価として必須な単層ＣＮＴ
の物性パラメ タ候補を決定した

①評価軸としての物性 ラ タの決定

の物性パラメータ候補を決定した。

一次粒子物性として
1 口径/長さ1. 口径/長さ
2. 残触媒濃度と種類
3. 層状態

二次粒子物性として

4. 細胞培地中でのＣＮＴの細胞（in vitro）試験において、CNTの特性評価を行う

6
8

10

数

2011
(in vitro)

凝集体サイズ（状態）

5. 培地分散に使用する分
散剤の種類6

8
10

数

2005-2007
(in vitro)

重要性は年々高まっている。

0
2
4
6

F E D C B A S

論
文

数 (in vitro)

これら５つの物性パラメータと、
「④細胞（in vitro）試験」の結果と

散剤の種類

0
2
4
6

F E D C B A S

論
文

数 (in vitro)

12/31

F E D C B A S
文献レベル

の関連性を評価。F E D C B A S
文献レベル
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③-(a)-1: 簡易で迅速な有害性評価手法の開発

②分散調製法の確立

公開

SG単層CNTと約10種類の市販単層CNTで検証

分散調製 手 特性 異なる を調製

高い再現性を持つ簡易で迅速な単層ＣＮＴ分散調製方法を開発した。

②分散調製法の確立

超音波照射時間と遠心分離の条件を変
える と 調製原液中 異なる長さや

分散調製の手順 特性の異なるCNTを調製

単層ＣＮＴ

えることで、調製原液中での異なる長さや
凝集サイズをもつ単層CNTを調製できた。

超音波分散

BSA （ウシ血清アルブ
ミン）水溶液

長さ 凝集サイズ

【実施例】
特性の異なる2種類のSG単層CNT（二次粒子）精製・調製

遠心分離＆ろ過

長さ
（幾何平均値、nm）

凝集サイズ
（DLS*平均値、nm）

SG1 200 284
調製原液

SG1 200 284

SG2 1700 1038
細胞培地

培地調製液

13/31

*DLS：動的光散乱

事業原簿 p.3-75～3-82

③-(a)-1: 簡易で迅速な有害性評価手法の開発

③分散液の特性評価

公開

SG単層CNTと約10種類の市販単層CNTで検証

・細胞（in vitro）試験のための分散液が満たすべき条件を3つ設定し、開

発した分散調製法（②）がこれらを満たすことを 液中計測技術を用いて

③分散液の特性評価

発した分散調製法（②）がこれらを満たすことを、液中計測技術を用いて
明らかにした。

①培地中での分散安定性
DLS（動的光散乱法）により、形状が異なる単層CNTの分散安定性を
確認した確認した。

②分散剤の細胞無影響
開発調製方法で用いたBSA （ウシ血清アルブミン）が、最も細胞への影開発調製方法 用 （ウシ 清ア ン） 、最も細胞 影
響（酸化ストレスの誘導）が少ないことを確認した。

③培地中栄養成分の非枯渇
流動場分離測定により 単層CNTが細胞生育に必要な培地栄養成分流動場分離測定により、単層CNTが細胞生育に必要な培地栄養成分
を吸着しないことを確認した。

14/31事業原簿 p.3-75～3-82



③-(a)-1: 簡易で迅速な有害性評価手法の開発

④細胞（in vitro）試験の確立

公開

SG単層CNTと約10種類の市販単層CNTで検証④細胞（in vitro）試験の確立

単層ＣＮＴの有害性評価として適切な試験方法を選定した。

①培養方法の適性 ②試験方法の適性

エンドポイント 試験方法
試験方
法として
の適性

これまでの知見
細胞（in vitro)試験
既存文献（2005-10）
での実施数（137報）

暴露CNTにより比色定量値が阻害さ

①培養方法の適性
・細胞種
・暴露方法
・培養時間
細胞播種密度

②試験方法の適性

細胞生存率 MTT ×
暴露CNTにより比色定量値が阻害さ
れるため不適。 45

細胞生存率 WST-1 ○ 適切な方法と考える。 9

細胞生存率 WST-8 ○ WST-1より、やや高感度。 3

・細胞播種密度
などの最適な条件を
選定した。

細胞障害 LDH放出 ×
暴露CNTにより比色定量値が阻害さ
れるため不適。 19

アポトーシス カスパーゼ ○ 適切な方法と考える。 4

酸化ストレス DCFH ○ 細胞内の活性酸素種（ROS）の上昇 12

知見

事業者

酸化ストレス DCFH ○ 細胞内の活性酸素種（ROS）の上昇。 12

細胞周期 pH3- (Ser10) ○ 可能。 0

炎症マーカー サイトカイン ○ サイトカイン13種類から、数種を選択。 23
DNA マイクロ 進捗中 遺伝子発現によるマ カ

知見

遺伝子発現解析
DNA マイクロ
アレイ, q-PCR

○
進捗中。遺伝子発現によるマーカー
探索やプロファイル。 4

細胞形態やCNTの
取り込み観察

TEM ○ 細胞の前固定方法に工夫が必要。 6

ウ プ 製 計 版を含 事業者 自主管 技術 た 書 表

手順書
細胞（in vitro)試験版
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アウトプット：調製・計測版を含め、事業者の自主管理技術のための手順書として公表
（平成２４年度：ＳＧ単層ＣＮＴを実施例とした暫定版）。
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H22 H23 H24 H25 H26 アウトカム

③-(a)-1: 簡易で迅速な有害性評価手法の開発 公開

(1)調製・計測・細胞（in vitro）試験の確立

SG単層CNTを
ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨとした

①評価軸としての物
性ﾊﾟﾗﾒｰﾀの決定

・広範で精確な手
法による測定
・評価手法の確立

ケーススタ
ディ報告書

ｹ ｽｽﾀﾃ ｨとした
基盤研究

手順書
手順書

（暫定版）

性ﾊ ﾗﾒ ﾀの決定
②分散調製法の確立
③計測手法の確立
④細胞（in vitro）試験

中間目標 ・評価手法の簡易化、絞り込み
・TASCで作製される新規単層

CNT材料の評価

評価手法の確立

(2)動物（i i )試験（バリデ シ ン）

各種単層CNTをｹｰｽｽﾀﾃﾞｨとした
応用研究

（暫定版）
の確立

最終目標

C 材料の評価

手順書(2)動物（in vivo)試験（バリデーション）

SG単層CNT
手順書

最終目標

・動物（in vivo）試験に
よる細胞（in vitro）試験
の妥当性の検証

手順書
（最終版）

(3)ラウンドロビン試験
・調製/計測/細胞試験

の客観性検証

の妥当性の検証
調製/計測
のﾗｳﾝﾄﾞﾛﾋﾞﾝ

国際機関
へのイン
プット情報

OECD/WPMN

分散液規格の提案
ISO/TC229

の客観性検証

外部試験機関による
調製/計測/細胞試験

プット情報
作成

分散液規格の提案
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製
のﾗｳﾝﾄﾞﾛﾋﾞﾝ

事業原簿 p.3-75～3-82



公開

③-(a)-2 安価で簡便な③ (a) 2 安価で簡便な
暴露評価手法の開発暴露評価手法の開発

中間目標 最終目標

ＣＮＴ等ナノ材料の実環境（製
造から廃棄まで）における暴露
を迅速かつ簡便に評価するた

達
成

ＣＮＴ等ナノ材料の安
価かつ簡便な自主
安全性評価手法をを迅速かつ簡便に評価するた

めの手法を確立する。
安全性評価手法を
確立する。
（③‐(a)‐1と共通）
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（③ ( ) 共通）

(1)簡便なCNT等ナノ材料計測手法の開発

③-(a)-2： 安価で簡便な暴露評価手法の開発

←作業環境計測の手法が未確立

公開

作業環境における飛散CNTについて、事業者が自ら
実施可能な簡便な計測手法を開発する。
i) 計測技術の開発 主な課題i) 計測技術の開発
①小型・簡便な装置のCNT応答・有効性評価
②炭素分析によるCNTの定量
③バ クグラウンド粒子の低減技術

主な課題
・安価・簡便な方法
・バックグラウンド粒子との識別
飛散CNTの存在確認と定量評価③バックグラウンド粒子の低減技術

④電子顕微鏡観察のための粒子捕集技術
ii) 実計測実施

・飛散CNTの存在確認と定量評価

iii)手順書作成

(2)粒子飛散および暴露濃度の予測手法の開発
CNT粉体およびCNT複合材料からのCNT飛散性

←リスク評価のためには、
飛散CNTの濃度 サイズCNT粉体およびCNT複合材料からのCNT飛散性

等の評価手法を開発し、評価データを集積する。
i) CNT飛散性の評価手法の開発

飛散CNTの濃度、サイズ、
形態等の情報が必要

i) CNT飛散性の評価手法の開発
⑤CNT粉体
⑥CNT複合材料

ii) 評価の実施

主な課題
・簡便な評価方法
・種類や用途、物性による違い

18/31

ii) 評価の実施
iii)評価書作成/公開

種類や用途、物性による違い
・プロセスによる違い
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①小型・簡便な装置のCNT応答・有効性評価

③-(a)-2： 安価で簡便な暴露評価手法の開発

研究成果

公開

簡便な計測器空気
HEPA サイクロン

サンプル：スーパーグロース単層CNT
150

g
/
m

3
]

y = 4 3 x
ブラックカーボンモニター

(1)簡便なCNT等ナノ材料計測手法の開発

簡易
フィルター捕集

CNT試験管

100

素
濃

度
[
μ

g y = 4.3 x
r² = 0.91 

粉じん計

応答係数（図の
傾き）を得ることで
簡便な計測器での

計測法の簡易な評価試験系を開発

撹拌器

0

50

元
素

状
炭

素 y = 0.80 x
r² = 0.99 

粉じん計 簡便な計測器での
暴露の日常管理
が可能に！

H 2%O /98%H
簡便な計測装置のCNT応答の評価

②炭素分析による
CNT定量方法の検討

最適な測定条件
粒子捕集条件
サンプル前処理

0
0 50 100 150

計測器(表示値)[μg/m3]

元

870℃

700℃

He 2%O2/98%He

成果
各CNTに対する応答係数や適切な測定
条件を得た正確

550℃ 条件を得た。
また、TASC内のCNT製造施設で実際に
計測を行い、計測法の有用性を確認す
ると共に計測事例を得た

有機炭素 元素状炭素(CNT)
飛散ＣＮＴの
より正確な
定量評価

正確

19/31

ると共に計測事例を得た。
→手順書の作成

ディーゼル粒子用に開発された
炭素分析装置によるCNTの定量

定量評価、
許容濃度との
比較が可能に！
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③-(a)-2： 安価で簡便な暴露評価手法の開発
研究成果

(1)簡便なCNT等ナノ材料計測手法の開発

公開

③バックグラウンド粒子の低減技術

300 500

サーモデニューダー法の適用：揮発性粒子の除去

(1)簡便なCNT等ナノ材料計測手法の開発

300 mm 500 mm

加熱部 ガス吸収部

IN OUT
φ8 活性炭φ13φ8

250℃
150℃ 50℃

作業 境計測に 適 小 粒 透 率 高 装 作製

④定量性のある電子顕微鏡観察のための粒子捕集技術

作業環境計測に最適な小型で粒子透過率の高い装置を作製し、
その基礎性能と有用性を確認

成果

④定量性のある電子顕微鏡観察のための粒子捕集技術
SEM観察の場合
・80nmポアフィルターでの粒子捕集効率を評価

TEM観察の場合TEM観察の場合
・拡散法：フィルター上にTEMグリッドを置いて、拡散によるTEMグリッドへの捕集効率を評価
・溶解法(アスベストの方法)：フィルターの溶解によるTEMグリッドへのCNTの転写効率を評価

定量性 ある電子顕微鏡観察 ため 粒子捕集技術オプ

20/31

定量性のある電子顕微鏡観察のための粒子捕集技術オプ
ションを検討し、それぞれの方法の捕集効率を得た

成果
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③-(a)-2： 安価で簡便な暴露評価手法の開発

(2)粒子飛散および暴露濃度の予測手法の開発

研究成果
公開

⑤CNT粉体の飛散性評価手法

(2)粒子飛散および暴露濃度の予測手法の開発

容器開封 吹き付け 撹拌
移し変え

サンプル：HiPco単層CNT
プロセス：撹拌法 容器開封 吹き付け 撹拌

移し変え

岡山大 産総研100

1000

個
/
c
m

3
]

プロセス：撹拌法

サンプル：HiPco単層CNT

1

10

/
d
lo

g
D
p

[

移動度径
空気力学径

サンプル：HiPco単層CNT
プロセス：撹拌法

2 µm
0.1

0.01 0.1 1 10
粒子径(Dp) [nm]

d
N
/ 空気力学径

飛散CNTの個数濃度粒径分布
飛散CNTの電子顕微鏡写真

評価試験系を設計・作製するとともに、複数種類の飛散CNTの、
成果

21/31

評価試験系を設計 作製するとともに、複数種類の飛散CNTの、
相対濃度、サイズ、形態、プロセスによる違い、などのデータを取得

成果
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③-(a)-2： 安価で簡便な暴露評価手法の開発

(2)粒子飛散および暴露濃度の予測手法の開発

研究成果
試験サンプル

公開

⑥CNT複合材料の切削や摩耗時の飛散粒子の評価

(2)粒子飛散および暴露濃度の予測手法の開発

摩耗試験
(大阪大)

回転
ビーズ

試験サンプル

(大阪大)

CNT 5%含有ポリスチレンの切削試験

切削試験
(産総研)

CNT 5%含有ポリスチレンの切削試験

CNT 5%含有ポリスチレン

サーモデニューダー
で減少
→揮発成分

1 10 100 1000

1 μm

評価試験系を設計・作製するとともに 様々な単層CNT複合材料に

飛散粒子の個数濃度粒径分布

1 10 100 1000

粒子径[nm] 飛散粒子の電子顕微鏡写真

22/31

評価試験系を設計・作製するとともに、様々な単層CNT複合材料に
ついて、切削時と摩耗時に飛散する粒子や切削・摩耗表面データを取得

成果
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H22 H23 H24 H25 H26 アウトカム

③-(a)-2： 安価で簡便な暴露評価手法の開発 公開

(1)簡便なCNT等ナノ材料計測手法の開発

計測手法の技術開発 適用事例・検証・改善 計測技術i) 計測技術の
開発 ①簡便装置や②炭素分析の応答・有効性 実計測フィードバック

計測事例実計測実施

開発

ii) 実計測実施

①簡便装置や②炭素分析の応答・有効性
③バッググラウンド粒子除去技術
④電顕観察のための捕集・前処理技術

実計測フィードバック
多様なCNTのデータと解析

計測事例実計測実施

初版 最終版 手順書

ii) 実計測実施

iii)手順書作成

TASC関連施設 大型工場
中間目標 最終目標

(2)粒子飛散および暴露濃度の予測手法の開発

計測事例
各国動向

既存技術・
開発技術

(2)粒子飛散および暴露濃度の予測手法の開発

評価試験系の作成 対象プロセスの多様化 評価手法i) 評価手法の
開発 ⑤粉体：撹拌、開封、吹き付け、移し替え

⑥複合材：切削 摩耗
プロセス間比較、解析
その他のプロセス

評価事例
類型的予測

代表的な材料 種類・用途の多様化ii) 評価の実施

⑥複合材：切削、摩耗 その他のプロセス

CNT等粉体、部材(プラ、ゴム、金属等) 応用製品(製品化に近いもの)

23/31

iii)評価書作成 作成 評価書
中間目標：代表的な
材料について評価

最終目標
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公開

③-(b): CNT等ナノ材料の安価
簡便 自主安全管 手法かつ簡便な自主安全管理手法

の確立とケ ススタディの実施の確立とケーススタディの実施

中間目標 最終目標

－
ｄ．ｃ．の自主安全性評価手法に基づき、
ＣＮＴ等ナノ材料生産事業者の自主安全
管理手法（一般手法）を確立する管理手法（ 般手法）を確立する。

－
ｅ．具体的なナノ材料に適用した安全性管
理に関する事例（ケーススタディ）報告書

24/31

関す 事 報
を作成する。
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1-a-2③-(b): CNT等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全管理手法の確立とケーススタディの実施

公開

中間評価までの実施項目

１．自主管理基準濃度の設定およびその管理のための手順の確立

２．自主安全管理に資するデータベースの構築

３．OECDプリンシパル材料のためのデータ整備（環境中運命、生態

毒性評価）

【最終達成目標】（平成２６年度）【最終達成目標】（平成 年度）
・自主管理基準濃度の設定手法の確立および暴露管理プロセスの確立
・生産事業者に適用可能な一般的な自主安全管理手法の確立
・TASCで開発する新規ナノ材料のケーススタディ報告書の作成と一般公表TASCで開発する新規ナノ材料のケ ススタディ報告書の作成と 般公表

25/31
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自主安全管理に資するデ タベ スの構築 ロ ドマップ

③-(b): CNT等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全管理手法の確立とケーススタディの実施

公開

自主安全管理に資するデータベースの構築：ロードマップ

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度H22年度
4 10

H23年度
4 10

H24年度
4 6 8 10 12 2

H25年度
4 10

H26年度
4 10

（1）SG-単層CNT
・目次案作成・目次案作成
・データ収集、ヒアリング
・報告書草稿作成
・報告書作成

●公開
第2版 第3版報告書作成

・報告書改定

（2）SG-単層CNT複合材料
・デ タ収集 ヒアリング

● ●
第2版 第3版

・データ収集、ヒアリング
・報告書草稿作成
・報告書案作成

（3） DIPS単層CNT/複合材料（3）eDIPS単層CNT/複合材料
・データ収集、ヒアリング
・報告書草稿作成
報告書案作成

26/31

・報告書案作成
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公開

③-(c):開発成果の活用③-(c):開発成果の活用

中間目標 最終目標

－
国際的な機関（OECD、ISO 

等）の動向を的確に把握し、
国際標準化に向けた取組国際標準化に向けた取組
みを行う。

27/31事業原簿 p.3-96～3-100

③-(c): 開発成果の活用

中間目標 ナノ安全規制動向に関する情報収集＆提供体制の確立

公開

③ (C)

（自主的）
これまでの成果

国際動向
の収集・

③‐(C) ISO /TC229（ナノテクノロ

ジー）の規格草稿へのコメント
の提出 国内関係者への情報

事業者
欧米規制省庁
ISO/TC229

の収集
分析

の提出、国内関係者への情報
提供

ISO/TC229
OECD/WPMN 研究戦略

の見直し
③‐(C)

OECD/WPMN（工業ナノ材
料作業部会）に データ提出、
国内への情報提供③‐(a) ③‐(b)

研究開発
の実施

成果の国際
機関への
インプット

③ (C) 国内への情報提供
（SG単層CNTをプリンシパル
材料として登録）

③‐(a)、③‐(b)

の実施インプット

ナノ材料の法規制や自主安
全管理に関する重要文書の翻

③‐(a)、③‐(b)

28/31

全管理に関する重要文書の翻
訳や要約の作成（次スライド）
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・Nanosafety Web Siteの開設と記事（和訳を含む）作成（約20本）

③-(c): 開発成果の活用 公開

y
・twitter（@Nanosafety）での迅速な情報提供（300報近く）

新着記事記事本文
2012年5月 ECHAがナノマテリアルに適用されるためのガイダンス附属書を作成
2012年5月 欧州で殺生物製品の上市と使用に関する規制が採択新着記事記事本文 2012年5月 欧州で殺生物製品の上市と使用に関する規制が採択
2012年4月 米国FDAがナノテクノロジーを利用した食品と化粧品の安全性を評価
するための手引き案を発表
2012年4月 OECD環境政策委員会のナノ廃棄物に関する取組
2011年10月 欧州委員会の規制上のナノ定義のQ＆A2011年10月 欧州委員会の規制上のナノ定義のQ＆A
2011年12月 米国EPAがカーボンナノチューブ７物質にSNURを提案
2011年10月 欧州委員会が規制上のナノマテリアルの公式定義を発表
2011年10月 米国NNIが「環境、健康、および安全（EHS）研究戦略」の最終版をリ
リース
2011年6月 米国食品医薬品局（FDA）が製品がナノかどうかの判断するためのガ
イダンス案を発表
2011年6月 米国大統領府が連邦規制省庁に向けてナノテク規制のための原則を
発表
2011年6月 米国とカナダがライフサイクル暴露評価手法の標準化を目指し

http://www.nanosafety.jp

t itt

2011年6月 米国とカナダがライフサイクル暴露評価手法の標準化を目指し
た ”NanoRelease”プロジェクトを開始
2011年6月 欧州で成立した改正RoHS指令に残る「ナノマテリアル」関連の記述
2011年4月 米国事業者団体がEPAに毒性試験枠組みを提案
2011年2月 経済協力開発機構（OECD）の工業ナノ材料作業部会（WPMN）につtwitter 2011年2月 経済協力開発機構（OECD）の工業ナノ材料作業部会（WPMN）につ
いての基礎知識
2011年1月 米国EPAによるTSCAを使ったCNT規制の現状
2011年1月 欧州EFSAによるナノ食品のリスク評価ガイダンス案
2011年1月 CEN/ISOによるナノラベリング規格提案の帰結

事業者からの問い合わせ。
雑誌原稿 講演依頼など

29/31

2011年1月 フランスANSESがコントロールバンディングツールを発表
2010年12月 米国NIOSHのCNT/CNFの推奨暴露限度（REL）提案文書
2010年11月 欧州RoHS指令改正案が欧州議会で決着

雑誌原稿・講演依頼など。
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研究開発項目③ 「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 公開

Ⅳ 実用化の見込みⅣ． 実用化の見込み

30/31
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成果の（2つの意味での）実用化の手段

研究開発項目③ 「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 公開

成果の（2つの意味での）実用化の手段

TASC内で開発された材料/製品のリスク評価の実施

→SG‐単層CNT（中間目標）、応用製品や特性の異なる材料*の
評価書の作成（最終目標）

*物理化学的特性の異なるSG‐単層CNT、SG‐単層CNT応用製品、eDIPS法CNT、およ

びeDIPS応用製品、などを指す。

CNT等ナノ材料の自主安全管理手法の開発/普及
• OECD/WPMN・・・SG単層CNTをプリンシパル材料として登録（→安

全性データの整備、安全性試験のための無償サンプル提供、分
散調製プロトコルの提供）

• ISO/TC229・・・細胞（in vitro）試験のための分散液規格を提案• ISO/TC229・・・細胞（in vitro）試験のための分散液規格を提案

• 事業者・事業者団体・・・作業環境測定、複合材料の排出試験、リ
スク評価のための技術相談、民間試験機関への技術移転

31/31

ク評価 ため 技術相談、民間試験機関 技術移転

• 行政機関・・・随時情報提供
事業原簿 p.4-8～4-10



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料１ 評価の実施方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



参考資料 1-1 
 

 
 
本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

評価部 

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

国 民



参考資料 1-2 
 

１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 
● ジャーナリスト 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある７名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
平成２２年度に開始された「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチュ

ーブ複合材料開発プロジェクト」プロジェクトを評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ
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ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 
 
４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべきものである。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、

研究評価委員会により示された「 的評価項目・評価基準」（参考  1-7

参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 
プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
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評価項目・評価基準 

 
１．事業の位置付け・必要性について 

１．事業の位置付け・必要性について 
(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 「ナノテク・部材イノベーションプログラム」の目標達成のために寄与し

ているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 
(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 
(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 
(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
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・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 
・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 
(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 
(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
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(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登     

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
 
(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 
 
(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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標準的評価項目・評価基準（中間評価） 

２０１０．３．２６ 
【中間評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 
標準的評価項目・評価基準は、第２５回研究評価委員会（平成２２年３月２

６日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が
標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 
 
ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの中

間評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 
 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
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(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 
・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
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・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備
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に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)事業化までのシナリオ 
・成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業

化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 
 

(3)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 
 
＊基礎的・基盤的研究開発の場合 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
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(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
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(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 

４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 
 
＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
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(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 

 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
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・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は公開性が確保されているか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 
・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 
・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 
(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
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・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料２ 分科会議事録 
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研究評価委員会 

「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト」 

（中間評価）分科会 

議事録 

 
日 時：平成２４年７月２０日（金）13：00～17：45 

場 所：大手町サンスカイルーム(朝日生命大手町ビル２７階) Ａ室 

 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長    阿知波 洋次  首都大学東京 大学院理工学研究科 客員教授 

分科会長代理  齋藤 理一郎  東北大学 大学院理学研究科 教授 

委員      川原田 洋   早稲田大学 理工学術院 教授 
委員      菅野 純    厚生労働省 国立医薬品食品衛生研究所 

安全性生物研究試験センター 毒性部 部長 
委員      角田 裕三   (有)スミタ化学技術研究所 代表取締役 

委員      豊國 伸哉   名古屋大学 大学院医学系研究科 教授 

委員      西野 仁     大阪ガス(株) エネルギー技術研究所 シニアリサーチャー 

 

＜推進者＞ 

和泉 章    NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 部長 

桐原 和大   NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主任研究員 

槇田 毅彦   NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 

山崎 光浩   NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 

寺門 守    NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主幹 

柳 喜芳    NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 

木村 太郎   NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 職員 

 

＜実施者＞ 

湯村 守雄(PL) (独)産業技術総合研究所 ナノチューブ応用研究センター 副センター長 

畠 賢治    (独)産業技術総合研究所 ナノチューブ応用研究センター 上席研究員 

荒川 公平   日本ゼオン(株) 取締役常務執行役員 

中西 準子   (独)産業技術総合研究所 フェロー 

本田 史郎   東レ(株) 化成品研究所 ケミカル研究室 室長 
斎藤 毅    (独)産業技術総合研究所 ナノチューブ応用研究センター 

流動気相成長CNTチーム 研究チーム長 
上島 貢    日本ゼオン(株) 総合開発センター 新材料開発研究所 チームリーダー、主席研究員 
岸本 充生   (独)産業技術総合研究所 安全科学研究部門 

持続可能性ガバナンスグループ 研究グループ長 
村井 美宏   技術研究組合 単層CNT融合新材料研究開発機構 専務理事 

上野 光保   技術研究組合 単層CNT融合新材料研究開発機構 技術普及部長 
二葉 ドン   (独)産業技術総合研究所 ナノチューブ応用研究センター 

スーパーグロースCNT合成チーム 研究チーム長 
片浦 弘道   (独)産業技術総合研究所 ナノシステム研究部門 上席研究員 
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岡崎 俊也   (独)産業技術総合研究所 ナノチューブ応用研究センター 
高度化ナノチューブチーム 研究チーム長 

片桐 一彰   住友精密工業(株) 創事業研究部／総務人事部 マネージャー 

藤田 克英   (独)産業技術総合研究所 安全科学研究部門 リスク評価戦略グループ 研究員 

小倉 勇    (独)産業技術総合研究所 安全科学研究部門 物質循環・排出解析グループ 研究員 

橋本 尚    東レ(株) 医薬研究所 安全性研究室 薬物動態グループ 主任研究員 

二瓶 史行   日本電気(株) スマートエネルギー研究所 主任研究員 

飯島 澄男   名古屋大学 特別招聘教授 

中嶋 直敏   九州大学大学院 工学研究院 応用化学部門 教授 

 

＜オブザーバー＞ 

桑山 広司  経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 研究開発調整官 

関口 敦司 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 課長補佐 

石田 豊和 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 研究開発専門職 

高田 優 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 研究開発専門職 

小川 ゆめ子 経済産業省 産業技術環境局 技術振興課 企画二係長 

 

＜企画調整＞ 

中谷 充良   NEDO総務企画部 課長代理 

 

＜事務局＞ 

竹下  満    NEDO評価部 部長 

土橋  誠    NEDO評価部 主査 

松下 智子    NEDO評価部 職員 

 

一般傍聴者 １名 
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議事次第 

＜公開の部＞ 

１．開会、分科会の設置について、資料の確認 

２．分科会の公開について 

３．評価の実施方法と評価報告書の構成について 

４．プロジェクトの概要説明 

４.１「事業の位置付け・必要性」及び「研究開発マネジメント」 

  ４.２「研究開発成果」及び「実用化の見通し」 

 ４.３ 質疑 

 

＜非公開の部＞ 

  非公開資料の取扱いについて 

５．プロジェクトの詳細説明 

  ５.１単層CNTの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 

   ５.２単層CNTを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

 

＜公開の部＞ 

５.３ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

 

６．全体を通しての質疑 

７．まとめ・講評（公開） 

８．今後の予定 

９．閉会 

 
議事内容 

＜公開の部＞ 

１．開会、分科会の設置について、資料の確認 

・開会宣言（事務局） 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料1-1、1-2に基づき事務局より説明。 

・阿知波分科会長挨拶 

・出席者（委員、推進者、実施者、事務局）の紹介（事務局、推進者） 

・配布資料確認（事務局） 

２．分科会の公開について 

事務局より資料 2-1 及び 2-2 に基づき説明し、議題５「プロジェクトの詳細説明」の中の議題５.

１「単層CNTの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発」、議題５.２「単層CNTを既存材料中

に均一に分散する技術の開発」を非公開とすることが了承された。 
３．評価の実施方法と評価報告書の構成について 

評価の手順を事務局より資料3-1～3-5に基づき説明し、了承された。 

また、評価報告書の構成を事務局より資料4に基づき説明し、事務局案どおり了承された。 
４．プロジェクトの概要説明 

４.１「事業の位置付け・必要性」及び「研究開発マネジメント」 
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推進者より資料6に基づき説明が行われた。 

  ４.２「研究開発成果」及び「実用化の見通し」 

実施者より資料6に基づき説明が行われた。 

    ４.３ 質疑 

４.１および４.２の発表に対し、以下の質疑応答が行われた。 

 

【阿知波分科会長】 どうもありがとうございました。 

 推進者、実施者から説明がありました。ここまでの公開部分について、主に事業の位置付け、必要

性、マネジメントの問題を中心に、公開できる範囲内の研究内容に関しても、質問をお願いします。 

 

【齋藤分科会長代理】 事業を推進するに当たり、安全性がとても重要と思います。先ほど国際標準化を目

指すと説明されました。どのような活動を行っていますか。 

 

【産総研：湯村ナノチューブ応用研究センター副センター長(PL)】 これは岸本グループ長がお答えします。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 担当の岸本です。ISO と OECD の中にナノ材料の安全性を扱うグルー

プがあります。そのグループの打ち合わせに我々のグループのメンバーが出席しています。そこで提

案されているものに我々の成果をインプットしたり、我々が単独で出そうとしているものを紹介して

います。そういった活動を通じて、ここで開発している自主安全管理技術との整合性を取ろうとして

います。 

 

【阿知波分科会長】 ほかにいかがですか。では、私から、事業の位置付けについて質問します。先ほど過

去20年間のNEDOの支援が説明されました。このプロジェクトが始まる直前にはキャパシタのプロ

ジェクトを行っていました。そのキャパシタのプロジェクトでの経験、あるいはそこから見えた展望

と本プロジェクトの関係は何か具体的にありますか。 

 

【産総研：湯村ナノチューブ応用研究センター副センター長(PL)】 キャパシタプロジェクトでは、スーパ

ーグロースカーボンナノチューブの量産技術、これらのプロセス技術と基本的な技術を開発しました。

その成果を受けてサンプル配布を始めましたが、サンプルの粉を渡すだけでは企業では使えません。

基礎研究の段階では、カーボンナノチューブの粉を渡せば、研究者がサンプルとして自分なりに処理

し、自分なりの研究開発目的で使うことが多かったのです。ある程度経験を積んだ企業の場合もサン

プルの粉を渡すだけで済みました。しかし、経験の少ない企業がいろいろな用途を考え、カーボンナ

ノチューブが使えそうか、使えそうではないか判断するという時にはそれではうまくいきません。カ

ーボンナノチューブの分散技術やハンドリング技術、それらを含めて技術移転する必要があります。

そこでこのプロジェクトでは、用途に合わせたスペックのカーボンナノチューブを合成するとともに、

その用途に向けた分散技術も提供することが大きな役割となっています。 

 

【NEDO：和泉部長】 補足します。NEDOの電子・材料・ナノテクノロジー部長の和泉です。 

 今説明されたように、カーボンナノチューブは長い期間をかけて開発を進めています。皆様のご努

力で、成果としてカーボンナノチューブをある程度量産する目途がついたのがこの前のプロジェクト

でした。今後それをどう進めるかという時に、今の説明にもありましたように、用途で使う方と実際

にカーボンナノチューブを使う方は業種的にも違う場合がある、企業的にも違う場合があるという問
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題が出てきました。ここをどうつなぐかが非常に大きなポイントでした。今日ご議論いただいている

このプロジェクトの中では、できる限りそれを使いやすい形、材料の形で提供しようとしました。複

合材料に観点を置いて幾つかのパターンで取り組む、量産可能になったことによって初めてそのフェ

ーズまで進むことができたということです。 

 本プロジェクトは、経済産業省の直轄事業として始まり、途中でNEDOに移管されました。この移

管後に、経産省のご理解も得て、用途開発を加速する助成事業との組み合わせを導入しました。サン

プルは助成事業だけに渡すわけではありませんが、アクセスをプロジェクトの中で一体的によくする

こと、今日助成事業は評価の対象外ですが、一体的に行いました。カーボンナノチューブができた後

の材料として使う部分をいかに増やしていくかをプロジェクトとして留意して取り組んでいます。 

 材料を使う側まで、どこまで技術移転ができるかが大きなポイントになります。業種をまたがると

ころでうまく技術の発展と移転を進めることが今回のプロジェクトの一番のポイントと考えています。 

 

【阿知波分科会長】 ありがとうございました。ほかに。 

 

【豊國委員】 名古屋大学の豊國です。このプロジェクトのタイトルとして「低炭素社会を実現する」とあ

ります。これには、例えば生活を便利にするなど、いろいろな目的があると思います。この「低炭素

社会を実現する」には、どういう目的や思い入れがあるのか、お伺いします。 

 

【産総研：湯村ナノチューブ応用研究センター副センター長(PL)】 助成事業で行っている高強度材料。カ

ーボンナノチューブ、炭素材料を用いることによって、いろいろな自動車部材、航空機部材が軽量化

されます。これでダイレクトに炭素の放出量を抑えることができます。それ以外に、電子材料も、先

ほどサンプルを回したカーボンナノチューブを用いた端子は、電力量がシリコンに比べて 1/2 程度で

動作するので、低電力型のデバイスを作ることもできます。何よりカーボンナノチューブは非常に強

い引張強度を持っています。今のコストでは難しいと考えていますが、これらがいろいろな強度部材

として生活の中に入ってくれば、炭素の消費量、CO2 の排出低減につながると考えています。生活が

便利になりながら、高機能になり、しかも炭素の消費量を増やさない、減らしていく、これが私ども

のプロジェクトの大きな役割です。 

 

【豊國委員】 ありがとうございます。もう一点、最初に単層カーボンナノチューブを強調されました。プ

ロジェクトとしてはそれがほとんど90数％と考えてよろしいですか。 

 

【産総研：湯村ナノチューブ応用研究センター副センター長(PL)】 はい。このプロジェクトは単層カーボ

ンナノチューブの合成から実用化まで、このようになっています。ただ、ベンチマークをいろいろ比

較する上で、二層、三層、それ以上の多層カーボンナノチューブも、性能を比較する上で研究してい

ます。そして、単層カーボンナノチューブの優位性を発揮可能な用途に重点化しています。 

 

【豊國委員】 ありがとうございます。 

 

【角田委員】 角田です。プロジェクトの事業の位置付けや、研究開発のマネジメントはよくわかりました。

私も十数年カーボンナノチューブにかかわる仕事を行っています。そのため、その重要性はよくわか

ります。いかに社会や、市場に出すかに意を払っているつもりです。ここで取りあげている複合材料

として、一つはカーボンナノチューブとゴム、もう一つはカーボンナノチューブと金属があります。
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一つは、非常に高い導電性のゴムを取り上げています。もう一つは熱伝導ということで金属マトリッ

クスを意識しています。しかし、もう一つの材料として、セラミックス、あるいは無機材料、そうい

ったものとカーボンナノチューブの複合がエネルギー関係では重要なキーワードになると思います。

その辺を今回はまだ取り上げていませんが、いかがですか。 

 

【産総研：湯村ナノチューブ応用研究センター副センター長(PL)】 重要な指摘だと思います。その部分は

共同研究、サンプル提供を通じて開発を進めていきたいと考えています。 

 

【角田委員】 ぜひお願いします。ありがとうございました。 

 

【川原田委員】 早稲田大学の川原田です。先ほどの質問にあった単層カーボンナノチューブへの特化につ

いて質問します。例えば半導体デバイスを考えれば単層ナノチューブにメリットがあると思います。

しかし、今回はかなり複合材料的な要素、構造材料的な要素も含めたものになっています。何も単層

だけではなく、二層、三層も交えてもう少し大きくとっていくことは考えなかったのですか。 

 

【産総研：湯村ナノチューブ応用研究センター副センター長(PL)】 考えていますが。 

 

【川原田委員】 単層に絞ると、ほかのところをとり残す心配があります。知財的に言えば、後でこういう

材料も調べてみれば、構造的に単層が多い、三層が多いといったことを、ある程度調べることができ

ると思います。何か意味があって構造をあえて特定したのか。どのように考えたのですか。 

 

【産総研：湯村ナノチューブ応用研究センター副センター長(PL)】 半導体や電子材料には単層カーボンナ

ノチューブが絶対的な条件になります。しかし、導電性を与える場合や、構造材の場合には二層、三

層、多層のほうがよい場合もあります。それらを踏まえたうえで、私達は、導電性を与えるうえでも、

単層カーボンナノチューブ、多層カーボンナノチューブ、それらは全部ベンチマークをとりながら開

発してきました。今日紹介する高伝熱性ゴムや高伝熱性のアルミ、これらは単層カーボンナノチュー

ブ、特にスーパーグロースカーボンナノチューブを組み合わせることで性能が向上しました。一つに

は、スーパーグロースカーボンナノチューブの構造的特徴、非常に長い構造、網目的な構造、そうい

ったものが反映して、ベンチマーク的にそれらを上回ることができたと考えています。 

 ご質問の二層、三層については、ベンチマークを見る上で開発を並行して進めています。その中で、

単層カーボンナノチューブの用途として非常に有望なものの開発を進めるのがこのプロジェクトです。

将来も単層カーボンナノチューブかというご質問であれば、研究はいろいろな広がりを持っています。

使命として実用化を急ぐ、我々の技術移転を急ぐという立場から言えば、サンプル提供は我々の基盤

技術の結晶です。これらを早く民間企業、産業界へ移転することが私たちの役目だと思っています。 

 

【産総研：畠上席研究員】 補足します。サブプロジェクトリーダーの畠です。 

 これは個人的な見解でオーソライズされたものではありません。川原田先生のご指摘はまさしくそ

の通りです。eDIPS、スーパーグロース、半金分離がプロジェクト開始時に単層カーボンナノチュー

ブの技術であったことからスタートしています。この三つの技術を実用化していくことが主目的であ

り、必ずしも単層に限定する必要性はないと私は思います。今日は紹介しませんが、eDIPS では二層

も作り、単層と比較しています。スーパーグロースも二層、三層、四層と作って、すべての用途にお

いてどれが一番よいか、検討しています。場合によっては二層がよい、三層がよい用途も出てくると
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思います。その時にはNEDOとも議論して、実用化を目指すのであれば場合によってはプロジェクト

の枠を広げて考えていこうという議論が展開していくと思います。 

 

【角田委員】 今の質問に関連した質問です。この仕事の事業化の意味はよくわかります。しかし、正直言

って、二層、三層というところまで細くなくても、いわゆる細いという意味でのマルチウォール、例

えば 10nm や 10 数 nm のマルチウォールのカーボンナノチューブのメーカーはもう日本にありませ

ん。ヨーロッパや韓国、中国ではこれらを今盛んに行っています。シングル、ダブルの話はこれから

このプロジェクトで出てくると思いますが、それらと太いタイプのものは日本に歴としたものがあり

ますが、中間の 10nm 程度の我々材料屋が使いやすいカーボンナノチューブのメーカーが残念ながら

日本から消えています。それは我々化学屋、材料屋が使う場合には非常に危惧されるところです。物

理屋が物理の研究として取り上げる場合にはシングル、ダブルが非常に夢のある材料なのですが、複

合材料というもっとマクロなもので考えた場合には、細いタイプのマルチウォールのカーボンナノチ

ューブが日本から消えることは大きなリスクだと私は思います。いかがですか。 

 

【産総研：湯村ナノチューブ応用研究センター副センター長(PL)】 おっしゃる通りです。我々のスーパー

グロース法なりeDIPS法は単層カーボンナノチューブを作る技術ですが、単層カーボンナノチューブ

は二層、三層より非常に難しい条件の中で行っています。むしろ二層、三層を作る方が易しいという

か、プロセス効率や、プロセスのスループットは上がります。このプロジェクトは単層カーボンナノ

チューブで進めていますが、何度も申し上げたように、ベンチマークをはかる上で我々は二層、三層

も応用研究を行っています。自前で作ることができる、そういった部分の確認は行っています。もし

産業界の要望が、そういった細いものにあるのならば、私たちはそういう面でのサンプル提供も検討

していきたいと思います。それが日本の産業競争力の強化につながるのであれば、皆さんとも協力し

て、そういったものも含めていきたいと考えています。 

 

【阿知波分科会長】 よろしいでしょうか。私の理解では、このプロジェクトの委託事業の部分だけを考え

ても、実際に使われるであろう、あるいは使われる用途が出てきた場合には、そのスペックに合わせ

た合成法や実際の製造を行うという部分を含んでいるのではないでしょうか。全体の5年計画の中で。 

 

【NEDO：和泉部長】 今言われた通りです。それが一番見えるのが助成事業の対象者です。要は使われる

ものを作る必要があるということです。ただ、予算にも限りがあります。その中でどういうプライオ

リティをおいて物を作っていくか、残された期間において、ニーズ側も見ながら必要なものは行って

いくという中でマネジメントしていくものと理解しています。 

 

【阿知波分科会長】 最後に一つ、簡単な質問です。今回の評価対象は委託事業部分の過去二年間です。実

際には、今年度から助成事業が始まり、既に助成対象が決まっています。その助成事業の応募状況、

どの程度の競争率があったのかという単純な質問です。あるいは、応募すれば大体通る話なのですか。 

 

【NEDO：和泉部長】 何件応募があったかは公開情報ではないと思いますので、ここではお答えできませ

ん。不十分な回答になって済みません。 

 

【阿知波分科会長】 コメントに近い話です。今度作った材料をいろいろな事業体が使ってみたいという場

合には、助成事業に採択されたもの以外でも、積極的に進めるということでよろしいですね。 
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【産総研：湯村ナノチューブ応用研究センター副センター長(PL)】 助成事業を含めてサンプルとして幅広

く取り組んでいます。先ほどのTASCで18件、最近は19件です。助成事業以外でそれだけの件数が

あります。 

 

【阿知波分科会長】 わかりました。 

 

【西野委員】 大阪ガスの西野です。その助成事業は、非常にいろいろな企業が入っており、重要なやり方

だと思います。例えばサンプルを渡す時に助成事業と重なっても問題ないのですか。 

 もう一つお伺いします。いろいろな企業があり、シナジー効果があるという話でした。特許や権利

の関係でどの程度までどうするのかが非常に難しいと思います。その辺を教えていただけますか。 

 

【産総研：湯村ナノチューブ応用研究センター副センター長(PL)】 サンプル提供の上で知財ルールをどう

するかは非常に大きな問題だと私たちは考えていました。ここにあるように、サンプル提供、TASC

から民間企業、ここで言えば産総研です。企業基盤、これを提供しているのは 6 から 8 番、こういっ

た形でサンプルを提供します。この場合に知財の取り扱いをどうするか、大きな議論を私達は行いま

した。 

従来ですと、提供先と提供元で知財を分け合うか、特許を共願にしないとサンプルを提供しないと

いう話がたくさんありました。実態として、産総研のサンプル提供は単独出願を認めていない、必ず

産総研と相談してもらうシステムでした。そういった産総研のサンプル提供のシステムを私どもは国

研の時代から長年行ってきました。そういったやり方では、なかなか共同研究や共同出願に発展しな

い、むしろ共同研究の外で出願されることが多かったのです。 

それならば単独出願を認めようということになりました。ただし、その単独出願の特許が広い範囲

の用途をカバーする共通基盤性の高い発明の場合には、それ以外の企業にも通常実施権を希望者に付

与してもらうことにしています。これは私たちがサンプル提供する上での日本国内でのやり方として

は大きな進歩であったと思っています。 

これを認めてしまうのは無謀だという指摘もありました。しかし、サンプルを使って様々な用途特

許を出願することができる企業は放っておいても特許を出願します。そうであれば単独出願を認める

代わりに、私たちサンプルを提供したTASC に出願を連絡してもらうことにしました。そうすれば、

知らない間に特許を出願されるよりもよい。サンプル提供の成果として私たちがリストアップできる

からです。特許を取得した時に、共通基盤性の高い発明は通常実施権を他の企業にも与えてもらうと

いう条件のもとに知財のサンプル提供契約書を作り、提供しています。 

 

【西野委員】 追加質問です。共通基盤性の高い発明の判断基準は、何か会議をして決めるのですか。 

 

【産総研：湯村ナノチューブ応用研究センター副センター長(PL)】 そこが一番議論になりました。契約書

にそれが盛り込めるかというと、それは無理だということになりました。そこで、大議論の末、特許

が出願され、公開された場合、サンプル提供元として産総研やTASC でそれらを判断して、それらに

希望があった場合は提供して下さいということを契約書に入れました。 

 

【阿知波分科会長】 まだあるかもしれませんが、この後に技術的な詳細の説明、質疑応答の時間がありま

す。そこで質問していただくということで、このセクションは終わります。ありがとうございました。 



 

参考資料 2-9 
 

 

＜非公開の部＞ 

  非公開資料の取扱いについて 

５．プロジェクトの詳細説明 

  ５.１単層CNTの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 

   ５.２単層CNTを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

省略 

 
 
＜公開の部＞ 

５.３ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

実施者より資料8に基づき説明が行われた。 

 

５.３の発表に対し、以下の質疑応答が行われた。 

主な質疑内容 

【阿知波分科会長】 どうもありがとうございました。それでは、ご質問をお願いします。 

 

【齋藤分科会長代理】 私は専門ではないのですが、2つ質問があります。 

 手順書は公開されているとのことでした。これは先ほどのウェブページに公開されているのですか。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 暴露評価の手順書はまだ公開していませんが、間もなく作成されます。

有害性評価は今年度末を目標にしています。公開の具体的な場所は考えていませんが、ウェブサイト

は考えています。 

 

【齋藤分科会長代理】 それは日本語と英語で書かれているのですか。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 今は日本語です。確かにご指摘の通り、英語での発信も考えたいと思い

ます。 

 

【齋藤分科会長代理】 ありがとうございます。 

もう一つ。こういうものは社会にアピールすべきだと思います。先ほど風評被害の説明もありました。

社会にわかりやすく伝えるにはどうしたらよいと思いますか。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 リスクコミュニケーションだと思います。直接テーマにあがっていませ

んが、事業者が自社製品、自社材料について安全だと思いマーケットに出しているので、その安全だ

と思っている理由をわかりやすく説明する。そのためのツールの提供が重要であると思います。 

 

【齋藤分科会長代理】 そういうものは既にあるのですか。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 今までの通常の化学物質であれば、リスク評価を行います。例えば動物

試験で出てきた無作用量から基準値を導出して、それを上回っていないことを計測して示します。 
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【齋藤分科会長代理】 それではみんな難しくてわかりません。もっと簡単な表現はありませんか。例えば

「新幹線より安全」というような表現があればよいのですが、どうでしょうか。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 既存の、我々が受け入れている化学物質と比べてどうかという言い方は

できると思います。日常的にあるものとの比較です。 

 

【産総研：中西フェロー】 中西が補足します。 

 このプロジェクトの前にNEDO のプロジェクトとしてナノ材料のリスク評価を5年間行いました。

そこでは、一般の環境の中で問題になることは考えにくいことから、カーボンナノチューブの加工等

を行う作業環境の基準を提案しました。その成果が既にあり、企業はそれをある程度守ってもらう、

日本の企業はそういう意識を持っていると思うのですが、さらにそれから変わった時にどう変化する

か、そういう部分をどう評価していくかがこのプロジェクトの目標になっています。リスクコミュニ

ケーションということで言えば、前のプロジェクトの成果を正確に伝えていくことが重要と思ってい

ます。それから派生して、それよりももう少し危険なのか、安全なのか、そういった点が皆さんにわ

かるように考えています。 

 

【菅野委員】 菅野です。ここに提示された範囲で、生物学的あるいは毒性学的にコメントします。資料4/31

について、作業者の安全を気遣うということでも、結果的に国民を気遣うことの一部になるので問題

ありません。しかし、ナノマテリアルが小さくなればなるほど肺だけでは問題が済まないことが懸念

されます。そのことが全く反映されていない点が気がかりです。 

 なぜその様なことを言うかというと、溶接工が鉄のヒュームを吸った後の疫学的な今の報告の対象

は脳と心臓です。肺ではありません。多層カーボンナノチューブならば、肺や腹膜、要するにリンパ

流に乗っていく範囲で済むという生物学的なことがあります。しかし、もっと小さくしていくと肺を

通りさらにほかの臓器に行くことを考える必要があります。そこが抜けています。 

 次に、手法として提案するのは非常によいことです。しかし、国際的に認められるには、バリデー

ションというプロセスが必要です。このバリデーションは今の段階では余り考えないというのならば

よいのですが、少なくともOECDではある程度行われるのではないでしょうか。ISOは、私はよく知

りません。その時に、培養系の試験で常に問題になることは、それをどうバリデートするかです。in vitro 

の試験法のバリデーションは、一般論として非常に難しい。普通、バリデーションを早急に行いたい

場合の試験法は in vivoからスタートします。過去5年間がどうであったか私は知りません。注文をつ

ける立場ではなかったため、余りコメントできません。 

 次に気になる点は、培養系で行うならば、資料の 14/31 ですか、配付資料と画面が多少違っていた

と思いますが、これはナノマテリアルで培養系の試験を行った人であればすぐ気づくはずです。培養

系で行う時の試験は、粒子が引き起こす反応を見たいのか、どういう毒性を反映したエンドポイント

が見たいのかによって変わります。なぜそのようなことを言うかというと、液体にサンプルを浸して

超音波等で分散を試みると、場合によっては溶け出る成分があります。金属イオンなどです。粒子が

固まったままで、ほとんど細胞毒性が出なくても、「だし」のように溶け出してきた成分が細胞を障害

することがあります。この場合、資料に一個項目が足りないのです。分散剤の影響以外に、粒子の毒

性とそこから溶け出してきた可溶性の成分の毒性が区別できない場合があります。 

 もう一個は、暴露評価と有害性評価というのですか、ハザード評価を分けていますが、リスク＝ハ

ザード×暴露ですね。 
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【産総研：岸本研究グループ長】 はい。 

 

【菅野委員】 その場合はハザートと暴露は同じ話です。暴露は、切削や磨耗などが起こり、新たな粒子を

作ります。その新たに出てきた粒子のハザードを評価しないと、世間に対しておかしなメッセージを

送ります。使っているうちにすり切れた粒子が出てくることを想定して暴露評価を行っていると言っ

ておきながら、その毒性評価をしていないというスキームになり、バランスを欠きます。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 実は③-(a)-1、③-(a)-2は必ずしもパラレルではないのです。 

 

【菅野委員】 パラレルでないのはわかります。しかし、だから行わなくてよいというスキームになってい

るように伺いました。今思いつくのは以上の点です。本来自主的に行うものを作る。使う方がそれで

納得すればよいと聞こえます。世間に発信されるものに対しては、当然プロはバリデーションできる

方法かどうかを見張っています。残念ながら、このままではバリデーションできないという危惧があ

ります。そこをどうするかです。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 最後の新たなハザードを作っている話は、プロジェクトの中でも議論が

ありました。国際的にも 1 件だけ、BASF が行ったものがあります。こういう粉を使って気管内投与

をして比べた試験です。それ以外にはありません。今はどの様なものが出るか、まず評価しようとい

う段階です。削り方や何を見るかを標準化する欧米のプロジェクトがあります。まだその段階です。

確かにこれは重要な問題です。無限に出てくるパターンをどう扱うかは考えていく必要があります。 

 

【菅野委員】 現実的にそういうことだと思います。ただ、これは公開です。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 はい。 

 

【菅野委員】 国民に対して、あるいは業者に安全を訴えたいのですね。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 はい。 

 

【菅野委員】 そういう時には、今考えている、当然これはフィードバックされるべきものであるというス

キームを先に提示すべきです。まだ始まったばかりでよくわかりませんと言うのは、スキーム上は成

り立たないのではないか、というのが私のコメントです。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 はい、わかりました。それは検討させて下さい。小倉からコメントがあ

ります。 

 

【産総研：小倉研究員】 産総研の小倉です。暴露を担当しています。 

 暴露でどの様なものが出るか、それは粒子の大きさや量を知ることで、暴露しない対策をとること

ができます。例えばどの様なフィルターを使えば除去できる、またどの様な計測をすれば計測できる

か、そういうことによって暴露を管理できる。有害性は非常に難しく、世の中でも評価がなかなか追

いつかない、そういう評価ができないという部分があります。まず暴露評価としては、そういうこと

を押さえることで暴露をほぼゼロにすることができる。必ずしもパラレルではありませんが、暴露評
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価としてそういうことを先行している段階に今あると思っています。 

 

【産総研：藤田研究員】 有害性評価を担当しています産総研の藤田です。菅野先生のご指摘について、補

足及びコメントをします。 

 国際的な in vitroのバリデーションは資料の31/31、最後のスライドにOECDのWPMNを載せて

います。この資料の中央に WPMN の SG7 分科会があります。我々は今年、スーパーグロース単層

CNT を in vitro のバリデーション試験のプリンシパル材料として登録する予定です。この試験は in 
vitroのコロニーカウントの簡便な試験ですが、ヨーロッパの数カ国(南アフリカも入っていたと思いま

す)が行います。この試験は、スーパーグロース単層 CNT だけではありませんが、我々がスーパーグ

ロース単層CNTを材料として登録することで自動的に各国がバリデーションすることになります。 

 超音波によって触媒としての金属粒子の影響があるのではないかという点は先生のご指摘の通りで

す。この点に関しては、一次粒子の金属の定量、また分散処理後の金属の定量は行っています。また、

スーパーグロース単層CNTのよいところは非常に純度が高いことです。逆に純度が高い金属触媒がほ

とんど入っていないケーススタディとなるので、これをモデルとして使っています。 

 

【産総研：中西フェロー】 まず小さい粒子であると様々なところに行くというお話について、お答えしま

す。一般的に言うと二次粒子は非常に凝集したもので、どこでも試験していると思います。前のプロ

ジェクトの話をするのは恐縮ですが、私達は二次粒子もナノスケールで試験を行う世界唯一の研究機

関です。全てと言いきることはできませんが、相当部分を押さえてきたという点は自負しています。 

 このプロジェクトはvitro試験を主に行っています。なぜvitroかというと、多様なものに対応する

には若干無理はありますがvitro試験を多用する必要があるため、なるべくこれを使おうとしているの

です。バリデーションは気管内投与というvivoとあわせて行っていくことが全体の計画になっていま

す。 

 先ほど、製品に組み込まれて磨滅する部分はどうするのかというお話がありました。今回初めてそ

ういった点も試験します。するとどういう状態になるか。そういうこともvitroだからこそできると私

達は考えています。吸入試験を行えと言われても、量もありません。だからこそvitro試験で何らかの

指標になるものを見つけようとしており、今幾つかあがっています。その中で一つの有力なものとし

て peroxide や OH、そういう ROS と言われる反応性の高い活性酸素をはかる話が出ています。幾つ

かの候補の一つとしてそれは非常に有力です。ROS はCNT でそれほどはかっていませんが、先ほど

示した結果が出ました。ROSは二酸化チタン、その他のもので相当研究しています。これ自体有力な

候補です。これはほかのもので幾つかバリデーションも行われています。CNTは行われていませんが、

そのほかのもので行われています。例えば金属酸化物や二酸化チタンなどで行われています。そうい

うものは積極的に使っていこうと思います。 

 様々な用途、様々なことがあると思いますが、それらを全部試験できるかは別として、このプロジ

ェクトでは、そういうものができる可能性のある指標を探し出すという意味で、あえてvitroの試験を

一生懸命行っていると理解してほしいと思います。 

 

【菅野委員】 今、中西先生が答弁された内容と岸本先生が言われた内容がずれています。岸本先生はまだ

やらないと言い、中西先生はこれぞvitroなのだからできると言われました。そこがずれていたのです

が、多分 in vitroなのでできるというのが正しいと思います。 

 ROS等々、生物学的な立場から希望を言うと、やみくもに行うのではなく、二酸化チタンは in vivo
ではこういう性質がある。その一部としてROSを出す系が一つ反映されると予想される、その場合は
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何とかという細胞のこういう試験がよい。そういう順番で来ているのではないでしょうか、豊國先生。

生体内でのメカニズムがある程度想定可能な探索ができるように科学者グループを動員してカテゴラ

イズしてから行わないと、in vitroはうまくいかないはずです。mode of actionなど様々な用語で呼ば

れています。陰性だから大丈夫と言いにくいのが in vitroの特性です。その様にしていく必要がありま

す。これはコメントとして要望せざるを得ないというレベルです。 

 

【産総研：中西フェロー】 先ほど、このプロジェクトの前に NEDO のプロジェクトがあったと言いまし

た。実はその前にもう一つプロジェクトがありました。そこではナノの有害性をはかるためにどうい

うvitroの系があればよいかを検討して、そのメカニズムから六つほど選んでいます。例えばマクロフ

ァージの何かがなければいけない、ヒトのがん細胞がなければいけないなどです。しかしCNT では、

今の試験法では使用できないものがたくさんありました。そういうものが排除されていき、残ったも

のがこれだということです。前の前のプロジェクトであったため、今日の説明で、その辺りの説明が

足りなかったことは大変申しわけありません。これは絶対に必要なことだと考えています。 

 

【豊國委員】 菅野先生はトキシコロジストの立場からお話しされたと思います。 

私は病理の立場から少しコメントします。菅野先生も指摘されたように、多層カーボンナノチュー

ブは世界中でかなり物が出回っているため、たくさんのデータが蓄積しています。その結果として大

体のことはわかってきました。しかし、今回の単層カーボンナノチューブはよいものがまだ余り出回

っていません。そのため、お話しにあったように余りデータがないのが実状だと思います。ただし、

大きさに関して、それに近いものは、動物内に投与すると尿から分泌されるという文献もあります。

したがって、培養細胞試験を行うにしても、少なくとも細胞の種類を増やす必要はあると思います。

神経細胞、中皮細胞や血球細胞、もう少し増やす必要はあると思います。 

 私の立場から言いますと、動物試験は重要と考えています。いろいろな種類の単層カーボンナノチ

ューブが手に入るならば、腹腔内投与からでも始めた方がよいと思います。多層カーボンナノチュー

ブの経験から言うと、腹腔内はヒトの暴露経路とかなり異なりますが、アスベスト等との比較による

と、ある程度比例して出てきます。炎症を起こす程度、あるいは発がん性についても、ある程度並行

して結果が出てきます。そういった試験はお金もそれほどかかりません。経済的で、簡単にできると

思うので、ぜひそこから始めてほしいと思います。ただし、それを始めるに当たり、単層カーボンナ

ノチューブは非常に小さい粒子です。私は経験がないのですが、例えば電子顕微鏡で見ても、本当に

細胞内に入っているのか、血中や尿内にあるとしても、濃度は薄いものになると思います。それをど

う検出するかが重要になると思います。その辺の測定法の開発がぜひ必要と思います。 

 

【産総研：岸本研究グループ長】 今の測定の件に関して、もし藤田から意見があれば、お願いします。 

 

【産総研：藤田研究員】 測定より、むしろ最初に豊國先生が言われた細胞種に関して増やす必要があると

いうご指摘はその通りです。約一年間強の試験では A549 肺胞上皮細胞と、ラットのマクロファージ

NR8383を中心に行っていますが、そのほかにもヒトのマクロファージ様の細胞のTHP-1などを行っ

ています。細胞種を増やす必要、例えば中皮腫の細胞などに関しては現在検討中です。分散調製方法

が、それらの細胞種に必要な細胞の培地に対しても分散調製を行うことができると考えています。技

術的には他の細胞種へのアプリケーションは可能だと考えています。 

 

【産総研：中西フェロー】 今の豊國先生のご提案は大変積極的でありがたいと思います。しかし、このプ
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ロジェクトの月日を考えるとなかなかできないと考えています。実は腹腔内の投与も一時考えたこと

がありました。しかし、時間的にこのプロジェクトではそこまで様々なことはできないということで

した。せめて中皮細胞の vitro だけはできないかと検討しています。今から新しい気管内投与以外の

vivoの試験を入れることは、あと二年半という期間を考えると無理ではないかと思っています。 

 それから、細胞の種類、血球、神経、これらも今から細胞の種類を増やすことはできません。ただ、

神経影響のバイオマーカーは今の試験系でもとることができます。現在実験を行っている試験系の中

でこういうものに対応するバイオマーカーを押さえることはぜひやりたいと思います。 

 

【阿知波分科会長】 お二方の専門家からの少し深刻なコメントになっていますが、冒頭お話ししたように、

質問、コメント等あれば、できる限りこの場のやりとりで中間評価の報告書になるようにお願いしま

す。お二人の先生方、いかがですか。事業者側あるいは実施者側からの説明が一通りありました。 

 

【菅野委員】 どうお答えしてよいかわかりません。一つは、細かい話ですが、バリデーションは、だれが

行っても同じ結果になるというものと、その結果の意味が人間にどう反映されるかを考えるレベルの

もの、の二つがあります。私が言っているのは後者の in vivoにどう反映するのかという方です。細胞

を決め、培養法を決めて、エンドポイント、細胞が死ぬか、生きるかを見るのは、MTT でも何でも、

要するにプロトコルを決めれば、世界中だれでもできます。ではそれで出てきた結果は意味があるの

かというところが一番難しいのです。in vitroの場合はいつもそこが問題になります。もし国際的とい

うことを強調するのであれば、もう少し慎重に行った方がよいと言っているのです。 

 

【阿知波分科会長】 豊國先生はいかがですか。 

 

【豊國委員】 いろいろな種類の単層カーボンナノチューブを持っていると思いますので、培養細胞も多少

増やして評価をしてほしいと思います。 

 腹腔内投与も、これは発がん実験でなければ恐らく、そういう施設があれば、例えば多層カーボン

ナノチューブですと、発がん性があるものは一週間か二週間の試験で炎症が強く現れてきます。全部

をこれから変更することは困難かもしれませんが、何を起こすかは少し計画を変更して、短期試験で

よいと思うので、データをぜひとってほしいと考えています。 

 それから、体内に入った場合にどういう動きをするかです。これは確かに今後二年半で全部を解明

するのはとても困難だと思いますので、そういったことも念頭に置いて、非常に少量の単層カーボン

ナノチューブをどうやって検出したらよいのかをぜひ考えてほしいと思います。これはこれから二年

半で完成するというわけにはとてもいかないと思いますが、そういう意見です。 

 

【菅野委員】 腹腔内投与は、中皮腫を起こすか起こさないかという指標に使うことができるだけではなく、

細かいものに関しては、ある意味静脈注射をした時のような所見をとることができます。本来ならば、

そこから全身にどう巡っていき、どういう臓器にどう沈着するかも見るとよいと思います。ただ、生

の臓器の中に分散したものを定量的に測定する方法が今はありません。そのため豊國先生は、本来な

ら、臓器内にどれだけ行ったかという暴露評価のためには、生の臓器の中でどれだけ正確に測定でき

るかという技術開発が必須であると言われているのです。厚労省の班の中でもある程度それは取り組

んでいるのですが、シングルウォールは検体が手に入らないので、まだ行っていないと思います。 

 このプロジェクトが、時間がないのでこれでいくということに関して、私はブレーキをかけるつも

りはありません。むしろ、バリデーションまで考えるのであれば、もう少し落ち着いて行った方がよ
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いとコメントしたいほどです。もうスタートして中間評価の段階になっているため、これを止めよう

とは思いません。前向きに提案するとすれば、これとは別に、これをサポートする in vivoの研究をも

う少しじっくり構えて、パラレルにスタートさせるのがよいと思います。その場合はテーマが大き過

ぎるので、産総研だけで行うのは無理だと思います。厚労省だけで行うことも無理とわかっているの

で、オールジャパンで行うのがよいと思います。急いでデータをとらなければいけないという面があ

るのはわかりますが、オールジャパンでのプロジェクトもぜひ考えるのがよいと思います。 

 

【産総研：中西フェロー】 バリデーションに二つの意味があるというのは菅野先生の言われる通りです。

先ほどの藤田の答えはどちらかというと前者の答えです。私が答えた方は、十分と言えるかどうかは

わかりませんが、後者のバリデーションについての方針を述べたということです。 

 豊國先生から、培養細胞を増やす、腹腔内投与することを提案されました。培養細胞は、中皮細胞

については私たちも行いたいと前から思っていました。まだ手がついていませんが、このプロジェク

トの目標が、できるだけvitroの方法で、皆が割合手軽に使うことのできるものをということで、基本

的にはその前のプロジェクトで得たこととの比較で有害性を考えるという形になっています。新たに

腹腔内投与を行う、体内の動態をこのプロジェクトで調べるということはこの目標からは外れると思

います。そういう意味では、菅野先生に助け舟をいただいた気がします。もっと本腰を入れたプロジ

ェクトをオールジャパンで立ち上げろというご指摘は大変ありがたいと思います。 

 

【菅野委員】 豊國先生が言われたこと、細胞を増やすことについて、今まで細胞を選んできたのはシング

ルウォールで選んだのですか。マルチウォールがメインですね。 

 

【産総研：中西フェロー】 そうです、マルチです。 

 

【菅野委員】 そこが問題なのです。ナノの問題点は、小さくなると違うと重ねて言っています。マルチウ

ォールに比べてシングルウォールは小さいのです。物性も違います。そうであるから違うように使お

うとしているのです。我々から見ると、そこのギャップがまだ担保されていないということで、無理

のない範囲でどうやって提案しようかと悩んでいます。例えば血中に入って心筋梗塞を起こす、脳梗

塞を起こすとなると、血管内皮ですということを私はサジェストしたのです。もし脳に行ってアルツ

ハイマーの原因になる、βアミロイドの核になるという論文が出てきているのであれば、それで先生

は脳の細胞だと言われるのです。短いので中皮腫は起こらないと思うのであれば、中皮細胞は行わな

くてもよいわけです。そういうことを申し上げています。 

 経験則にのっとることは重要ですが、ナノの問題点は、検体が変わると標的が変わるということが

我々の常識です。それに見合ったチューニングを、豊國先生やご専門の、あるいは最先端の情報を集

めて、例えば、ニューロンで行わなければ危ないということになれば、細胞内に入っておかしなたん

ぱくを形成させる、凝集する核になるというストーリーがあります。そういうことです。そこを、あ

と二年半しかないという問題もありますが、培養細胞ならば急いで取り組めばできなくもないという

面もあります。そういうことを提案しているのです。 

 

【阿知波分科会長】 豊國先生、大丈夫ですか。手短かにお願いします。 

 

【豊國委員】 私も、これを止めるつもりは全くありません。むしろ推進する方です。培養細胞だけではな

く、最終的には全体から攻めていった方がよいと提案したいのです。 
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【阿知波分科会長】 最後の最後に、NEDOの立場で、和泉部長、何か言いたいことはありますか。 

 

【NEDO：和泉部長】 今日いただいたコメントを踏まえて、残りの期間で何をやるのが大事か。これはほ

かのテーマと違い、技術的な中身ではなく、行うことの意義が問われます。そこは実施体制側ともよ

く相談しながら検討していきたいと思います。 

 

【阿知波分科会長】 では、ほかの先生方もよろしいでしょうか。一応この研究項目③に関しましてはこれ

で質疑応答を終了します。 

 

６．全体を通しての質疑 

７．まとめ・講評 
 

【阿知波分科会長】 続いて、全体を通じた話、質問があればということですが、時間も大分経過していま

すので、ここでもう最後の講評を先生方に二分程度でお願いします。 

 申しわけありませんが、西野先生から、左から順に。 

 

【西野委員】 今日説明を聞き、ナノチューブの本当に最先端の部分、コンポジット、まさに用途を使わな

いといけない部分の中で、一次加工した、本当の用途は見えないけれども、まずそこを通さないとい

けない部分の開発、そこから次に本当の用途は何が見えてくるのかというところの第二段階の開発、

きれいに分けて着々と成果を残されていると思いました。 

 細かい話では、成果という点で、よく見ると載っていますが、論文や特許をもう少し見えやすい形

で報告してもらうとよかったと思います。 

 

【阿知波分科会長】 豊國先生、少しお待ち下さい。齋藤先生がすぐに退室しなければいけないというタイ

ミングだそうです。齊藤先生、先にごく短く、講評をお願いします。 

 

【齋藤分科会長代理】 すみません、仙台に帰りますので、先にコメントします。 

非常に緻密に練られたプロジェクトを進めています。特に合成に関しては国際的にも高い評価を得

ており、このプロジェクトが続くことを期待しています。三つの柱があります。②に関しては、多大

な努力によって波及効果という大きな花が開いたと考えます。③に関しては、このプロジェクトだけ

で全てを行うことは不可能だと思うので、何か光るものを一点残してもらえばよいと考えます。 

 

【阿知波分科会長】 どうもありがとうございました。では、豊國先生、お願いします。 

 

【豊國委員】 ①、②に関しては全く門外漢ですが、大変頑張っていると感じました。ぜひ単層カーボンナ

ノチューブを日本が主導権を持って産業として世界に貢献できるように頑張ってほしいと思います。 

 ③に関しては、まだ始まったばかりです。非常に難しい問題であると思いますが、ぜひ in vivoや動

物を使った実験も考えてほしいと思います。培養細胞で手軽に毒性がすべて評価できればよいのです

が、細胞だけではわからないこともあります。生体は一つの完成された複雑なシステムです。人では

できないことを動物試験ではできるので、そういった情報を得ることは非常に重要であると思います。 
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【角田委員】 私は逆に③のテーマは全く門外漢でわからなかったのですが、①と②のテーマはじっくり聞

きました。確かに成果があがっています。その目的と方向性は大まかには正しいと理解しています。

ただ、産業界に足を置いている人間からすると、実用化に本当にどこまでスムーズにつながるのかが

懸念されます。先ほど申し上げたように、細いタイプのマルチウォール、別にダブルとかトリプルと

いう意味ではなく、10nm、15nmという中程度のマルチウォールのカーボンナノチューブのメーカー

が日本から消えつつあることが、このプロジェクトの大事なポイントだと私は思います。直接このテ

ーマとは関係ないのですが、カーボンナノチューブの技術を発信し、実用化していくという立場から

すると、今のところ私はそこが非常に心配です。 

 先ほどの議論の中で申し上げた複合化について、金属とゴムだけでなく、これからの出口をにらん

だ場合、複合材料の考え方はもう少し広くあるべきだと思います。そういうものをもう少し広げる。

複合化する方法もいろいろあるはずです。もう少し全体を見ながら、そのためには今のプロジェクト

の中だけで議論するのではなく、もっと産業界の人たちの知恵を引っ張り込む努力をしてもらうと、

もっとアクセラレートされるという印象を受けました。 

 

【阿知波分科会長】 菅野先生は所用で遅れて参加されました。今さら紹介するまでもなく、皆さんお気づ

きのことだと思いますが、厚生労働省の菅野先生です。 

 

【菅野委員】 学会の都合でおくれて、済みませんでした。 

 新しいコンポジット材料が出てくることは、私個人としては新しいもの好きなので、よいと思いま

す。何かよいものができたらよいと本当に思っています。ただ、毒性学的な立場からすると、コンポ

ジットになった途端にまた違う毒性が出るというのが常識です。無理やりこすってみて粉になったも

のがコンポジットの粉であれば、その毒性も当然はからないといけません。こういう粉が出ると言え

ば、吸う可能性のある人は何でそれをはかってくれないのかという話になります。 

 in vivoにしっかり取り組むことが今の段階では重要という点は豊國先生と全く同じです。それは強

調したいことです。ただ、中西先生が言われたように、このプロジェクトでは無理と言われるのでは、

細胞の範囲でコメントを申し上げたということで、そちらのコメントは繰り返しになるのでやめます。 

 

【阿知波分科会長】 どうもありがとうございました。それでは、最後に私から手短にお話しします。 

 カーボンナノチューブに関しては、NEDOのプログラムが直接的に参加していたかどうかは別にし

て、最初のスライドで歴史が出ていました。この20年間ぐらい直接、間接に見聞きしてきたのですが、

今日の中間報告を聞いて、いよいよ本当に製品となって現れる日がこのプロジェクト終了あるいはそ

れより少し後に来るというリアリティのある話になってきたという印象を強く持ちました。 

 評価という立場で考えると、プログラムは目標設定を上手に、あるいは精密に立てていることもあ

るのか、よく行われ、目標到達度も高いという気がしました。この後、最終目標に向かって本年度を

含めて三年間、さらに新しい助成も始まるということで、ぜひ成功するように心から祈っています。 

 項目③に関しても、いよいよ実用化のリアリティが高いということから、非常に熱のこもった、あ

るいは重要なコメントがあったという印象を持ちました。 

 では、和泉部長から最後に一言お願いします。 

 

【NEDO：和泉部長】 今日はどうもありがとうございました。 

 この中間評価は、私達が評価を受ける立場ですが、単に評価ということよりも、残りの二年半をど

のようにして生かしていくかというサゼスチョンをいただいたと理解しています。特に③はいろいろ
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なご指摘をいただきました。ぜひ評価委員の皆様にはこの場だけではなく、今後ともいろいろご指導

をいただきながら進めていきたいと思います。残りの部分についても、今日いただいたお話も踏まえ、

プロジェクトをまとめあげていきたいと思います。引き続きご指導をよろしくお願いします。今日は

どうもありがとうございました。 

 
8．今後の予定 

 
9．閉会 
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評価結果の反映について 
 
 
 



 
 

 
 

  

 

 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

・単層カーボンナノチューブ(CNT)は、革新的先端材料として、

実用化・製品化が望まれている新材料である。単層CNT合成技術

の高度化と、既存材料との複合化のための分散技術は世界をリ

ードするものであり、国のプロジェクトとして意義あるもので

ある。 
 
・ナノ材料簡易自主安全管理技術は、単層 CNT分散法の確立と

同暴露評価手法の開発に顕著な成果が認められる。一方で、単

層 CNTのヒトへの暴露を最低限に管理するための評価手法の完

成のために、研究開発項目や方法論の検討が必要である。 
 
 
・出口の方向性は見えてきたが、時間軸を入れた明確なターゲ

ット設定をして注力する時期にある。 

 
 
 
 
 
 
・ 単層CNTの安全性の相対的な指標を求める簡便なin vitro試験の開

発を促進する。動物実験は、in vitro試験を評価方法として確立する

ためのバリデーション試験の位置づけで行う。 
 → 平成 25年度の実施計画書へ反映。 
 
・出口ユーザーの要望と開発目標を適合すべく、平成 24年より応用

研究開発として助成事業を加えた。これにより用途に応じ、開発目標、

期間等を明確化しているが、今後より精査していく。 
→ 計画等への反映なし。 

「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト」の中間評価結果の反映について 
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本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 

平成２５年１月 
 
 NEDO 評価部 
 部長 竹下  満 
 主幹 三上  強 

 担当 梶田 保之 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/iinkai/kenkyuu/index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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